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1.（2）① 他の研究機関との連携等

（２）研究開発を効率的・効果的に進めるための措置
① 他の研究機関との連携等

中期目標
　研究開発テーマの特性に応じ、国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との適切な役割分担
のもとで、他分野との協調も含めた幅広い視点にたって、研究開発の効率的かつ効果的な連携を推進
するものとする。その際、共同研究、人事交流等を効果的に実施し、より高度な研究開発の実現と成
果の汎用性の向上に努めること。
　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
成果発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの
評価を積極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究
開発の状況、成果を広く提供すること。

中期計画
　効率的・効果的な研究開発を実施するため、研究テーマの特性に応じて、外部の研究機関等との適
切な役割分担のもとで、他分野との協調も含めた幅広い視点にたって、寒冷地臨海部の高度利用に関
する研究についての港湾空港技術研究所との連携強化を含め、他機関との定期的な情報交換や共同研
究・研究協力等の連携を積極的に推進する。共同研究については、本中期目標期間中の各年度におい
て 100 件程度実施する。
　また、海外の研究機関等との共同研究・研究協力は、科学技術協力協定等に基づいて行うこととし、
研究者の交流、国際会議等の開催等を積極的に実施する。
　国内からの研究者等については、交流研究員制度等に基づき、積極的に受け入れるものとする。ま
た、フェローシップ制度等の積極的な活用等により、海外の優秀な研究者の受け入れを行うとともに
研究所の職員を積極的に海外に派遣する。
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■中長期目標設定達成の考え方
　共同研究については、港湾空港技術研究所や農業・食品産業技術総合研究所などの連携によって、国内に
おける民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流等を通じて得られた情報等をもとに実施すること
とした。さらに、海外の研究機関との研究協力を円滑かつ積極的に推進するため、研究協力協定締結に基づ
き、国際会議、ワークショップ等の開催を推進することとした。
　研究者の交流については、大学からの研究者を受け入れるとともに、民間企業等からの交流研究員も継続
的に受け入れることとした。また、日本学術振興会のフェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活
用して、海外の優秀な研究者の積極的な受け入れを行うとともに、在外研究員派遣制度、流動研究員制度を
活用して、若手研究者の外国研究機関への派遣を推進することとした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述に記載）。

共同研究数

目標値
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

共同研究実施数 100 64 65 83 84 95 391

（参考）共同研究協定書本数 103.3 83 108 137 125 125 578

※共同研究実施数の目標値は中長期計画の目標値を示している。

　第 3 期中期目標期間において、1 年度当たりの平均共同研究実施数は 78.2 件 / 年で、1 年度当たりの平均
共同研究協定数本数は 115.6 本 / 年であった。第 3 期中期計画においては、マネジメントの効率化を図り、
共同研究当たりの共同研究協定書本数が、第 2 期中期目標期間平均値 1.06 本 / 件（平成 20 年度～平成 22 年
度）と比較して、第 3 期中期目標期間の平均値は 1.48 本 / 件であった。従って、個々の共同研究の課題に対
して、様々な視点の研究者や機関が参画した。
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■中長期目標期間の取り組み
１．国内共同研究の実施
　国内における民間企業等との共同研究課題数を表–1.2.1、共同研究相手機関の内訳は表–1.2.2、共同研
究課題一覧を表–1.2.3に示す。

表 –1.2.1　共同研究実施数（括弧書きは共同研究協定数）

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

期間
合計

共同研究（新規課題） 20（27） 23（46） 31（45） 30(32) 26(28) 130(178)

内、土研提案型 15（21） 20（43） 30（44） 30(32) 21(23) 116(163)

内、民間提案型 5（6） 3（3） 1（1） 0(0) 5(5) 14(15)

共同研究（継続課題） 44（56） 42（62） 52（92） 54(93) 69(97) 261(400)

内、土研提案型 35（47） 29（52） 39（78） 48(86) 65(93) 216(356)

内、民間提案型 9（9） 13（10） 13（14） 6(7) 4(4) 45(37)

合計 64（83） 65（108） 83（137） 84(125) 95(125) 391(578)

* 土研提案型中期目標期間総数：332件（519本）、民間提案型中期目標期間総数：59件（52本）

表 –1.2.2　共同研究相手機関の内訳

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

相手機関数の合計（機関数） 170 156 196 200 215

内、民間企業の割合（％） 69 61 59 50 44

内、財団・社団法人の割合（％） 3 9 14 16 17

内、大学の割合（％） 19 22 20 26 30

内、地方公共団体の割合（％） 3 3 1 2 1

内、独立行政法人の割合（％） 2 3 2 4 6

その他 4 3 3 3 2

 
表 –1.2.3　共同研究新規課題一覧表

番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

1
平成23
年度

土研提案型
盛土施工手法および品質管理向上技術に
関する研究

先端技術、施工
技術

民間企業10社

2
平成23
年度

土研提案型
光センサコーティングによる構造部材劣
化検知

舗装
民間6社、公益社団
法人等2団体

3
平成23
年度

土研提案型
低炭素型セメント結合材の利用技術に関
する研究

基礎材料
民間企業6社 , 公益
社団法人等1団体

4
平成23
年度

土研提案型
画像解析を用いた流量観測手法に関する
研究

ICHARM 大学1校
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

5
平成23
年度

土研提案型
積雪寒冷地における鋼コンクリート合成
床版の凍害に関する研究

寒地構造
大学1校 , 公益社団
法人等1団体

6
平成23
年度

土研提案型
積雪寒冷地に特化した道路橋床版構造の
開発に関する研究

寒地構造
公益社団法人等1団
体 , 民間企業3社

7
平成23
年度

土研提案型
積雪寒冷地における鋼床版の疲労き裂進
展の抑制技術に関する研究

寒地構造
公益社団法人等1団
体 , 民間企業1社

8
平成23
年度

土研提案型
凍害および塩害による材料劣化を受けた
RC部材の衝撃耐荷力に関する研究

耐寒材料 大学1校

9
平成23
年度

土研提案型 寒冷地用塗料の施工特性等に関する研究 耐寒材料
公益社団法人等1団
体

10
平成23
年度

土研提案型
降雨による湿雪雪崩の発生機構に関する
研究

雪氷 独立行政法人1団体

11
平成23
年度

土研提案型
移動景観の評価に影響する景観要素の把
握に関する研究

地域景観ユニッ
ト

大学1校

12
平成23
年度

土研提案型
歩行者の印象評価・空間認知・快適性と
歩行環境に関する研究

地域景観ユニッ
ト

大学1校

13
平成23
年度

土研提案型
コンクリート開水路の凍害劣化の診断手
法および対策工法に関する研究

水利基盤 大学1校

14
平成23
年度

土研提案型
沿岸施設におけるコンクリート構造物内
部の空洞化診断および水中計測技術に関
する研究

寒地機械技術 大学1校

15
平成23
年度

土研提案型
寒冷環境下におけるコンクリートの性能
照査技術の向上に関する研究

耐寒材料 大学1校 , 民間 1社

16
平成23
年度

民間提案型
コンクリート埋込部における鋼部材の腐
食欠損の非破壊検査手法に関する研究

CAESAR 民間1社 , 大学 1校

17
平成23
年度

民間提案型
道路橋桁端部の腐食環境改善技術に関す
る研究

CAESAR 民間2社

18
平成23
年度

民間提案型
火山灰を使用した長寿命コンクリートの
開発

耐寒材料
地方公共団体1機
関、公益社団法人等
1団体

19
平成23
年度

民間提案型 公共工作物への木材活用に関する研究
地域景観ユニッ
ト

公益社団法人等1団
体 , 民間団体1社

20
平成23
年度

民間提案型
焼却灰を主材料とした再生骨材の凍上抑
制層への適用に関する研究

寒地道路保全 民間2社

21
平成24
年度

土研提案型
河川における護岸ブロックの環境評価及
び開発に関する研究

自然共生研究セ
ンター

公益社団法人等1団
体

22
平成24
年度

土研提案型
磁気式変位計等計測装置の開発に関する
研究

CAESAR 民間1社
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

23
平成24
年度

土研提案型
小規模処理場施設に適したメタンガス有
効利用支援に関する研究

リサイクル
公益社団法人等1団
体、大学1校、民間
5社

24
平成24
年度

土研提案型
骨材資源を有効活用した舗装用コンク
リートの耐久性確保に関する研究

基礎材料
大学1校、民間3
社

25
平成24
年度

土研提案型
河川構造物の耐震性評価・耐震対策に関
する共同研究

土質・振動 国立研究機関1団体

26
平成24
年度

土研提案型
路面性状の効率的取得技術の開発に関す
る研究

舗装 民間10社

27
平成24
年度

土研提案型
生活道路における簡略的な維持管理技術
に関する研究

舗装 民間6社

28
平成24
年度

土研提案型
降雨による湿雪雪崩の発生機構に関する
研究

雪崩・地すべり
研究センター

独立行政法人1機関

29
平成24
年度

土研提案型
ゴム支承の地震時の性能の検証方法に関
する研究

CAESAR 民間9社

30
平成24
年度

土研提案型
のり面構造物におけるアセットマネジメ
ントに関する研究

地質、土質・振
動

公益社団法人等2団
体

31
平成24
年度

土研提案型
新型帯工（バーブ工）の開発に関する基
礎的研究

自然共生研究セ
ンター

大学1校

32
平成24
年度

土研提案型
既設落石防護構造物の性能評価技術に関
する研究

寒地構造 大学1校

33
平成24
年度

土研提案型
不健全部を含むコンクリートを伝播する
振動特性に関する研究

寒地構造 大学1校

34
平成24
年度

土研提案型
実規模実験を基にしたロックシェッドの
性能照査型設計法に関する研究

寒地構造 大学1校（海外）

35
平成24
年度

土研提案型 落石衝撃力の評価技術に関する研究 寒地構造 大学1校

36
平成24
年度

土研提案型
高エネルギー吸収型落石防護工等の性能
照査手法に関する研究

寒地構造
大学1校、公益社団
法人等1団体、民間
5社

37
平成24
年度

土研提案型
疲労と凍害の複合劣化を受けたＲＣ梁の
耐荷力評価に関する研究

耐寒材料 大学1校

38
平成24
年度

土研提案型
コンクリートのひび割れ注入・充填後の
品質評価および耐久性等に関する研究

耐寒材料 民間6社

39
平成24
年度

土研提案型
舗装種別毎の凍結防止剤等の適正散布に
関する研究

寒地道路保全、
寒地交通

大学1校

40
平成24
年度

民間提案型
積雪寒冷地における再生粗骨材のプレ
キャストコンクリートへの利用拡大に関
する研究

耐寒材料
大学1校、公益社団
法人等1団体
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

41
平成24
年度

民間提案型
遺伝情報を用いた河川環境調査に関する
研究

河川生態 民間3社

42
平成24
年度

民間提案型 橋梁点検アプローチ技術に関する研究 先端技術 民間2社

43
平成24
年度

民間提案型
機械インピーダンス法を用いた寒冷地コ
ンクリート開水路の劣化診断技術の研究

水利基盤
大学1校、民間1
社

44
平成25
年度

土研提案型
撤去橋梁を用いた既設ＰＣ橋の診断技術
高度化に関する研究

CAESAR
公益社団法人等1団
体

45
平成25
年度

土研提案型
プレストレストコンクリート橋における
初期変状の防止対策に関する研究

CAESAR
国立研究機関1団
体、公益社団法人等
1団体

46
平成25
年度

土研提案型
炭素繊維シートによるRC床版の補強設
計法に関する共同研究

CAESAR
公益社団法人等1団
体

47
平成25
年度

土研提案型
橋台部ジョイントレス構造における鋼コ
ンクリート接合構造の設計・施工方法に
関する研究

CAESAR
大学1校、公益社団
法人等1団体

48
平成25
年度

土研提案型
非破壊検査・計測技術の道路橋等の点検
要領への導入に関する研究

CAESAR 国立研究機関1団体

49
平成25
年度

土研提案型
海洋構造物の耐久性向上技術に関する研
究

新材料
公益社団法人等4団
体

50
平成25
年度

土研提案型
貯水池に流入する濁質の処理に関する研
究

水理 民間1社

51
平成25
年度

土研提案型
非破壊検査による道路トンネルのうき・
はく離検出技術の開発

トンネル
国立研究機関1団
体、民間3社

52
平成25
年度

土研提案型
未利用資材としての高針入度アスファル
トの舗装への適用性に関する研究

舗装
公益社団法人等2団
体

53
平成25
年度

土研提案型
建設機械の遠隔操作技術向上に関する共
同研究

先端技術 独立行政法人1機関

54
平成25
年度

土研提案型
劣化損傷の生じた橋梁部材の調査・診断
手法に関する研究

CAESAR 大学2校

55
平成25
年度

土研提案型 支承の長期耐久性に関する共同研究 CAESAR 民間5社

56
平成25
年度

土研提案型
洪水予測モデルに対する数理最適化手法
の導入に関する共同研究

ICHARM 民間1社

57
平成25
年度

土研提案型
補強土壁の維持管理手法の開発に関する
共同研究

施工技術
大学1校、公益社団
法人等1団体、民間
12社

58
平成25
年度

土研提案型
既製コンクリート杭基礎の性能評価手法
の高度化に関する研究

CAESAR
大学1校、公益社団
法人等1団体
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

59
平成25
年度

土研提案型
土木構造用GFRPの微生物劣化の評価
手法に関する研究

新材料 独立行政法人1機関

60
平成25
年度

土研提案型
トンネル覆工の長期劣化過程数理モデル
に関する検討

寒地構造 大学1校

61
平成25
年度

土研提案型
積雪寒冷地における橋梁床版等の補修・
補強技術に関する研究

寒地構造
公益社団法人等1団
体

62
平成25
年度

土研提案型
制震デバイスの低温下における性能評価
に関する研究

寒地構造 大学1校

63
平成25
年度

土研提案型
自然由来重金属を含有する排水の植物浄
化手法に関する研究

防災地質 大学1校

64
平成25
年度

土研提案型
岩盤劣化を考慮した岩盤斜面の安定図表
の構築に関する研究

防災地質 大学1校

65
平成25
年度

土研提案型
流路形成における樹林化と土砂輸送の相
互作用に関する研究

寒地河川 大学1校

66
平成25
年度

土研提案型
寒冷地特性を考慮した火山泥流検知シス
テムの開発に関する研究

寒地河川 民間2社

67
平成25
年度

土研提案型
2車線道路の分離施設に適したワイヤー
ロープ式防護柵の試験研究開発

寒地交通
公益社団法人等1団
体

68
平成25
年度

土研提案型 新たな凍結防止剤の開発に関する研究 寒地交通 大学1校

69
平成25
年度

土研提案型
X線CTを用いたアスファルト混合物内
部の挙動に関する研究

寒地道路保全 大学1校

70
平成25
年度

土研提案型
移動景観の評価に影響する景観要素の把
握に関する研究

地域景観ユニッ
ト

大学1校

71
平成25
年度

土研提案型 地震動による積雪の破壊に関する研究 雪氷 大学1校

72
平成25
年度

土研提案型
吹雪吹きだまりの予測技術の精度向上と
システム開発に関する研究

雪氷
公益社団法人等1団
体

73
平成25
年度

土研提案型
開水路更生工法における診断・評価・モ
ニタリング手法に関する研究

水利基盤 大学1校

74
平成25
年度

民間提案型
寒冷地におけるコンクリート開水路の更
生工法に関する研究

水利基盤 民間2社

75
平成26
年度

土研提案型
フーチングを有しない多柱式ラーメン構
造の性能検証法に関する研究

CAESAR 民間2社

76
平成26
年度

土研提案型
鋼床版の疲労対策技術の信頼性向上に関
する共同研究

CAESAR
公益社団法人等1団
体

77
平成26
年度

土研提案型
応力状態が複雑に変化する鋼溶接部の疲
労強度の評価手法に関する研究＊

CAESAR 大学1校

78
平成26
年度

土研提案型
オパール薄膜によるひずみ検知の二次元
計測に関する共同研究

新材料 大学1校
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

79
平成26
年度

土研提案型
河川堤防の浸透性能評価に関する共同研
究

土質・振動 国立研究機関1団体

80
平成26
年度

土研提案型
電波技術を用いた河川水表面流速と水位
の計測手法の確立に関する研究

ICHARM 民間1社

81
平成26
年度

土研提案型
電気防食工法を用いた道路橋の維持管理
手法に関する研究

CAESAR
公益社団法人等2団
体、大学1校

82
平成26
年度

土研提案型
ゴム堰・SR堰の維持管理および長期性
能評価方法に関する研究

先端技術 独立行政法人1機関

83
平成26
年度

土研提案型
河川水中に含まれるナノ金属の環境リス
ク評価

水質 大学1校

84
平成26
年度

土研提案型
地すべりの地震時安定性に影響を及ぼす
因子に関する共同研究

地すべり
大学1校、民間2
社

85
平成26
年度

土研提案型
建設機械からの排出ガス排出実態の解明
に関する研究

先端技術 独立行政法人1機関

86
平成26
年度

土研提案型
プレキャストアーチカルバートの限界状
態の評価に関する共同研究

CAESAR
公益社団法人等2団
体

87
平成26
年度

土研提案型
液状化地盤中の道路橋基礎の挙動推定法
に関する研究

CAESAR 大学1校

88
平成26
年度

土研提案型
革新材料による次世代インフラシステム
の構築～安全・安心で地球と共存できる
数世紀社会の実現～

CAESAR

民間16社、大学6
校、地方公共団体2
団体、独立行政法人
1機関

89
平成26
年度

土研提案型
異分野融合によるイノベーティブメンテ
ナンス技術の開発

CAESAR
大学1校、独立行政
法人1機関

90
平成26
年度

土研提案型
大規模実証実験等に基づく液状化対策技
術の研究開発

CAESAR
独立行政法人2機
関、国立研究機関1
団体

91
平成26
年度

土研提案型
巨大都市・大規模ターミナル駅周辺地域
における複合災害への対応支援アプリ
ケーションの開発

ICHARM
大学2校、独立行政
法人1機関

92
平成26
年度

土研提案型
コンクリート製構造部材の長期劣化過程
数理モデルに関する検討

寒地構造 大学1校

93
平成26
年度

土研提案型
寒冷環境におかれた橋梁用ゴム支承の長
期安定性確保に関する研究

寒地構造 研究会1団体

94
平成26
年度

土研提案型
低温下における道路橋部材の性能評価に
関する研究

寒地構造
公益社団法人等1団
体

95
平成26
年度

土研提案型 道路橋床版の凍害劣化損傷に関する研究 寒地構造
大学1校 , 公益社団
法人等1団体

96
平成26
年度

土研提案型
アスファルト廃材の再利用による特殊土
の改良強度特性に関する研究

寒地地盤 大学1校
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

97
平成26
年度

土研提案型 微生物による泥炭固化に関する研究 寒地地盤 大学1校

98
平成26
年度

土研提案型
積雪寒冷地における切土法面の凍上対策
に関する研究

寒地地盤 大学1校

99
平成26
年度

土研提案型
北海道型SMA混合物の施工方法および
品質管理方法に関する研究

寒地道路保全 大学1校

100
平成26
年度

土研提案型
越波に対する海岸道路の安全性向上に関
する研究

寒冷沿岸域 大学1校

101
平成26
年度

土研提案型
2車線道路の分離施設に適したワイヤー
ロープ式防護柵の研究開発

寒地交通
公益社団法人等1団
体

102
平成26
年度

土研提案型
ランブルストリップスの応用技術に関す
る研究

寒地交通 民間1社

103
平成26
年度

土研提案型
高解像度レーダによる降雪等の検知に関
する研究

雪氷 大学1校

104
平成26
年度

土研提案型
水中構造物内部状況の画像化点検技術に
関する研究

寒地機械技術 大学1校

105
平成27
年度

土研提案型
下水処理水中に残存する微量化学物質等
を対象とした高度処理技術の開発に関す
る共同研究

水質 民間1社

106
平成27
年度

土研提案型
既設道路橋基礎の耐震補強方法に関する
研究

CAESAR 公益社団法人等1社

107
平成27
年度

土研提案型
岩に支持された杭基礎の設計法・施工法
に関する研究

CAESAR
公益社団法人等4団
体

108
平成27
年度

土研提案型
コンクリート舗装の維持修繕工法の改善
に関する共同研究

舗装、iMaRRC、
寒地道路保全

民間3社、大学2校、
公益社団法人等1団
体、独立行政法人1
団体

109
平成27
年度

土研提案型
先端的劣化検出技術のコンクリート構造
物への適用手法に関する研究

iMaRRC 独立行政法人1団体

110
平成27
年度

土研提案型
嫌気性消化由来CO2添加が藻類培養に
与える影響評価に関する研究

iMaRRC 大学1校

111
平成27
年度

土研提案型 情報化施工導入効果検証に関する研究 先端技術 民間5社

112
平成27
年度

土研提案型
摩擦撹拌接合によるアルミ構造部材接合
法の最適化に関する研究

iMaRRC 大学1校

113
平成27
年度

土研提案型
アルミ構造部材の切削加工技術に関する
研究

iMaRRC 大学1校

114
平成27
年度

土研提案型
プレキャスト部材を用いた既設カルバー
トの耐震性能評価と補強方法に関する共
同研究　

CAESAR
民間1社、大学1
校
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番号 年度 形式 共同研究名 担当チーム 相手機関

115
平成27
年度

土研提案型
寒冷環境下におけるゴム系支承の極限特
性評価に関する研究

寒地構造 研究会1団体

116
平成27
年度

土研提案型
RC床版の複合劣化損傷対策技術に関す
る研究

寒地構造 大学1校

117
平成27
年度

土研提案型
耐寒促進剤を用いたコンクリートの冬期
施工に関する研究

耐寒材料
民間2社、大学2
校

118
平成27
年度

土研提案型
粗面系舗装による凍結路面生成抑制効果
の評価に関する研究

寒地道路保全 大学1校

119
平成27
年度

土研提案型
水中ブロックの移動追跡調査技術の開発
に関する研究

寒地河川、水環
境保全

民間1社

120
平成27
年度

土研提案型
寒冷海域における鋼構造物の脆性・疲労
破壊に関する基礎的研究

寒冷沿岸域 大学1校

121
平成27
年度

土研提案型
寒冷海域における沿岸道路の盛土斜面崩
壊に関する研究

寒冷沿岸域 独立行政法人1団体

122
平成27
年度

土研提案型
ワイヤーロープ式防護柵の性能向上と実
用化に向けた研究開発

寒地交通
公益社団法人等1団
体

123
平成27
年度

土研提案型
路面雪氷センシング技術の高度化に関す
る研究

寒地交通 大学1校

124
平成27
年度

土研提案型
大気電場による吹雪発生有無の判別技術
に関する研究

雪氷 大学1校

125
平成27
年度

土研提案型
コンクリート開水路の凍害劣化の評価及
びモニタリング手法に関する研究

水利基盤 大学1校

126
平成27
年度

民間提案型 リアルタイム水害情報に関する研究 寒地河川 独立行政法人1団体

127
平成27
年度

民間提案型
漁港・港湾静穏域を利用した二枚貝等増
養殖技術開発に関する研究

水産土木 独立行政法人1団体

128
平成27
年度

民間提案型 雪氷モニタリングシステムの研究 寒地交通
大学1校、独立行政
法人1団体

129
平成27
年度

民間提案型
構造物に負の影響を与えない凍結防止剤
の研究

寒地交通
民間1社、大学1
校

130
平成27
年度

民間提案型
泥炭地等超軟弱地盤における農業用パイ
プラインの安全性向上技術に関する研究
開発

水利基盤
民間2社、大学2
校

　また、平成 26 年には、これまでの共同研究に加えて、産学官連携の枠組みによって土木分野のイノベーショ
ンの加速化するため、関係機関と連携・推進しつつ土木研究所が先導して技術研究組合法に基づく次世代無
人化施工技術研究組合、モニタリングシステム技術研究組合が設立された（表–1.2.4）。次世代無人化施工
技術研究組合は、世界トップレベルの無人化施工技術について、国内の先端的な技術を結集育成し、技術水
準の向上並びに実用化を図るための事業を行うことを目的とした技術研究組合である。また、モニタリング
システム技術研究組合は、損傷・劣化の状態監視を社会インフラの維持管理業務へ活用するため、センサや
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通信・データ解析技術等を活用したモニタリングシステムの社会インフラ分野への実用化導入を図ることを
目的とした技術研究組合である。これら 2 つの技術研究組合は、採択された競争的資金である SIP（戦略的
イノベーション創造プログラム）の「遠隔操作による半水中作業システム（次世代無人化施工技術研究組合）」、

「モニタリング技術の活用による維持管理業務の高度化・効率化（モニタリングシステム技術研究組合）」を
それぞれ用いて研究活動を実施している。水深 2m 程度の半水中を走行できるクローラーダンプ（遠隔操作
型重運搬ロボット）、橋梁等のモニタリングシステムの早期の開発が期待される。平成 27 年度は引き続きこ
れらの開発に向けた研究活動を実施した。

表 –1.2.4　各技術研究組合の参画機関

名称 参画機関の形態 参画機関名

次世代無人化施工
技術研究組合
（UC-Tec）

民間企業
ＩＨＩ、青木あすなろ建設、アクティオ、大林組、大本組、鹿島建
設、熊谷組、五洋建設、大成建設、東京通信機、中日本航空、ニコン・
トリンブル、西尾レントオール、西松建設、フジタ、前田建設工業

一般財団法人 先端建設技術センター

一般社団法人 日本建設機械施工協会

国立研究開発法人 土木研究所

モニタリングシステ
ム技術研究組合
（RAIMS）

民間企業
沖電気工業、鹿島建設、共和電業、国際航業、中日本高速道路、西
日本高速道路、日本工営、日本電気、能美防災、東日本高速道路、

日立製作所、富士通、前田建設工業

国立研究開発法人 土木研究所

2.  国内他機関との連携協力
2.1　協定の締結による連携協力
　国内の研究機関等との積極的な情報交換や、より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上を図るため、
国内機関との協定の締結を行った。

表 –1.2.5　国内機関との研究協力協定一覧

連携機関 概要 締結日

1 国立高等専門学校機構 人材育成・産学共同教育の相互支援、研究開発
平成23年
12月 7日

2 東京大学生産技術研究所
相互の研究開発能力と研究資産を活かし、先進的・実用
的な研究開発や次世代を担う人材の交流・育成

平成24年
3月15日

3 岐阜県
岐阜県内河川における生物多様性の保全、良好な多自然
川づくりの実現

平成24年
3月13日

4 日本技術士会北海道本部
地域防災等技術の向上、地域の技術者の育成、科学技術
の振興

平成23年
11月 7日

5
北海道大学大学院工学研究院
工学院工学部

共同研究等の研究協力、研究交流、教育・人材育成の相
互支援、研究施設・設備の相互利用

平成23年
11月 24日

6 北見工業大学
共同研究、学生の教育及び研究者の資質向上、研究交流、
研究施設・設備の相互利用

平成24年
3月22日

7 宇宙航空研究開発機構
技術試験衛星Ⅷ型（ETS- Ⅷ）を用いた災害対応センサ
データの伝送実験に関する共同研究

平成24年
9月20日

8 物質・材料研究機構 連携・協力に関する協定
平成25年
7月23日
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連携機関 概要 締結日

9 理化学研究所光量子工学研究領域 連携・協力に関する協定
平成25年
9月13日

10
北海道大学大学院農学研究院・農
学院・農学部

連携協力協定
平成25年
12月 5日

11
京都大学大学院工学研究科社会基
盤工学専攻・都市社会工学専攻

連携・協力の推進に関する協力協定書
平成25年
12月 16日

12 政策研究大学院大学
防災学に係る大学院連携プログラム（博士課程）の創設
に関する合意

平成26年
2月25日

13 農業・食品産業技術総合研究機構 連携・協力に関する協定
平成26年
3月20日

14 三重大学大学院生物資源学研究科 連携・協力の推進に関する協定
平成26年
7月1日

15
国土交通省国土技術政策総合研究
所

衛星SARによる地盤および構造物の変状を広域かつ早
期に検知する変位モニタリング手法の開発における連
携・協力

平成27年
2月19日

16 国土交通省中部地方整備局
施工性の良好なコンクリート含浸材技術の評価に関する
協定書

平成27年
2月23日

17 富山県立大学大学院工学研究科 連携 ･協力の推進に関する協定書
平成27年
3月11日

18

近畿地方整備局、国立大学法人北
海道大学、三重大学、京都大学、
和歌山大学、国土技術政策総合研
究所、和歌山県、那智勝浦町

研究開発及び教育の発展を目的とした連携・協力
平成27年
3月27日

19
中央大学理工学研究科都市環境学
専攻

インターンシップ生受入に関する連携協力協定書
平成27年
4月1日

20 京都大学防災研究所

国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジメン
ト国際センター (ユネス コ賛助機関 )と京都大学防災研
究所間の教育分野における協力及び交流に関する包括的
覚書

平成27年
6月24日

21
防災科学技術研究所レジリエント
防災・減災研究推進センター

防災科学技術研究所レジリエント防災・減災研究推進セ
ンターと土木研究所水災害・リスクマネジメント国際セ
ンターとの間における連携・協力の推進に関する協定書

平成27年
12月 16日

22
国土交通省国土技術政策総合研究
所道路構造物研究部

道路構造物の研究等の業務に関する国土技術政策総合研
究所と国立研究開発法人土木研究所との連携・協力につ
いて

平成28年
1月25日

23

宇宙航空研究開発機構、大阪大学、
神奈川工科大学、関西大学、気象
庁気象研究所、北見工業大学、
株式会社 JALエンジニアリング、
株式会社センテンシア、全日本空
輸株式会社、東京大学、東京農工
大学、東京理科大学、
名古屋大学ナショナルコンポジッ
トセンター、日本航空株式会社、
日本特殊塗料株式会社、富士重工
業株式会社、山形大学

気象影響防御技術の研究開発に関する連携協定
平成28年
1月15日
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2.2　その他の連携協力
　国土総合政策技術研究所、北海道大学大学院農学研究院および
北海道開発局室蘭開発建設部との合同で「鵡川（むかわ）・沙流
川（さるがわ）流域土砂動態の現地勉強会および合同調査」を平
成 23 年から平成 27 年まで年 1 回開催した。この活動は、山から
海まで水系一貫した土砂動態を解明するために、鵡川・沙流川流
域の土砂動態に関わる最近の研究・調査・業務の成果についての
情報・意見交換および合同調査（写真–1.2.1）を通して今後の
課題や方向性について認識を共有するとともに、連携を図ること
を目的とし実施している。この現地勉強会および合同調査では、
地すべりや斜面崩壊といった山地斜面での土砂生産と流路への供
給実態における地形や地質に着目した解析結果について活発な議
論が展開された。総合的な土砂管理の難しさをあらためて共有・
確認するとともに、様々な行政・研究機関により取得されたデータベースの利活用により多角的な解析が可
能であること、またそれらの結果を相互比較して土砂動態の解釈の整合性を検討する必要性があることを確
認できた。今後もこのような現地勉強会と合同調査を通した連携の強化と研究成果の相互比較により、水系
一貫した土砂管理に向けて着実に前進することが期待される。
　独立行政法人港湾空港技術研究所との連携に向けて、平成 23 年 9 月に「寒冷地臨海部研究連絡会」を開
催し意見交換を行ったほか、寒地土木研究所、港湾空港技術研究所、国土交通省北海道開発局および国土技
術政策総合研究所の共催により、港湾・空港・沿岸環境分
野に関する最先端の研究、技術開発成果を一般の方々に分
かりやすく情報提供することを目的として「港湾空港技術
特別講演会 in 札幌」を開催した。
　また、構造物メンテナンス研究センターでは、他分野も
含めた最新の技術情報を取り入れると共に、実務で利用で
きるよう施設管理者の視点も踏まえた技術開発が望まれる
ことから、施設管理者、研究者、技術者が一堂に会し、ニー
ズとシーズが出会う場、最新の技術情報が飛び交う場とし
て、｢CAESAR メンテナンス技術交流会｣ を設立し活動を
行っている。平成 23 年度は塩害により鋼橋腐食等の劣化
が生じた相見川海浜自動車道橋（PC 橋）の撤去部材を用
いて、耐荷性能確認のための載荷試験を実施したが、この
際に交流会の活動の一環として、会員に対し平成 23 年 10
月 18 日、25 日、31 日と 3 日間にわたり載荷試験を公開（写真–1.2.2）した。あわせて、非破壊検査技術
や計測技術を有する会員に、載荷試験体を技術検証のフィールドとして提供した。このような交流の場で実
験を公開、共有することにより、技術力の向上、今後の技術開発の促進が期待される。

写真 –1.2.1　合同調査の様子

写真 –1.2.2　載荷試験公開の様子
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3.  海外機関との連携協力
3.1　海外機関との連携
　海外の研究機関等との情報交流を推進することにより相互の技術力向上を図ることを目的として、研究協
力協定を締結している（表–1.2.6）。

表 –1.2.6　海外機関との研究協力協定一覧

地　域 国　名 連携機関 分　　　野 締結日

1 ヨーロッパ ロシア 極東国立交通大学 寒冷地における道路建設技術
平成23年
6月21日

2 アジア タイ 運輸省地方道路局
道路橋に関する技術や研究に
関する情報交換、研究者の相
互派遣等

平成23年
7月12日

3 アジア インドネシア ガジャマダ大学
水災害、水資源および災害管
理

平成23年
9月21日

4 アジア マレーシア マレーシア建設技術研究所
建設材料と環境劣化に関する
各種の耐久性に関する分野

平成24年
2月22日

5 北米 アメリカ 内務省開拓局 土砂輸送とダムの安全
平成24年
10月 5日

6 アジア インドネシア
公共事業省研究開発庁水資源研
究所、公共事業省水資源総局水
資源計画局

天然ダムの緊急監視技術の検
証

平成25年
2月25日

7 ヨーロッパ ロシア 極東連邦大学 寒冷地における建設技術
平成25年
2月28日

8 中東 イラン イラン水・電力資源開発公社
乾燥および半乾燥地域におけ
る水理水文・気象災害管理お
よび統合的水資源管理

平成25年
4月12日

9 北米 アメリカ コロラド鉱山大学鉱山学科 地下空間支保の先端技術
平成25年
8月5日

10 ヨーロッパ ロシア 国立水文学研究所 寒冷地における河川工学分野
平成25年
8月5日

11 北米 アメリカ
米国地質調査所地形学土砂水理
研究所

河川工学及び河川環境工学
平成26年
5月18日

12 ヨーロッパ オランダ
ユネスコ　IHE　水関連教育セ
ンター

気候変動を考慮した水災害及
びリスクマネジメント分野

平成26年
5月23日

13 中東 イラン 都市水管理地域センター
都市域の水災害及びリスクマ
ネジメント分野

平成26年
9月1日

14 ヨーロッパ フランス
フランス交通・空間計画・開発・
ネットワーク科学技術研究所

地盤工学、材料と舗装工学、
構造工学

平成26年
9月8日

15 ヨーロッパ ドイツ ドイツ連邦高速道路研究所 舗装、トンネル、施工技術
平成26年
9月11日

16 アジア インドネシア
インドネシア公共事業省道路工
学研究所

泥炭地盤の道路建設技術
平成26年
10月 15日

17 アジア 中国 山地災害及び環境研究所 土砂災害
平成27年
3月9日

18 アジア フィリピン
国土地理資源情報庁
（NAMRIA）

パンパンガ川流域の標高デー
タ

平成27年
10月 28日

3.2　海外機関との国際会議、ワークショップなど
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　海外機関と、研究における情報交換等を目的に、合同で国際会議やワークショップを開催している。例えば、
平成 25 年度には、農村工学研究所（日本）および釜慶大学地質環境研究所（韓国）との国際共同シンポジ
ウムでは、日韓合わせて 26 編が発表された。地下環境の探査 ･ 評価技術に関する研究成果について、地質学、
応用地質学および地球物理学等の様々な分野の視点から意見交換がなされた。
　また、トンネル変状の地質調査法及びその計測手法について総合的な検討を目的として、北海道土木技術
会トンネル委員会（民間 11 社）、北海道大学、北海道開発局との産学官連携による「トンネルの変状調査計
測技術に関する検討委員会」を発足させた。トンネル現場における現地検討会や報告会を開催し、トンネル
の地質調査や評価法に関する研究の取り組み成果について専門家と意見交換を行った。
 　「2015 年国際共同シンポジウム」では、地盤環境の調査および評価手法に関して、トンネル排水の性状、
凍結融解による岩石の強度劣化、地下水汚染などについて講演を行った。シンポジウムには、研究機関、大
学関係者、民間技術者など約 50 名の参加があり、両国の地質環境の違いを踏まえた中で、調査結果の評価
手法について活発な討議がなされた。

表 –1.2.7　主催・共催国際会議、ワークショップ等開催一覧

会 議 名 開催国 都市名 期　間
参加
国数

参加�
者数

第6回日韓建設技術ワークショップ 日本 つくば
平成23年6月27日

～7月1日
2 35

第 4回地すべり災害の日韓共同シンポジウム 日本 札幌
平成23年8月25日

～8月27日
2 45

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第43回合
同部会

日本 つくば
平成23年8月29日

～8月30日
2 36

第 10回日中冬期道路交通ワークショップ 中国 瀋陽市
平成23年9月5日

～9月8日
2 41

第 5回洪水管理国際会議（ICFM5） 日本 東京
平成23年9月27日

～9月29日
41 450

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第27回日
米橋梁ワークショップ

日本 つくば
平成23年11月 7日

～11月 9日
2 50

2011年釜慶大学地質環境研究所（韓国）、農
村工学研究所および寒地土木研究所（日本）に
よる国際共同シンポジウム

韓国
釜山広域
市

平成23年11月 8日
～11月 11日

2 50

第 3回日印地すべりと災害に関するワーク
ショップ

インド シッキム
平成24年2月13日

～2月18日
2 100

寒冷地域の河川および水資源に関するワーク
ショップ

ロシア
サンクト
ペテルブ
ルク

平成24年4月10日
～4月11日

2 10

日露地盤技術セミナー 日本 札幌 平成24年5月7日 2 30

日露国際科学技術セミナー ｢極東の寒冷地及び
地震発生地域における建物及び構造物の建設｣

ロシア

ハバロフ
スク、ウ
ラジオス
トク

平成24年9月25日
～9月26日

2 100
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会 議 名 開催国 都市名 期　間
参加
国数

参加�
者数

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第28回日
米橋梁ワークショップ

アメリカ
ポートラ
ンド

平成24年10月 8日
～10月 10日

2 44

第 7回日韓建設技術ワークショップ 韓国 ソウル
平成24年10月 16日

～10月 18日
2 46

第 7回 日瑞（スウェーデン）道路科学技術ワー
クショップ

スウェー
デン

ルレオ
平成24年10月 17日

～10月 19日
2 16

第 11回 日中冬期道路交通ワークショップ 日本 帯広
平成24年9月3日

～9月4日
2 44

3 ｶ国（日本・インドネシア・ベトナム）中間
報告ワークショップ

日本
つくば
札幌

平成24年6月25日
～6月27日

3 35

第 4回日印地すべりと災害に関するワーク
ショップ

インド
デリー、
ウッタラ
カント州

平成25年2月18日
～2月22日

2 50

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第44回合
同部会

アメリカ
ゲイザー
スバーグ

平成25年2月20日
～2月21日

2 30

第 6回斜面安定日韓共同シンポジウム 日本 長野
平成25年8月22日

～8月23日
2 90

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第29回日
米橋梁ワークショップ

日本 つくば
平成25年11月 11日

～11月 13日
2 42

建設技術者の資質向上に関する日露協力セミ
ナー

日本 札幌 平成25年4月12日 2 23

2013年寒地土木研究所、農村工学研究所（日
本）、および釜慶大学地質環境研究所（韓国）
による国際共同シンポジウム

日本 札幌 平成25年8月21日 2 36

泥炭地盤に関するセミナー
インドネ
シア

バンドン 平成26年6月5日 2 100

第 7回斜面安定日韓共同シンポジウム 韓国 高陽
平成26年6月19日

～ 20日
2 100

第 8回日韓建設技術ワークショップ 日本 つくば
平成26年 6月 30日

～ 7月 4日
2 50

寒冷地河川に関する日露ワークショップ ロシア
サンクト
ペテルブ
ルク

平成26年6月30日 2 20

デルフト－日本 河川のダイナミクスと形態学
に関するセミナーおよび講演

オランダ デルフト
平成26年8月28日

～9月1日
2 100

第 7回日仏ワークショップ フランス パリ
平成26年 9月 8日
～ 9月 10日

2 24
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会 議 名 開催国 都市名 期　間
参加
国数

参加�
者数

第13回日中冬期道路交通ワークショップ 日本 札幌
平成26年10月 15日

～10月 19日
2 15

天然資源の開発利用に関する日米会議
（UJNR）耐風・耐震構造専門部会第30回日
米橋梁ワークショップ

米国
ワシント
ン

平成26年10月 21日
～10月 23日

2 43

日中冬期道路交通ワークショップ 中国
錫林浩特
市

平成27年7月20日
～7月22日

2 100

第 8回日韓共同シンポジウム 日本 つくば
平成27年 8月 20日

～ 8月 21日
2 33

地下環境における調査と評価技術に関する日韓
共同シンポジウム

韓国 釜山市
平成27年10月 20日

～10月 23日
2 50

泥炭地盤に関するワークショップ
インドネ
シア

バンドン 平成28年3月1日 2 15

４．国内研究者との交流
　交流研究員受け入れ規程に基づき、民間企業等から研究者を受け入れた。受け入れは民間企業のみならず、
地方自治体や公益法人からも実施し、幅広い分野との交流に繋がっている。技術士や RCCM 等各種資格の
取得や学会での表彰、博士号の取得等、土木研究所での研究活動を通じて交流研究員の技術力向上に寄与し
た。
　年度末に行っている交流研究員を対象に実施したアンケートでは、｢派遣元では体験することが出来ない
災害現場の調査に同行することが出来た｣ ｢発注者としての立場や考え方を理解することができた｣、｢全国
レベルで問題等を目にすることができ、今後の留意点として非常に良い勉強になった｣ 等などの回答があり、
交流研究員個人にも大きなメリットがあったことが伺える。

表 –1.2.8　各年度の交流研究員受入れ者※

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

交流研究員受入者 48 54 58 52 57 269

※複数年度在席する場合もあるが各年度の受入れ者数を表示

５．海外研究者との交流
　海外の研究者との交流を推進するため、土木研究所独自の外国人招へい研究員規程、流動研究員規程、在
外研究員派遣規程を設けるとともに、相手方の経費負担による外国人研究者の受け入れ等を柔軟に行ってい
る。平成 23 年度から平成 27 年度に海外から招へい、受け入れた研究者は表–1.2.9、土木研究所から海外
の機関へ派遣した研究者は表–1.2.10のとおりである。
　例えば、平成 23 年度には、極東国立交通大学（ロシア連邦）との研究交流・協力協定に基づき、寒地基
礎技術研究グループ防災地質チームが、相手機関のロシア人研究者を外国人受け入れ研究員として約 3 ヶ月
間受け入れた。これは、日露両国の政府間協定に基づき設置された国際機関である日露青年交流委員会の日
露青年交流事業若手研究者等フェローシップによるもので、主にトンネル地質の調査・評価技術に関する知
見を教示したほか、建設現場および研究・調査フィールド等の視察を通じて国内の最新の施工、調査・試験
技術を紹介し、情報交換を行った。平成 24 年度にも、この協定に基づき相手機関のロシア人研究者を受け
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入れた。それぞれの機関の研究の現状について、情報の共有と意見交換を目的に開催した共同セミナーに合
わせ受け入れを行い、トンネル地質などに関する相互の研究成果の発表やトンネル工事現場等の視察を通じ
て意見交換を行った。
　また、平成 25 年度には在外研究員派遣規程に基づき、アメリカ・コロラド鉱山大学に研究員 1 名を派遣
させた。同大学には平成 15 年～ 16 年においても職員を派遣しており、それ以降、同大学との情報収集およ
び研究に関する議論や論文の投稿等が行われている。今回の派遣の目的は、有限差分法や個別要素法、粒状
体解析法といった解析手法を活用したトンネルの合理的な支保構造の設計法に関する検討を行うことであ
り、同大学はその分野を専門とした学科がある。同在外研究によって、派遣者は多大な地圧が作用する条件
下でトンネル掘削を行った場合の岩盤挙動に関する最先端の研究を行うことができただけでなく、同大学の
研究者との共著で国際学会での発表等を実施し、研究資質の向上を図ることができた。また、今回の在外研
究制度により、トンネルの支保工の技術的課題に関する意識の共有等が図られたことから、平成 25 年 8 月
5 日に、コロラド大学鉱山学科と地下空間支保の先端技術に関して、研究協力に関わる覚書を締結した。こ
れにより、トンネル、地下鉱山等で用いられる支保工の挙動や耐久性に関する技術開発を加速させることが
可能となり、社会インフラの安全性の確保を早期に実現できることが期待される。
　平成 26 年度から平成 27 年度にかけて、在外研究員派遣規程に基づき、スペイン・カタロニア化学研究所
に研究員 1 名を派遣させた。スペイン・カタロニア化学研究所への派遣目的は、表面科学の研究室で二酸化
炭素の固定化による資源化技術を学び、土木分野への新しい応用展開を検討することである、同研究所は触
媒化学、表面化学、再生可能エネルギー工学において欧州でも有数の公的研究所であり、最先端の実験設備
とスタッフを有している。この在外派遣による研究交流により、欧州圏での研究動向や研究開発の動向につ
いても情報収集し、土木分野での二酸化炭素削減方法など今後の土木化学の進展への貢献が期待できる。

表 –1.2.9　海外からの研究者の招へい、受け入れ

年度
研究者
所属機関

国名
期間
（日）

研究テーマ等 備考
受入
制度
※

平成
23
年度

ベンガワンソロ川開
発庁

インドネシア 32
「洪水ハザードマップを活用した地
域防災計画」研修

A

平成
23
年度

水資源開発庁
バングラデ
シュ

32
「洪水ハザードマップを活用した地
域防災計画」研修

A

平成
23
年度

国立ガジャ・マダ大
学

インドネシア 1
災害時混乱状態における土石流モ
ニタリングシステムに関する講演

研究協力協
定締結機関

A

平成
23
年度

道路庁（2名） 米国 8
UJNR 耐風・耐震構造専門部会 
作業部会G（交通システム）の活
動（日米橋梁ワークショップ）

A

平成
23
年度

水資源機構
バングラデ
シュ

5
東南アジア洪水リスク軽減フォー
ラムと人工衛星活用に関するワー
クショップへの出席

A

平成
23
年度

バングラデシュ水開
発委員会

バングラデ
シュ

5
東南アジア洪水リスク軽減フォー
ラムと人工衛星活用に関するワー
クショップへの出席

A



140

1.（2）① 他の研究機関との連携等

年度
研究者
所属機関

国名
期間
（日）

研究テーマ等 備考
受入
制度
※

平成
23
年度

潅漑省水防災部 ネパール 5
東南アジア洪水リスク軽減フォー
ラムと人工衛星活用に関するワー
クショップへの出席

A

平成
23
年度

公共事業道路洪水砂
防工学センター

フィリピン 5
東南アジア洪水リスク軽減フォー
ラムと人工衛星活用に関するワー
クショップへの出席

A

平成
23
年度

潅漑水管理省潅漑部 スリランカ 5
東南アジア洪水リスク軽減フォー
ラムと人工衛星活用に関するワー
クショップへの出席

A

平成
23
年度

自然資源環境省潅漑
排水局

マレーシア 60
マレーシア国内河川における総合
洪水解析システム（IFAS）の適用
性検証に関する共同研究

B

平成
23
年度

テナガ・ナショナル
大学

マレーシア 60
マレーシア国内河川における総合
洪水解析システム（IFAS）の適用
性検証に関する共同研究

B

平成
23
年度

ワーゲニング大学 オランダ 13
日本と東南アジアにおける自然と
人間の共生態系の調査・研究

B

平成
23
年度

極東国立交通大学 ロシア連邦 89
地震の影響による交通構造物の安
全性およびトンネルの建設手法に
関する研究

研究協力協
定締結機関

C

平成
24
年度

インダス川水系局議
長他　パキスタン政
府機関中堅管理職計
（6名）

パキスタン 13
短期ワークショップ「パキスタン
における統合的な洪水リスク管理
能力向上」

ユネスコと
のパート
ナーシップ
プログラム
活動

A

平成
24
年度

イラン水・電力資源
開発会社計（2名）

イラン 1
乾燥地域における水資源管理に関
する講演

A

平成
24
年度

ユネスコ教育研究所 オランダ 1
データの乏しい国での洪水早期警
報システム開発に関する講演

A

平成
24
年度

ワーゲニング大学 オランダ 76
日本と東南アジアにおける自然と
人間の共生態系の調査・研究

平成23年
度からの継
続受入れ

B

平成
24
年度

イルメナウ技術大学 ドイツ 117
日本における雪崩に関連する雪氷
調査・分析

B

平成
24
年度

チュランコロン大学
計（2名）

タイ 15
チャオプラヤ川流域を対象にした
RRI モデルの適用と洪水ハザード
マッピングに関する研究

B
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年度
研究者
所属機関

国名
期間
（日）

研究テーマ等 備考
受入
制度
※

平成
24
年度

台湾電力股份有限公
司

台湾 31 排砂方法に関する研究 B

平成
24
年度

中国地質大学（武漢）
工程学院

中国 119
ダム等の斜面防災ならびに土構造
物性能設計および維持管理に関す
る研究

B

平成
24
年度

デルフト水理研究所 オランダ 32
集中豪雨等による洪水発生形態の
変化が河床抵抗にもたらす影響と
対策に関する研究

D

平成
24
年度

極東国立交通大学
（ハバロフスク市）

ロシア 2
トンネル地質などに関する相互の
研究成果の発表

研究協力協
定締結機関

E

平成
25
年度

パキスタン政府機関
中堅管理職（5名）

パキスタン 13
短期ワークショップ「パキスタン
における統合的な洪水リスク管理
能力向上」

ユネスコと
のパート
ナーシップ
プログラム
活動

A

平成
25
年度

アメリカ連邦道路庁
（2名）

アメリカ 7
UJNR 耐風・耐震構造専門部会 
作業部会G（交通システム）の活
動（日米橋梁ワークショップ）

A

平成
25
年度

ネバタ州立大学 アメリカ 6
UJNR 耐風・耐震構造専門部会 
作業部会G（交通システム）の活
動（日米橋梁ワークショップ）

A

平成
25
年度

ユネスコ水教育セン
ター

フィリピン 1
講演「アジアにおける水の安全保
障の向上のための日本への期待」

A

平成
25
年度

ニューキャッスル大
学

オーストラリ
ア

1
講演「水文気候的変動およびアジ
ア・太平洋地域に見られる変化に
対する理解と対応」

A

平成
25
年度

ワーゲニング大学 オランダ 82
発展途上国における総合洪水リス
ク管理

B

平成
25
年度

チュラロンコン大学
（2名）

タイ 14
チャオプラヤ川流域を対象にした
RRI モデルの適用と洪水ハザード
マッピングに関する共同研究

B

平成
25
年度

インドネシア公共事
業省道路橋梁研究所

インドネシア 62
インドネシア国における道路トン
ネル技術

B

平成
25
年度

テヘラン大学 イラン 26
乾燥・半乾燥地域におけるBTOP
モデルを用いた流域統合水資源管
理

B
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年度
研究者
所属機関

国名
期間
（日）

研究テーマ等 備考
受入
制度
※

平成
25
年度

極東国立交通大学
（ハバロフスク市）

ロシア 3
建設技術者の資質向上に関する相
互研究情報の発表

研究協力協
定締結機関

E

平成
26
年度

ユネスコ　IHE水関
連教育センター

オランダ 26 IFASトレーニング B

平成
26
年度

ブランデンブルク工
科大学

ドイツ 107
IFI フラッグシップ　プロジェクト
　アクティビティ

B

平成
27
年度

バンドン工科大学 インドネシア 180
インドネシア国ブランタス川流域
における洪水予測実用化に関する
研究

B

平成
27
年度

延世大学 韓国 177 洪水予測システムの研究 B

平成
27
年度

慶北大学 韓国 177 洪水予測システムの研究 B

※　A: 土木研究所外国人招へい研究員規程 , B: 受け入れ研究員 , C: 日露青年交流事業若手研究者等フェローシップ , D: 
寒地土木研究所流動研究員規程 , E: その他（相手機関の費用負担によるもの）

表 –1.2.10　土木研究所在外研究員派遣規程に基づいた若手研究者の外国機関への派遣

研究者派遣機関 国名 期間 研究テーマ

クランフィールド大
学

イギリス
平成23年7月30日
～平成24年9月13日

下水処理水の有効利用事業へのリスクマネジメント
の適用に関する研究

コロラド鉱山大学 アメリカ
平成24年8月5日
～平成25年8月4日

高地圧下でのトンネルの安定性に関する研究

スイス連邦材料試験
研究所（EMPA）

スイス
平成25年10月 1日
 ～平成26年 9月30日

環境に配慮した舗装技術の評価手法等に関する研究

カタロニア化学研究
所（ICIQ）

スペイン
平成26年8月28日
～27年 8月 27日

表面への二酸化炭素固定技術と理論解析
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1.（2）① 他の研究機関との連携等

中長期目標の達成状況
　国内の研究機関との共同研究について、第 3 期中期目標期間中に実施した共同研究の総数（各年度

合計）は 391 件（土研提案型 332 件、民間提案型 59 件）、第 3 期中期目標期間において、1 年度あた

りの平均共同研究実施数は 78.2 件 / 年である。1 年度当たりの平均共同研究協定書本数は 115.6 本

/ 年であった。第 3 期中期計画においては、マネジメントの効率化を図り、共同研究当たりの共同研

究協定書本数が、第 2 期中期目標期間平均値 1.06 本 / 件（平成 20 年度～平成 22 年度）と比較して、

第 3期中期目標期間の平均値は 1.48 本 / 件であった。従って、個々の共同研究の課題に対して、様々

な視点の研究者や機関が参画した。

　国内・国外の研究機関との連携について、国内 23 件、海外 18 件と研究協力協定を締結した。さら

に、平成 26 年度に土木分野のイノベーションを加速化するため 2 件の技術研究組合の設立を主導し、

設立後は組合員として研究活動を行っている。

　研究者の交流については、民間企業等から 269 名（各年度合計）の交流研究員を受け入れたほか、

土研内外の制度を活用し海外の優秀な研究者との積極的な交流や、海外へ若手研究者を派遣など、国

内外の研究者と積極的な交流を行い研究の質の向上を図った。

　以上により、中長期目標を上回る成果の達成ができた。
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②　研究評価の的確な実施

中期目標
　研究開発の実施にあたっては、評価を実施し、評価結果を課題の選定 ･ 実施に適切に反映させるこ
と。その際、他の研究機関との重複排除を図り、研究所が真に担うべき研究開発に取り組むとの観点
から、関連研究機関の研究内容等を事前に把握するとともに、研究開発の事前、中間、事後の評価に
おいて、外部からの検証が可能となるよう第三者委員会による評価を行う等の所要の措置を講じるこ
と。また、成果をより確実に社会 ･ 国民に還元させる視点で追跡評価を導入すること。

中期計画
　研究評価は、研究開発内容に応じ、自らの研究に対して行う自己評価、研究所内での内部評価、大
学、民間の研究者等専門性の高い学識経験者による外部評価に分類して行うこととし、当該研究の必
要性、達成すべき目標、研究実施体制等について評価を実施し、研究評価の結果を課題の選定 ･ 実施
に適切に反映させる。研究評価の結果は、外部からの検証が可能となるようホームページにて公表す
る。その際に、他の研究機関との重複排除を図り独立行政法人が真に担うべき研究に取り組むとの観
点から、国との役割分担を明確にする。同時に、民間では実施されていない研究、及び共同研究や大
規模実験施設の貸出等によっても、民間による実施が期待できない又は独立行政法人が行う必要があ
り民間による実施がなじまない研究を実施することについて、研究の事前、中間、事後の評価におい
て、外部から検証が可能となるよう、評価方法を定めて実施する。また、成果をより確実に社会 ･ 国
民へ還元させる視点で追跡評価を導入する。
　特に研究開発の開始段階においては、大学や民間試験研究機関の研究開発動向や国の行政ニーズ、
国際的ニーズを勘案しつつ、他の研究機関との役割分担を明確にした上で、独立行政法人土木研究所
として研究開発を実施する必要性、方法等について検証、評価する。また、研究開発の実施にあたっ
ては、多様なメディアによる情報により国民ニーズの動向を的確に捉え、研究に反映させる。
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■中長期目標達成の考え方
　研究評価要領に基づき、研究課題の評価を実施することとした。また、研究評価の結果が、その後の研究
開発に反映されるよう、研究評価結果のフォローアップに努めるとともに、内部 ･ 外部評価での助言を反映
させることとした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

研究評価委員会開催数　

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

第2期中期期間 3 - - 1 (1) ※ 2

	 外部評価委員会 ※ 1 1 - - - (1) ※ 2

	 内部評価委員会 0 - - 1 -

	 （うち、第1部会） 1 - - - -

	 （うち、第2部会） 1 - - - -

第 3期中期期間 4 7 7 6 4

	 外部評価委員会 ※ 1 1 1 1 1 1

	 内部評価委員会 1 2 2 1 1

	 （うち、第1部会） 1 2 2 2 1

	 （うち、第2部会） 1 2 2 2 1

第 4期中長期計画 - - - - 4

	 外部評価委員会 ※ 1 - - - - 1

	 内部評価委員会 - - - - 1

	 （うち、第1部会） - - - - 1

	 （うち、第2部会） - - - - 1

計 7 7 7 7 8

※ 1 �外部評価委員会は、本委員会、全分科会の開催を合わせて1回としている。
※2 �平成 27年度に実施した第3期中期期間の外部評価委員会において､第 2期中期目標期間に実施した重点プロジェ

クト研究に対する追跡評価を実施している。
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■中長期目標期間の取り組み
1.  研究評価
　土木研究所では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を踏まえて研究評価要領を定め、研究評価を行っ
ている。外部評価委員会で評価対象となる課題は、プロジェクト研究の事前 ･ 中間 ･ 事後評価（計画変更）、
当該年度に開始した重点研究、ならびに、評価対象ではないプロジェクト研究課題の進捗確認である。外部
評価委員会 ･ 分科会での委員からいただいた意見 ･ 助言については、これを踏まえ研究を行っている。
　図–1.2.1には研究期間が 5 年の研究の場合の研究評価フローを示す。開始前年度に「事前評価」、3 年目
および実施計画変更時に「中間評価」、完了翌年度に「事後評価」を実施している。なお、プロジェクト研
究については、中間評価にあたらない年でも評価委員会において進捗確認（評価対象外）を行っている。

 

実施計画変更のある場合は、その前年度に中間評価を行う 

研究期間5年の事例
（
開
始
前
年
度
）

（
１
年
目
）

（
２
年
目
）

（
３
年
目
）

（
４
年
目
）

（
５
年
目
）

（
完
了
後
）

事
後
評
価

中
間
評
価

変
更
に
伴
う

　
　
中
間
評
価

事
前
評
価

図－ 1.2.1　研究評価要領に基づく研究評価フロー
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2.  各年度の評価の流れ
　平成 23 年度の事前 ･ 中間 ･ 事後評価における年度内の流れを図–1.2.2に示す。内部評価委員会は年 2 回、
外部評価委員会および各分科会は年 1 回開催され、第 1 回内部評価委員会は、外部評価委員会、およびその
後の独法評価委員会（機関評価）と連動させ、研究所のマネジメントとして実施している。
　平成 24 年度から平成 26 年度における研究評価の流れを図–1.2.3に示す。内部評価委員会は年 2 回、外
部評価委員会および各分科会は年 1 回開催され、第 1 回内部評価委員会は、外部評価委員会、およびその後
の独法評価委員会（機関評価）と連動させ、研究所組織のマネジメントサイクルに組み込まれるよう運営を
図り実施した。
　平成 27 年度における研究評価の流れを図–1.2.4に示す。内部評価委員会および外部評価委員会を年 2 回
開催した。第 1 回内部評価委員会は、外部評価委員会およびその後の国立研究開発法人審議会（機関評価）
と連動させ、第 2 回内部評価委員会は、外部評価委員会、第 4 期中長期計画策定と連動させ、研究所組織の
マネジメントサイクルに組み込まれるよう運営を図り実施した。
　なお、外部評価委員会の分科会ごとに、他の研究機関との役割分担を表に整理し説明するとともに、十分
に審議ができるようプレゼンテーションの方法について、毎年度改善に取り組んだ。
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年間の評価の流れ

4～5月

5～６月

7～８月

11～12月

12～3月

新年度 研究実施

財務省予算内示、予算配分作成

独法評価委員会（国交省、農水省）

外部評価委員会

事後
重点プロジェクト研究

事後
重点プロジェクト研究

第１～第8分科会
外部評価委員会分科会

事後
戦略、一般、萌芽

事後
重点プロジェクト研究

第１回内部評価委員会

重点、基盤
事前 中間 事前 中間
プロジェクト研究

第2回内部評価委員会

第2期中期計画 第3期中期計画

図－ 1.2.2　平成 23 年度の研究評価の流れ
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年間の評価の流れ

4～5月

5～６月

7～８月

11～12月

12～3月

新年度 研究実施

財務省予算内示、予算配分作成

第２回内部評価委員会

独法評価委員会（国交省、農水省）

事前評価、中間評価、進捗確認
プロジェクト研究、重点研究

外部評価委員会

事後評価、中間評価、進捗確認
プロジェクト研究、重点研究

第１～第４分科会
外部評価委員会分科会

事前評価、中間評価、事後評価
重点研究、基盤研究

事後評価、見込評価
プロジェクト研究

事前評価、中華評価
重点研究、基盤研究

事前評価
プロジェクト研究

第１回内部評価委員会

図－ 1.2.3　平成 24 年度〜 26 年度の研究評価の流れ
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年間の評価の流れ

4月

5月

6月

7月

11～12月

1～3月

新年度 研究実施

予算案閣議決定、予算配分作成

事前評価
研究開発プログラム

外部評価委員会

事前評価
研究開発プログラム

分科会（防災、維持更新、流域、空間、食料）
外部評価委員会分科会

事前評価
研究開発プログラム

第２回内部評価委員会

国立研究開発法人審議会 （国交省、農水省）

事後評価、見込評価
プロジェクト研究、重点研究

外部評価委員会

事後評価、見込評価
プロジェクト研究、重点研究

第１～第４分科会
外部評価委員会分科会

中間評価、事後評価
重点研究、基盤研究、基盤研究（萌芽）

事後評価、見込評価
プロジェクト研究

第１回内部評価委員会

図－ 1.2.4　平成 27 年度の研究評価の流れ
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3.  評価体制
3.1　外部評価委員会・分科会の体制（第3期中長期期間）
　第 3 期中長期期間における外部評価委員会分科会の構成を表–1.2.11に、外部評価委員会、分科会それ
ぞれの委員構成を表–1.2.12、1.2.13に示す。

表 –1.2.11　外部評価委員会分科会の構成

分科会 対象分野

第1分科会 防災

第2分科会 ストックマネジメント

第3分科会 グリーンインフラ

第4分科会 自然共生

表 –1.2.12　外部評価委員会の委員構成

氏名 所属分科会

委員長 辻本哲郎 第4分科会

副委員長 宮川豊章 第2分科会

委員

山田　正 第1分科会

鈴木基行 第1分科会

西村浩一 第1分科会

姫野賢治 第2分科会

三浦清一 第2分科会

花木啓祐 第3分科会

勝見　武 第3分科会

波多野隆介 第3分科会

石川幹子 第4分科会

細見正明 第4分科会

表 –1.2.13　外部評価委員会分科会の委員構成
　　第1分科会

氏名 所属

分科会長 山田　正 中央大学理工学部都市環境学科　教授

副分科会長
鈴木基行 東北大学　名誉教授

西村浩一 名古屋大学大学院環境学研究科地球環境科学専攻　教授

委員

石川芳治 東京農工大学大学院農学研究院自然環境保全学部門　教授

上村靖司 長岡技術科学大学工学部機械系　教授

河原能久 広島大学大学院工学研究院社会環境空間部門地球環境工学講座　教授

古関潤一 東京大学生産技術研究所人間・社会系部門　教授

杉井俊夫 中部大学工学部都市建設工学科　教授

中川　一 京都大学防災研究所流域災害研究センター河川防災システム領域　教授
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　　　第2分科会

氏名 所属

分科会長 宮川豊章
京都大学大学院融合教育研究推進センターインフラシステムマネジ
メント研究拠点ユニット　特任教授

副分科会長
姫野賢治 中央大学理工学部都市環境学科　教授

三浦清一 北海道大学　名誉教授

委員

坂野昌弘 関西大学環境都市工学部都市システム工学科　教授

高橋　清 北見工業大学工学部社会環境工学科　教授

萩原　亨
北海道大学大学院工学研究院北方圏環境政策工学部門技術環境政策
学分野　教授

久田　真 東北大学大学院工学研究科土木工学専攻　教授

山下俊彦
北海道大学大学院工学研究院環境フィールド工学部門水圏環境工学
分野　教授

　　 第 3分科会

氏名 所属

分科会長 花木啓祐 東京大学大学院工学系研究科　教授

副分科会長
勝見　武 京都大学大学院地球環境学堂社会基盤親和技術論分野　教授

波多野隆介 北海道大学大学院農学研究院環境資源学部門地域環境学分野　教授

委員

梅津一孝 帯広畜産大学畜産衛生学研究部門環境衛生学分野　教授

河合研至 広島大学大学院工学研究院社会環境空間部門　教授

小梁川雅 東京農業大学地域環境科学部生産環境工学科　教授

長野克則
北海道大学大学院工学研究院空間性能システム部門空間性能分野　教
授

　　 第 4分科会

氏名 所属

分科会長 辻本哲郎 名古屋大学　名誉教授

副分科会長
石川幹子 中央大学理工学部人間総合理工学科　教授

細見正明 東京農工大学工学部化学システム工学科　教授

委員

井上　京 北海道大学大学院農学研究院環境資源学部門地域環境学分野　教授

岡村俊邦 北海道科学大学空間創造学部都市環境学科　教授

斎藤　潮 東京工業大学大学院社会理工学研究科　教授

藤田正治 京都大学防災研究所流域災害研究センター流砂災害研究領域　教授

門谷　茂
北海道大学大学院水産科学研究院海洋生物資源科学部門海洋環境科学
分野　特任教授
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3.2　外部評価委員会・分科会の体制（第4期中長期期間）
　第 4 期中長期期間における外部評価委員会分科会の構成を表–1.2.14に、外部評価委員会、分科会それ
ぞれの委員構成を表–1.2.15、1.2.16に示す。

表 –1.2.14　外部評価委員会分科会の構成

分科会 略称

防災・減災分科会 防災

戦略的維持更新・リサイクル分科会 維持更新

流域管理分科会 流域

空間機能維持・向上分科会 空間

食料生産基盤整備分科会 食料

表 –1.2.15　外部評価委員会の委員構成

氏名 所属

委員長 山田　　正 中央大学　教授

副委員長 前川　宏一 東京大学大学院　教授

委員

井上　　京 北海道大学大学院　教授

勝見　　武 京都大学大学院　教授

櫻井　　泉 東海大学　教授

佐々木　葉 早稲田大学　教授

関根　雅彦 山口大学大学院　教授

萩原　　亨 北海道大学大学院　教授

藤田　正治 京都大学防災研究所　教授

堀　　宗朗 東京大学地震研究所　教授

表 –1.2.16　外部評価委員会分科会の委員構成
　　　　　　　　 防災・減災分科会

氏名 所属

分科会長 山田　　正 中央大学　教授

副分科会長 堀　　宗朗 東京大学地震研究所　教授

委員

井良沢道也 岩手大学　教授

高橋　章浩 東京工業大学大学院　教授

多々納裕一 京都大学防災研究所　教授

建山　和由 立命館大学　教授

中川　　一 京都大学防災研究所　教授

山下　俊彦 北海道大学大学院　教授
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　　　戦略的維持更新・リサイクル分科会

氏名 所属

分科会長 前川　宏一 東京大学大学院　教授

副分科会長 勝見　　武 京都大学大学院　教授

委員

秋葉　正一 日本大学　教授

鎌田　敏郎 大阪大学大学院　教授

木幡　行宏 室蘭工業大学大学院　教授

杉本　光隆 長岡技術科学大学大学院　教授

杉山　隆文 北海道大学大学院　教授

　　 流域管理分科会

氏名 所属

分科会長 藤田　正治 京都大学防災研究所　教授

副分科会長 関根　雅彦 山口大学大学院　教授

委員

泉　　典洋 北海道大学大学院　教授

佐藤　弘泰 東京大学大学院　准教授

白川　直樹 筑波大学　准教授

田中　宏明 京都大学大学院　教授

藤原　　拓 高知大学　教授

　　 空間機能維持・向上分科会

氏名 所属

分科会長 萩原　　亨 北海道大学大学院　教授

副分科会長 佐々木　葉 早稲田大学　教授

委員

尾関　俊浩 北海道教育大学　教授

上村　靖司 長岡技術科学大学　教授

高橋　　清 北見工業大学　教授

西山　徳明 北海道大学　教授

　　 食料生産基盤整備分科会

氏名 所属

分科会長 井上　　京 北海道大学大学院　教授

副分科会長 櫻井　　泉 東海大学　教授

委員

石井　　敦 筑波大学　教授

梅津　一孝 帯広畜産大学大学院　教授

佐藤　周之 高知大学　准教授

波多野隆介 北海道大学大学院　教授

門谷　　茂 北海道大学大学院　特任教授
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3.3　内部評価委員会の体制
　内部評価委員会の委員構成を表–1.2.17に示す。

表 –1.2.17　内部評価委員会の委員構成

内部評価委員会（プロジェクト研究）

第1部会（つくば：重点研究、基盤研究） 第2部会（寒地：重点研究、基盤研究）

共通委員

理事長
寒地土木研究所長
理事　・・・　第１部会長
審議役（寒地土木研究所）　・・・　第２部会長
研究調整監
研究調整監（寒地土木研究所）
地質監
企画部長
技術推進本部長
技術開発調整監
総括研究監
水災害・リスクマネジメント国際センター長
構造物メンテナンス研究センター長

委員

総務部長
材料資源研究グループ長
地質・地盤研究グループ長
水環境研究グループ長
水工研究グループ長
土砂管理研究グループ長
道路技術研究グループ長
水災害研究グループ長
橋梁構造研究グループ長
耐震研究監
地質研究監

管理部長
寒地基礎技術研究グループ長
寒地保全技術研究グループ長
寒地水圏研究グループ長
寒地道路研究グループ長
寒地農業基盤研究グループ長
特別研究監
地質研究監
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４．内部評価委員会
　内部評価については、次年度から研究開始または計画変更を希望する課題、研究開始から 3 年目の課題、
そして前年度に終了した課題について評価を実施した。内部評価委員会評価日程を表–1.2.18に、本中長
期目標期間に実施した第 2 期中期目標期間の事後評価、第 4 期中長期目標期間の事前評価も含め評価課題数
を表–1.2.19に示す。
　プロジェクト研究の内部評価については、共通委員、第 1 部会委員と第 2 部会委員で構成し、重点研究、
基盤研究および平成 25 年度より事前評価を開始した基盤研究（萌芽）の内部評価については、共通委員と
各部会委員で構成し、評価を実施している。

表 –1.2.18　内部評価委員会評価日程

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

第１回内部評価
委員会

- 4月 25,26日
4月

23,24,25日
4月 23,24日

4月
20,21,22日

（うち、第１部会）
4月

20,21,22日
5月 16,17日 5月 14,15日 5月 22,23日 4月 22,23日

（うち、第２部会）
4月

26,27,28日
5月 23,24日

5月
22,23,24日

5月
27,28,29日

4月 14,15日

第２回内部評価
委員会

11月30日
12月 1日

11月 26日 11月 13日 － 10月 6,7,8 日

（うち、第１部会） 12月1,2 日 11月 20日 11月 27,28日 11月 17,18日 11月 25,26日

（うち、第２部会） 12月7,8 日 11月 27日 11月 13,14日 11月 11日 11月 17,18日

表 –1.2.19　内部評価委員会評価課題数
　　　　　　　　　第2期中期計画

平成23年度 平成26年度

評価種別 事後 追跡

重点プロジェクト研究（総括） 16 17

重点プロジェクト研究（個別） 67 -

戦略 ･一般 ･萌芽研究 81 -

（内、第１部会） (81) -

（内、第２部会） (69) -

計 150 17
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第3期中期計画

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

評価種別
事
前

中
間

事
後

事
前

中
間

事
後

事
前

中
間

事
後

事
前

中
間

事
後

事
前

中
間

事
後

プロジェクト研究 5 5 0 7 0 0 3 86 0 0 5 3 0 0 16

重点 ･基盤研究 55 12 6 73 20 42 111 58 28 98 26 48 3 11 45

（内、第１部会） (24) (10) (3) (46) (11) (28) (57) (20) (18) (59) (9) (24) (2) (6) (21)

（内、第２部会） (31) (2) (3) (27) (9) (14) (54) (38) (10) (39) (17) (24) (1) (5) (24)

計 60 17 6 80 20 42 114 144 28 98 31 51 3 11 61

　　　　　　　第4期中期計画

平成27年度

評価種別 事前

プロジェクト研究（総括） 17

プロジェクト研究（個別） 73

重点・基盤・萌芽研究 40

（内、第１部会） (14)

（内、第２部会） (26)

計 130
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5.  外部評価委員会
　外部評価については、学識者 7 ～ 9 名で構成されている分科会でプロジェクト研究の総括課題、個別課題
と重点研究について評価を行い、各分科会委員長と副委員長で構成される外部評価委員会に分科会での評価
結果を報告した。また、評価結果は報告書としてとりまとめるとともに、ホームページに公開した。
　外部評価委員会で評価対象となる課題は、プロジェクト研究の事前 ･ 中間 ･ 事後評価（計画変更）、当該
年度に開始した重点研究、ならびに、評価対象ではないプロジェクト研究課題の進捗確認である。外部評価
委員会では分科会ごとに他の研究機関との役割分担を表に整理し説明するとともに、十分に審議ができるよ
うプレゼンテーションの改善に取り組んだ。
　外部評価委員会 ･ 分科会での委員からいただいた意見 ･ 助言については、これを踏まえ研究を行っている。

5.1　平成23年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 23 年度に実施した外部評価委員会における評価課題数及び日程をそれぞれ表–1.2.20と表–1.2.21
に示す。

表 –1.2.20　平成 23 年度外部評価委員会における評価課題数

評価種別 課題数

重点プロジェクト研究 事後評価
総括課題 16課題

個別課題 67課題

表 –1.2.21　平成 23 年度外部評価委員会の開催状況

分科会 第1 第2 第3 第4 第5 第6 第7 第8

開催日 6月6日 5月20日 5月25日 6月6日 5月31日 5月31日 5月20日 5月19日

委員会 外部評価委員会

開催日 平成23年6月16日
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　外部評価委員会の全体講評を図–1.2.5に示す。

　平成 22 年度で終了した重点プロジェクト研究の事後評価について、分科会の評価結果を確認し、
承認した。全体として素晴らしい出来であったと、本委員会としては評価する。
研究成果だけでなく、苦労したことも含めこれまでの 5 年間の経験をこれからの 5 年間にうまく引き
継いでいただきたい。その他、研究評価委員会としての助言を、以下にとりまとめた。

【国際貢献】
･�全般的に努力されている姿勢は認めるが、特にアジアの中でのリーダーｰとしての位置づけを意識し
て、国際的な取り組みにより一層傾注してほしい。

･�海外の色々な人たちの見方というものを取り入れ、海外の視点を持って技術開発や基準づくりをす
ることが、これから日本の力の源泉として非常に重要である。そのために、国際的なワークショッ
プを主催する、あるいは新しく立ち上げたりすることが有効である。

･�国際標準化のような委員会に積極的に出て、日本の技術を国際スタンダードにする努力をしてほし
い。その前提として、日本は、国内の各機関で独自の基準を持っており、国内における基準を一体
化していく必要がある。

【研究者育成】
･�研究成果としては非常に良いものもあるが、土木研究所の研究者の顔が最近見えなくなってきてお
り、研究者を育成する必要がある。

･�国際組織の委員会はボランティアが主体であり、土木研究所の将来を担う若い人をどんどん送り込
んで、国際的な感覚を含めて育ててほしい。

･�研究を進める上で色々な立場の声を聞くことが重要であり、インターナショナルジャーナルなど、
査読の厳しいところに論文発表を行い、査読意見を頂くことも重要である。

【その他】
･�東日本大震災を踏まえ、想定外ということも頭の中に入れて、構造物の設計思想はどうあるべきか
など、土木研究所としてしっかり検討してほしい。

･�開発されたソフトの維持管理が問題となっており、国の機関として取り組み、Common ＭＰ化など
も考えるべきである。

　土木研究所の役割として、国土保全に関する技術開発が第 1 にあり、それを支える基礎研究はもっ
と大学と連携するなど、大学をうまく利用してほしい。

図－ 1.2.5　平成 23 年度外部評価委員会の全体講評
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　外部評価委員からの指摘に対する土木研究所の対応の代表例を表–1.2.22に示す。

表－ 1.2.22　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応の代表例

課題名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

発展途上国における持続的な津波対
策に関する研究

実績はあがっている。本研究で対象
としたスマトラの事例が日本でどれ
だけ反映できるのか問題と考える。
同じことが世界中で実施できるよう
に広げられたい。

本研究の海岸林における津波対策は、
スマトラ地震の際にインドやスリラ
ンカで広範囲に被害のあった中規模
の津波を対象としているものであり、
海岸林が全壊した今回の巨大津波に
は適用ができない。海岸林が巨大津
波に対して効果のないことは、成果
としテーマとめたマニュアル中にも
明記しているので、東日本大震災に
おける津波被害を踏まえ、海岸林に
よる対策の限界を示しつつ高地移転
も含めた総合的な対策を広めテーマ
いりたい。

 
5.2　平成24年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 24 年度に実施した外部評価委員会における評価課題数及び日程をそれぞれ表–1.2.23と表–1.2.24
に示す。

表 –1.2.23　平成 24 年度外部評価委員会における評価課題数

評価種別 課題数

プロジェクト研究

事前評価 個別課題 4課題

中間評価
総括課題 2課題

個別課題 5課題

重点研究 事前評価 40課題

表 –1.2.24　平成 24 年度外部評価委員会の開催状況

分科会 第１分科会 第２分科会 第３分科会 第４分科会

開催日 6月27日 6月28日 6月22日 6月18日

委員会 外部評価委員会

開催日 8月1日
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　外部評価委員会の全体講評を図–1.2.6に示す。

【東日本大震災関連】
･�４つの分科会「防災」、「ストックマネジメント」、「グリーンインフラ」、「自然共生」のプロジェク
トの中で、戦略的 ･ 実用的にアウトプットが出るような取り組みがされている。特に、東日本大震
災を受け関連して出てきた様々な問題について、研究の中身を軌道修正し取り組まれていることは
評価する。しかし、がれき処理の問題、個別の構造物 ･ 箇所だけではなくシステムが被害を受けた
ということの認識が不十分であり、まだ十分にやれていないこともある。

【研究体系の整理】
･�プロジェクト研究が重点研究等によってどのように支えられているかが明確ではないため、研究が
今後どのように展開していくのかが不明確である。基盤研究から重点研究、プロジェクト研究への
展開について、仕組みだけではなく現状どうなっているのかを説明していただきたい。

･�寒地の特殊性や寒地を研究することの全国的な意味は何なのか、寒地以外の研究との分担 ･ 連携が
どうなっているのか、努力されているが、まだ不十分なところがある。

【成果の取りまとめ】
･�技術がプロジェクト研究を経て実用化されることは非常に重要なポイントだが、実用化を焦らず学
術のレビューを十分経るようにしていただきたい。

･�他の分野にも関連する課題がきちんとしたアウトカムを出すためには、関係する分野との連携が重
要である。

･�研究成果を国内だけではなく国外にも積極的に発信し、技術が国際的に使われるようにしていただ
きたい。

【その他】
･�プレゼンテーションについて、外部評価ということを重く受け止め、研究の内容を適切に伝える努
力をしていただきたい。

図－ 1.2.6　平成 24 年度外部評価委員会の全体講評

　外部評価委員からの指摘と、土木研究所の対応の代表例を表–1.2.25に示す。

表 –1.2.25　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応例

課題名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

耐震性能を基盤とした多
様な構造物の機能を確保
するための研究

示方書等へ成果の反映な
どがされており、本プロ
ジェクトの成果は評価で
きる。
なお、橋と堤防などの境
界等の取扱いについての
連携が具体的に示される
とよい。

例えば、平成24年 2月に改定された道路橋示方書では橋
台と背面側の盛土等との間に橋台背面アプローチ部という新
たな概念が導入され、設計 ･施工上の配慮事項が規定された
ところである。本プロジェクト研究では、さらに耐震性能を
共通軸とすることにより、鋼 ･コンクリート構造物と土構造
物といった種々の構造物から構成されるシステムについて適
切な機能を確保するための耐震設計法 ･耐震補強法の開発を
行う予定である。

 



162

1.（2）② 研究評価の的確な実施

5.3　平成25年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 25 年度に実施した外部評価委員会における評価課題数及び日程をそれぞれ表–1.2.26と表–1.2.27
に示す。

表 –1.2.26　平成 25 年度外部評価委員会における評価課題数

評価種別 課題数

プロジェクト研究

事前評価 個別課題 4課題

中間評価
総括課題 16課題

個別課題 81課題

重点研究
事前評価 5課題

事後評価 7課題

表 –1.2.27　平成 25 年度外部評価委員会の開催状況

分科会 第1分科会 第2分科会 第3分科会 第4分科会

開催日 6月26日 6月25日 6月19日 6月28日

委員会 外部評価委員会

開催日 7月30日

　外部評価委員会で頂いた全体講評を図–1.2.7に示す。

　努力して研究を続けられていること、4 つの分科会のそれぞれのテーマが非常に適切に選ばれてい
ることなど、非常に評価は高い。土木研究所のミッションは、社会基盤整備 ･ 国土整備、それからそ
れの管理、社会基盤の管理の技術をしっかりリードしていくことが重要である。社会基盤の管理を通
じどのように国土を管理すべきかについて、きちんとした問題意識と理念を持って取り組んで欲しい。

【個別課題間の連携】
　各プロジェクト研究のテーマはしっかりと記述されているが、個別課題相互の関係について十分に
議論され、総合化されているか疑問であり、個別の研究の羅列的な報告にしかなっていない。個別課
題をこなせば事足りると思っているのではないか。

【社会基盤管理技術】
　特に社会基盤管理については、技術の次世代を見渡した技術をつくっていくという認識のもとに学
術論文を書き、それによって裏付けされたマニュアルを作成するとともに、個別の技術を総合化して
どのように社会基盤管理するのかというというところまで検討して欲しい。

【技術マニュアル】
　技術マニュアルの作成にあたっては、社会基盤の管理を通じどのような国土管理をしていくのかまで
記述して欲しいし、マニュアルの使い方やその仕組みまで検討していただきたい。マニュアル化される
知見 ･ 技術については、学会などでの成果公表などによりオーソライズされることが必要と考える。

図－ 1.2.7　平成 25 年度外部評価委員会の全体講評
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　外部評価委員からの指摘と、土木研究所の対応の代表例を表–1.2.28に示す。

表 –1.2.28　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応例

課題名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

耐震性能を基盤とした多様な構造物
の機能確保に関する研究

3.11 以後の国内の状況を踏まえた
研究テーマの選択と言える。既往研
究の精度と限界を踏まえた新技術の
開発が望まれる。

性能評価技術の開発においては、従
来技術からの精度の向上を図るとと
もに、その適用範囲等の限界を明確
にした研究成果としてとりまとめて
参りたい。

寒冷な自然環境下における構造物の
機能維持のための技術開発

相互に関連している課題が多いので、
より一層相互に情報交換し効率的に
研究を進める必要がある。今後は高
緯度で気候変動の影響が大きくなる
ことが予想されているので、寒冷地
の構造物の機能維持に考慮する必要
がある。

本プロジェクトでは、寒冷な自然環
境下において機能が低下している多
岐にわたる構造物を対象としている
ため、各個別課題で得られる知見を
相互に共有し、効率的な研究の推進
に努めている。近年の気候変動の影
響により、これまで見られなかった
構造物の劣化損傷や機能低下が生じ
つつあり、劣化機構を解明し劣化現
象を踏まえた合理的対策を提案する
など、構造物の機能維持に資する研
究を進める。

リサイクル資材等による低炭素 ･ 低
環境負荷型の建設材料 ･ 建設技術の
開発

全体として、着実な研究成果を上げ
られていると評価する。個別では
CO2 削減効果について数値で説明が
あったが、プロジェクト全体として
どれだけの CO2 削減を達成できる
のかも示してほしい。また、新しい
技術が出てきても、政策的に誘導し
ないと、環境よりコストを気にする
現場はなかなか動かない。成果が活
用されるような政策面へのステップ
もつくって欲しい。

今後、プロジェクト全体での CO2 
削減効果を提示する。また、開発さ
れた低炭素化技術が活用されるよう、
政策関係方面への働きかけを行って
いきたい。

環境変化に適合する食料生産基盤へ
の機能強化と持続性のあるシステム
の構築

このプロジェクト研究は、特に農業 ･
水産業の現場との連携が重要である。
今後の展開に期待する。

今後も生産現場や事業現場と連携し
て研究を進め、食料生産基盤の強化
と食料供給力の持続に結びついてい
く成果を得られるよう努める。
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5.4　平成26年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 26 年度に実施した外部評価委員会における評価課題数及び日程をそれぞれ表–1.2.28と表–1.2.29
に示す。

表 –1.2.29　平成 26 年度外部評価委員会における評価課題数

評価種別 課題数

プロジェクト研究

事前評価 個別課題 2課題

中間評価 個別課題 10課題

事後評価 個別課題 3課題

重点研究
事前評価 14課題

事後評価 13課題

表 –1.2.30　平成 26 年度外部評価委員会の開催状況

分科会 第1分科会 第2分科会 第3分科会 第4分科会

開催日 6月24日 6月20日 6月24日 6月26日

委員会 外部評価委員会

開催日 7月24日

　外部評価委員会で頂いた全体講評を図–1.2.8に示す。外部評価委員からの指摘と、土木研究所の対応の
代表例を表–1.2.31に示す。

【国土の哲学を描くための各分科会の連携】
　分科会のテーマである「防災」、「ストックマネジメント」、「グリーンインフラ」、「自然共生」は、
国土の保全や管理を行う中で非常に適切なテーマである。しかしながら、この４つのテーマが相まっ
て、どのような国土保全・整備・管理ができると考えているのかという国土の哲学が示されていない。
国土の哲学を描くためには、分科会の中のプロジェクト間や分科会間での総合化を図ることが重要で
あり、それに向けて、複数の分科会を交えて、あるいは外部評価委員等も交えて議論することが望ま
しいと考えられる。

【研究のボトムアップ】
　各プロジェクト研究は、多様なテーマに関する知見を総合的に組み合わせることにより、土研の使
命として多様な問題を解決するという形で組まれている。これらのプロジェクト研究を支える重点研
究、基盤研究、基盤研究（萌芽タイプ）を土研自らボトムアップすることによって、学術的に優れた
研究が組まれる基盤がつくられると考えられる。土研の研究者のキャリアパスの与え方も関連すると
思われるが、大学との連携や外部研究者の活用等により、戦略的に行うこともできると考えられる。
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【適応策の考え方】
　分科会の４つのテーマのもと、緩和策の検討だけではなく、いざというときのための適応策の検討
についても、考えを少し改めて行う必要がある。これまでの設計洪水位や設計震度のように、与えら
れたものを指標として、ものを考えるだけではなく、とてつもなく大変なことが起こった場合も含め
た適応策に関して、４つのテーマの視点から対応できるような考え方を目指してほしい。

【プレゼンテーションの内容・方法】
プレゼンテーションのフォーマットが適切に整備され、一人一人時間を守って発表しており、これま
でにない良い発表であった。また、各プロジェクト研究の目的や位置付けに関する内容を分科会毎に
１枚の絵にまとめており、非常に分かりやすかった。

図－ 1.2.8　平成 26 年度外部評価委員会の全体講評

表 –1.2.31　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応例

課題名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

雪氷災害の減災技術に
関する研究

湿雪への降雨・融雪水の浸透
については水文学での不飽和
浸透（相変化を伴うが）とほ
とんど同一である。寒地土研
の水文学の研究者と連携する
ことも有効かと思います。

降雨や融雪水の積雪への浸透については、これまで土壌
学や水文学の研究者と学会等で議論を行っており、寒地
土研の水文学の研究者とも意見交換を行っている。今後
も、関連する専門分野の研究者との意見交換を積極的に
行い、研究を進めていきたい。

再生可能エネルギーや
廃棄物系バイオマス由
来肥料の利活用技術・地
域への導入技術の研究

社会的な理解を深めるために
も、それぞれの技術の有効性
をアピールできる評価の指標
を明確に示すこと。

資源回収やエネルギーの回収効率などの指標に加えて、
今後経済性やGHG排出の評価を行うことで、それぞれ
の技術の有効性をアピールしたい。

河川の土砂動態特性の
把握と河川環境への影
響及び保全技術に関す
る研究

流水型ダム貯水池の一洪水事
象の中での流水土砂移動は今
のレベルでどの程度予測でき
るか、何が予測できないのか
明確に。

流水型ダムにおける洪水時の土砂移動については、貯留
型ダムの堆砂を再現する一次元河床変動モデルを用いて
予測しているところであるが､ 貯水位低下時にダムから
の放流濁度の主成分となる微細土砂の再浮上や澪筋の形
成過程に伴う側岸侵食に由来する現象については、まだ
未解明な部分が多くあり、現地観測などのデータを更に
収集して現象把握に努め、予測モデルに反映して行きた
いと考えている。

寒冷地域の冬期道路パ
フォーマンス向上技術
に関する研究

路面などの道路管理技術につ
いては進んでいる。一方、道
路の交通とのパフォーマンス
である事故件数や速度向上な
どとこれらの技術の関係がな
い。冬期道路のパフォーマン
スの意味について明確にして
もらえると良い。

道路のパフォーマンスとしては旅行速度や事故率が最終
アウトカムであるが、これらは積雪や路面状態といった
冬期道路条件の他に交通量に大きく左右されるため、本
研究ではすべり抵抗や除雪時間のように交通量の影響を
大きく受けない中間アウトカムの向上を目指したもの。
なお、中間および最終アウトカムの関係の検証は別重点
研究で取り組んでいるところ。
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5.5　平成27年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 27 年度に実施した外部評価委員会・分科会の評価課題数と開催状況を表–1.2.32～ 1.2.33に示す。

表 –1.2.32　平成 27 年度外部評価委員会における評価課題数

評価種別 課題数

第2期中期計画

重点プロジェクト研究 追跡評価 4課題

第3期中長期計画

プロジェクト研究
見込評価 総括課題 16課題

事後評価 個別課題 6課題

重点研究
見込評価（中長期期間） 6課題

事後評価 12課題

第4期中長期計画

研究開発プログラム 事前評価 17課題

表 –1.2.33　平成 27 年度外部評価委員会の開催状況

委員会 開催日

外部評価委員会（第3期） 平成27年6月5日

第1分科会 平成27年5月15日

第2分科会 平成27年5月12日

第3分科会 平成27年5月8日

第4分科会 平成27年5月14日

外部評価委員会（第4期） 平成28年2月23日

防災・減災分科会 平成28年2月5日

戦略的維持更新・リサイクル分科会 平成28年2月5日

流域管理分科会 平成28年2月1日

空間機能維持・向上分科会 平成28年1月26日

食料生産基盤整備分科会 平成28年2月2日
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　第 3 期中長期期間の研究開発を対象とした外部評価委員会で頂いた全体講評を図–1.2.9に示す。

【本委員会での全体講評】
・�年次計画どおりに研究が着実に進展しており、当初の予定が達成される見込である。各分科会での

対象領域における各プロジェクト研究の位置付けが分科会によっては非常に分かりやすく描かれて
いた。また、プロジェクト研究における基礎と応用のバランスが良くなってきている。今後、以下
を整理することにより、次の新しい 5 カ年にもつながると思われる。

【各研究課題の位置付けとフォローアップ】
・�4 つの分科会で今中期計画全体をどのように実現するのか、各分科会の対象領域において各プロジェ

クト研究がどのように構成されているのか、さらにプロジェクト研究に対して各個別課題がどのよ
うな役割を果たしているのかについて示して頂きたい。それらが、研究の技術移転や政策に貢献す
る仕組みにつながることを期待する。政策との関連性については、研究者だけでなく全体で議論し
示していくことが必要である。

・�得られた成果や技術を追跡して頂きたい。追跡評価では、成果の普及や論文数の増加だけではなく、
研究期間終了時に残った課題や実用化に際し出てきた懸案に対するその後の取り組みを評価できる
とよい。成果の早期普及のため、早々にとりまとめたマニュアルについては、普遍性等を見極めて
後継の研究に位置付けてほしい。

【他機関との連携・分担】
・�他機関の研究との関連性について意識して取り組んでほしい。具体的には、土研と国総研との関係、

大学との関係、分野によっては民間企業との関係等、他機関とどのように連携・分担しているかに
ついて明確にしてほしい。

【海外への展開】
・�海外協力・支援が進んできているが、技術移転にとどまることなく、国際規格や ISO 等に反映され

ることが重要である。

図－ 1.2.9　外部評価委員会の全体講評
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　第 4 期中長期期間を対象とした外部評価委員会における指摘と、土木研究所の対応の代表例を表–1.2.34
に示す。

表 –1.2.34　外部評価委員からの指摘事項と土木研究所の対応例

研究開発プログラム名 評価委員からの指摘事項 土木研究所の対応

インフラ施設の地震レジ
リエンス強化のための耐
震技術の開発

構造物の被害最小化のみならず、
人命被害の最小化のための耐震設
計法の研究が必要。他分野防災と
の研究交流を通じて国内すべての
災害研究の進展につなげて欲しい。

人命被害の最小化の視点も考慮の上、研究を進め
てまいりたい。他分野との交流も心がけて研究を
進めてまいりたい。

メンテナンスサイクルの
効率化・信頼性向上に関
する研究

国や市町村等に対応したレベル毎
の維持管理手法とは具体的にどう
いうことか。

国、地方とでは、路線の重要度（通行止めが可能
かどうかなど）という点で維持管理のレベルが異
なる。そのため、路線の重要度によって補修等の
仕方を差別化できるような検討をしていきたいと
考えている。

流砂系における持続可能
な土砂管理技術の開発

土砂が流れることでのプラスの影
響・有効性を示すことや関係者へ
の情報発信を行うべき。

土砂が流れることによるプラスの影響等を明確に
するとともに、実際に生じている河川・ダムの現
場の課題の解決に研究成果を反映させる等、関係
者に的確な情報発信を行い、総合土砂管理の成功
例をつくってまいりたい。

安全で信頼性の高い冬期
道路交通サービスの確保
に関する研究

情報技術の革新は著しい。ビッグ
データ、IoT など最新技術を柔軟に
組み込みながら、研究成果を高め
てほしい。

情報関連技術の進歩に留意し，計画に柔軟に取り
入れることで成果の質を高めるよう努めて参りた
い。

食料供給力強化に貢献す
る積雪寒冷地の農業生産
基盤の整備・保全管理に
関する研究

大区画水田圃場の研究では、農作
業の省力化の観点だけでなく、灌
漑排水施設の簡素化・低コスト化
についても研究してほしい。

積雪寒冷地における大区画水田の灌漑排水施設に
必要な性能を考え、既往の水管理データも用いて、
机上シミュレーションを行う。

5.6　平成28年度に実施した外部評価委員会 ･分科会
　平成 27 年度終了課題の事後評価等のために実施した外部評価委員会・分科会の開催状況を表–1.2.35に
示す。

表 –1.2.35　平成 28 年度外部評価委員会の開催状況

分科会 第1分科会 第2分科会 第3分科会 第4分科会

開催日 5月17日 5月16日 5月13日 5月12日

委員会 外部評価委員会

開催日 6月9日
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　外部評価委員会で頂いた全体講評を図–1.2.10に示す。(1(1) ①　4.5 の内容を掲載 )

【中長期目標期間における研究開発の目標達成】
　第３期中長期目標期間に実施した研究は、計画通り目標が達成された。また、学術論文等の成果の
公表、成果普及に向けてマニュアル類の作成、講習会の実施等についても数多く報告され、十分な成
果を得た。

【外部評価委員会の評価結果の研究への反映】
　外部評価委員会は、研究の目標達成のため、中長期期間の当初から厳しい評価と議論を行ってきた
が、土木研究所は委員会の評価結果を受け止め、毎年度の取り組みに反映し、研究がブラッシュアッ
プされていく過程が認められた。その結果、十分な研究成果が得られた。

　新しい中長期目標期間においては、第 3 期の評価結果も踏まえ、以下の取り組みを期待する。

【研究の目標】
　中長期期間で研究を実施する過程で、新たに得た知見や情勢の変化などから、当初立てた目標から
到達点が変化する可能性があることも見据えて研究に取り組むこと。その際、定量的な目標設定につ
いても検討を行うこと。

【他機関との連携】
　研究成果が十分活用されるためにも、今後も引き続き国総研や行政との十分な連携をすることが重
要である。また、他の関連する研究開発法人や大学とも研究連携を進めること。

【研究成果の公表・普及】
　開発した技術の普及にあたっては、学術論文等の取り組みをはじめとした研究面での科学的な裏付
けが重要である。マニュアル類は、対象や適用条件の明確化、社会情勢との対応、従来のマニュアル
類との関係、入手方法等含めて、各行政機関等とも調整を行いながら、より体系化をすすめること。
また、土木研究所取り組みを、一般の方にもわかりやすく伝える努力をすること。

【人材の育成】
　ポスドクなどの若手研究者が、土木研究所の目標達成に貢献している。若手研究者のキャリアパス
等に配慮し、研究者が自由に研究できる素地を整えてほしい。

【国際貢献】
　土木研究所の国際的な貢献が認められるが、日本の技術を国際的にどう展開していくのか検討を進
め、国際規格や ISO 等への反映の取り組みをアピールすることが重要である。

図－ 1.2.10　外部評価委員会の全体講評



170

1.（2）② 研究評価の的確な実施

5.7　評価結果の公表
　研究評価の結果は、外部からの検証が可能となるように、土木研究所のホームページで公表した 

（http://www.pwri.go.jp/jpn/kenkyuujo/hyouka.html）。
　さらに、外部評価委員会での審議の内容等を、各年度の「土木研究所外部評価委員会報告書」として土木
研究所資料にまとめた。

６．第2期中期計画の重点プロジェクト研究に対する追跡評価の実施
　研究成果をより確実に社会 ･ 国民へ還元させる視点で、成果の波及効果や副次的効果等を把握することを
主体として、平成 26 年度の内部評価委員会および平成 27 年度外部評価委員会において追跡評価を実施した。
追跡評価の対象は、第 2 期中期計画期間に実施した重点プロジェクト研究とし、内部評価委員会においては
17 課題、外部評価委員会においては 4 課題に対し、成果の発表や社会への普及の取り組みに関する事後評
価以降のフォローアップ状況、研究成果に関する事後評価時のコメントへのフォローアップ状況について評
価した。

中長期目標の達成状況
　研究評価については、他の研究機関との役割分担を明確にしたうえで、国民ニーズを的確に踏まえ
て、研究評価要領に基づき内部評価委員会、外部評価委員会（第三者委員会）で、事前評価、事後評
価、中間評価、見込み評価を行い、評価結果をホームページに公開した。成果をより確実に社会 ･ 国
民に還元させる視点で、第 2 期中期計画で実施した重点プロジェクト研究について追跡評価を実施し
た。なお、外部評価委員会では分科会ごとに他の研究機関との役割分担を表に整理し説明するととも
に、十分に審議ができるようプレゼンテーションの改善に取り組んだ。これらの評価結果及び助言を
研究開発に反映することで研究成果の最大化を図った。
　また、中長期目標期間中に、若手研究者の萌芽的な研究への取り組みを推進するために「基盤研究

（萌芽）」を創設した。
　以上により、中長期目標を上回る成果を達成した。
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③　競争的研究資金等の積極的獲得

中期目標
　競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研究者
の能力の向上を図るとともに、自己収入の確保に努めること。

中期計画
　競争的研究資金等外部資金の獲得に関して、他の研究機関とも連携して戦略的な申請を行うなどに
より獲得に努め、研究所のポテンシャル及び研究者の能力の向上を図るとともに、自己収入の確保に
努める。

■中長期目標達成の考え方
　科学研究費助成事業の他、戦略的創造研究推進事業（CREST）、環境研究総合推進費等の競争的研究資金
について、大学や他の独立行政法人等の研究機関と密接に連携することや所内において申請を支援する体制
を整備することにより、積極的に獲得をめざすこととした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである。

競争的資金獲得件数

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

獲得件数 39 40 44 58 61

うち、新規課題 19 19 21 29 30

うち、継続課題 20 21 23 29 31

（参考）土木研究所が参画
する技術研究組合の設立件
数

- - - 2 2

■中長期目標期間の取り組み
1.  競争的研究資金等外部資金の獲得
　競争的研究資金は、配分機関が広く研究開発課題等を募り、提案された課題の中から、専門家を含む複数
の者による科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分す
る研究開発資金のことである。ここでは、土木研究所への配分若しくは当研究所の職員が助成される競争的
資金について整理した。
　学術研究（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的とする（独）日本学術振興
会の科学研究費助成事業による競争的研究資金である学術研究助成基金又は科学研究費補助金（いわゆる「科
研費」）や、環境省が配分機関である環境研究総合推進費等、国や民間企業等が配分する競争的研究資金に
ついて、積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研究者の能力の向上を図った。
　年々厳しさを増す競争環境の中、競争的研究資金の応募に際しては、過去の審査結果を参考にし、問題点
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等を検討した上で、課題の設定や申請書類の作成にあたっての指導 ･ 助言等支援体制の実施、大学をはじめ
とした他の研究機関とも密接に連携を図ることで、様々な分野の競争的研究資金の申請を行なった。
　採択された競争的研究資金について、国内機関が配分機関である科研費以外について表–1.2.36に示し、
その中で特に内閣府総合科学技術・イノベーション会議が科学技術イノベーション創造のために創設した
SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）については、表–1.2.37に示す。科研費は表–1.2.38に示
す。応募にあたっては、申請書の内部査読等を行い、アドバイス体制の強化に努めるとともに、申請書類等
の留意事項等を所内イントラネットに掲載する等の支援に努めた。これらの競争的資金による獲得実績を表
–1.2.39に示す。
　なお、競争的研究資金の管理にあたっては、平成 26 年度までは土木研究所のイントラネットに掲載した
会計規程等を適用し研究者本人が経費支出手続きに関わらない仕組みで管理した。平成 27 年度から「国立
研究開発法人土木研究所における公的研究費運営・管理規程」に基づき、会計規程等に基づく経理に関する
取扱いを含む公的研究資金の運営・管理を行った。

表 –1.2.36　国内配分機関による競争的資金採択課題一覧

配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

1

環
境
省

地球環境保
全等試験研
究費

希少性二枚貝と魚類をモデルと
した氾濫原の生態系劣化機構の
解明と自然再生に関する緊急性
評価

単独
H20
～
H24

15,235 13,390 - -

2

環境研究総
合推進費

地域活性化をめざしたﾊﾞｲｵﾏｽ利
用技術戦略の立案手法の構築

共同
（分担）

H22
～
H24

( 独 ) 国立環境
研究所

1,000 1,300 - -

3
有機性廃棄物から高効率有機酸
発酵技術の開発及び反応機構

共同
（代表）

H23
～
H24

京都大学、鳥
取大学

11,126 4,859 - -

4

文
部
科
学
省

科学技術戦
略推進費

コンクリート構造物の LCM国
際標準の確立

共同
（分担）

H21
～
H23

北海道大学、
鹿児島大学、
室蘭工業大学、
(独 ) 港湾空港
技術研究所、
北海道立北方
建築総合研究

所

4,613 - - -

5

21 世 紀 気
候変動予測
革新プログ
ラム

気候変動に伴う全球および特定
脆弱地域への洪水リスク影響と
減災対策の評価

単独
H19
～
H23

22,000 - - -

6 戦略的創造
研究推進事
業
（CREST）

水の衛生学的評価とバイオモニ
タリング

共同
(分担 )

H21
～
H26

京都大学 24,879 24,050 17,564 3,024

7
改良型 T-SASモデルを用いた
河川流出水の起源の時空間変動
解析

共同
（分担）

H23
～
H28

京都大学 325 631 618 638
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配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

8

文
部
科
学
省

地球規模課
題対応国際
科学技術協
力事業

マレーシアにおける広域洪水解
析システムの開発およびその適
用に関する研究

共同
（分担）

H23
～
H26

千葉大学、東
京大学

(独 ) 防災科学
技術研究所

4,615 6,435 6,241 6,297 3,025

9

研究成果展
開事業　研
究成果最適
展開支援プ
ログラム

金属材料の塑性変形歪み分布を
可視化するスマート光学コー
ティング

共同
（分担）

H23
～
H24

( 独 ) 物質 ･材
料研究機構

150 195 - - -

10

気候変動リ
スク情報創
生プログラ
ム

自然災害に関する気候変動リス
ク情報の創出

共同
（分担）

H24
～
H28

京都大学 - 19,000 19,000 18,050 17,779

11

研究成果展
開 事 業　
革新的イノ
ベーション
創出プログ
ラム（COI）

革新材料による次世代インフラ
システムの構築

共同
（分担）

H25
～
H33

金沢工業大学、
岡山大学、（独）
物質材料研究
機構、金沢大
学、北陸先端
科学技術大学
院大学、岐阜
大学、京都大

学

- - 7,800 20,385 9,620

12

戦略的創造
研究推進事
業（フュー
チャー・アー
ス構想の推
進事業）

分野間連携による水災害リスク
管理の社会実装

単独 H27 - - - - 4,000

13

国
土
交
通
省

河川技術研
究開発制度

XバンドMPレーダ等の観測
情報の活用に関する技術開発

単独
H21
～
H24

12,000 13,513 - - -

14

建設技術研
究開発助成
制度

腐食劣化の生じた実橋梁部材を
活用した鋼ﾄﾗｽ橋の耐荷性能評
価手法に関する研究

共同
（代表）

H21
～
H23

首都大学東京、
早稲田大学

10,000 - - - -

15
変状を伴う老朽化トンネルの地
質評価 ･診断技術の開発

共同
（代表）

H25
～
H26

（株）フジタ - - 18,200 10,075 -

16
鋼床版の疲労損傷に対するコン
クリート系舗装による補強技術
の性能評価に関する研究

共同
（代表）

H27～
H28

法政大学、（一
社）日本建設
機械施行協会

- - - -
14,000 
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配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

17

国
土
交
通
省

建設技術研
究開発助成
制度

現場急速成形法と埋込み型セン
シングを併用した FRP部材に
よる鋼構造物の補修・補強技術
の開発

共同
（分担）

H27～
H28

首都大学東京 - - - - 800

18

河川砂防技
術研究開発
制度

河川景観ネットワークの連結性
と時空間変化－システムの脆弱
性と頑強性の解明

共同
（分担）

H23
～
H28

北海道大学、
帯広畜産大学、
北見工業大学、
（地独）北海道
総合研究機構

0 1,000 1,000 1,000 500

19

河川堤防の複合外力に対する総
合的安全性点検のための解析手
法と対策工法に関する技術研究
開発

共同
（分担）

H24
～
H26

愛媛大学 - 823 885 1,055

20
堤防及び河川構造物の総合的な
点検 ･診断技術の実用化に関す
る研究

共同
（代表）

H25
～
H27

北海道大学、
東北大学、京
都大学、（公社）
物理探査学会

- - 17,976 15,750 16,274

21

火山地域における水文・土砂流
出メカニズムの解明と土砂災害
防止事業支援のための数値シ
ミュレーション法の開発

共同
（分担）

H26
～
H28

宇都宮大学、
京都大学、群
馬大学、埼玉
大学、筑波大
学、東京理科
大学、東京工
業大学、立命
館大学、琉球
大学

- - - 15,149 11,319

22

河川砂防技
術研究開発
制度

同時多発的土石流発生メカニズ
ムとリスク評価手法の検討委託

共同
（代表）
単独
（H27
～）

H26
～
H28

三重大学
（H26）

- - - 1,764 1,638

23

水害リスク情報を活用した新た
なまちづくり手法の減災効果及
び社会的影響・課題の動的変化
に関する分析

共同
（代表）

H27～
H29

芝浦工業大学、
兵庫県立大学

- - - - 2,317

24
河川中流域における生物生産性
の機構解明と河川管理への応用
に関する研究

共同
（分担）

H27～
H32

信州大学 - - - - 200

25
生物多様性の相補性に基づく堤
内地氾濫原水域の保全・再生優
先度評価手法の開発

共同
（分担）

H27～
H29

北海道大学 - - - - 0



175

1.（2）③競争的研究資金等の積極的獲得

配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

26
国
土
交
通
省

下水道技術
研究開発公
募（GA IA
プロジェク
ト）

河川・下水道のシームレスモデ
ルを用いたリアルタイム浸水予
測手法の開発

共同
（代表）

H27
東京 s大学、
高知工科大学 - - - - 1,277

27

下水道資源・エネルギーを最大
限に活かした希少水草栽培およ
び微細藻類培養・エネルギー生
産

共同
（分担）

H27～
H28

長岡技術科学
大学

- - - - 1,776

28

農
林
水
産
省

平 成 23 年
度新たな農
林水産政策
を推進する
実用技術開
発事業

下水灰肥料用原料化技術の開発
研究

共同
（分担）

H23
～
H25

( 財 ) 下水道
新技術推進機
構、名古屋大
学、岩手大学、
東京農業大学、
(独 ) 農業環境
技術研究所

3,289 3,450 1,507 - -

29

農林水産技
術会議委託
プロジェク
ト研究

豪雨に対応するためのほ場の排
水・保水機能活用手法の開発

共同
（分担）

H27
～
H31

農業・食品産
業技術総合研
究機構、（地独）
北海道総合総
合研究機構、
秋田県農業試
験場

3,881

30

財
団
法
人

前田記念工
学振興財団
平 成 23 年
度助成事業

構造物劣化を検出する機能性塗
膜材料

単独 H23 1,000 - - - -

31

河川整備基
金助成事業

多摩川中流域における河川水の
生態毒性の実態解明

単独 H23 1,400 - - - -

32
SAR（合成開口レーダｰ）によ
るﾌｨﾙダムの外部変形計測の研
究

単独 H23 1,100 - - - -

33
下水処理水に残存する医薬品の
除去技術の開発

単独 H23 1,400 - - - -

34
統合物理探査による堤防の内部
物性構造評価技術の開発

単独 H23 1,600 - - - -

35 第 5回　洪水管理国際会議 単独 H23 3,000 - - - -

36
統合物理探査による堤防の内部
物性構造評価技術の開発

共同
（代表）

H24
～
H26

（公社）物理
探査学会

- 2,400 2,200 2,100 -

37
河川整備基
金助成事業

沖積河川における露盤化と深掘
れの変遷および実態に関する研
究

共同
（代表）

H24
北海道大学
大学院

- 1,000 - - -
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配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

38

財
団
法
人

河川整備基
金助成事業

中小河川における河道内の草本
植生を考慮した治水安全度評価
に関する研究

単独 H24 - 900 - - -

39
SAR（合成開口レーダｰ）によ
るダム貯水池地形変化計測手法
の研究

共同
（代表）

H25 - - 1,100 - -

40
沖積河川における深掘れの分布
要因と形成プロセスに関する研
究

単独 H25 - - 900 - -

41
河川における生物多様性の理解
向上にむけた展示手法の検討と
開発

単独 H25 - - 600 - -

42
植生繁茂の著しい中小河川を対
象とした土砂堆積と河動変動に
関する研究

単独 H25 - - 1,000 - -

43
流砂系シナリオの変化と砂洲と
蛇行の挙動

共同
（分担）

H26
～
H28

北海道大学 - - - 950 950

44
高密度・高精度の雨量データを
活用した土砂災害の予測に関す
る研究

共同
（代表）

H26
～
H27

京都大学 - - - 1,000 0

45
河道安定と場の多様性をもたら
す部分拡幅工法～機構解明と日
本の河川への適用性～

単独
H26
～
H27

- - - 1,000 -

46
河川性生物と生息環境を題材と
した映像展示制作プロセスに関
する調査研究

単独 H26 - - - 600 -

47
土砂災害防止法に基づく基礎調
査の結果を利用した土砂流出特
性の解明

単独 H27 - - - - 1,000

48
雪堆積場からの融雪水が河川生
態系に与える影響及び環境配慮
型管理の効果検証

単独 H27 - - - - 600

49
礫河原再生のためのダム放流に
よる派川維持手法の開発

共同
（分担）

H27～
H28

北見工業大
学

- - - - 50

50
WEC 応 用
生態研究助
成

ダムによる下流河川への影響は
流程に沿ってどのように変化す
るか？河床および瀬 ･淵構造と
付着藻類に着目して

共同
（代表）

H25
兵庫県立大
学

- 920 580 -

51
粗粒化した石礫河床への土砂供
給が流れ場の構造と遊泳性魚類
の空間利用に及ぼす影響

単独
H24
～
H25

- - 940 -



177

1.（2）③競争的研究資金等の積極的獲得

配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

52

財
団
法
人

WEC 応 用
生態研究助
成

御嶽山噴火による火山灰の流入
が河川生物の生息状況と生息場
所改変に及ぼす影響の解析

共同
（分担）

H27
～
H28

椙山女学園
大学、

名古屋大学、
三重大学

- - - - 0

53

防災研究協
会　若手研
究者研究助
成

結氷時河川津波に対する治水施
設の耐衝撃性照査手法の確立に
関する研究

単独 H27 - - - - 350

54
三井住友海
上福祉財団
研究助成

ドライバーの運転行動を考慮し
たラウンドアバウトの実用性検
証と安全対策に関する研究

単独
H23
～
H24

1,200 707 - -

55
鉄鋼環境基
金研究助成

海域低質に含まれる放射性セシ
ウムの溶出メカニズムの解明

単独
H25
～
H26

- - 900 900

56
河川情報セ
ンター研究
助成

流量データのない河川でも利用
可能な流出計算ソルバーの開発

共同
（分担）

H26
～
H27

室蘭工業大
学

- - - 330

57
ﾀｶﾀ財団研究
助成

交差点を横断する歩行者の安全
支援に関する研究

共同
（分担）

H23 秋田大学 0 - - -

58

日本計画行
政学会北海
道支部奨励
研究助成費

国際的観光地形成のための公共
空間の整備に関する基礎的研究

単独 H24 - 100 - - -

59
社
団
法
人

日本造園学
会北海道支
部学術振興
助成基金　
造園に関す
る調査 ･ 研
究 ･ 活動助
成

北海道内におけるフットパス
コースの効果的な土地利用手法
について

単独
H23
～
H24

50 - - - -

60
東京地学協
会研究・調
査助成制度

トンレサップ湖の拡大が支流の
洪水特性および微地形の形成に
与える影響に関する研究

共同
（代表）

H27
～
H28

早稲田大学 - - - - 300

61

大
阪
湾
広
域
臨
海
環
境
整
備
セ
ン
タ
ー

廃棄物・海
域水環境保
全に係る調
査研究費助
成

大阪湾域における廃棄物埋立処
分場浸出水中の有機ﾌｯ素化合物
の効果的削減手法開発と評価に
関する研究

共同
（分担）

H26 京都大学 - - - 400 -
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配分
機関

費目
新規 ･
継続課題

単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

62
大
学

千葉大学共
同利用研究

sUAV による空撮システムを
導入した水災害調査の省力化・
高度化に関する研究

共同
（代表）

H27 千葉大学 - - - - 0

63

日
本
中
央
競
馬
会
（
Ｊ
Ｒ
Ａ
）

日本中央競
馬会畜産振
興事業

草地飼料畑の管理実態調査事業
共同
（分担）

H27
～
H28

北海道大学 - - - - 0

表 –1.2.37　戦略的イノベーション創造プログラムの採択課題一覧 *

配分
機関

研究課題 課題名
単独
or
共同

研究
期間

主な連携先

予算額（千円）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

1

内
閣
府

戦
略
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造
プ
ロ
グ
ラ
ム(S

IP
)

インフラ維
持管理・更
新・マネジ
メント技術

異分野融合によるイノ
ベーティブメンテナン
ス技術の開発

共同

（代表）

H26

～

H30

（独）理化学研究所
東京大学

- - - 23,930 23,930

2

社会インフラの点検高
度化に向けたインフラ
構造及び点検装置につ
いての研究開発

共同

（代表）

H26

～

H30

（一財）橋梁調査会、
（一社）日本建設機
械施工協会

- - - 1,972 2,020

5

レジリエン
スな防災・
減災機能の
強化

大規模実証実験等に基
づく液状化対策技術の
研究開発

共同

（分担）

H26

～

H30

（独）港湾空港技術
研究所、消防研究セ
ンター、防災科学技
術研究所

- - - 60,000 85,000

6

レジリエン
スな防災・
減災機能の
強化

巨大都市・大規模ター
ミナル駅周辺地域にお
ける複合災害への対応
支援アプリケーション
の開発

共同

（分担）

H26

～

H30

工学院大学、（独）
産業技術総合研究
所、東京電機大学

- - - 2,816 3,080

7
次世代農業
基盤研究開
発

圃場水管理の情報通
信・制御技術を導入し
た圃場―広域連携型の
次世代水管理システム
の開発

共同

（分担）

H26

～

H30

（独）農業・食品産
業技術総合研究機
構（農村工学研究
所、中央農業総合研
究センター）、情報
通信研究機構、

- - - 7,206 5,235

 *　技術研究組合の組合員として獲得した研究課題2件は本一覧表から省く。
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表 –1.2.38　科学研究費助成事業における採択課題一覧表
※：研究期間中に研究者が人事異動等で土木研究所に採用された、もしくは土木研究所を離れた課題

研究種目細別 課題
研究
期間

単独
or
共同

予算額 (千円 )
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

1
特別研究推進

費
2014年 2月 14-16日の関東甲信越地方を中心とした
広域雪氷災害に関する調査研究

H25～
H26 分担者 - - 55 200 -

2

基
盤
研
究
（
Ａ
）

一般 豪雨・地震による斜面災害の高精度予測システムの開発 H21～
H25 分担者 130 130 - - -

3 一般
豪雨時の表層崩壊に起因する土石流の規模と発生時刻の
予測※

H22～
H26 分担者 715 - - - -

4 一般
生態系の連結性が生物多様性に与える影響とその再生手
法に関する研究

H23～
H26 分担者 845 650 650 650 -

5 一般
コンクリート構造物内部の空洞化及びコンクリート打設
作業状況の音響映像診断技術開発

H23～
H25 分担者 325 325 325 - -

6 一般
森林－農地移行帯における放射性核種の移動・滞留と生
態系濃縮の評価

H24～
H26 分担者 - 780 260 195 -

7 一般
学習者の状況および知識構造に対応したシナリオ型防災
教育教材の開発※

H24～
H26 分担者 - - - 650 -

8 一般
可能最大洪水に対応できる数理科学的な河川計画手法の
確立

H26～
H28 分担者 - - - 650 130

9 一般
蛇行長期動態の物理機構に基づく自然営力順応型川づく
り

H27～
H31 分担者 - - - - 1,040

10

基
盤
研
究
（
Ｂ
）

一般
国土安全確保のためのマルチ構造物モニタリングシステ
ムの開発に関する研究

H22～
H24 代表者 6,240 650 - - -

11 一般
連続繊維補強材・シート補強材の長期耐久性に関する研
究

H21～
H24 代表者 1,560 1,820 - - -

12 一般
土構造物の老朽化に伴う地盤損傷評価技術の開発と戦略
的維持管理手法の提案※

H22～
H25 分担者 390 260 - - -

13 一般 舗装路面の移動式たわみ測定装置の開発と健全度評価 H22～
H24 分担者 570 1,040 - - -

14 一般 海底トンネルの力学的健全性評価法に関する研究 H21～
H23 分担者 260 - - - -

15 一般
ドライバーの予見時間領域を用いた歩行者事故対策に関
する研究

H22～
H24 分担者 650 650 - - -

16 一般
2009年台風 8号による小林村複合土砂災害のメカニ
ズムと警戒避難※

H23～
H26 分担者 390 - - -

17 一般 河川結氷時における津波遡上の挙動解明 H24～
H26 分担者 - 910 260 195

18 一般
アジア農村・山間コミュニティを支援する災害情報伝達
システムの設計と技術戦略の提案※

H24～
H26 分担者 - - - 715

19 一般
高温型嫌気性生物反応を活用したエネルギー自立型新規
高度廃水処理システムの開発

H25～
H27 分担者 - - 423 455 130
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研究種目細別 課題
研究
期間

単独
or
共同

予算額 (千円 )
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

20

基
盤
研
究
（
Ｂ
）

一般
津波や洪水など橋梁の水害に対する安全性向上対策に関
する研究

H26～
H28 分担者 - - - 1,300 1,170

21 一般
高減衰ゴム支承の低温化における設計手法の構築と
Mullins 効果のモデル化

H26～
H28 分担者 - - - 650 260

22 一般
歪みを可視化するオパール結晶塗膜と社会インフラの検
査技術への応用

H26～
H28 分担者 - - - 1,300 1,040

23 一般
山岳地形変動システムの統一的理解－欧州アルプスと日
本アルプスの比較研究－※

H26～
H28 分担者 - - - 260 520

24 一般
中部山岳における第四紀地形・地質学の再構築：最終氷
期以降の大規模地すべりを中心に※

H26～
H28 分担者 - - - 260 0

25 一般
力学モデルに基づいた舗装の長期的パフォーマンス予測
法の開発とその検証

H26～
H28 分担者 - - - 520 390

26 一般
災害後の住宅再建に資するスマート・インスペクション
技術の開発※

H25～
H27 分担者 - - - 650 390

27 一般
氷海域における掘削技術確立のための掘削船及び掘削装
置の制御システムの開発

H25～
H27 分担者 - - 520 1,040 1,040

28 一般
アジア・アフリカ幹線道路網における舗装劣化モデルの
構築と維持管理法の提案

H26～
H28 代表者 - - - - 4,550

29 一般
気候変動及び社会経済シナリオを考慮した広域河川氾濫
リスク予測モデル開発

H27～
H30 代表者 - - - - 5,200

30 一般
タイ国チャオプラヤー川流域における国情に合わせたダ
ム貯水池群の最適運用方法の開発

H27～
H30 分担者 - - - - 650

31 一般
発展途上国における腐食環境調査と鋼構造施設の維持管
理戦略

H27～
H29 分担者 - - - - 1,300

32 一般 節腹連続河道の形成機構の解明 H27～
H29 分担者 - - - - 650

33 一般
暴風下に発達する大気・海洋気液混合層内の海面抵抗と
熱輸送の変調

H27～
H30 分担者 - - - - 650

34

基
盤
研
究
（
Ｃ
）

一般 アンサンブル降水量予報を用いた新しい洪水予測の開発 H24～
H26 代表者 - 2,080 1,978 1,825 -

35 一般
世界の大規模洪水を対象とした降雨流出氾濫現象の解明
と予測に関する研究

H24～
H26 代表者 - 2,730 1,585 1,442 -

36 一般
三陸津波石碑と北米・インドネシアの口承伝承による防
災効果の比較検証と改善への考察※

H25～
H27 代表者 - - 2,600 - -

37 一般 低濃度の農薬による水圏生態系の機能への影響評価※ H23～
H25 分担者 - 402 549 - -

38 一般
Pile-up を考慮した津波による海氷の市街地への来襲と
インパクトに関する研究

H25～
H27 分担者 - - 2,340 1,560 1,040

39 一般 食物網を考慮した化学物質の生態影響評価手法の開発※ H26～
H28 分担者 - - - 585 -
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研究種目細別 課題
研究
期間

単独
or
共同

予算額 (千円 )
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

40

基
盤
研
究
（
Ｃ
）

一般
路面すべり摩擦予測による防滑材湿式散布の適性化手法
の構築

H26～
H28 代表者 - - - 2,080 1,300

41 一般
地中構造物の累積損傷に対する構造の崩壊過程と地盤の
変形解放の関連性の解明

H27～
H29 代表者 - - - - 1,820

42 一般 スマートフォンを用いた簡易支持力測定システムの開発 H27～
H29 分担者 - - - - 260

43 一般
道路舗装の長寿命化を目指した凍上対策工法の高度設計
手法の開発

H27～
H29 分担者 - - - - 325

44 一般
気候変動による氷象の多様化に対応した新しい氷海構造
物の設計法と維持管理手法の開発

H27～
H30 分担者 - - - - 260

45
挑
戦
的
萌
芽
研
究

土木構造用GFRPの微生物劣化の評価手法に関する研究 H23～
H25 代表者 3,250 1,885 1,029 - -

46
生分解性プラスチック含有有機性廃棄物のメタン発酵機

構とその効率化に関する研究※
H23～
H25 代表者 - 195 254 - -

47
浮遊火山灰計測におけるエックスバンドマルチパラメー

タレーダーの活用※
H24～
H26 代表者 - - 1,430 - -

48 若手研究 (A)
光と色で指向するひずみの可視化 - 構造物劣化診断の革
新的ユニバーサルデザイン -

H25～
H28 代表者 - - 9,620 10,977 5,980

49

若
手
研
究
（
Ｂ
）

変形追従・過大外力吸収型トンネル構造のメカニズムに
関する研究

H21～
H23 代表者 1,040 - - - -

50
3 次元性に着目した透過および不透過水制域における流
れと土砂輸送機構に関する研究

H21～
H23 代表者 1,170 - - - -

51
光学化学センサーを用いた構造物表層の劣化モニタリン
グ

H22～
H23 代表者 1,170 - - - -

52
全球水文モデルのネスティングによる洪水流出氾濫一体
シミュレーション

H22～
H23 代表者 1,170 - - - -

53
破砕混相乱流ダイナミクスに基づく高精度沿岸物質輸送
モデルの開発

H22～
H24 代表者 2,080 650 - - -

54
走行車両および凍結防止剤散布の影響を考慮した路面す
べり摩擦予防モデルの開発※

H23～
H24 代表者 - 1,303 - -

55
河川生態系の維持機構とダム下流域で生じる劣化機構 :
フィードバックループに着目して※

H24～
H26 代表者 - 2,340 1,529 - -

56
気候変動に伴う全球洪水氾濫リスクの標準化及びリスク
評価システム構築

H24～
H26 代表者 - 1,300 2,008 2,054 -

57
崩壊寸前のトンネルにおける残存耐力の活用に関する研
究

H24～
H26 代表者 - 1,950 2,091 1,862 -

58
河川洪水時の土砂移動形態の解明とその工学技術への応
用

H24～
H26 代表者 - 2,860 1,289 1,132 -

59
津波に対する橋桁の流出防止システムの設計に関する研
究※

H24～
H26 代表者 - 2,080 1,785 1,500 -
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研究種目細別 課題
研究
期間

単独
or
共同

予算額 (千円 )
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

60

若
手
研
究
（
Ｂ
）

岩盤河床における異常侵食現象の解明※ H24～
H25 代表者 - - 2,004 - -

61
下水再生水の紫外線消毒による病原微生物の感染リスク
評価と適用管理手法に関する研究

H25～
H26 代表者 - - 2,210 1,933 -

62
砕波気液混相乱流の物理機構に基づく沿岸域炭酸ガス輸
送モデルの開発

H25～
H27 代表者 - - 1,300 2,470 650

63 岩盤河川の風化侵食と地形変化の相互作用 H25～
H26 代表者 - - 1,950 1,820

64
災害・危機に対する大学の業務継続マネジメント支援
パッケージシステムの開発※

H25～
H26 代表者 - - - 1,690 -

65
流域地質に依存する河川ハビタット構造と魚類群集に対
する土砂量レジーム変化の影響

H26～
H28 代表者 - - - 2,600 650

66
ミクロスケール題材を用いた展示デザインの検討―研究
現場と博物館展示をつなぐ試み―

H26～
H28 代表者 - - - 2,080 -

67
新規アナモックス細菌の探索およびN20排出量削減型窒
素除去リアクターの開発

H26～
H28 代表者 - - - 1,690 1,300

68

Investigating the long-term variations and 
interactions among glaciers, glacial lakes, and 
high altitude wetlands in the tropical Andean 
region as future water resources

H27～
H28 代表者 - - - - 2,730

69 流砂衝突に起因する軟岩河川の側方侵食と穿入蛇行 H27～
H29 代表者 - - - - 2,340

70
研究活動ス
タート支援

アジア地域に適用できる衛星雨量プロダクトのリアルタ
イム補正手法の開発

H25～
H26 代表者 - - 1,170 1,911

表－ 1.2.39　競争的研究資金の獲得実績（単位は千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

文部科学省 56,582
3件

50,311
1件

51,223
1件

48,594
0件

34,424
1件

241,134
6件

環境省 27,361
1件

19,549
0件

46,910
1件

農林水産省 3,289
1件

3,450
0件

1,507
0件

3,881
1件

12,127
2件

経済産業省

国土交通省 22,000
1件

15,336
1件

38,061
2件

44,793
2件

50,101
7件

170,291
13件

財団法人 10,750
9件

6,027
5件

8,220
6件

7,280
6件

3,250
8件

35,527
34件

科学研究費助成事業 21,955
4件

26,990
12件

41,214
12件

50,701
16件

37,765
13件

178,625
57件

海外
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

内閣府 95,924
5件

119,265
0件

215,189
5件

合計 141,937
19件

121,663
19件

140,225
21件

247,292
29件

248,686
30件

899,803
118件

（参考）土木研究所が参画する技術
研究組合が獲得した研究費 - - - 270,192

2件
268,211
0件

538,403
2件

※表中の（　）は新規獲得件数

中長期目標の達成状況
　競争的研究資金については、大学や他の研究機関等と密接な連携を図り積極的な獲得に努めた。こ
の結果、平成 23 年度から平成 27 年度までに新規で獲得した競争的研究資金の件数は 118 件であり、
獲得した予算は 899,803 千円である。特に総合科学技術・イノベーション会議が平成 26 年度から創
設した戦略的イノベーション創造プログラムについては、土木研究所が研究代表者又は分担者として
5 件が採択され、さらに土木研究所が参画している 2 つの技術研究組合が 2 件も採択された。
以上によって、中長期目標を上回る成果を達成した。
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（3）技術の指導及び成果の普及
①　技術の指導

中期目標
　独立行政法人土木研究所法第 15 条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害その他の技
術的課題への対応のため、外部からの要請に基づき、又は研究所の自主的判断により、職員を国や地
方公共団体等に派遣し所要の対応に当たらせる等、技術指導を積極的に展開すること。

中期計画
　独立行政法人土木研究所法（平成 11 年法律第 205 号）第 15 条による国土交通大臣の指示があった
場合は、法の趣旨に則り、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）及び大規模地震対策特別措置
法（昭和 53 年法律第 73 号）に基づき定める防災業務計画に従い土木研究所緊急災害対策派遣隊（土
研TEC-FORCE）を派遣する等、迅速に対応する。災害時は国土交通省等の要請に基づき、防災ドクター
をはじめとした専門技術者を派遣する。そのほか、災害を含めた土木関係の技術的課題に関する指導、
助言については、技術指導規程に基づき、良質な社会資本の効率的な整備、土木技術の向上、北海道
開発の推進等の観点から適切と認められるものについて積極的に技術指導を実施する。

■中長期目標達成の考え方
　災害時の技術指導は、土木研究所の重要な使命と位置づけており、各年度においても、災害時に迅速かつ
確実に実施することとした。また、災害時以外の技術指導、各種委員会への参画、講師の派遣等についても
積極的に実施することとした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

技術指導実績数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

技術指導実績数（件数） 2,092 2,384 2,419 2,520 2,687 12,102

　

■中長期目標期間の取り組み
1. 災害時における技術指導
　平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災、平成 23 年 9 月の台風 12 号や各地で発生した土砂災害をは
じめとして、平成 23 から 27 年度までの期間において、国や地方公共団体からの要請を受け、現地調査や復
旧対策等の技術的な指導 ･ 助言を行った。国、地方公共団体から要請に基づく派遣状況は表–1.3.1に示す
とおりである。
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表 –1.3.1　要請に基づく災害時の派遣状況（国内）（延べ人数）

分野 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

地震 107 - - 3 - 110

土砂災害 254 64 27 76 26 447

河川・ダム 12 7 2 - 10 31

道路 18 19 18 1 4 60

雪崩 2 2 25 3 - 32

合計 393 92 72 83 40 680

　また、国内の災害のみでなく、海外における災害にも専門家を派遣し、技術指導を行った。なお、迅速な
土木研究所緊急災害派遣隊（土研 TEC-FORCE）の派遣等を目的に、平成 25 年度は各地方整備局等と土研
TEC-FORCE 派遣に関する協定を締結し（写真–1.3.1）、整備局長等から要請があれば派遣を行い、被災地
において各地方整備局長等の指揮下で活動する。従来以上に迅速な派遣と技術指導が期待される。

写真 –1.3.1　独立行政法人土木研究所緊急災害対策派遣隊の派遣に関する協定

1.1　東日本大震災への対応
　平成 23 年 3 月 11 日、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の地震が発生し、宮城県栗原市では最大震
度 7 を観測したほか、宮城県、福島県、茨城県、栃木県などで震度 6 強を観測した。また、直後に北海道、
東北、関東の太平洋沿岸に津波が観測され、特に東北地方では、10m 以上の津波が観測され甚大な被害をも
たらした。この震災による人的被害は、死者 16,278 人、行方不明者 2,994 人で、物的被害も多数発生する未
曾有の災害となった※ 1。
　平成 23 年度は、東日本大震災の被害に対し、国、地方自治体からの要請を受け土木研究所から延べ 107 人（22
年度も含め 188 人）の専門家を派遣した。例えば、下水道施設の被害が甚大であった宮城県では、未処理水
の市街地等への溢水による公衆衛生面の問題が懸念されたため、国土交通省の要請により職員を 3 名（3 日間）
派遣し、未処理水による影響把握とその対応について技術指導を行った。また、地震直後の臨時点検の結果、
変状や漏水量、加速度記録が大きかった直轄ダム等を対象とし現地調査を行い、変状の詳細調査、計測値に
基づく安全性評価などの指導を実施した。その他、表–1.3.2で示すように、橋梁、道路斜面、河川堤防な
ど派遣分野は多岐にわたり、活動は被害状況調査、二次災害の防止、供用性の判断、応急復旧工法の検討な
ど広範囲に及んだ。放射能被曝が心配される地域では線量計を携帯し、職員の安全に留意しながら現地調査
を行った。また、短期間の技術指導のみではなく、表–1.3.3で示すように東日本大震災に係る委員会にも
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積極的に参画し、復旧支援や長期的な被災地の復興支援も実施している。これらの活動により、専門性が高
く地域の技術者では判断の難しい諸問題の早期解決に大きく貢献した。
　また、東日本大震災での現地調査結果等を ｢平成 23 年度東北地方太平洋沖地震土木施設災害調査速報｣
として国土技術政策総合研究所とともにとりまとめ公表するとともに、震災直後の 4 月と震災から 1 年後の
3 月に ｢東日本大震災報告会｣ を開催し、現地調査等で得られた知見や今後の課題等を広く一般に周知する
活動も実施した。
※1　総務省消防庁ホームページ　災害情報詳細
（平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第145報））

表 –1.3.2　東日本大震災における要請に基づく災害時の派遣の例

　 期間 ･場所 派遣人数 内容

1 平成23年 4月5日～8日　宮城県 リサイクル	 3名
【TEC-FORCE】下水道施設の被害状
況調査

2 平成23年 4月5日～7日　岩手県 CAESAR	 4 名
【依頼 : 岩手県】道路橋の被災状況調
査

3 平成23年 4月8日　千葉県浦安市 土質 ･振動	 1名
【依頼：関東地整】液状化による被災
状況調査

4 平成23年 4月7日～10日　宮城県他 水工構造物	 1名 【TEC-FORCE】ダムの被災状況調査

5
平成23年 4月 13日～15日　岩手県、
宮城県

CAESAR	 4 名
【TEC-FORCE】道路橋の被災状況調
査

6 平成23年 4月13日　福島県 火山 ･土石流	 2名 【TEC-FORCE】土砂災害調査

7 平成23年 4月13日～15日　宮城県
CAESAR	 1 名�
土質 ･振動	 1名

【依頼：東北地整】河川堤防の被害状
況、復旧に関する調査

8 平成23年 4月19日　千葉県、茨城県
CAESAR	 1 名�
土質 ･振動	 1名

【依頼：関東地整】河川堤防の被害状
況、復旧に関する調査

9 平成23年 4月19日　福島県
地質		  3 名�
地すべり	 2名

【TEC-FORCE】斜面災害調査

10 平成23年 4月18日～19日　宮城県
地質		  3 名�
施工技術	 2名�
土質 ･振動	 1名

【依頼：東北地整】斜面災害、地盤災
害の調査

11 平成23年 4月20日　千葉県 CAESAR	 7 名
【依頼：千葉市】道路橋の被災状況調
査

12 平成23年 4月23日～24日　山形県 水工構造物	 4 名 【依頼：山形県】ダムの被災状況調査

13 平成23年 4月26日～27日　山形県 水工構造物	 3名
【依頼：東北地整】ダムの被災状況調
査

14 平成23年 4月26日～27日　宮城県 水理		  2 名
【依頼：東北地整】河川構造物の機能
確認調査

15 平成23年 5月6日　茨城県 水工構造物	 4名 【依頼：茨城県】ダムの被災状況調査

16 平成23年 5月6日　宮城県 地すべり 	 3 名 【依頼：宮城県】土砂災害調査
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　 期間 ･場所 派遣人数 内容

17 平成23年 5月11日～12日　栃木県 水工構造物	 2名
【依頼：関東地整】ダムの被災状況調
査

18 平成23年 5月22日　山形県 水工構造物	 1名
【依頼：東北地整】ダムの被災状況調
査

19 平成23年 7月3日　山形県 水工構造物	 1名
【依頼：東北地整】ダムの被災状況調
査

20 平成23年 7月21日　茨城県 CAESAR	 1 名
【依頼：茨城県】道路橋の被災状況調
査

21
平成 23 年 11 月 24 日　岩手県、宮城
県

CAESAR	 6 名
【依頼：東北地整】道路橋の被災状況
調査

表－ 1.3.3　東日本大震災に係る委員会への参画の例

依頼 委員会名 内容 委員

1 国土交通省都市局

津波減災に資する緑地
整備手法及び緑地造成
へのがれき活用手法検
討委員会

津波減災に資する緑地整備手法及び緑地造成
へのがれき活用手法の検討

施工技術
1名

2
国土交通省水管理
･国土保全局

河川 ･ 海岸構造物の復
旧における景観検討会

河川 ･海岸構造物の復旧にあたり必要となる
景観設計のポイントをとりまとめ、復旧にお
ける景観への配慮を支援

自然共生研究
センター
1名

3
コンクリート工学
会

東日本大震災に関する
特別委員会

復旧 ･復興に向けたセメント、生コンなど建
設材料の供給やコンクリート構造物の設計 ･
施工の考え方等に関する提案 ･助言を実施

CAESAR
1名

4 土木学会
浦安市液状化対策技術
検討調査委員会

液状化被害状況と地盤特性の関係、液状化対
策の検討などを実施

土質 ･振動
1名

5 岩手県
岩手県河川 ･ 海岸構造
物の復旧等における環
境 ･景観検討委員会

大規模な河川 ･海岸構造物の復旧等における
環境 ･景観に係る検討を一体的に実施

自然共生研究
センター
1名

6 地盤工学会
東日本大震災対応 ｢土
構造物耐震化研究委員
会｣

地盤力学、地盤環境について東日本大震災で
浮かび上がった問題の解決

土質 ･振動
1名

7
プレストレストコ
ンクリート技術協
会

東日本大震災 PC 構造
物調査委員会

PC構造物の被災状況を把握し、今後の耐震
技術の一助とすべき事項を検討

CAESAR
1名

8 日本下水道協会
下水道における放射性
物質対策に関する検討
会

下水処理場における放射性物質の挙動等につ
いて調査し、今後の下水汚泥の処分 ･管理に
ついて検討

材料資源研究
グループ
1名

9 砂防学会
東北地方太平洋沖地震
災害調査委員会

東日本大震災による土砂災害について調査
し、関係機関に復旧 ･復興への提言および地
震による土砂災害の低減対策について検討

土砂管理研究
グループ
1名
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依頼 委員会名 内容 委員

10
国土交通省東北地
方整備局

北上川等堤防普及技術
検討会

液状化による河川堤防の崩壊メカニズムの解
明や津波越波による被災メカニズムの解明、
復旧方法について検討

土質 ･振動
1名
CAESAR
1名

11
国土技術研究セン
ター

東北地方太平洋沖地震
を踏まえた河口堰 ･ 水
門等技術検討委員会

被災施設の早急な補修 ･復旧、津波に対する
河口堰 ･水門等の操作のあり方等について検
討

先端技術
1名
基礎材料
1名

12
東日本高速道路株
式会社

仙台東部道路 東部高架
橋災害復旧検討委員会

変形した部材の耐荷力評価、ゴム支承の破断
現象について評価を行い、補修方法を検討

CAESAR
1名

13
国土交通省関東地
方整備局

河川堤防復旧技術検討
委員会

河川堤防の被災状況の検証を行い、被災状況
に応じた復旧工法について検討

土質 ･振動
1名
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図 –1.3.1　東日本大震災における土木研究所の活動箇所（平成 22 年度～平成 23 年度）
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1.2　平成23年度の台風12号への対応
　平成 23 年 9 月初旬に日本列島に上陸した台風 12 号は、8 月 31 日～ 9 月 4 日までの 5 日間にわたり、強い
降雨が長時間続き、奈良県上北村では、総降水量が 1,800mm に達するなど記録的な豪雨となった。その結果、
紀伊半島に位置する奈良県、和歌山県、三重県の 3 県で合わせて 100 件以上の土砂災害が発生し、死者 ･ 行
方不明者あわせて 56 名を出す災害となった。また、崩壊した土砂で 17 箇所の天然ダム（河道閉塞）が形成
され、そのうち 5 箇所で大規模な土石流の発生が懸念されるなど、台風通過後も緊張が続いた。
　これらの被害に対し、土木研究所では国土交通省近畿地方整備局および各自治体からの要請により、延べ
203 名の専門家を現地へ派遣し、被害状況調査など支援を実施した。特に、土砂崩壊により発生した天然ダ
ム（河道閉塞）5 箇所に対しては、平成 23 年 5 月に一部を改正した土砂災害防止法が適用されたことから、
同法律に基づく緊急調査を実施し重大な土砂災害が想定される区域の推定計算を実施するなど昼夜を問わず
協力した。調査 ･ 解析の結果は土砂災害防止法に基づき、国土交通省によって土砂災害緊急情報として一般
に周知されるとともに、国から市町村長等へ情報が提供され、住民の避難行動へと繋がった。

図 –1.3.2　台風 12 号の技術的支援に対する近畿地方整備局長からのお礼状

土木研究
所職員
土木研究
所職員

写真 –1.3.2　土砂崩壊で発生した天然ダム 写真 –1.3.3　土木研究所による技術指導
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1.3　九州北部豪雨への対応
　平成 24 年 7 月 3 日の大分県 ･ 福岡県の大雨及び 7 月 11 日から 14 日にかけて九州北部を襲った大雨により、
福岡県、熊本県、大分県の 3 県で死者 30 名、行方不明者 2 名、全壊家屋 224 棟、半壊家屋 300 棟、床上浸
水家屋 4,459 棟、床下浸水家屋 7,990 棟の被害が発生した。
　土木研究所では、九州北部を襲った一連の災害時に国土交通省、九州地方整備局、県 ･ 市町村の要請を受
け、延べ 10 回、12 人を現地に派遣し、被災状況の把握、復旧方針等の技術的支援 ･ 助言等を行った。例えば、
福岡県八女市の柳原地区では、長さ約 350m、幅約 230m の地すべりが発生し、福岡県からの要請により職
員 2 名を現地に派遣した。現地においては、地すべり監視のための観測機器を設置し、引き続き警戒にあた
ること、市と連携し必要な避難等の対応をすることなどの技術指導を行った。その他、表–1.3.4で示すよ
うに九州地方各地で発生した河川堤防決壊や土砂災害等に対して職員を現地に派遣し、堤防やのり面の復旧
方法や自衛隊 ･ 消防の救出活動における二次災害を防止のため技術指導を行い、現地住民の安全確保に貢献
した。

表 –1.3.4　九州北部豪雨※における要請に基づく災害派遣　（延べ人数）

期間 ･場所 派遣人数 内容

1
7月4日
大分県

土質 ･振動チーム	 1名
【依頼：九州地整】河川堤防の被災状況の調査、
復旧方針等の技術的な支援 ･助言

2
7月 5日
福岡県

土砂管理研究グループ	 1名
【依頼：福岡県】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

3
7月5日～6日
大分県

火山 ･土石流チーム	 1名
【大分県】土砂災害の警戒避難体制、応急復旧
対策等の技術的な支援

4
7月13日～14日
熊本県

火山 ･土石流チーム	 1名
【依頼：九州地整】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

5
7月13日～15日
熊本県

火山 ･土石流チーム	 2名
【依頼：熊本県】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

6
7月15日
福岡県

土質 ･振動チーム	 1名
【依頼：九州地整】河川堤防の被災状況の調査、
復旧方針等の技術的な支援 ･助言

7
7月 16日
熊本県

火山 ･土石流チーム	 1名
【依頼：九州地整】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

8
7月16日～17日
福岡県

地すべりチーム		  2 名
【依頼：福岡県】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

9
7月26日
熊本県

火山 ･土石流チーム	 1名
【依頼：九州地整】国道通行止め解除に伴う技
術的助言

10
7月 27日～28日
熊本県

土砂管理研究グループ1名
【依頼：九州地整】土砂災害の被災状況の調査、
今後の対応についての技術的助言

※気象庁は7月11日から14日の大雨を「九州北部豪雨」と命名したが、ここでは、7月3日の大雨も含める。
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1.4　その他の災害
　上述の災害以外でも、国や地方公共団体からの要請を
受け、現地調査、復旧対策方法の指導等を積極的に実施
した。
　例えば、平成 24 年 4 月 19 日に北海道今金町住吉地区
の一級河川後志利別川右岸斜面で発生した地すべりに
ついては、北海道開発局からの要請を受け、専門家 2 名
を現地に派遣し、ヘリコプターにより上空からの状況把
握を行うとともに現地での緊急対策会議に出席し、河道
閉塞に関する地質調査や応急対策工について技術指導を
行った（写真–1.3.4）。さらに、10 月 31 日に北海道開発
局函館開発建設部との共催で、建設コンサルタント会社
等を交えた河川技術講習会を企画し、今回の斜面崩落対
応について現場説明を実施した。これらの一連の技術指
導により、緊急災害における適切な現場対応の迅速化に
貢献することができた。
　東京都大島町で発生した平成 25 年 10 月の土石流災害
においては、土研 TEC-FORCE を直ちに派遣し、専門的
見地から技術指導を行った（写真–1.3.5）。土研 TEC-
FORCE が助言した再崩壊等の可能性の調査結果に基づい
て、東京消防庁・自衛隊による降雨後の捜索活動再開時
期が設定され、捜索活動の安全確保に貢献することがで
きた。さらに、この災害における一連の取り組みが評価
され、平成 26 年度全建賞を各地方整備局等と連名で受賞
した。
　また、平成 25 年 11 月 21 日に、秋田県由利本荘市の市
道における災害復旧の作業中発生した土砂崩落について
は、国土交通省東北地方整備局からの技術支援要請を受
け、捜索活動の安全確保のための技術指導のため、6 日間
にわたり、計 5 名（延べ 14 人日）の専門家を派遣した。
崩落が懸念される現場上部斜面の安定性調査を行い、捜
索活動の安全確保のための大型土のうによる土堤を設置
して安全を確保した上での捜索活動再開に関する助言を
行った（写真–1.3.6）。また捜索活動終了後は、由利本荘
市が発足させた土砂崩落技術調査委員会に委員として参
画し、事故発生の要因分析や再発防止策等の検討に土砂
災害の専門家の立場から協力した。
　上述の災害以外でも、表–1.3.5 (a)及び表–1.3.5 (b)
に示すとおり、国や地方公共団体からの要請を受け、現
地調査、復旧対策方法の指導等を積極的に実施した。

 

土木研究所消防庁

 

写真 –1.3.5　�消防庁が行う救出活動において現場
の安全性を確認する土研職員

写真 –1.3.4　現地対策本部の状況

写真 –1.3.6　不安定土砂の堀削方法の指導
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表－ 1.3.5 (a) 災害時技術指導派遣実績

　 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

災害時技術指
導件数

30 18 14 18 22 102

表－ 1.3.5 (b)　災害時技術指導派遣実績例

期間 ･場所 調査、技術指導の内容

1
平成23年 5月13日
鳥取県

【道路　依頼元：国】
大雨による鳥取自動車道智頭 ICの道路法面が崩壊したのに対し、現地調査
を実施し復旧方法について技術指導を実施した。

2
平成23年 7月22～ 23日
高知県北川村

【土砂災害　依頼元：高知県】
7月の台風6号により発生した土石流に対し、現地調査を実施し、復旧方
法について技術指導を実施した。

3
平成23年 8月25～ 26日
福島県只見町

【土砂災害　依頼元：福島県】
7月の新潟福島豪雨による土砂災害および只見川上流域における著しい土
砂流出に対して、今後の対応に関する技術指導を実施した。

4
平成23年 9月4日
北海道積丹町

【道路　依頼元：国】
大雨により国道229号沿い道路斜面で崩壊が多発したために国道が通行止
めとなった。これに対し、北海道開発局から要請を受け、現地調査を実施
し斜面崩壊の発生機構や対応方針に対する技術指導を行った。

5
平成23年 9月5日～6日
北海道小樽市

【ダム　依頼元：国】
小樽市管理の奥沢ダムにおいて、堤体が陥没し濁水が発生していたため経
過観察していたところ、降雨のため貯水位が上昇し決壊の可能性が懸念さ
れたことで、河川管理者である北海道および北海道開発局から要請を受け、
現地連絡調整会議に参加し現地調査および安全性照査に関する技術指導を
行った。

6
平成23年 9月7日～9日
北海道音更町

【河川　依頼元：国】
十勝川水系音更川において堤防の一部流出が発生したため、北海道開発局
から要請を受けて原因調査のための現地調査を行うとともに、堤防の一部
流出に対する応急対策等の技術指導を行った。

7
平成23年 10月 17日
山梨県

【道路　依頼元：国】
7月の台風15号により山梨県内の道路法面が崩壊した被害に対し、現地
調査および復旧方法について技術指導を実施した。

8
平成24年 2月9日
北海道芦別市

【道路　依頼元：国】
国道452号の道路法面で雪崩が発生したために国道が通行止めとなった。
これに対し、北海道開発局から要請を受け現地調査を行い、応急対策や通
行止め解除の可能性について助言を行った。

9
平成24年 4月11日
山形県大蔵村

【土砂災害　依頼元：国】
山形県大蔵村肘折地区で発生した地すべりにおいて、国が実施するヘリコ
プターでの現地調査に同行し、地すべり斜面崩壊範囲の拡大の有無につい
て技術指導を行った。

10
平成24年 4月21日
北海道今金町

【河川　依頼元：国】
後志利別川右岸斜面において地すべりが発生し河道閉塞した。これに対し、
北海道開発局から要請を受け現地調査を実施し、地すべりの地質調査や応
急対策工について技術指導を行った。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

11
平成24年 4月24日
北海道歌志内市

【河川　依頼元：国】
ペンケ歌志内川において左岸斜面が崩壊し、ペンケ歌志内川を河道閉塞し
た。これに対し、北海道開発局から要請を受け現地調査を実施し、盛土崩
壊の発生機構や調査の留意点について技術指導を行った。

12
平成24年 4月26～ 27日
北海道苫前町

【道路　依頼元：国】
国道 239号において地すべりが発生し、約 270ｍにわたり道路が完全
に崩壊した。これに対し、北海道開発局から要請を受け現地調査を実施し、
地すべり発生の発生機構や地質調査の留意点について技術指導を行った。

13
平成24年 5月5～6日
北海道札幌市

【道路　依頼元：国】
国道230号において地すべり等の道路斜面災害が発生し、国道の路面沈下
や路肩崩壊などの変状を生じた。これに対し、北海道開発局から要請を受
け現地調査を実施し、地すべりや表層崩壊等の発生機構や地質調査、応急
対策工について技術指導を行った。

14
平成24年 8月16日
滋賀県大津市

【土砂災害　依頼元：滋賀県】
大津市石山外畑町で発生した土石流災害について、土石流の発生原因につ
いて現地調査を行い、警戒避難態勢を含めた今後の対応について、技術指
導を行い、避難中の近隣住民26名の安全確保に貢献した。

15
平成24年 10月 2日
宮城県栗原市

【土砂災害　依頼元：国】
栗原市湯浜地区、湯ﾉ倉地区において、台風17号に伴う雨により河道閉塞
箇所下流の流路工が被災した。東北地方整備局からの要請に対し、専門家
1名を派遣し、復旧方法について技術指導を行った。

16
平成24年 10月 2日
奈良県十津川村

【土砂災害　依頼元：国】
十津川村栗平地区において、台風17号に伴う雨により河道閉塞箇所の仮
排水路が被災した。近畿地方整備局からの要請に対し、専門家1名を派遣し、
復旧方法について技術指導を行った。

17
平成25年 4月7日～8日
北海道札幌市

【道路　依頼元：国】
国道230号の路肩部で盛土崩壊が発生、谷側の片側車線の盛土が延長約
50mにわたって崩壊。北海道開発局から要請を受け、現地調査を実施し、
盛土崩壊の発生機構や対応方針に関する技術指導を行った。

18
平成25年 4月9日
北海道芦別市

【道路　依頼元：国】
国道452号の盛土崩壊とパンケ幌内川で地すべりが発生。盛土崩壊は延長
50mにわたって路面ひび割れや盛土法面の変状が認められた。パンケ幌内
川では河道にまで達する約2万m3の地すべり土塊が移動。北海道開発局
から要請を受け、現地調査を実施し、斜面崩壊の発生機構や対応方針に関
する技術指導を行った。

19
平成25年 4月15日
北海道千歳市

【道路　依頼元：国】
国道453号で落石が発生。最大径70cmの落石は落石防護柵を破損し道
路のセンターライン付近にまで達した。北海道開発局から要請を受け、現
地調査を実施し、落石の発生機構や対応方針に関する技術指導を行った。

20
平成25年 4月16日
兵庫県洲本市

【道路　依頼元：国】
淡路島地震による洲浜橋の被災状況（橋台部のひび割れ、ボルトの抜け落ち）
の調査を実施し、橋梁全体の健全性と補修方法等についての技術指導を行っ
た。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

21
平成25年 4月23日
静岡県浜松市

【土砂災害　依頼元：静岡県】
4月 23日 4時 20分頃に静岡県浜松市天竜区春野町杉門島地区の斜面が
崩落し、斜面下を流れる杉川に土砂が流入した。静岡県からの依頼を受け、
地すべり崩落箇所の拡大の見込みや応急対策工法について技術指導を行っ
た。

22
平成25年 4月25日
北海道増毛町

【道路　依頼元：国】
国道231号湯泊第2覆道で落石による通行止めが発生。北海道開発局か
ら要請を受け、構造物の調査、健全性の評価等を行った。

23
平成25年 5月10日
新潟県魚沼市

【土砂災害　依頼元：国】
新潟県魚沼市において発生した地すべりについて、北陸地方整備局の要請
を受け、地すべりの発生要因や対応方法等について技術指導を行った。

24
平成25年 5月20日
北海道島牧村

【道路　依頼元：国】
国道229号歌島橋橋梁床版で陥没による通行止めが発生。北海道開発局か
ら要請を受け、床版の調査、原因の推定、対策工の提案等の技術指導を行っ
た。

25

平成25年 10月 19日～21
日
10月 24日～30日
東京都大島町

【土砂災害　依頼元：国】
東京都大島町において土石流災害が発生し、死者 ･行方不明者あわせて40
名の被害が発生した。関東地方整備局から要請を受け、救助 ･捜索活動の
支援や二次災害の危険性の高いｴﾘｱの設定について技術指導を行った。

26
平成25年 11月 21日～23
日
秋田県由利本荘市

【道路　依頼元：国】
秋田県由利本荘市の市道猿倉花立線において、災害復旧の作業中に法面崩
落が発生（高さ40m、幅70m）し、作業員が生き埋めとなった。東北地
方整備局から要請を受け、捜索作業を行ううえでの安全確保に関する技術
指導を行った。

27

平成26年 2月16日～17日
2月19日～20日
2月24日
宮城県仙台市

【雪崩　依頼元：国】
国道48号関山トンネルの宮城側坑口手前数100ｍ付近の4箇所におい
て雪崩が発生し、全面通行止めとなった。この雪崩に関して、東北地方整
備局から要請を受け、現地調査を実施し、通行止め解除に向けた技術指導
を行った。

28
平成26年 2月21日、25日
埼玉県秩父市

【雪崩　依頼元：埼玉県】
秩父市の県道中津川三峰口停車場線の約6kmの区間における孤立集落まで
の道路除雪に関し、雪崩の危険性に関する技術指導を行った。

29
平成26年 2月21日～23日
山梨県甲府市

【雪崩　依頼元：国】
国土交通省からの要請を受け、山梨県に設置された豪雪非常災害現地対策
本部に専門家を派遣した。山梨県の雪崩発生箇所の現地調査や雪崩対策等
に関する技術指導を行い、対策本部の活動に貢献した。この活動が評価され、
土木研究所に山梨県知事から感謝状が贈られた。

30
平成26年 2月22日
群馬県上野村

【雪崩　依頼元：群馬県】
群馬県からの要請を受け、上野村で発生した雪崩災害に対して専門家を派
遣した。ヘリからの調査等を踏まえて、今後の雪崩発生の危険性について
技術指導を行った。

31
平成26年 4月4日
福島県白鷹町

【土砂災害　依頼元：福島県】
国道287号で発生した地すべりについて、現地調査及び観測データに基づ
き応急復旧対策等について検討を行い、今後の調査方法や監視体制等につ
いて技術的指導を行った。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

32
平成26年 4月16日　
北海道小樽市

【雪崩　依頼元：国】
国道393号小樽市毛無峠付近で発生。北海道開発局からの要請を受け、雪
崩及び近接箇所の法面の積雪状況について現地調査を実施し、通行止め解
除に向けた助言を行った。

33
平成26年 4月29日
北海道上川町

【土砂災害　依頼元：国】
国道273号上川町字層雲峡において、路肩部の路面に開口亀裂が発生。北
海道開発局からの要請を受け、現地調査を実施し、亀裂の発生要因、追加
調査、対策工等に関する技術指導を行った。

34
平成26年 6月4日～5日
和歌山県かつらぎ町

【土砂災害　依頼元：和歌山県】
国道480号で発生した法面崩壊（高さ15m）について、現地調査を行い、
応急復旧対策等について技術的指導を行った。

35
平成26年 7月10日
北海道白老町

【地震　依頼元：国】
白老町を震源とした地震により神社2箇所の斜面で変状が発生、幅約5ｍ
にわたり地表に亀裂や段差を生じた。この被害に対し、北海道開発局から
の要請を受け、現地調査を実施し、斜面変状の対応方針に関する技術指導
を行った。

36
平成26年 7月10日～11日
長野県南木曾町

【土砂災害　依頼元：国】
長野県南木曾町で発生した土砂災害対応に関する技術的指導を行った。

37
平成26年 7月17日～18日
北海道島牧村

【土砂災害　依頼元：国】
国道229号島牧村栄浜で落石が発生、落石は50× 50× 60cmで、比
高5～ 10ｍの自然斜面を転がり落ちセンターライン付近まで到達した。
この被害に対し、北海道開発局からの要請を受け、現地調査を実施し、落
石の発生機構や対応方針に関する技術指導を行った。

38
平成26年 8月10日～11日
奈良県五條市・十津川村

【土砂災害　依頼元：国】
天然ダム対策工事箇所の現地調査を行い、対策工法に関する技術的指導を
行った。

39
平成26年 8月11日～12日
高知県高知市・大豊町

【土砂災害　依頼元：国】
地すべり発生箇所の状況確認を行い。対応方針について技術的指導を行っ
た。

40
平成26年 8月21日～22日
兵庫県丹波市

【土砂災害　依頼元：兵庫県】
丹波市で発生した土砂災害に関し、国交省 TEC-FORCEの調査結果を踏ま
えた今後の対策等について技術的指導を行った。

41
平成26年 8月22日～9月
12日
広島県広島市

【土砂災害　依頼元：国】
広島市安佐北区・安佐南区で発生した土石流災害に対し、土研 TEC-
FORCEを派遣し、災害実態調査及び技術的指導を行った。

42
平成26年 8月25日
北海道稚内市・礼文町

【土砂災害　依頼元：国】
礼文町、稚内市において土砂災害が発生。北海道開発局からの要請を受け、
防災ヘリコプターからの被災状況全体の把握を行い、土砂災害の対応方針
に関する技術指導を行った。

43
平成26年 9月7日
北海道上川町

【土砂災害　依頼元：国】
国道273号上川町上越で落石が発生、落石は1.0 × 1.2 ｍで、比高38
ｍの斜面を転がり落ち道路の外側線まで達した。この被害に対し、旭川開
発建設部からの要請を受け、現地調査を実施し、落石の発生機構や対応方
針に関する技術指導を行った。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

44
平成26年 9月11日～13日
北海道札幌市・千歳市

【土砂災害　依頼元：国】
支笏湖周辺に局地的な集中豪雨で、国道453号を中心に斜面崩壊・土石流
等の土砂災害、橋桁の流出、河川浸食などの被害が発生。北海道開発局か
らの要請を受け、防災ヘリコプターによる上空からの被害状況確認と徒歩
による現地調査を実施し、土石流の発生機構と対応方針、損傷を受けた橋
梁（3橋）の損傷原因把握と応急復旧対応方針に関する技術指導を行った。

45
平成26年 9月27日～10月
7日
御嶽山周辺

【土砂災害　依頼元：国】
御嶽山噴火に対し、土砂災害防止法に基づく緊急調査及び技術的指導を行っ
た。

46
平成26年 11月 24日
長野県白馬村

【地震　依頼元：長野県】
長野県を震源とする震度6弱の地震により、国道148号で発生した土砂
崩壊による復旧方法等に関する技術的指導を行った。

47
平成26年 11月 27日
長野県小谷村

【地震　依頼元：長野県】
長野県神城断層地震により発生した地すべり4箇所の今後の調査・観測、
対策についての技術的指導を行った。

48
平成27年 1月18日
新潟県妙高市

【雪崩　依頼元：新潟県】
新潟県妙高市燕温泉で発生した雪崩に関する技術的指導を行った。

49
平成27年 4月27日～28日�
　北海道羅臼町

【土砂災害　依頼元：国】
羅臼町幌萌の海岸付近で地すべりが発生し、町道が被災するとともに、地
すべりの滑動により海底が隆起した。この災害に対し、北海道開発局より
要請を受け、ヘリコプターによる現地調査を実施し、地すべりの発生機構
や被害状況等に関する技術指導をおこなった。

50
平成27年 5月14日
　岩手県西和賀町

【土砂災害　依頼元：岩手県】
国道107号において、崩壊土量1,700㎥の斜面崩壊が発生。岩手県から
要請を受け、ボーリングコアの観察およびスノーシェッド被災状況を現地
調査し、今後の対応方針について技術指導を行った。

51
平成27年 6月4日�
鹿児島県屋久島町�
口之永良部島

【土砂災害　依頼元：国】
平成27年 5月の新岳での爆発的噴火を受けて、九州地方整備局の要請を
受け、ヘリによる現地調査を実施し降灰後の土石流の発生の危険性につい
ての助言を行った。

52
平成27年 6月19日�
国道 10号鹿児島県鹿児島市吉
野町

【土砂災害　依頼元：国】
鹿児島県鹿児島市吉野町の国道10号線トンネル坑口上部の宅地を含む幅
20ｍ程度の法面崩壊が発生。坑口上部の斜面に岩塊を含む不安定土砂が堆
積しており、二次崩落の危険性もあり通行止めとなった。この被害に対し
九州地方整備局より、早期復旧に向けた現地調査の要請受けた。現地調査
を実施し、崩壊の発生機構や二次崩壊の危険性、応急復旧の対応に関する
技術指導を行った。

53
平成27年 6月30日�
鹿児島県垂水市深港

【土砂災害　依頼元：鹿児島県】
平成27年 6月に発生した垂水市二川深港の土砂災害（大規模な崩壊と河
道埋塞）に関して鹿児島県の要請を受けて、土砂災害の危険性及び応急対
策等について状況把握をするために現地調査を実施し今後の対応について
の助言を行った。

54
平成27年 7月20日�
紀伊山地

【河川・ダム　依頼元：国】
平成27年 7月の豪雨で紀伊山地砂防事務所管内の天然ダム対策施設が被
災したため、近畿地方整備局の要請を受けて被災状況を把握するためにヘ
リ等による現地調査を実施し応急対応について助言を行った。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

55
平成27年 7月24日�
奈良県天川村坪内

【土砂災害　依頼元：奈良県】
地すべり発生斜面の現地調査を行い、今後の調査、応急対策等について技
術的指導を行った。

56
平成27年 7月27日～28日�
秋田県大仙市清水地区

【河川・ダム　依頼元：秋田県】
斉内川の堤防決壊箇所に対して、被災原因調査および今後の調査、対応策
に関して技術的支援を行った。

57
平成27年 8月10日
　岩手県西和賀町

【土砂災害　依頼元：岩手県】
国道107号の斜面崩壊現場の現地調査を行い、対策工に関する設計外力の
設定や設計方針に対して技術指導を行った。

58
平成27年 8月12日～13日�
　国道１６８号�
　奈良県吉野郡十津川村桑畑

【土砂災害　依頼元：奈良県】
7月19日に発生した岩盤崩壊（7月21日に拡大、土量約340m2）に対し、
奈良県からの要請により現地調査を行い、応急復旧に向けた調査及び対策
方針に関する技術指導を行った。

59
平成27年 8月25日�
　国道26号第二阪和道路淡輪
ランプ

【道　路　依頼元：国】
7月 17日に発生（拡大）した淡輪ランプ切土のり面の変状に対し、大阪
国道事務所からの要請により現地調査を行い、監視及び対策の方針に関す
る技術指導を行った。

60
平成27年 9月11日�
　茨城県常総市三坂町　鬼怒川

【河川・ダム　依頼元：国】
鬼怒川の堤防決壊箇所に対して、被災原因調査を行い、復旧工法の検討の
ために必要となる調査等について技術指導等を行った。

61
平成27年 9月13日�
　箱根大湧谷

【土砂災害　依頼元：神奈川県】
箱根山の噴火警戒レベルが3から2に引き下げられた事を受け現地調査を
行い、大涌沢地すべりの安定性や今後の調査について技術指導を行った。

62
平成27年 9月15日�
　栃木県 鹿沼市日吉町日吉地
区、金山地区

【土砂災害　依頼元：栃木県】
崩壊発生斜面周辺の現地調査を行い、地すべりの可能性、今後の調査、対
応方針について技術的指導を行った。

63
平成27年 9月15日�
　栃木県日光市湯西川

【土砂災害　依頼元：栃木県】
9月の東北・関東豪雨に伴い、栃木県日光市湯西川の県道249号で道路盛
土の崩壊が発生した。この被害に対して栃木県より要請を受けて現地調査
を実施。崩壊発生機構および本復旧における対応の考え方に関する技術指
導を行った。

64
平成27年 9月15日〜17日�
　栃木県日光市芹沢地区

【土砂災害　依頼元：国】
台風18号等による豪雨で日光市芹沢地区において複数の渓流から土石流
が多発した。全半壊7戸の建物被害が発生し、渓流から流出した土砂によ
り市道が不通となったため日光市により避難指示が発令された。当該被害
に対して、国土交通省関東地方整備局日光砂防事務所から要請を受け、土
砂流出のあった渓流において再度災害が発生する危険性の確認のための現
地調査、警戒避難体制確立のために必要となる監視観測方法や留意点、渓
流出口付近における応急対策等についての助言を行った。

65
平成27年 9月16日�
　宮城県大崎市渋井川

【河川・ダム　依頼元：宮城県】
渋井川の堤防決壊箇所に対して、被災原因調査および今後の調査、対応策
に関して技術的支援を行った。
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期間 ･場所 調査、技術指導の内容

66

平成27年 9月29日�
　栃木市道T③ -214号線�
　日光市道田茂沢線�
　日光市道大桑〜月山線

【道　路　依頼元：栃木県】
9月の東北・関東豪雨に伴い、日光市および栃木市内の市道で道路盛土の
崩壊が発生した。これらの被害に対して栃木県より要請を受けて現地調査
を実施。それぞれの箇所における崩壊発生機構、応急復旧および本復旧に
おける対応の考え方に関する技術指導を行った。

67
平成27年 10月 15日～16
日
　北海道せたな町

【土砂災害　依頼元：国】
せたな町大成区の国道229号において落石が発生。落石は比高約50ｍの
斜面から落下し、斜面や道路上でバウンドし道路敷地外の海岸にまで達し
た。函館開発建設部から要請を受け、現地調査を実施し、浮石除去等の落
石予防工等の対策について技術指導を行った。

68
平成27年 12月 3日�
　長野県南佐久郡小海町

【土砂災害　依頼元：長野県】
崩壊発生斜面の調査を行い、今後の調査、対応方針について技術的指導を
行った。

69
平成28年 2月2日�
　出雲市道　田儀地区

【土砂災害　依頼元：国】
崩壊発生斜面の調査を行い、今後の調査、対応方針について技術的指導を
行った。

70
平成28年 2月17日、21日�
　岩手県陸前高田市矢作町

【土砂災害　依頼元：岩手県】
国道３４３号　坂下トンネル一関市側坑口から約９００ｍの落石箇所の調
査を行い、今後の調査、対応方針について技術的指導を行った。
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2．土木技術全般に係る技術指導
　災害時以外にも、現場が抱える技術的課題に対して、多岐の分野にわたり指導を行った（表–1.3.6）。

表－ 1.3.6　技術指導実績件数

技術指導の分野 技術指導の実施例
平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

合計

土木機械 ○土木に関する機械の活用 146 40 40 110 138 474

新材料 ･リサイ
クル ･基礎材料

○新材料の活用
○リサイクル技術の開発
○コンクリート等の材料研究

16 20 15 23 30 104

地質 ･土質振動
･施工技術

○ダム等の地質 ･基礎地盤
○河川堤防の侵食対策
○コスト縮減に関する技術開発

196 338 447 477 562 2,020

河川生態、水質
○水環境アセスメント
○多自然川づくりの計画 ･設計
○ダム ･湖沼の水質

61 103 79 129 223 595

水工構造物 ･水
理

○ダムの構造 ･基礎処理設計
○ダムの再開発
○ダムの堆砂
○ダムの洪水吐き
○ダムの周辺環境

438 427 342 318 355 1,880

火山土石流 ･地
すべり ･雪崩

○土砂災害の防止
○地すべり防止 ･対策

186 167 155 169 157 834

舗装 ･トンネル
○舗装の維持 ･管理
○トンネルの計画 ･施工 ･補修

29 19 23 18 82 171

水災害
○津波 ･高潮対策
○人口増地域の水政策

25 3 11 23 35 97

道路橋
○道路橋の補修 ･補強
○道路橋の設計 ･施工
○道路橋の健全度評価

178 312 268 137 100 995

寒地構造 ･耐寒
材料 ･寒地地盤
･防災地質

○地すべり対策
○耐震補強技術
○泥炭地盤対策
○�表面含浸材によるコンクリー
トの劣化対策

312 - - - 312

寒地河川 ･水環
境保全 ･寒冷沿
岸域 ･水産土木

○波力の算定方法
○遊水地設計
○河畔林対策
○海藻繁茂効果

66 63 123 143 123 522

寒地交通 ･雪氷
･寒地道路保全

○路面の凍結防止剤
○交通事故分析システム
○道路吹雪対策
○排水性舗装

159 - - - - 159
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技術指導の分野 技術指導の実施例
平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

合計

寒地構造 ･寒地
地盤 ･防災地質

○耐震補強技術
○軟弱地盤 ･不良土対策�
○落石 ･地すべり対策

- 305 358 211 201 1075

耐寒材料 ･寒地
道路保全

○�コンクリート構造物の劣化対
策
○道路舗装の劣化対策

- 143 66 145 127 481

寒地交通 ･雪氷
○凍結路面対策
○交通安全対策
○道路吹雪対策

- 106 113 93 96 408

地域景観
○沿道景観
○�インフラストラクチャーの観
光利活用

113 193 88 139 160 693

資源保全 ･水利
基盤

○�バイオガスプラントの施設設
計
○農業用水利施設の機能診断

109 92 159 130 87

寒地技術推進室
(各支所 )･ 寒地
機械技術

○一般的相談
○寒地機械の機能診断

28 35 118 237 189

合計 2,062 2,366 2,405 2,502 2,665 12,000

※平成24年度に寒地保全技術研究グループを新設したため、平成24年度以降は集計単位を変更した。
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3．北海道開発の推進等に係る技術指導
3.1　現地講習会
　現地講習会は、寒地土木研究所と北海道開発局の共同
開催により全道各地で実施しているもので、各支所が中
心になって運営を行っている（表–1.3.7）。講習会では、
北海道開発推進のため寒地土木研究所が研究開発した各
種調査法や対策工法等についての紹介および講習が行わ
れており、これらの開発技術は、道路、河川、港湾、農
業等の各種事業の実際の現場で活用され、事業現場の課
題解決やコスト縮減、さらには技術の普及や継承などに
役立っている。
　例えば、地域景観ユニットでは、これまで行ってきた

「沿道の休憩施設や駐停車空間の魅力向上に関する研究」
に加え、現在行っている「道の駅の防災機能向上に関す
る研究」の成果普及と地域貢献を目的に、北海道のみならず道外や海外において、「道の駅」の機能向上に
ついての講演や現地技術指導の講師（写真–1.3.7）、技術アドバイザーを務めるなど積極的に技術指導を行っ
ている。

表－ 1.3.7　現地講習会で講演したテーマ数

開催地 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

札幌 6 7 5 4 3 25

小樽 4 3 4 3 2 16

室蘭 4 4 3 3 2 16

函館 3 3 3 3 3 15

旭川 4 3 4 3 2 16

網走 3 3 4 4 2 16

留萌 3 3 3 3 3 15

稚内 3 5 4 3 3 18

釧路 3 4 3 4 2 16

帯広 3 3 4 3 3 16

合計 36 38 37 33 25 169

写真 –1.3.7　技術指導状況
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写真－ 1.3.8　現地講習会の様子（平成 23 年度）

表 –1.3.8　現地講習会の参加者の割合

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

北海道開発局 25% 23% 30% 31% 25%

寒地土研 - 4% - - -

地方公共団体 8% 7% 10% 11% 11%

民間会社 67% 61% 60% 58% 64%

その他 - 5% - - -

参加人数（人） 864 751 763 739 773
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3.2　連携 ･協力協定に基づく活動
　寒地土木研究所は、研究所の技術力をより地域で活用するために、平成 22 年 6 月に『土木技術のホーム
ドクター』宣言を行い、北海道内の地方公共団体に対する技術支援活動を積極的に進める方針を明確化した。
この取り組みをより一層進めるため、北海道開発局、北海道および日本技術士会北海道本部と連携 ･ 協力協
定を締結し、協働で地域の技術支援や技術力向上に努めるとともに、札幌市、釧路市とも技術力向上等を内
容とする協定を締結している。
　例えば、構造物の建設・点検・補修等の技術的支援や災害時の技術的支援を柔軟にまた迅速に行うこと等
を目的に、平成 23 年 2 月に釧路市と土木技術に関する連携・協力協定を締結し、この協定の締結に基づき、
釧路市から道路法面の対策や冬期路面対策などの問題についての技術相談を受け、研究チームと支所が現地
調査を実施して技術指導を行っている。また、釧路市主催の除雪対策会議に講師派遣要請を受け、市主催の
除雪対策会議において、道東支所研究員が除雪車の交通事故対策技術に関する研究成果をもとに、自治体向
けの除雪の安全施工に関する講義を実施した。

写真 –1.3.9　法面変状に関する現地調査状況
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4．技術委員会への参画
　技術委員会の内容は、国土交通省・農林水産省や地方公共団体等の事業実施機関が行う公共事業のコスト
削減や環境保全等についての検討や、関係学会等が作成する技術基準類の策定 ･ 改訂作業への協力、新技術
に対する技術審査証明の発行への協力など多岐にわたり、土木技術全般に係る技術指導を積極的に実施した

（表–1.3.9）。例えば、寒地道路保全チームは北海道開発局が主催する、学識経験者を含む産学官の構成に
よる ｢積雪寒冷地における舗装技術検討委員会」の委員として参画し、中温化混合物の温度測定等の品質管
理データの計測、舗装路面のわだち掘れ量測定の追跡調査、およびとりまとめ等の技術支援、検討委員会の
委員として、中温化舗装技術等や高規格幹線道路の表層混合物に関する技術的な助言を行った。また、北海
道開発局、北海道、札幌市、NEXCO 等による、「北海道における道路舗装の耐久性向上と補修に関する検
討委員会」に寒地保全技術研究グループ長が委員として参画し、北海道の舗装の融雪期における舗装破損を
初めとした寒冷地舗装の劣化破損対策について、技術的支援および助言を行った。この検討委員会では、融
雪期の舗装の破損のメカニズムと対策を整理し、道路技術者が留意すべき事項として「北海道における道路
舗装の耐久性向上と補修に関する技術ハンドブック」にとりまとめた。

表－ 1.3.9　技術委員会への参画状況　（延べ人数）

分野
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

中央省庁 195 305 300 305 312 1,417

地方公共団体 60 52 67 62 44 285

事業団 2 25 15 25 16 83

独立行政法人 23 19 27 20 20 109

大学 3 4 5 4 1 17

社団法人 591 800 587 641 660 3,279

財団法人 200 169 188 181 172 910

研究会等 147 107 117 117 111 599

合計 1,221 1,481 1,306 1,355 1,336 6,699

 
写真 –1.3.10　�積雪寒冷地における舗装技術検討

委員会の状況
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5．研修等への講師派遣
　土木研究所は、国土交通大学校、各地方整備局、北海道開発局、地方公共団体等で、土木研究所が有する
技術情報や研究成果を普及するとともに、国や地方公共団体等の技術者の育成に貢献する為に、研修および
講演会における講師の派遣を行っている（表－1.3.10）。
　国土交通省国土交通大学校では国土交通行政に係る国 ･ 地方公共団体の職員を対象に行政運営を担う人材
の育成を目的とした各種研修を実施しており、土木研究所から多くの職員を講師として派遣している。例え
ば、｢大規模土砂災害緊急調査研修｣、｢緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）研修｣、｢道路構造物研修｣、｢
河川構造物設計研修｣ 等の各種講座において講師を派遣し、土木技術について基礎的な事項から最新技術の
指導まで幅広い内容について講義を行うなど、技術者の人材育成に貢献した。また、市町村の技術職員も含
めた北海道の土木技術職員を対象とし、北海道が主催する研修に講師を派遣し、技術者の人材育成に貢献し
た。

表－ 1.3.10　講師派遣実施状況　（延べ人数）

分野
平成23年

度
平成24年

度
平成25年

度
平成26年

度
平成27
年度

合計

中央省庁 161 169 74 105 131 640

地方公共団体 22 39 40 38 39 178

独立行政法人 11 10 3 16 17 57

大学 20 23 9 30 26 108

社団法人 66 48 51 52 70 287

財団法人 59 56 39 43 56 253

研究会等 24 48 41 33 45 191

合計 363 393 257 317 384 1,714

6．研修会 ･講習会等の開催
6.1　コンクリート構造物の非破壊検査法に関する講習会
　国土交通省の通達｢微破壊 ･ 非破壊試験を用いたコンクリートの強度測定の試行について（平成 18 年 9 月）
｣ により、コンクリート構造物の監督、検査の充実を目的として、微破壊 ･ 非破壊試験を用いてコンクリー
ト強度が適正に確保されていることを施工管理および竣工検査によって確認することが定められた。通達で
は、測定者の要件として各試験法の講習会の受講義務が明記されている。土木研究所では、通達に示される
非破壊試験の 3 手法のうち ｢超音波法｣、｢衝撃弾性波法（表面 2 点法）｣ の 2 種類の講習会を主催し、受講
証明書を発行している。
　23 年度は計 4 回の講習会を開催し、合格者 84 名（超音波法：41 名、表面 2 点法：43 名）、
24 年度は計 2 回の講習会を開催し、合格者 56 名（超音波法：32 名、表面 2 点法：48 名）、
25 年度は計 2 回の講習会を開催し、合格者 58 名（超音波法：31 名、表面 2 点法：40 名）、
26 年度は計 2 回の講習会を開催し、合格者 57 名（超音波法：30 名、表面 2 点法：43 名）、
27 年度は計 2 回の講習会を開催し、合格者 41 名（超音波法：25 名、表面 2 点法：27 名）、
に受講証明書を発行するなど、18 年度からの取り組みを順調に続けている。
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6.2　北海道バイオガス研究会シンポジウム2011「再生可能エネルギーのこれから」
　寒地土木研究所は、平成 23 年 11 月 2 日に寒地土木研究所講堂にて北海道バイオガス研究会との共催で「北
海道バイオガス研究会シンポジウム 2011」を開催し、104 名の参加があった。
　本シンポジウムでは、再生可能エネルギーについての特徴を整理し、特にバイオガス利用の意義について
議論を深めることを目的に大学、経済産業省、寒地土木研究所（3 名）から 6 名の方が講演を行い、再生可
能エネルギーの普及促進に向けた取り組みに寄与した。

6.3　「泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル」技術セミナー
　本マニュアルは平成 14 年に発刊され 9 年が経過しており、すでに北海道開発局の準拠する技術基準の一
つとなっていることから、最新の研究成果を取り入れる形で平成 23 年 3 月に改訂された。このため、寒地
土木研究所は本マニュアルを業務等で使用している技術者を対象に改訂のポイント等を解説するセミナーを
平成 23 年 6 月～ 7 月にかけて北海道 4 会場で 5 回開催し、延べ 472 名の実務者が参加した。
　セミナーでは、寒地地盤チームの研究員が講師を務めたほか、各支所が関係者との開催前の事前調整や当
日の運営を担当した。この技術セミナーにより本マニュアルが正しく理解され、適切に運用されることで調
査 ･ 設計 ･ 施工の技術力向上が期待されている。

6.4　気候変動セミナーの開催
　気候変動セミナーは、近年の気候変動に伴い、雪氷災害の激甚化や洪水の頻発、融雪の早期化 ･ 減少など
様々な変化が起こっていることを踏まえ、気候変動に造詣の深い研究者から、研究の現状についてご講演を
いただき、今後の工学的な研究に活かしていくため、寒地土木研究所防災気象ユニットにより企画されたも
のである。平成 23 年 10 月 18 日に第 1 回、平成 24 年 3 月 15 日に第 2 回が開催され、セミナーには行政機
関や大学 ･ 研究機関および建設コンサルタント会社等の方が参加し、第 1 回は定員を上回る 103 名、第 2 回
は 60 名の参加があった。
　このセミナーを今後の積雪寒冷地の気候変動による影響予測、寒地水源域の積雪量・融雪量の将来推定等
の研究に役立てて行きたいと考えている。

6.5　樋門等コンクリート構造物の劣化に関する勉強会
　寒地土木研究所は、北海道開発局各開発建設部からの要望を受け、各開発建設部 ･ 各管内自治体職員を対
象とした、樋門の凍害劣化調査結果および劣化診断技術についての勉強会を開催している。例えば、24 年
度は北海度開発局帯広開発建設部において、10 月 11 日に実施し、28 名の参加があった。耐寒材料チーム　
および道東支所の職員が講師となり、座学および実演による勉強会は、地方の自治体等の技術者に実務的な
技術を与えるものとして高評価を得ている。

6.6　橋梁保全に関する講習会
　寒地土木研究所道北支所は、24 年度に北海道開発局旭川開発建設部が管内 3 箇所で主催する、自治体向
けの橋梁保全に関する講習会の講師として参加した。これまでの研究における橋梁床版点検作業の経験を活
かし、「橋梁点検（舗装と床版）と補修事例について」の講演と現地橋梁による現地講習を実施し、延べ 71
名の参加があった。参加者からは、橋梁点検における着目点や留意点等を把握することができ、技術力の向
上が図られたとの意見があった。

6.7　グラウンドアンカー維持管理に関するシンポジウム
　土木研究所は、平成 25 年 7 月 30 日に池袋の豊島区民センターにおいて「グラウンドアンカー維持管理に
関するシンポジウム」を主催した。シンポジウムでは、施工技術チーム　宮武上席研究員より「アンカー維
持管理の状況」と題して、土工構造物のメンテナンスに関する情報の提供と最新の研究成果を報告したほか、
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（株）高速道路総合技術研究所の関主任研究員より「高速道路におけるアンカーの維持管理の状況」について、
三重大学大学院の酒井教授より「SAAM システムを用いたグラウンドアンカー工の維持管理」について、（一
社）日本アンカー協会の末吉技術委員より「急傾斜地におけるグラウンドアンカーの調査」について、（一社）
全国地質調査業協会連合会の常川主任研究員より「アンカー維持管理と地質リスクマネジメント」について、
それぞれご講演をいただいた。
　当日は民間企業や地方公共団体等から 154 名の参加をいただき盛大な開催となった。定員を超えたため参
加をお断りせざるを得なかった方々からは、ホームページ等での講演資料公開や地方での追加開催等の希望
が寄せられるなど、大きな反響があった。

6.8　地方自治体の河川技術者を対象にした防災講習会
　寒地土木研究所と北海道開発局は、平成 25 年度に北海道庁の河川技術者を対象に、「中小河川を対象とし
た洪水氾濫計算の手引き ( 素案 )」の講習会を開催した。本講習では、寒地土木研究所で開発した、降雨量
と河道 ･ 流域条件から流量を推定し、氾濫解析を行う手法について講義を行い、北海道各地から約 30 名の
参加があった。参加者からは、河川の流れ河床変動解析ソフトウェア (iRIC) 操作性向上に関する要望を多く
いただいたので、使いやすい氾濫解析モデルやマニュアルの改良につなげていきたい。

6.9　寒地土木研究所 ･北海道立総合研究機構研究交流会
　寒地土木研究所と北海道立総合研究機構は、平成 23 年 2 月 2 日に連携 ･ 協力協定を締結し、研究者相互
の研究交流や情報交換などを進め、密接な連携 ･ 協力を図ることとした。研究交流会はこの協定に基づき、
相互に関連する研究に対する理解を深め、研究レベルの向上につなげていくため、テーマを変えながら行っ
た。
　平成 24 年度は「積雪寒冷地における気候変動下の水文と農林業」及び「再生可能エネルギー利用技術の
現状と課題」をテーマに 2 回の研究交流会を開催した。各研究交流会には関係する 50 から 60 名の研究員が
参加し、幅広く情報交換や意見交換を行った。平成 25 年度は「北海道における自然災害と防災対策」をテー
マに北海道での土砂災害に関する研究や避難施設などの防災機能に関する研究について研究交流会を開催し
た。各研究交流会には関係する約 60 名の研究員が参加し、話題提供や意見交換を行った。

6.10　北方海域技術研究会　平成27年度技術研究発表会
　寒地土木研究所は、平成 27 年 12 月 4 日講堂において、日本技術士会北海道本部北方海域技術研究委員会
と共催で港湾及び水産関係技術者の技術力向上をめざして毎年開催し、約 60 名が参加した。
　寒冷沿岸域チームは「オホーツク海における海岸道路の盛土被害の発生条件と対策の検討」、水産土木チー
ムは「寒冷海域における沿岸施設の保護育成機能の解明に関する研究」、他機関からは「防波堤を越流する
津波に対するブロックの安定性と滑動抵抗力の検討」、「北海道の水素社会の形成に向けて」と題して講演が
あり、会場では活発な質疑が交わされ、この発表会への関心の高さが感じられた。

6.11　第39回寒地道路連続セミナー「ラウンドアバウトを活用した まちづくり・地域づくり」
　寒地土木研究所は、平成 27 年 10 月 8 日札幌において開催し、ラウンドアバウトに携わる専門技術者など
約 150 名が参加した。
　警察庁交通局交通規制課からは「ラウンドアバウトを取り巻く国内の話題」、飯田市からは「我が国初の
ラウンドアバウト導入の経験」を講演していただいた。寒地交通チームからは「北海道における実道導入に
向けて」について話題提供を行った。ラウンドテーブルミーティングにおいては、ラウンドアバウトの活用
によるこれからの魅力あるまちづくり・地域づくりについて、活発な議論が行われた。
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6.12　農業水利施設のストックマネジメント技術シンポジウム
　寒地土木研究所は、農研機構との共催により、平成 27 年 7 月 3 日に東京において「農業水利施設のストッ
クマネジメント技術」シンポジウムを開催し、官民の技術者・大学や国等の研究者約 60 名が参加した。農
村工学研究所からは農業水利施設の長寿命化に関する技術開発など、水利基盤チームからはコンクリート開
水路の凍害に関する診断・補修技術などの話題提供を行った。「インフラ長寿命計画 ( 農林水産省農村振興
局　平成 26 年 8 月 )」の施策のひとつである点検・診断や補修・補強に係る新技術の開発・導入を推進する
ために、参加者間の情報共有や意見交換が行われた。
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中長期目標の達成状況
　東日本大震災に関しては、国や地方公共団体から要請を受け専門家を延べ 107 名派遣（22 年度か
らの合計：延べ 188 名）し、橋梁、河川堤防、下水道施設、土砂災害など多岐の分野にわたり技術指
導を実施し、早期の輸送ルート確保、被災した構造物の復旧、二次災害の防止、公衆衛生の確保など
に貢献した。東日本大震災以外にも、平成 23 年の台風 12 号に関連した災害、平成 24 年の九州北部
豪雨、平成 25 年の伊豆大島での土石流災害や東日本の大雪に伴う雪崩災害、平成 26 年の広島県での
土砂災害、御嶽山噴火、平成 27 年の茨城県常総市鬼怒川における堤防決壊による浸水被害等、数多
くの災害に対して、国や地方公共団体から要請を受け継続的に専門家を派遣し、技術的な支援を行っ
た。また、平成 25 年度に、災害時の土研 TEC-FORCE のより迅速な派遣と効率的な技術支援を行う
ため、各地方整備局等と土木研究所 TEC-FORCE 派遣に関する協定を締結した。
　中長期目標期間において、災害時に加え土木技術に係る諸問題に対し技術指導を実施し、技術指導
計 12,102 件、技術委員会への参画 6,699 件、研修等の講師派遣 1,714 件を実施するなど、現場におけ
る技術的課題の解決や技術者の育成等に貢献した。
　また、中長期目標期間において、北海道開発の推進等の観点から、北海道開発局との共催による現
地講習会において 169 テーマの講演を実施した。また、寒地土木研究所は、北海道開発局および北海
道等と、北海道内の自治体への技術指導や災害時の技術的支援等を目的に連携 ･ 協力協定を締結して
おり、協定に基づく活動として、自治体からの技術相談に積極的に対応するなどして、地域の技術力
向上に大きく貢献した。
　以上により、中長期目標を達成した。
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②　成果の普及
ア）技術基準及びその関連資料の作成への反映等

中期目標
　（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の基盤的な研究開発等を通じて得られた重要な成果
については、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易に活用しうる形態に
よりとりまとめること。
　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
成果発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの
評価を積極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究
開発の状況、成果を広く提供すること。

中期計画
　（１）の研究活動及び（３）①の技術指導から得られた成果のうち重要なものについては、行政に

よる技術基準の策定やその関連資料の作成、国、地方公共団体、民間等が行う建設事業や業務等に関

連する技術資料の作成に積極的に反映するとともに、必要により研究所自ら土木研究所報告、土木研

究所資料をはじめとする各種の資料や出版物としてとりまとめる。

　研究所の研究成果については、逐次、土木研究所報告、土木研究所資料、共同研究報告書、寒地土
木研究所月報等としてとりまとめ発刊する。

■中期目標達成の考え方
　土木研究所の研究成果等をとりまとめるとともに、行政や関係機関による技術基準類の策定等の作業に積極的に参

画するなど、土木研究所の研究成果や技術指導で得られた知見を積極的に関係機関に提供することとともに、適宜各

種資料や出版物としてとりまとめ、広く提供した。

■中長期目標期間の取り組み
1.  研究成果の技術基準類への反映
　土木研究所の研究成果を世に広く提供するため、国土交通省をはじめとする各省庁や学術団体、公益法人などの各

機関が発行する各種技術基準類の策定 ･改訂作業に積極的に参画した。また、研究により得られた最新の知見ならび

に多くの経験・有益な知見等を整理して公開した。土木研究所の研究等活動成果が反映され、改訂または発刊された

技術基準類等を表–1.3.11に示す。また、中期目標期間末時点において、発刊 ･改訂まで至らなかったものの、その

発刊 ･改訂に向けて参画した技術基準類を表–1.3.12に示す。

　｢コンクリート標準示方書｣、「道路橋示方書」および「河川砂防技術指針」など各分野を代表とする技術指針から

品質規格に係る基準まで多岐に渡る。土木研究所の強みが示された例として、平成 24年度に発刊した「総点検実施

要領（案）」では、土木研究所の研究成果や技術指導等で蓄積した知見を活用した結果、平成 24年 12 月に発生した

笹子トンネル崩落事故後、3カ月弱という短期間で多岐にわたる道路構造物の点検方法や点検項目等をとりまとめ、

早期に技術基準類の発刊できた。
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表 –1.3.11　改訂または発刊された技術基準類等 *

　 分野 技術基準類等の名称 改訂年月 担当 発行機関

1 共通
JIS A 5021　コンクリート用再生
骨材Ｈ

平成23
年5月

基礎材料 経済産業省

2 共通
JIS A 6207 コンクリート用シリカ
フューム

平成23
年5月

基礎材料 経済産業省

3 共通
コンクリート用スラグ骨材に環境安
全品質及びその検査方法を導入する
ための指針

平成23
年7月

舗装・リサイク
ル・基礎材料

経済産業省

4 共通
JIS A 1114 コンクリートからの角
柱供試体の採取方法及び強度試験方
法

平成23
年9月

基礎材料 経済産業省

5 共通
凍害が疑われる構造物の調査・対策
手引書 (案 )

平成 23
年 10月

耐寒材料 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

6 共通
JIS A 5308　レディーミクストコ
ンクリート

平成23
年12月

基礎材料 経済産業省

7 共通
JIS A 6204 コンクリート用化学混
和剤

平成23
年12月

基礎材料 経済産業省

8 共通
東日本大震災からの復興に係る公園
緑地整備に関する技術的指針

平成24
年3月

施工技術
国土交通省都市局公園緑地・景
観課

9 道路
北海道の道路緑化に関する技術資料
〈案〉

平成23
年4月

地域景観 (独 ) 土木研究所

10 道路 23年度　道路設計要領
平成23
年4月

雪氷、地域景観、
道路保全、耐寒
材料

国土交通省北海道開発局

11 道路 除雪車安全施工ガイド
平成23
年7月

寒地機械技術 (独 ) 土木研究所

12 道路
北海道における鋼道路橋の設計およ
び施工指針

平成24
年1月

寒地構造、耐寒
材料

北海道土木技術会

13 道路
橋、高架の道路等の技術基準（道路
橋示方書）

平成24
年2月

橋梁構造、新材
料、基礎材料、
土質・振動、施
工技術、寒地構
造

国土交通省都市局、道路局

14 道路 道路橋示方書・同解説　Ⅰ共通編
平成24
年3月

橋梁構造 (社 ) 日本道路協会

15 道路 道路橋示方書・同解説　Ⅱ鋼橋編
平成24
年3月

橋梁構造、新材
料

(社 ) 日本道路協会
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　 分野 技術基準類等の名称 改訂年月 担当 発行機関

16 道路
道路橋示方書・同解説　Ⅲコンク
リート橋編

平成24
年3月

橋梁構造、基礎
材料

(社 ) 日本道路協会

17 道路
道路橋示方書・同解説　Ⅳ下部構造
編

平成24
年3月

橋梁構造、土質・
振動

(社 ) 日本道路協会

18 道路
道路橋示方書・同解説　Ⅴ耐震設計
編

平成24
年3月

橋梁構造、土質・
振動、寒地構造、
施工技術

(社 ) 日本道路協会

19 道路
道路橋補修・補強事例集（2012年
版）

平成24
年3月

橋梁構造 (社 ) 日本道路協会

20 道路
2＋1車線道路に関する技術資料
(案）

平成24
年 3月

寒地交通、寒地
機械技術

(独 ) 土木研究所

21 道路
雪氷処理のコスト縮減に関する技術
開発

平成24
年3月

寒地機械技術 (独 ) 土木研究所

22 河川
ダムゲート設備等点検・整備・更新
検討マニュアル

平成23
年4月

先端技術 国土交通省河川局

23 河川
堤防等河川管理施設及び河道の点検
要領案

平成23
年5月

土質・振動 国土交通省河川局

24 河川 大規模出水時調査要領（案）
平成23
年5月

寒地河川、水環
境保全

国土交通省北海道開発局、(独 )
土木研究所

25 河川
樹林化抑制を考慮した河岸形状決定
のガイドライン（案）

平成23
年5月

寒地河川、水環
境保全

国土交通省北海道開発局、(独 )
土木研究所

26 河川
標津川蛇行復元事業に関する技術資
料

平成23
年5月

寒地河川、水環
境保全

国土交通省北海道開発局、(独 )
土木研究所

27 河川
下水道における化学物質排出量の把
握と化学物質管理計画の策定等に関
するガイドライン（案）

平成23
年6月

水質 国土交通省下水道部

28 河川
ダム・堰施設技術基準 (案 ) 基準解
説編・マニュアル編

平成23
年7月

水工構造物、水
理、先端技術

(社 ) ダム・堰施設技術協会

29 河川
｢多自然川づくりポイントブックⅢ｣
－中小河川に関する河道計画の技術
基準 ; 解説

平成23
年 10月

自然共生 (社 ) 日本河川協会

30 河川
管きょ更生工法における設計・施工
管理ガイドライン（案）

平成23
年12月

新材料、土質・
振動

(社 ) 日本下水道協会

31 河川 河川構造物の耐震性能照査指針
平成24
年2月

土質・振動
国土交通省水管理・国土保全局
治水課

32 河川
レベル2地震動に対する河川堤防の
耐震点検マニュアル

平成24
年2月

土質・振動
国土交通省水管理・国土保全局
治水課
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　 分野 技術基準類等の名称 改訂年月 担当 発行機関

33 河川
河川堤防の耐震対策マニュアル（暫
定版）

平成24
年2月

土質・振動
国土交通省水管理・国土保全局
治水課

34 河川 巡航RCD工法施工技術資料
平成24
年2月

水工構造物 (財 ) ダム技術センター

35 河川 河川堤防の構造検討の手引き
平成24
年2月

土質・振動 (財 ) 国土技術研究センター

36 河川
河川結氷時の流量推定手法マニュア
ル（案）

平成24
年3月

寒地河川 土木研究所寒地土木研究所

37 河川
低温積雪時に発生する出水災害の影
響分析と対策技術に関する検討

平成24
年3月

寒地機械技術 (独 ) 土木研究所

38 砂防
土砂災害防止法に基づく緊急調査実
施の考え方（地滑り編）

平成23
年4月

地すべり
国土交通省砂防計画課、(独 ) 土
木研究所土砂管理研究グループ

39 砂防
土砂災害防止法に基づく緊急調査実
施の手引き（河道閉塞による土砂災
害対策編）

平成23
年4月

火山・土石流

国土交通省砂防計画課、国土技
術政策総合研究所危機管理技術
研究センター、(独 ) 土木研究所
土砂管理研究グループ

40 砂防

土砂災害防止法に基づく緊急調査実
施の手引き（噴火による降灰等の堆
積後の降水を発生原因とする土石流
対策編）

平成23
年4月

火山・土石流

国土交通省砂防計画課、国土技
術政策総合研究所危機管理技術
研究センター、(独 ) 土木研究所
土砂管理研究グループ

41 砂防 砂防ソイルセメント設計・施工便覧
平成23
年10月

火山・土石流 (財)砂防・地すべり技術センター

42
港
湾、
水産

寒冷地における自然環境調和型沿岸
構造物ガイドブック　暫定版 (案 )
「水生生物生息環境創出機能に関わ
る産卵場の創出」編

平成23
年12月

水産土木
(独 ) 土木研究所、（国土交通省
北海道開発局監修）

43
港
湾、
水産

寒冷海域における藻場現存量算定の
ための画像解析手法　暫定版 (案）

平成23
年 12月

水産土木 (独 ) 土木研究所

44 共通
JIS A 5022再生骨材コンクリート
Ｍ

平成24
年7月

基礎材料 日本工業標準調査会

45 共通
けい酸塩系表面含浸工法の設計施工
指針（案）

平成24
年7月

耐寒材料 (社 ) 土木学会

46 共通
NDIS 3418「コンクリート構造物
の目視試験方法」

平成24
年月

基礎材料 (社 ) 日本非破壊検査協会

47 共通 コンクリート標準示方書
平成25
年3月

水工構造物、
基礎材料、
CAESAR

( 社 ) 土木学会
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　 分野 技術基準類等の名称 改訂年月 担当 発行機関

48 道路 道路土工－擁壁工指針
平成24
年8月

土質・振動、施
工技術

(社 ) 日本道路協会

49 道路 道路土工－軟弱地盤対策工指針
平成24
年8月

土質・振動、施
工技術、寒地地
盤

(社 ) 日本道路協会

50 道路 斜面上の深礎基礎設計施工便覧
平成24
年4月

CAESAR、地
質

(社 ) 日本道路協会

51 道路
建設工事で遭遇する地盤汚染対応マ
ニュアル

平成24
年4月

土質・振動 (独 ) 土木研究所

52 道路 樋門等構造物周辺堤防詳細点検要領
平成24
年5月

土質・振動 国土交通省水管理・国土保全局

53 道路 総点検実施要領（案）
平成25
年2月

CAESAR、ト
ンネル、舗装、
土質・振動、施
工技術、地質、
寒地構造

国土交通省　道路局

54 道路
平成25年度　北海道開発局道路設
計要領

平成25
年3月

寒地地盤、寒地
道路保全

国土交通省　北海道開発局

55 道路 地盤調査の方法と解説
平成25
年3月

施工技術 (社 ) 地盤工学会

56 河川 河川砂防技術基準（調査編）
平成24
年7月

水質、
ICHARM、火
山・土石流、地
すべり、土質・
振動・施工技術、
地質、寒地河川

国土交通省水管理国土保全局治
水課

57 河川 底質調査方法
平成24
年8月

水質 環境省

58 河川 下水試験方法
平成24
年12月

リサイクル、水
質

(社 ) 日本下水道協会

59 河川 結氷河川解析マニュアル（案）
平成25
年3月

寒地河川 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

60 河川 津波河川遡上予測の手引（案）
平成25
年3月

寒地河川 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

61 河川
積雪寒冷地河川域の津波痕跡調査マ
ニュアル

平成25
年3月

寒地河川 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

62 河川
軟岩河川の侵食特性調査マニュアル
（案）

平成25
年3月

寒地河川 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所
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63 河川
2way による蛇行復元ガイドライン
（案）

平成25
年3月

寒地河川・水環
境保全

(独 ) 土木研究所寒地土木研究所

64 道路
舗装性能評価法－必須および主要な
性能指標の評価法編

平成25
年4月

舗装 公益社団法人日本道路協会

65 道路
北海道における不良土対策マニュア
ル

平成25
年4月

寒地地盤 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

66 道路
若材齢時ショットブラスト方式によ
る骨材露出工法　設計施工マニュア
ル（案）

平成25
年4月

寒地道路保全 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

67 道路 舗装の維持修繕ガイドブック2013
平成25
年 11月

舗装 公益社団法人日本道路協会

68 道路
北海道におけるコンクリート構造物
の性能保全技術指針

平成25
年12月

耐寒材料
北海道土木技術会コンクリート
研究委員会

69 道路
北海道における道路舗装の耐久性向
上と補修に関する技術ハンドブック

平成25
年12月

道路保全
北海道における道路舗装の耐久
性向上と補修に関する検討委員
会

70 道路
舗装の環境負荷低減に関する算定ガ
イドブック

平成26
年1月

舗装 公益社団法人日本道路協会

71 道路 鋼道路橋防食便覧
平成26
年3月

CAESAR，新
材料

（公社）日本道路協会

72 道路
平成26年度　北海道開発局　道路
設計要領

平成26
年3月

耐寒材料、寒地
地盤、寒冷沿岸
域、地域景観ユ
ニット

国土交通省　北海道開発局

73 河川
泥炭性軟弱地盤における柔構造樋門
設計マニュアル

平成25
年4月

寒地地盤、耐寒
材料、寒地河川、
水環境保全

国土交通省　北海道開発局、(独 )
土木研究所寒地土木研究所

74 河川 美しい山河を守る災害復旧基本方針
平成26
年3月

河川生態、自然
共生研究セン
ター

国土交通省水管理・国土保全局
防災課

75 河川
中小河川を対象とした洪水はん濫計
算の手引（案）

平成26
年3月

寒地河川
国土交通省　北海道開発局、寒
地土木研究所

76 河川
山地河道の流砂水文観測における濁
度計観測実施マニュアル（案）

平成26
年3月

水環境保全
国土交通省国土技術政策総合研
究所、(独 ) 土木研究所

77 共通
部分ストレーナ孔による間隙水圧観
測の手引き（案）

平成26
年5月

地すべり (独 ) 土木研究所

78 共通
改質セメントを用いた高耐久コンク
リートの設計施工マニュアル（案）

平成26
年11月

耐寒材料 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所
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79 共通
有機系短繊維混入吹付けコンクリー
トと連続繊維メッシュを併用した補
修補強工法－設計施工の手引き（案）

平成26
年11月

耐寒材料 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

80 共通
有機系短繊維を混入したコンクリー
ト設計施工の手引き（案）

平成26
年11月

耐寒材料 (独 ) 土木研究所寒地土木研究所

81 共通
積雪寒冷地における冬期土工の手引
き

平成27
年2月

寒地地盤
冬期の河川・道路工事における
施工の適正化検討会

82 道路
シェッド､ 大型カルバート等定期点
検要領

平成26
年6月

寒地構造 国土交通省道路局

83 道路 北海道型SMAの施工の手引き（案）
平成26
年7月

寒地道路保全
積雪寒冷地における舗装技術検
討委員会

84 道路
建設工事における他産業リサイクル
材料利用技術マニュアル（追補編）

平成26
年10月

新材料 (独 ) 土木研究所

85 道路
北海道における中温化舗装技術の適
用に関する指針（案）

平成26
年12月

寒地道路保全
積雪寒冷地における舗装技術検
討委員会

86 道路 杭基礎設計便覧
平成27
年3月　

CAESAR （公社）日本道路協会

87 道路 杭基礎施工便覧
平成27
年3月　

CAESAR （公社）日本道路協会

88 道路 鋼道路橋施工便覧
平成27
年3月

CAESAR （公社）日本道路協会

89 河川
河川砂防技術基準維持管理編（ダム
編）

平成26
年4月

水工構造物
国土交通省水管理・国土保全局
河川環境課

90 河川
フィルダムの変位計測に関する
GPS利用マニュアル

平成26
年12月

水工構造物 （一社）ダム工学会

91 共通 寒冷地用塗料マニュアル（案）
平成27
年3月

耐寒材料 国立研究開発法人 土木研究所

92 共通
鋼コンクリート合成床板設計・施工
指針（案）

平成28
年1月

寒地構造 (公社 ) 土木学会

93 道路
道路トンネル維持管理便覧【本体工
編】

平成27
年6月

トンネル (公社 ) 日本道路協会

94 道路 道路計画・調査の手引き（案）
平成27
年7月

地域景観ユニッ
ト

国土交通省 北海道開発局

95 道路
舗装工学ライブラリー　13a　アス
ファルトの特性と評価

平成27
年10月

寒地道路保全 (公社 ) 土木学会
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96 道路
コンクリート舗装ガイドブック
2016

平成28
年 3月

舗装、iMaRRC ( 公社 ) 日本道路協会

97 道路
北海道型SMA施工の手引き（案）
改訂版

平成28
年3月

寒地道路保全
積雪寒冷地における舗装技術検
討委員会

98 河川
Nays 2D Breach ソルバーマニュ
アル（破堤計算ソフトウエアマニュ
アル）

平成27
年6月

寒地河川 国立研究開発法人 土木研究所

99 河川
流量観測の高度化マニュアル（高水
流量観測編）

平成27
年8月

ICHARM 国立研究開発法人 土木研究所

100 河川 下水汚泥有効利用促進マニュアル
平成27
年8月

iMaRRC ( 公社 ) 日本下水道協会

101 河川 下水道技術ビジョン
平成27
年12月

水質、iMaRRC
国土交通省 水管理 ･国土保全局 
下水道部､ 国土技術政策総合研
究所 下水道研究部

102 河川
河川用ポンプ設備点検・整備標準要
領 (案 )

平成 28
年 3月

先端技術 国土交通省 総合政策局

103 河川 ダム・堰設計技術基準（案）
平成28
年3月

水理 国土交通省

104 河川 河川津波の簡易予測マニュアル（案）
平成28
年3月

寒地河川 国立研究開発法人　土木研究所

* 分野の列は、国土交通省及び農林水産省の予算項目立てを基にして、当研究所の研究分野の専門性を考慮して、概略
的に分類した分野を示す。

表 –1.3.12　土木研究所が策定 ･ 改訂に参画した技術基準類等

　 技術基準名 担当 発行機関

1 ダム・堰施設技術基準（案） 先端技術 （一社）ダム ･堰施設技術協会

2 ダム定期検査の手引き 地質、水工構造物 国土交通省 水管理 ･国土保全局

3 道路土工構造物技術基準・同解説 土質・振動 国土交通省 道路局

4
河川構造物の耐震性能照査指針・解説 - Ⅱ．堤
防編 -

土質・振動 国土交通省 水管理 ･国土保全局

5
レベル2地震動に対する河川堤防の耐震点検
マニュアル

土質・振動 国土交通省 水管理 ･国土保全局

6 複合構造標準示方書　設計編 iMaRRC （公社）土木学会

7 複合構造標準示方書　施工編 iMaRRC （公社）土木学会

8 複合構造標準示方書　維持管理編 iMaRRC （公社）土木学会
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9 複合構造標準示方書　原則編 iMaRRC （公社）土木学会

10 コンクリート標準示方書　設計編 iMaRRC （公社）土木学会

11 コンクリート標準示方書　施工編 iMaRRC （公社）土木学会

12 コンクリート標準示方書　維持管理編 iMaRRC （公社）土木学会

13 コンクリート標準示方書　規準編 iMaRRC （公社）土木学会

14 コンクリート道路橋設計便覧 iMaRRC、CAESAR （公社）日本道路協会

15 コンクリート道路橋施工便覧 iMaRRC、CAESAR （公社）日本道路協会

16 道路橋示方書・同解説Ⅰ共通編　 CAESAR　 （公社）日本道路協会

17 道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編 CAESAR、iMaRRC （公社）日本道路協会

18 道路橋示方書・同解説Ⅲコンクリート橋編　 CAESAR、iMaRRC （公社）日本道路協会

19 道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編　
CAESAR、土質・振
動　

（公社）日本道路協会

20 道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編　
CAESAR、土質・振
動、寒地構造、施工
技術　

（公社）日本道路協会

21 鋼道路橋設計便覧 CAESAR （公社）日本道路協会

22 落石対策便覧 寒地構造 （公社）日本道路協会

23 道路橋床板の維持管理マニュアル2016 寒地構造 （公社）土木学会

24
道路橋床板防水システムガイドライン (2016
版 )

寒地構造 （公社）土木学会

25 支承便覧 寒地構造 （公社）日本道路協会

26
軽交通舗装の施工と補修指針（平成27年北海
道版）

寒地道路保全
北海道土木技術会　舗装研究委員会
　軽交通舗装小委員会

27 平成28年度　道路設計要領 地域景観ユニット 国土交通省　北海道開発局

28 北海道の道路緑化指針（案） 地域景観ユニット 国立研究開発法人　土木研究所

29
沖縄県観光評価システム　景観チェックリスト
の解説書（道路事業）（案）

地域景観ユニット
沖縄県土木建築部都市計画／モノ
レール課

30 路側式道路案内標識設置ガイドライン（案） 地域景観ユニット 国立研究開発法人　土木研究所
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31 道の駅の防災機能を高める手引き（案） 地域景観ユニット 国立研究開発法人　土木研究所

32 岩盤侵食に対する河道危険度評価手法（案） 寒地河川
国土交通省　北海道開発局、国立研
究開発法人　土木研究所

33
寒冷地における自然環境調和型沿岸構造物ガイ
ドブック

寒冷沿岸域、水産土
木

（一社）寒地港湾技術センター

中長期目標の達成状況
　技術基準類の策定 ･ 改訂について、中期目標期間において土木研究所の研究成果が 104 件の技術基
準類に反映された。行政や関係機関による技術基準類の発刊・改訂等の作業に積極的に参加する活動
等を通じて、土木研究所の成果等を普及したことにより、より安全な社会資本の整備や維持管理に貢
献した。
　以上により、中長期目標は達成した。
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中期目標
　（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の基盤的な研究開発等を通じて得られた重要な成果
については、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易に活用しうる形態に
よりとりまとめること。
　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
成果発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの
評価を積極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究
開発の状況、成果を広く提供すること。

中期計画
　研究成果については、学会での論文発表のほか、査読付き論文等として関係学会誌、その他専門技
術誌への投稿、インターネットの活用等により積極的に周知、普及に努める。

■中長期目標達成の考え方
　研究成果については、論文としてとりまとめ、積極的に投稿することにより成果の周知 ･ 普及に努めるこ
ととした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

査読付論文の発表件数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

査読付論文の発表件数 256 270 285 320 290 1,421

うち、和文 148 153 191 216 183 891

うち、英文 108 117 94 104 107 530

（参考）論文等受賞件数 24 31 43 39 40 177

■中長期目標期間の取り組み
1.  論文発表
　関連学会等において、質の高い研究成果を発表するよう努めた。平成 23 年度からの論文数の推移を図
–1.3.3、図–1.3.4、に示す。
　なお、土木研究所ホームページで学会や雑誌等に投稿した論文等を掲載し、研究成果の周知 ･ 普及に努め
た。
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図 –1.3.3　発表論文数（和文＋英文）の推移

図 –1.3.4　発表論文数（英文）の推移
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　これらの論文の中には、論文賞や業績賞などを受賞しているものが多数あり、学術および土木技術の発展
に大きく貢献している（表–1.3.13）。

表 –1.3.13　受賞一覧

　 年度 受賞者 表彰名 業績 ･論文名 表彰機関 受賞年月日

1
平成
23
年度

西口幸希 (火
山 ･土石流 )

砂防学会研究発表会
若手優秀発表賞

深層崩壊に起因する土石流の
数値シミュレーション

( 社 ) 砂防学
会

平成23年
5月18日

2
平成
23
年度

山口悟、岸徳
光、西弘明、
今野久志（寒
地構造）

年次論文奨励賞
緩衝材の有無による RC 製
ロックシェッド模型の衝撃載
荷実験

（社）コンク
リート工学
会

平成23年
7月14日

3
平成
23
年度

水垣滋、阿部
孝章、村上泰
啓、丸山政浩、
久保まゆみ（水
環境保全・寒
地河川・道央
支所）

O u t s t a n d i n g 
p o s t e r 
presentation

Fingerprinting suspended 
sediment source in the 
Nukabira River

（社）砂防学
会

平成23年
9月15日

4
平成
23
年度

山木正彦（土
質 ･振動）

第46回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

細粒分含有率に着目した締固
めによるせん断強度向上およ
び透水係数低下に関する調査

( 社 ) 地盤工
学会

平成23年�
10月 5日

5
平成
23
年度

齋藤由紀子（土
質 ･振動）

第46回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

堤防の崩壊形態に関する大型
模型実験

( 社 ) 地盤工
学会

平成23年�
10月 5日

6
平成
23
年度

堤祥一（施工
技術）

第46回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

二次災害を想定した大型土の
うの性能把握のための遠心模
型実験

( 社 ) 地盤工
学会

平成23年�
10月 5日

7
平成
23
年度

藤田智弘（施
工技術）

第46回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

補強土壁の壁面変形による健
全度評価手法提案のための動
的遠心模型実験

( 社 ) 地盤工
学会

平成23年�
10月 5日

8
平成
23
年度

須藤勇二、中
村和正（水利
基盤）

第10回農業農村工
学会北海道支部賞

農業水利施設の補修 ･改修に
係る優先順位の決定指標に関
する研究

（社）農業農
村工学会

平成23年�
10月 11日

9
平成
23
年度

上野仁士（先
端技術）

平成23年度国土交
通省国土技術研究会 
一般部門 ( 安心 ･ 安
全 ) 最優秀賞

河川ポンプ設備の状態監視技
術に関する調査

国土交通省
平成23年�
10月 18日

10
平成
23
年度

堤祥一（施工
技術）

第29回日本道路会
議優秀論文賞

二次災害を考慮した大型土の
うの遠心模型実験

( 社 ) 日本道
路協会

平成23年�
11月 2日

11
平成
23
年度

寺田剛（舗装）
第29回日本道路会
議優秀論文賞

ダイヤモンドグラインディン
グによるコンクリート路面の
性能回復

( 社 ) 日本道
路協会

平成23年�
11月 2日
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12
平成
23
年度

安倍隆二、丸
山記美雄、熊
谷政行（寒地
道路保全 )

第 29回日本道路会
議優秀論文賞

積雪寒冷地におけるAs舗装
の理論的設計方法に関する検
討

( 社 ) 日本道
路協会

平成23年�
11月 2日

13
平成
23
年度

徳永ロベルト
（寒地交通）

第29回日本道路会
議優秀論文賞

冬期道路管理の高度化に資す
る意志決定支援システムの構
築について

( 社 ) 日本道
路協会

平成23年�
11月 2日

14
平成
23
年度

林豪人（施工
技術）

第66回年次学術講
演会優秀講演者

浸水および排水の作用を受け
る地盤内に設置した各種補強
材の引抜き特性

（社）土木学
会

平成23年�
11月 10日

15
平成
23
年度

崔準祜
（CAESAR）

第66回年次学術講
演会優秀講演者

すべり支承と制震ダンパーを
用いた既設橋の地震被害軽減
策に関する基礎的検討

（社）土木学
会

平成23年�
11月 10日

16
平成
23
年度

中村拓郎、遠
藤裕丈、田口
史雄、栗橋祐
介（耐寒材料）

第66回年次学術講
演会優秀講演者

PVA短繊維混入軽量コンク
リートのポンプ圧送性と耐凍
害性

（社）土木学
会

平成23年�
11月 10日

17
平成
23
年度

吉川泰弘、赤
堀良介（寒地
河川）

第66回年次学術講
演会優秀講演者

河川水面に存在する氷板が塩
水遡上速度に与える影響

（社）土木学
会

平成23年�
11月 10日

18
平成
23
年度

横山洋、桃枝
英幸（水環境
保全 ･道央支
所）

第66回年次学術講
演会優秀講演者

石狩川感潮区間における濁度
鉛直分布の推定について

（社）土木学
会

平成23年�
11月 10日

19
平成
23
年度

江川拓也、西
本聡、冨澤幸
一、福島宏文
（寒地地盤）

第29回日本道路会
議優秀論文（橋梁部
門）

深礎杭の周面抵抗力設計法の
検証

（社）日本道
路協会

平成23年�
11月 18日

20
平成
23
年度

リサイクル
チーム

第17回流動化 ･プ
ロセッシングシンポ
ジウム賞

下水汚泥の加圧流動層焼却の
実用化

( 社 ) 化学工
学会

平成23年�
11月 22日

21
平成
23
年度

伊東佳彦、日
外勝仁、佐々
木靖人（防災
地質）

第41回岩盤力学に
関するシンポジウム
優秀講演論文賞

岩盤斜面崩壊事例のモデル化
による崩壊分離面の分析

（社）土木学
会

平成24年�
1月 13日

22
平成
23
年度

森本智
（トンネル）

優秀講演論文賞
自然風 ･交通換気力を活用し
たトンネルの新換気制御方式
に関する検討

（社）土木学
会地下空間
研究委員会

平成24年�
1月 20日

23
平成
23
年度

魚本健人
（理事長）

The APFIS 2012 
Award for BEST 
PAPER 

Durability of Aramid and 
Carbon FRP PC Beams 
under Tidal and Thermal 
Accelarated Exposure

International 
Institute 
for FRP in 
Construction

平成 24年�
2月 4日

24
平成
23
年度

岡本誠一郎（リ
サイクル）

粒子 ･流体プロセス
部会　技術賞

下水汚泥の加圧流動焼却シス
テムの実用化

( 社 ) 化学工
学会

平成24年�
3月 16日
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25
平成
24
年度

西原照雅（水
環境）

土木学会北海道支部
奨励賞

尾根と植生を考慮したダム流
域の積雪包蔵水量の推定の試
み

（社）土木学
会

平成24年�
4月 25日

26
平成
24
年度

梶取真一（寒
地地盤）

平成23年度地盤工
学会北海道支部賞

地震動波形および継続時間が
泥炭地盤上の盛土被害に及ぼ
す影響

（社）地盤工
学会北海道
支部

平成24年�
4月 26日

27
平成
24
年度

村越潤
（CAESAR）

2012 年ブリッジ
エンジニアリングメ
ダル

鋼橋技術の進歩ならびに鋼橋
の発展普及に顕著な貢献の
あったエンジニア

鋼橋技術研
究会

平成24年�
5月

28
平成
24
年度

山越隆雄　他
（火山･土石流)

砂防技術賞
河道閉塞緊急監視のための土
研式投下型水位観測ブイ

( 社 ) 砂防学
会

平成24年�
5月 23日

29
平成
24
年度

吉野弘祐（火
山 ･土石流 )

論文奨励賞
天然ダム越流による侵食と土
砂流出の実態－レーザープロ
ファイラを用いた解析－

( 社 ) 砂防学
会

平成24年�
5月 23日

30
平成
24
年度

今野久志、山
口悟（寒地構
造）

第58回　構造工学
論文賞

重錘落下衝撃荷重を受ける 
1/2 スケール RC 製ロック
シェッド模型に関する数値解
析的検討

( 社 ) 砂防学
会

平成24年�
6月 5日

31
平成
24
年度

稲垣由紀子 ,
佐々木哲也　
他（土質 ･振
動）

地盤工学会賞論文賞
（和文部門）

微生物代謝による液状化対策
に関する動的遠心模型実験

( 社 ) 地盤工
学会

平成24年�
6月 13日

32
平成
24
年度

小野寺康浩（水
利基盤）、佐藤
厚子、冨澤幸
一（寒地地盤）

地盤工学会事業企画
賞

「実務家のための火山灰質土
～特徴と設計 ･施工、被災事
例～」の刊行及び講習会

( 社 ) 地盤工
学会

平成24年�
6月 13日

33
平成
24
年度

魚本健人（理
事長）

土木学会吉田賞
鉄筋コンクリート構造物の製
造、施工、維持管理に係る一
連の先駆的研究

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
6月 14日

34
平成
24
年度

田屋祐樹（河
川生態）

河川技術に関するシ
ンポジウム優秀発表
者賞

河道内樹林における萌芽再生
抑制方法の検討

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
6月 22日

35
平成
24
年度

日下部祐基（防
災地質）

北海道応用地質学研
究会優秀発表者賞

岩石の凍結融解による強度劣
化の推定法と現地観測による
検証

日本応用地
質学会北海
道 支 部 ･ 北
海道応用地
質学研究会

平成24年�
6月 22日

36
平成
24
年度

火山 ･土石流
チーム

国土技術開発賞 土研式投下型水位観測ブイ
国土技術開
発賞選考委
員会

平成24年�
7月 6日

37
平成
24
年度

林田宏（耐寒
材料）

年次論文奨励賞
凍害劣化域の大きさと位置に
着目したRCはり部材の破壊
性状

（社）日本コ
ンクリート
工学会

平成24年�
7月 6日
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38
平成
24
年度

平澤匡介（寒
地交通）

安全の泉賞
2車線道路における緩衝分離
構造の開発

交通工学研
究会

平成24年�
9月 1日

39
平成
24
年度

田屋祐樹（河
川生態）

ELR2012 東 京　
ポスター発表優秀賞

環状剥皮によるヤナギ林伐採
後の萌芽再生抑制効果

応用生態工
学会、日本
緑化工学会、
日本景観生
態学会

平成24年�
9月 9日

40
平成
24
年度

吉田諭司（水
工構造物）

若手優秀講演賞
フィルダムの堤体盛立に伴う
基礎地盤の変形と透水性の変
化

( 社 ) 日本地
下水学会

平成24年�
9月 27日

41
平成
24
年度

坂本博紀（水
工構造物）

優秀論文発表者賞
信頼性設計に基づくロック
フィルダム堤体のすべり安定
性評価に関する基礎的検討

( 社 ) 地盤工
学会

平成24年�
9月 28日

42
平成
24
年度

林田寿文（水
環境保全）

国土技術研究発表会
優秀賞

バイオテレメトリーシステム
を用いた魚類の遡上行動解析

国土交通省
平成24年�
10月 26日

43
平成
24
年度

山木正彦（土
質 ･振動）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

補強土壁の傾斜実験に基づく
限界水平震度に関する一考察

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
11月 10日

44
平成
24
年度

吉田英二
（CAESAR）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

打継目を有する鉄筋コンク
リート床版の輪荷重走行試験

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
11月 10日

45
平成
24
年度

中尾尚史
（CAESAR）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

橋梁の上部構造への津波作用
に及ぼす床版の張出し部の影
響に関する水路実験

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
11月 10日

46
平成
24
年度

中島道浩
（CAESAR）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

軸方向ひび割れの発生したプ
レストレストコンクリート橋
の調査（その2）

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
11月 10日

47
平成
24
年度

山口悟（寒地
構造）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

性能照査型設計を目指した既
設ロックシェッドの緩衝材実
態調査結果について

（社）土木学
会

平成24年�
11月 10日

48
平成
24
年度

橋本聖（寒地
地盤）

第67回年次学術講
演会優秀講演者賞

浮き型式改良地盤の合理的な
形状について

( 社 ) 土木学
会

平成24年�
11月 10日

49
平成
24
年度

中島進（土質 ･
振動）

JC-IGS 論文奨励賞

分割型壁面のジオテキスタイ
ル補強土壁に関する動的遠心
模型実験（その 2 地震時挙
動と変形特性）

国際ジオシ
ンセティッ
ク ス 学 会
（IGS）日本
支部

平成24年�
11月 28日

50
平成
24
年度

榎本忠夫（土
質 ･振動）

JC-IGS 論文奨励賞

分割型壁面のジオテキスタイ
ル補強土壁に関する動的遠心
模型実験（その２ 地震時挙
動と変形特性）

国際ジオシ
ンセティッ
ク ス 学 会
（IGS）日本
支部

平成24年�
11月 28日
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51
平成
24
年度

桜井健介　他
（リサイクル）

B e s t  P o s t e r 
Award

A  c o m p a r i s o n  o f 
enhanced natural organic 
mat te r  r emova l  and 
disinfection byproduct 
reduction by different ion-
exchange resins

O r g a n i z i n g 
committee of 
the 4th IWA 
Asia-Pacif ic 
Young Water 
Professionals 
Conference

平成 24年�
12月 9日

52
平成
24
年度

建部祐哉　他
（ICHARM）

SAT テクノロジー
ショーケース　ベス
ト研究交流賞

世界の大洪水を監視 ･予測す
る技術

( 財 ) 茨城県
科学技術振
興財団

平成25年�
1月 22日

53
平成
24
年度

松田泰明（地
域景観ユニッ
ト）

土木学会景観デザイ
ン研究発表会優秀ポ
スター賞

「郊外部の電線電柱類の景観
対策における課題と効果的な
対策手法に関する一考察」

（社）土木学
会

平成25年�
3月

54
平成
24
年度

岡本誠一郎　
他（リサイク
ル）

化学工学会技術賞
下水汚泥の加圧流動焼却シス
テムの実用化

( 社 ) 化学工
学会

平成25年�
3月 18日

55
平成
24
年度

百武壮（新材
料）

JXエネルギーｰ優秀
研究賞

ひずみを可視化するオパール
薄膜

早 大 -JX エ
ネルギーｰ組
織連携運営
委員会

平成25年�
3月 19日

56
平成
25
年度

佐山敬洋
（ICHARM)

平成 25年度科学技
術分野の文部科学大
臣表彰受賞（若手科
学技術者賞）

世界の大洪水を対象にした降
雨流出氾濫予測に関する研究

文部科学省
平成25年�
4月 16日

57
平成
25
年度

角間恒（寒地
構造）

平成24年度土木学
会北海道支部奨励賞

FEMによる床版防水層の応
力性状に関する検討

（公社）土木
学会北海道
支部

平成25年�
4月 24日

58
平成
25
年度

寒地交通
平成24年度土木学
会北海道支部技術賞

ワイヤーロープ式防護柵の開
発と導入

（公社）土木
学会北海道
支部

平成25年�
4月 24日

59
平成
25
年度

小堀俊秀（水
工構造物 )

平成 24年度ダム工
学会論文賞

フィルダム外部変形計測への
GPS自動変位計測システム
の適用に関する研究

（一社）ダム
工学会

平成25年�
5月 16日

60
平成
25
年度

村越潤　他
（CAESAR）

第59回構造工学シ
ンポジウム論文賞

既設鋼床版の SFRC 舗装に
よる応力低減効果と破壊性状
に関する検討

日本学術会
議　土木工
学 ･ 建 築 学
委員会，（公
社）土木学
会，（一社）
日本建築学
会主催

平成25年�
6月 6日

61
平成
25
年度

鈴木穣、津森
ジュン　他（水
質 )

平成24年度技術賞
深層酸素供給装置を用いたダ
ム ･湖沼深層水への酸素供給
技術

（公社）日本
水環境学会

平成25年�
6月 10日
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62
平成
25
年度

寒地地盤
平成24年度地盤工
学会賞（技術業績賞）

泥炭性軟弱地盤における土構
造物の調査 ･設計 ･施工法の
体系化－泥炭性軟弱地盤対策
工マニュアルの編集とその普
及－

（公社）地盤
工学会

平成25年�
6月 13日

63
平成
25
年度

堀内智司（舗
装 )

平成 24年度土木学
会論文賞

コンクリート舗装における路
盤厚設計曲線の信頼性に関す
る検討

（公社）土木
学会

平成25年�
6月 14日

64
平成
25
年度

對馬育夫　他
（水質 )

WET Excel lent 
Research Award

Nitrous Oxide emitted 
f r o m  w a s t e w a t e r 
treatment processes and 
river water

( 公社 ) 日本
水環境学会

平成25年�
6月 16日

65
平成
25
年度

耐寒材料
平成24年度全建賞
（調査研究等部門）

表面含浸工法によるコンク
リートの耐久性向上技術

（一社）全日
本建設技術
協会

平成25年�
6月 28日

66
平成
25
年度

施工技術 国土技術開発賞 ALiCC工法
国土技術開
発賞選考委
員会

平成25年�
7月 5日

67
平成
25
年度

ICHARM
国土技術開発賞 優
秀賞

降雨流出氾濫モデル（RRI モ
デル）

国土技術開
発賞選考委
員会

平成25年�
7月 5日

68
平成
25
年度

遠藤裕丈（耐
寒材料）

第35回コンクリー
ト工学講演会年次論
文奨励賞

寒冷環境下での塩化物イオン
浸透予測技術に関する基礎的
研究

（公社）日本
コンクリー
ト工学会

平成25年�
7月 11日

69
平成
25
年度

上米良秀行
（ICHARM）

ベトナム天然資源環
境大臣表彰

ベトナム天然資源環境省傘下
の水文気象局との地上雨量観
測、レーダー・アメダス型雨
量観測等に関する共同研究を
通じた同国の水文気象学の発
展に対する貢献

ベトナム天
然資源環境
省

平成25年�
8月 16日

70
平成
25
年度

川村里実（寒
地河川）

第12回国際河川土
砂シンポジウム優秀
論文賞

Numerical experiments 
o n  c h a r a c t e r i s t i c s 
o f  b r a i d e d  s t r e ams 
observed in Satsunai 
River( 札内川における網状
流路の特性に関する数値実
験 )

ISRS事務局
平成25年�
9月 5日

71
平成
25
年度

小野田幸生（自
然共生研究セ
ンター）

日本陸水学会第78
回大会優秀ポスター
賞

土砂堆積による河床の表面構
造の変化が魚類の空間利用に
及ぼす影響

日本陸水学
会

平成25年�
9月 12日

72
平成
25
年度

秋山一弥（雪
崩 ･地すべり
研究センター )

2013 年度日本雪
氷学会論文賞

Video and seismometer 
o b s e r v a t i o n s 
o f  a v a l a n c h e 
characteristics in a warm 
snowy district

（公社）日本
雪氷学会

平成25年�
9月 19日
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73
平成
25
年度

森照貴（自然
共生研究セン
ター）

応用生態工学会第
17回大阪大会　最
優秀口頭発表賞

河川性底生動物が持つ生態系
サービス：藻類食者がシルト
の堆積した付着藻類に及ぼす
影響

応用生態工
学会

平成25年�
9月 21日

74
平成
25
年度

永山滋也（自
然共生研究セ
ンター）

応用生態工学会第
17回大阪大会　優
秀口頭発表賞

イシガイ類をモデルとした氾
濫原再生適正地の抽出手法の
開発

応用生態工
学会

平成25年�
9月 21日

75
平成
25
年度

渡辺友美（自
然共生研究セ
ンター）

応用生態工学会第
17回大阪大会　優
秀ポスター研究発表
賞

国内展示施設における生物多
様性展示の現状

応用生態工
学会

平成25年�
9月 21日

76
平成
25
年度

宮川幸雄（自
然共生研究セ
ンター）

応用生態工学会第
17回大阪大会　優
秀ポスター研究発表
賞

濁水に含まれる無機物の堆積
が付着藻類の一次生産性に及
ぼす影響

応用生態工
学会

平成25年�
9月 21日

77
平成
25
年度

古檜山雅之、
鵜木啓二、中
村和正（水利
基盤）

農業農村工学会北海
道支部第12回支部
賞（平成25年）

地下灌漑の可能な大区画圃場
における水管理と地域の配水
管理に関する研究

（公社）農業
農村工学会
北海道支部

平成25年�
10月 18日

78
平成
25
年度

中村英佑（基
礎材料）

優秀講演賞
混和材を用いたコンクリート
の収縮とクリープに関する実
験的研究

（公社）プレ
ストレスト
コンクリー
ト工学会

平成25年�
10月 25日

79
平成
25
年度

青柳聖
（CAESAR）

第22回プレストレ
ストコンクリートの
発展に関するシンポ
ジウム　優秀講演賞

橋軸方向ひび割れが生じたプ
レストレストコンクリート撤
去橋の載荷試験

（公社）プレ
ストレスト
コンクリー
ト工学会

平成25年�
10月 25日

80
平成
25
年度

石原雅規（土
質 ･振動）

第68回年次学術講
演会優秀講演者賞

不来内排水樋管周辺堤防の漏
水に及ぼす函体周りの空洞の
影響

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日

81
平成
25
年度

河田皓介（ト
ンネル）

平成25年土木学会
第68回年次学術講
演会優秀講演者

外力対策を考慮したトンネル
覆工の挙動に関する実験的考
察

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日

82
平成
25
年度

大石哲也（自
然共生研究セ
ンター）

第68回年次学術講
演会優秀講演者賞

生物生息場に配慮した中小河
川における最小川幅設定につ
いての一考察

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日

83
平成
25
年度

阿部孝章（寒
地河川）

第68回年次学術講
演会優秀講演者

河川津波による漂流氷板の平
面的挙動に関する水理実験

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日
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84
平成
25
年度

澤田守
（CAESAR）

平成25年土木学会
第68回年次学術講
演会優秀講演者

高力ﾎﾞﾙﾄ摩擦接合継手におけ
る接合面の塗装条件が長期的
な継手性能に与える影響の検
討

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日

85
平成
25
年度

河野哲也
（CAESAR）

平成25年土木学会
第68回年次学術講
演会優秀講演者

推定精度を向上した杭の軸方
向ばね定数の提案

（公社）土木
学会

平成25年�
11月 11日

86
平成
25
年度

村越潤　他
（CAESAR）

日本鋼構造協会論文
賞

鋼床版デッキプレート進展き
裂に対するデッキプレート増
厚の効果に関する検討

（一社）日本
鋼構造協会

平成25年�
11月 14日

87
平成
25
年度

河野哲也
（CAESAR）

第48回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

地盤の圧密沈下によって斜杭
に作用する荷重の地震時の評
価に関する研究

( 公社 ) 地盤
工学会

平成25年�
11月 29日

88
平成
25
年度

脇中康太（土
質 ･振動 )

第 48回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

東日本大震災における堤体の
液状化による河川堤防の被害
事例解析

( 公社 ) 地盤
工学会

平成25年�
11月 29日

89
平成
25
年度

藤田智弘（施
工技術）

第48回地盤工学研
究発表会優秀論文発
表者賞

実大ジオグリッド補強土壁の
実地震時の挙動

( 公社 ) 地盤
工学会

平成25年�
11月 29日

90
平成
25
年度

平澤匡介（寒
地交通）

第30回日本道路会
議優秀論文

2車線道路におけるワイヤー
ロープ式防護柵の開発と実用
化

（公社）日本
道路協会

平成25年�
12月 5日

91
平成
25
年度

新田弘之、新
井田良一　他
（新材料 )

第 30回日本道路会
議 優秀論文賞【建
設 ･施工技術（舗装）
部門】

道路補修作業の負荷軽減を目
的とした軽量型常温合材の開
発

( 公社 ) 日本
道路協会

平成25年�
12月 5日

92
平成
25
年度

川上篤史、久
保和幸　他（舗
装 )

第 30回日本道路会
議　優秀論文賞【建
設 ･施工技術（舗装）
部門】

自動車走行燃費の向上に寄与
するタイヤ／路面転がり抵抗
の小さなアスファルト舗装技
術の開発

( 公社 ) 日本
道路協会

平成25年�
12月 5日

93
平成
25
年度

川上篤史、寺
田剛、久保和
幸（舗装 )

第 30回日本道路会
議　優秀論文賞【建
設 ･施工技術（舗装）
部門】

低燃費舗装の要求性能に関す
る検討

( 公社 ) 日本
道路協会

平成25年�
12月 5日

94
平成
25
年度

青池邦夫、稲
崎富士　他（地
質 ･地盤研究
グループ )

第 30回日本道路会
議　優秀論文賞【道
路管理 ･修繕 ･更新
部門】

路面下空洞探査における解析
技術の客観化と高精度化

( 公社 ) 日本
道路協会

平成25年�
12月 5日

95
平成
25
年度

日下敦、砂金
伸治、真下英
人、(トンネル )

第 30回日本道路会
議　優秀論文賞【建
設 ･施工技術（トン
ネル）部門】

外力性変状が発生したトンネ
ルの補強後の全体耐力に関す
る要素的数値解析

( 公社 ) 日本
道路協会

平成25年�
12月 5日
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96
平成
25
年度

兵庫利勇、松
田泰明、岩田
圭佑（地域景
観）

第 9 回景観 ･ デザ
イン研究発表会優秀
ポスター賞

北海道の郊外部道路における
シークエンス景観の印象評価
に関する一考察

（公社）土木
学会

平成25年�
12月 15日

97
平成
25
年度

百武壮 (新材
料 )

ベスト・プレゼン
テーション表彰　ベ
スト研究交流賞

色の変化で危険を知らせる構
造物の劣化検出ｾﾝｻ

つくばサイ
エンスアカ
デミー

平成26年�
1月 24日

98
平成
25
年度

河野哲也、中
谷昌一　他
（CAESAR)

論文賞
実環境下での長期暴露試験に
基づくフーチングのASR劣
化状況の評価

( 公社 ) 日本
材料学会

平成26年�
3月

99
平成
26
年度

阿部孝章 (寒
地河川 )

土木学会北海道支部
平成25年度年次技
術研究発表会奨励賞

氷板群を伴う河川津波が治水
施設に及ぼす影響に関する研
究

( 社 ) 土木学
会北海道支
部

平成26年�
4月 24日

100
平成
26
年度

池田慎二（雪
崩 ･地すべり
研究センター )

雪氷奨励賞
フィルド観測を主体とした雪
崩に関する積雪の研究

( 公社 ) 日本
雪氷学会北
信越支部

平成26年�
5月 17日

101
平成
26
年度

渡辺博志（基
礎材料 )

平成 25年度プレス
トレストコンクリー
ト工学会賞論文部門

塩害暴露試験によるコンク
リートの塩分浸透性の評価

( 公社 ) プレ
ストレスト
コンクリー
ト工学

平成26年�
5月 21日

102
平成
26
年度

稲崎富士（地
質 ･地盤 )

物理探査学会賞事例
研究賞

液状化被災地における物理探
査および地質学的総合調査 :
千葉県幕張海浜公園での浅部
地盤探査例

( 公財 ) 物理
探査学会

平成26年�
5月 29日

103
平成
26
年度

西口幸希（火
山 ･土石流 )

論文奨励賞

細粒土砂の挙動に着目した大
規模土石流の流下過程に関す
る数値シミュレーション深層
崩壊に起因する土石流への適
用―

( 公社 ) 砂防
学会

平成26年�
5月 29日

104
平成
26
年度

松澤真（火山 ･
土石流 )

若手優秀発表賞
2013 年山口 ･ 島根豪雨災
害により発生した表層崩壊の
地質 ･地形的特徴

( 公社 ) 砂防
学会

平成26年�
6月 1日

105
平成
26
年度

桂真也（雪崩 ･
地すべり研究
センター )

若手優秀発表賞
到達距離の長い融雪地すべり
の発生箇所の地形的特徴

( 公社 ) 砂防
学会

平成26年�
6月 1日

106
平成
26
年度

藤本明宏（寒
地交通 )

学術賞
路面すべり摩擦係数による凍
結防止剤の適正化に関する研
究

日本雪工学
会

平成26年�
6月 2日

107
平成
26
年度

田頭直樹（河
川生態 )

2014 年河川技術
に関するシンポジウ
ム優秀発表者賞

植物群落と物理環境を基準と
した景観区分とその遷移過程
- セグメント2河道を対象と
して -

( 公社 ) 土木
学会河川部
会

平成26年�
6月 2日

108
平成
26
年度

脇坂安彦　他 論文賞
地すべりの移動体を特徴づけ
る破砕岩 - 四万十帯の地すべ
りを例として -

( 一社 ) 日本
応用地質学
会

平成26年�
6月 6日
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109
平成
26
年度

村越潤　他�
（CAESAR)

土木学会田中賞 ( 論
文部門 )

ブレード進展き裂を有する鋼
床版に対する SFRC 舗装の
対策効果に関する検討

( 公社 ) 土木
学会

平成26年�
6月 13日

110
平成
26
年度

傳田正利（河
川生態 )

平成 25 年度 土木
学会環境賞 I グルー
プ

五ヶ瀬川水系の総合研究 - 河
川環境の維持 ･管理 ･再生に
ついて

( 公社 ) 土木
学会

平成26年�
6月 13日

111
平成
26
年度

佐山敬洋、建
部祐哉、藤岡
奨、牛山朋
來、萬矢敦
啓、田中茂信
（ICHARM)

土木学会論文賞
2011 年タイ洪水を対象に
した緊急対応の降雨流出氾濫
予測

( 公社 ) 土木
学会

平成26年�
6月 13日

112
平成
26
年度

真野浩行（水
質 )

平成 26年度若手研
究発表賞

PRTR 情報等を活用した下
水処理水中に含まれる化学物
質の環境ﾘｽｸ初期評価

( 公社 ) 日本
下水道協会

平成26年�
6月 25日

113
平成
26
年度

安井宣仁（リ
サイクル )

奨励論文賞
津波被災下水処理場の段階的
復旧対策技術による水質改善
効果

( 公社 ) 日本
下水道協会

平成26年�
6月 25日

114
平成
26
年度

寒地土木研究
所（寒地機械
技術 )

平成 25年度全建賞
(調査研究等部門 )

ロータリ除雪車対応型アタッ
チメント式路面清掃装置

( 一社 ) 全日
本建設技術
協会

平成26年�
6月 27日

115
平成
26
年度

武田文彦（水
質 )

WET Excel lent 
P r e s e n t a t i o n 
Award

In i t ia l  Env i ronmenta l 
R i s k  A s s e s s m e n t 
o f  J a p a n e s e  P R TR 
Substances in Treated 
Wastewater

( 公社 ) 日本
水環境学会

平成26年�
6月 29日

116
平成
26
年度

角間恒（寒地
構造 )

第 60会構造工学シ
ンポジウム論文賞

FRP を用いた道路橋歩道拡
幅構造の耐荷性能に関する研
究

( 公社 ) 土木
学会構造工
学委員会構
造工学論文
集編集小委
員会

平成26年�
7月 1日

117
平成
26
年度

トンネル
第16回国土技術開
発賞

部分薄肉化PCL工法
国土技術開
発賞選考委
員会

平成26年�
7月 30日

118
平成
26
年度

ICHARM
第 16回国土技術開
発賞

ADCP を用いた河川の流量
･土砂同時観測手法

国土技術開
発賞選考委
員会

平成26年�
7月 30日

119
平成
26
年度

伊東靖彦（雪
氷 )

支部賞 ( 学術賞 )
雪崩及び吹雪に関する一連の
研究

日本雪工学
会上信越支
部

平成26年�
8月 8日
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120
平成
26
年度

西井綾子（地
すべり )

若手ポスター賞
斜面変形プロセス研究への宇
宙線生成核種年代測定の応用

第 53 回 研
究発表会及
び現地見学
会実行委員
会 (( 公 社 )
日本地すべ
り学会 )

平成26年�
8月 21日

121
平成
26
年度

中山博敬（資
源保全 )

2014 年度農業施
設学会論文賞

バイオガスプラントにおける
ガス利用方式の違いが運転時
のエネルギーｰ収支に及ぼす
影響

( 社 ) 農業施
設学会

平成26年�
8月 28日

122
平成
26
年度

原田守啓（自
然共生研究セ
ンター )

最優秀口頭発表賞
揖斐川高水敷掘削後の微地形
形成とヤナギ類の定着

応用生態工
学会

平成26年�
9月 20日

123
平成
26
年度

飛田大輔（寒
地河川 )

学術発表優秀賞
千代田実験水路における根固
ﾌﾞロックを用いた破堤拡張抑
制工実験

日本自然災
害学会

平成26年�
9月 24日

124
平成
26
年度

角間恒（寒地
構造 )

優秀研究賞
FRP を用いた床版拡幅構造
の開発研究

( 一財 ) 災害
科学研究所

平成26年�
10月 15日

125
平成
26
年度

林宏親（寒地
地盤 )

Best Presenter 
Award( 最優秀発表
賞 )

A  F u l l - s c a l e  T e s t 
Construction of Vacuum 
P r e l o a d i n g  i n  P e a t 
Ground( 泥炭地盤における
真空圧密の実物大試験施工 )

Soft Soils 
2014 実行
委員会

平成26年�
10月 22日

126
平成
26
年度

石神暁郎（水
利基盤 )

平成 26年度農業農
村工学会北海道支部
賞

超音波伝播速度の測定による
コンクリート開水路の凍害診
断

( 公社 ) 農業
農村工学会

平成26年�
10月 29日

127
平成
26
年度

安井宣仁（リ
サイクル )

第 51 回下水道研
究発表会 口頭発表
セッション最優秀賞

下水再生水利用時におけるノ
ロウィルスを対象とした定量
的微生物評価

( 公社 ) 日本
下水道協会

平成26年�
10月 31日

128
平成
26
年度

村岡敬子（河
川生態 )

平成 26年度国土交
通省国土技術研究会 
最優秀賞

河川環境調査への遺伝情報の
活用

国土交通省
平成26年�
11月 6日

129
平成
26
年度

山木正彦（寒
地地盤 )

優秀論文発表者賞
泥炭のせん断剛性に及ぼす繰
返しせん断履歴の影響

( 公社 ) 地盤
工学会

平成26年�
11月 28日

130
平成
26
年度

日下敦（トン
ネル )

第 49回地盤工学研
究発表会 優秀論文
発表者賞

外力が作用する山岳トンネル
における覆工背面空洞裏込め
注入材の剛性の影響に関する
一考察

( 公社 ) 地盤
工学会

平成26年�
11月 28日

131
平成
26
年度

篠原聖二
（CAESAR)

第 49回地盤工学研
究発表会 優秀論文
発表者賞

背面盛土の違いが橋台及び杭
基礎の地震時挙動に与える影
響

( 公社 ) 地盤
工学会

平成26年�
11月 28日
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　 年度 受賞者 表彰名 業績 ･論文名 表彰機関 受賞年月日

132
平成
26
年度

岩田圭佑（地
域景観 )

優秀ポスター賞
無電柱化事業の課題と今後の
技術開発について

( 公社 ) 土木
学会 景観 ･
デザイン委
員会

平成26年�
12月 7日

133
平成
26
年度

井谷雅司（寒
地道路保全 )

優秀講演者表彰

ダイヤモンドグライディング
工法によるトンネル内コンク
リート舗装の路面摩擦改善に
関する試験施工報告

( 公社 ) 土木
学会

平成26年�
12月

134
平成
26
年度

櫻庭浩樹（新
材料 )

｢第 5 回 FRP 複合
構造 ･橋梁に関する
シンポジウム｣ にお
ける優秀講演者

GFRP 角パイプ引抜形成材
の力学特性に関する研究

( 公社 ) 土木
学会 複合構
造委員会

平成26年�
12月 19日

135
平成
26
年度

西井綾子（地
すべり )

信州フィ－ルド科学
賞

山岳域における大規模崩壊の
斜面変形プロセス関する研究

信州大学信
州山の環境
研 究 セ ン
ター

平成26年�
12月 21日

136
平成
26
年度

石村利明（ト
ンネル）

第20回地下空間シ
ンポジウム講演奨励
賞

道路トンネルの点検結果に基
づく変状実態に関する一考察

( 公社 ) 土木
学会

平成27年�
1月 23日

137
平成
26
年度

冨澤幸一（寒
地地盤 )

第 59回地盤工学シ
ンポジウム優秀講演
賞

既設杭の軟弱地盤および液状
化地盤における耐震補強技術

（公社）地盤
工学会

平成27年�
1月 26日

138
平成
27
年度

上野千草（寒
地道路保全）

土木学会北海道支部
平成26年度年次技
術研究発表会奨励賞

北海道における既設コンク
リート舗装の現状

（公社）土木
学会北海道
支部

平成27年�
5月 14日

139
平成
27
年度

金銅将史、加
嶋武志、小堀
俊秀（水工構
造物）�
山口嘉一（地
質研究監）

ダム工学会論文賞
地震動が重力式コンクリート
ダム横継目の止水機能に及ぼ
す影響

（公社）ダム
工学会

平成27年�
6月 11日

140
平成
27
年度

先端材料資
源研究セン
ター　他
（iMaRRC）

平 成 26 年 度　 土
木学会環境賞　I グ
ループ

産業副産物である高炉スラグ
を極限まで結合材に使用した
環境配慮コンクリートの開発

（公社）土木
学会

平成27年�
6月 12日

141
平成
27
年度

佐藤弘行、下
山顕治、吉田
諭司（水工構
造物）�
山口嘉一（地
質研究監）

ダム工学会論文賞
岩手・宮城内陸地震における
胆沢ダムの沈下量の再現解析

（公社）ダム
工学会

平成27年�
6月 16日

142
平成
27
年度

川村里美（寒
地河川）

河川技術に関するシ
ンポジウム優秀発表
者賞

流路の固定化が進行した河道
における効率的な旧流路回復
手法に関する検討

（公社）土木
学会

平成27年�
6月 18日
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143
平成
27
年度

清水武志、泉
山寛明、藤村
直樹、瀬戸秀
治、石塚忠範
（火山・土石流）�
青池邦夫、稲
崎富士（地質・
地盤研究グ
ループ）

平成27年度（公社）
砂防学会定時総会並
びに研究発表会　若
手優秀発表

地中レーダ探査を適用した土
石流による砂防堰堤の損傷に
伴うひび割れ分布調査（速報）

（公社）砂防
学会

平成27年�
6月 23日

144
平成
27
年度

中山博敬、石
田哲也、横濱
充宏（資源保
全）

平成27年度資源循
環研究部会賞

バイオガスプラントで利用す
る副原料の運搬距離がエネル
ギー収支に及ぼす影響

（公社）農業
農村工学会
資源循環研
究部会

平成27年�
7月 8日

145
平成
27
年度

岡本誠一郎（水
質）�
桜井健介
（iMaRRC)

第 41 回 優 秀
環 境 装 置 表 彰�
（装置開発者）

過給式流動焼却システム
（一社）日本
産業機械工
業会

平成27年�
7月 16日

146
平成
27
年度

阿部孝章（寒
地河川）

第18回性能に基づ
く橋梁等の耐震設計
に関するシンポジウ
ム優秀講演賞

氷板群を伴う大規模河川津波
により橋桁で発生するアイス
ジャミングに関する水理実験

（公社）土木
学会

平成27年�
7月 30日

147
平成
27
年度

角間恒（寒地
構造）

第37回コンクリー
ト工学講演会年次論
文奨励賞

超高性能繊維補強コンクリー
トで断面修復したRC部材の
曲げ耐荷性能に関する研究

（公社）日本
コンクリー
ト工学会

平成27年�
7月 30日

148
平成
27
年度

国立研究開発
法人土木研究
所

第 1 7 回 国
土 技 術 開 発 賞�
最優秀賞<<国土交
通大臣賞>>

過給式流動焼却システム

（一財）国土
技術研究セ
ンター・（一
財）沿岸技
術研究セン
ター

平成27年�
7月 30日

149
平成
27
年度

国土交通省国
土技術政策総
合研究所 /土
木研究所

下水道展’15東京�
優秀賞 3小間以下

　
（公社）日本
下水道協会

平成27年�
9月 8日

150
平成
27
年度

高部祐剛
（iMaRRC)

京都大学環境衛生工
学研究会第三十七回
シンポジウム優秀ポ
スター賞

二次処理水を用いた微細藻類
培養の数理モデル化に関する
研究

京都大学環
境衛生工学
研究会

平成27年�
9月 8日

151
平成
27
年度

藤野健一ほか
（先端技術）

第15回建設ロボッ
トシンポジウム　優
秀ポスター賞

無人化施工の新展開

建設ロボッ
ト研究連絡
協議会、大
阪大学

平成27年�
9月 10日

152
平成
27
年度

茂木正晴、西
山章彦、藤野
健一（先端技
術）

第15回建設ロボッ
トシンポジウム　優
秀論文賞

高解像度立体映像による建設
機械の遠隔操作

建設ロボッ
ト研究連絡
協議会、大
阪大学

平成27年�
9月 12日
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153
平成
27
年度

小池俊雄
（ICHARM）

平成２７年度水文・
水資源学会学術賞

DIAS開発、衛星水文観測と
水循環解析モデル等の統合化
の研究及び国際貢献に対して

（一社）水文・
水資源学会

平成27年�
10月 20日

154
平成
27
年度

片桐浩司（河
川生態）

応用生態工学会 第
19回郡山大会

河道内氾濫原における沈水植
物群落の分布と成立条件

応用生態工
学会

平成27年�
10月 21日

155
平成
27
年度

竹内邦良（顧
問）

ユネスコ国際水文学
計画　東南アジア太
平洋地域運営委員会
賞

ユネスコ国際水文学１０年計
画及び国際水文学計画５０周
年を記念して、ユネスコ水文
学計画東南アジア太平洋地域
運営委員会への突出した貢献
と献身に感謝し

ユネスコ国
際水文学計
画　東南ア
ジア太平洋
地域運営委
員会

平成27年�
10月 22日

156
平成
27
年度

竹内邦良（顧
問）

アジア太平洋地域に
おける水管理分野に
おけるユネスコ自然
科学プログラムへの
長期的貢献への感謝
状

特に水マネジメント分野にお
ける、アジア・太平洋地域で
のユネスコ自然科学プログラ
ムへの長年の支援と功績を認
めて

ユネスコ国
際水文学計
画　ジャカ
ルタ事務所

平成27年�
10月 28日

157
平成
27
年度

大久保天、本
村由紀央、中
村和正、小野
寺康浩（水利
基盤）

平成27年度農業農
村工学会北海道支部
賞

大規模地震時における災害対
応の遂行を阻害するリスク源
の特定

（公社）農業
農村工学会
北海道支部

平成27年�
10月 31日

158
平成
27
年度

諏訪守
（iMaRRC）

第 52 回下水道研
究発表会　口頭発表
セッションにおける
優秀発表賞

処理水中のノロウィルス定量
値に及ぼすリアルタイムRT-
PCR法の影響因子

（公社）日本
下水道協会

平成27年�
11月 11日

159
平成
27
年度

岩田圭佑、松
田泰明、小栗
ひとみ（地域
景観ユニット）

2015 年度日本都
市計画学会北海道支
部研究発表会優秀賞

農村・自然域の電線電柱類が
景観に与える影響の評価分析
手法について

（公社）日本
都市計画学
会北海道支
部

平成27年�
10月 31日

160
平成
27
年度

篠原聖二
（CAESAR）

土木学会平成27年
度全国大会第70回
年次学術講演会優秀
講演者

正負交番載荷実験による 3
ヒンジ式プレキャストアーチ
カルバートの地震時限界性能
に関する検討

（公社）土木
学会

平成27年�
11月 11日

161
平成
27
年度

本山健士（水
理）

土木学会平成27年
度全国大会第70回
年次学術講演会優秀
講演者

天然凝集材を用いた効率的な
貯水池濁水処理手法の検討

（公社）土木
学会

平成27年�
11月 11日

162
平成
27
年度

中村英佑
（iMaRRC）

土木学会平成27年
度全国大会第70回
年次学術講演会優秀
講演者

屋外・室内・土中・促進環境
における混和剤を用いたコン
クリート・モルタルの中性化
進行

（公社）土木
学会

平成27年�
11月 11日
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163
平成
27
年度

石村利明（ト
ンネル）

第31回日本道路会
議優秀論文賞

非常時におけるトンネル内の
足下灯の避難誘導効果

( 公社 ) 日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

164
平成
27
年度

櫻庭浩樹
（iMaRRC）

土木学会平成27年
度全国大会第70回
年次学術講演会優秀
講演者

コンクリート補修材料の X
線CTによる内部観察

（公社）土木
学会

平成27年�
12月 7日

165
平成
27
年度

阿部孝章（寒
地河川）

土木学会平成27年
度全国大会第70回
年次学術講演会優秀
講演者

杭構造物の衝突による氷板破
壊に関するMPS法を用いた
数値解析的検討

（公社）土木
学会

平成27年�
12月 7日

166
平成
27
年度

川島（辻本）
陽子、新田弘
之、西崎到
（iMaRRC）

第31回日本道路会
議優秀論文賞

FTIR/ATR によるアスファ
ルト混合物の簡易劣化評価試
験の検討

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

167
平成
27
年度

佐藤賢治（寒
地交通）

第31回日本道路会
議優秀論文賞

新たな非塩化物系凍結防止剤
の利用可能性に関する研究

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

168
平成
27
年度

佐藤信吾（寒
地機械技術）

第31回日本道路会
議優秀論文賞

レーザースキャナを用いた冬
期道路幅員の計測手法

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

169
平成
27
年度

三浦豪（寒地
機械技術）

第31回日本道路会
議優秀論文賞

積雪寒冷地における歩道雪氷
の処理技術

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

170
平成
27
年度

野々村佳哲（耐
寒材料）

第31回日本道路会
議奨励賞

連続繊維シートを下面接着し
た橋梁床版の施工後調査

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

171
平成
27
年度

笠間聡（地域
景観ユニット）

第31回日本道路会
議奨励賞

景観形成の取り組みの効果に
関する評価手法について

（公社）日本
道路協会

平成27年�
12月 7日

172
平成
27
年度

田辺晶規、
七澤利明、
河野哲也
（CAESAR)

第 44回岩盤力学に
関するシンポジウム

優秀講演論文賞　「岩盤を支
持層とする杭の先端極限支持
力度の評価」

（公社）土木
学会　岩盤
力学委員会

平成28年�
1月 9日

173
平成
27
年度

森本智（トン
ネル）

第25回トンネル工
学研究発表会優秀講
演賞

シールドトンネルにおける変
状発生メカニズムに関する研
究

( 公社 ) 土木
学会トンネ
ル工学委員
会

平成28年�
1月 26日

174
平成
27
年度

櫻庭浩
樹、西崎到
（iMaRRC)�
宇佐美惣、
石田雅博
（CAESAR）

「第11回 複合・合
成構造の活用に関す
るシンポジウム」優
秀講演者

GFRP を接合したブライン
ドリベットの引抜挙動に関す
る検討

（公社）土木
学会

平成28年�
1月 28日
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　 年度 受賞者 表彰名 業績 ･論文名 表彰機関 受賞年月日

175
平成
27
年度

南雲直子
（ICHARM）

2015 年地域安全
学会秋季研究発表会
優秀発表賞

平成 27 年 9 月に茨城県常
総市で発生した洪水氾濫の地
理的特徴

（一社）地域
安全学会

平成28年�
1月 28日

176
平成
27
年度

大原美保、
南雲直子、
BadriBhakta 
SHRESTHA、
澤野久弥
（ICHARM）

2015 年地域安全
学会年間優秀論文賞

地域データの乏しいアジアの
洪水常襲地帯における簡便な
洪水リスク評価手法に関する
研究―フィリピン共和国パン
パンガ川流域を対象として―

（一社）地域
安全学会

平成28年�
2月 4日

177
平成
27
年度

川上篤史（舗
装）

SAT テ ク ノ ロ
ジーショーケース
2016「ベスト産業
実用化賞」

低燃費舗装

（一財）茨城
県科学技術
振興財団つ
くばサイエ
ンス・アカ
デミー

平成28年�
2月 4日
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中長期目標の達成状況
　論文については、研究成果を論文としてとりまとめ、学会等に発表するほか、中長期計画期間内に
おいて査読付論文 1,421 件を国内外の学会誌、論文集、その他専門技術雑誌への積極的な投稿を行う
等、研究成果の周知 ･ 普及を図った。その結果、文部科学大臣表彰や地盤工学会賞など数多くの論文
賞、業績賞等を受賞した。
　以上により、中長期目標を達成した。
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ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

中期目標
　（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の基盤的な研究開発等を通じて得られた重要な成果
については、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易に活用しうる形態に
よりとりまとめること。
　また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、
成果発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発信を行い、外部からの
評価を積極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化やインターネットの活用により研究
開発の状況、成果を広く提供すること。

中期計画
　プロジェクト研究をはじめとする重要な研究については、公開の成果発表会の開催、メディアへの
発表を通じ、積極的に技術者のみならず国民向けの情報発信を行う。また、研究所の研究成果発表
会、講演会等を開催し、内容を充実させ、国民との対話を促進する。さらに研究開発の状況、成果を
中期目標期間内のできる限り早期にインターネットの活用等により電子情報として広く提供する。イ
ンターネットによる図書検索・論文検索システム及びレファレンスサービスを充実することにより一
層の利便性向上を図る。
　特に、積雪寒冷に適応した社会資本整備に係わる研究開発成果については、その他の活用可能な地
域に対する普及のための活動を積極的に実施する。
　また、一般市民を対象とした研究施設の一般公開をつくばと札幌においてそれぞれ年１回実施する
とともに、その他の構外施設等についても随時一般市民に公開するよう努める。
　研究開発された新たな工法や設計法、調査法、装置、材料等については、毎年度、技術の内容等を
検討し、適用の効果や普及の見通し等が高いと認められるものを、重点的に普及を図るべき技術とし
て選定するとともに、効果的な普及方策を立案して戦略的に普及活動を展開する。

■中長期目標達成の考え方
　刊行物やホームページ、講演会、技術情報の提供 ･ 共有、見学会や講演会による技術移転、一般市民を対
象とするイベント等の催事開催、メディアへの情報発信を通じて、研究成果の周知や研究所に対する理解が
得られるよう取り組むこととした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。
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講演会の来場者数

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

講演会の来場者数（名） 1,179 1,254 1,137 1,235 1,752

　土木研究所講演会 357 493 359 516 504

　寒地土木研究所講演会 337 332 290 299 253

　CAESAR講演会 485 429 488 420 450

　iMaRRC設立記念講演会 - - - - 170

　「海洋暴露試験30年の
　研究成果」合同報告会

- - - - 375

（参考）�東日本大震災の報告会
等

1,476 516 459 - -

一般公開開催数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

一般公開開催数（回） 4 5 5 5 5 24

科学技術週間一般公開 - 1 1 1 1 4

千島桜一般公開 1 1 1 1 1 5

国土交通Day 一般公開 1 1 1 1 1 5

つくばちびっ子博士 1 1 1 1 1 5

「土木の日」一般公開 1 1 1 1 1 5
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■中長期目標期間の取り組み
1.  メディア等を通じた情報発信
1.1　ホームページを利用した研究成果の公表
1.1.1　土木研究所資料等の刊行物の公表
　土木研究所の研究成果の周知 ･ 普及を目的として、土木研究所資料をはじめとする刊行物をホームページ
上で電子データベース化し全文を公開するとともに、主要な研究課題である重点プロジェクト研究および戦
略研究については重点プロジェクト研究報告書としてホームページ上で公開した。さらに、重点プロジェク
ト研究および戦略研究を除く終了した研究課題についても、土木研究所成果報告書としてホームページ上で
公開した。

表－ 1.3.14　土木研究所成果報告書等

刊行物の名称 概要
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

土木研究所資料

土木研究所が実施した研究の成果普及 ･
データの蓄積を目的として、調査、研究の
成果を総合的にとりまとめて、土木研究所
資料を発刊するとともにホームページ上で
公開した。

21 22 19 21 24 107

共同研究報告書

土木研究所が実施した共同研究の成果普及
を目的として、共同研究の成果を総合的に
とりまとめて、共同研究報告書を発刊する
とともにホームページ上で公開した。

12 10 5 6 13 46

重点プロジェク
ト研究報告書※

重点プロジェクト研究の研究成果の普及を
目的として、プロジェクト研究（重点プロ
ジェクト）と重点研究（戦略研究）につい
て、研究成果をとりまとめホームページで
公開した。

16
71

14
55

16
58

16
57

16
71

78
312

土木研究所成果
報告書

終了した研究課題の成果普及を目的とし
て、前年度に終了した重点プロジェクト研
究および戦略研究を除く研究課題につい
て、その研究成果をとりまとめてホーム
ページで公開した。

53 28 22 36 41 180

寒地土木研究所
月報

北海道の開発の推進に資することおよび寒
地土木研究所に対する理解を深めてもらう
ことなどを目的として、寒地土木研究所の
研究成果や研究活動等を紹介するものであ
り、発刊するとともに、ホームページにも
掲載した。

14 13 13 13 13 66
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1.1.2　ホームページ上での情報発信
○土研 Web マガジンの発信
　Web マガジンは、土木研究所の研究成果や活動を広く一般向けにアピールする広報活動の一環として、
平成 19 年 10 月から日英 2 言語の記事をホームページ上で発行している。
○北の道リサーチニュースの発信
　平成 15 年 10 月に発行を開始した「北の道リサーチニュース」は、寒地道路技術の情報発信基地を目指し
て、行政や民間企業、大学等の専門技術者等へ研究 ･ 調査成果等の最新情報を毎月提供するメールニュース
で、325 箇所に配信し、関連する会議、セミナー等の案内等も含め道内、国内、海外の話題を幅広く情報発
信している。
　また、平成 16 年 1 月に北海道の道東地方を襲った豪雪の教訓等を踏まえ、吹雪 ･ 雪崩 ･ 路面管理等の道
路雪氷対策に関わる技術者、研究者等が連携 ･ 協力して、技術レベルの向上と問題解決型の技術開発が推進
できるよう「道路雪氷メーリングリスト」を開設した。
○寒地土木技術情報センターからの情報発信
　寒地土木研究所では内外の研究者や技術者に対して寒地土木技術の研究情報ステーションとしての役割を
果たすために、寒地土木技術に関する研究情報の提供、管理等を行う機関として寒地土木技術情報センター
を所内に設置している。これらの蔵書や発表論文に関する情報等はインターネットで公開をしている。
○その他の情報発信
　土木研究所の刊行物として「雪崩 ･ 地すべり研究センターたより」、「ICHARM NEWSLETTER」および

「CAESAR NEWSLETTER」、及び「iMaRRC NewsLetter」（平成 27 年度発刊）を刊行した。また、「土木
技術資料」（（一財）土木研究センター発行、月刊誌）の監修を行い、土木研究所が執筆者になっている報文
が掲載された。

表－ 1.3.15　土木研究所刊行物

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

WEBマガジン
（発行回数）

5回
（22～26号）

5回
（27～31号）

4回
（32～35号）

4回
（36～39号）

4回
（40～43号）

道路雪氷メーリングリスト
（登録者数）

220名 214名 337名 362名 210名

寒地土木技術情報センター
（論文アクセス件数）

16,208件 17,415件 16,505件 13,364件 8,936件

雪崩 ･地すべり研究センター
たより（発行回数）

4回
（56～59号）

4回
（60～63号）

3回
（65～67号）

3回
（68～ 70号

3回
（71～73回）

ICHARM NEWSLETTER
（発行回数）

4回
（20～23号）

4回
（24～27号）

4回
（28～31号）

4回
（32～35号）

4回
（36～39回）

CAESAR NEWSLETTER
（発行回数）

3回
（3～5号）

3回
（6～8号）

2回
（9～10号）

3回
（11～13号）

1回
（14号）

iMaRRC NewsLetter
（発行回数）

- - - -
3 回

（1号～3号）

北の道リサーチニュース発
行（回数）

12回
(91～ 102

号 )

12回
(103～ 114

号 )

12回
(115～ 126

号 )

12回
(127～ 138

号 )

12回
(139～ 150

号 )

土木技術資料（掲載報文数） 54本 40本 48本 49本 50本
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1.2  テレビ、新聞等を利用した研究成果の公表
　土木研究所の研究成果 ･ 技術情報について、記者発表やインターネットを活用し、積極的な情報発信を行っ
た。また、土木研究所の研究活動等はテレビ放映で多数取り上げられた。それらの実績を表–1.3.16に示す。

表－ 1.3.16　報道記者会の発表件数、テレビ放映の件数

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

報道記者会への発表 46件 39件 43件 36件 32件

テレビ放映の件数 28件 39件 51件 53件 35件

1.2.1　新聞等への掲載
　土木研究所の研究成果 ･ 技術情報について、記者発表
やインターネットを活用し、積極的な情報発信を行った。
　例えば、吹雪により車が雪に埋もれてしまう際に、車
内への排気ガス流入による一酸化炭素 (CO) 中毒の危険
性について、まとめたリーフレット（図–1.3.5）を寒
地土木研究所寒地機械技術チームのホームページに掲
載する等情報発信を行った。その結果、平成 24 年 11
月 8 日に開催された空知総合振興局雪害対策連絡会議に
おいて、本リーフレットおよび関係論文が北海道開発
局札幌開発建設部からの提供資料として自治体、警察、
消防等関係機関に配布されたほか、北海道建設新聞か
ら取材を受け、CO 中毒の危険性などについて平成 25
年 1 月 18 日の紙面に掲載された。さらに、平成 25 年
3 月 2 日に発生した CO 中毒が原因と考えられる死亡事
故を受け、雪に埋もれた車の中において CO 中毒が生
じるメカニズムや CO 中毒を防ぐために注意すべきこ
となどについて、マスコミ各社から取材を受け、テレビ、
新聞各社に取り上げられた。
　平成 27 年 4 月 25 日にネパールで発生した大地震にお
いては、地震被害からの復旧・復興に協力・支援するた
め、約 3 ヶ月間の予定で耐震研究監が派遣されたが、そ
のニュースが 5 月 20 日の日刊建設工業新聞に掲載され
た。

1.2.2　テレビでの放映
　土木研究所の研究成果等に関する内容がテレビで放映された。例えば、平成 23 年度は、タイ・チャオプ
ラヤ川の洪水氾濫（写真–1.3.11）について、水災害 ･ リスクマネジメント国際センターが氾濫シミュレー
ションを行った結果を 10 月 21 日に国土交通省と共同で記者発表し、タイ政府はじめ関係者へ周知したとこ
ろ､ NHK をはじめ 11 のマスメディアから問い合わせやインタビューを受け、浸水氾濫のアニメーションが
頻繁に報道された。特に NHK テレビ“時論公論”や NHK ラジオ“ラボラジオ”では､ 洪水氾濫が長期化
する仕組みを ICHARM のシミュレーションをもとにわかりやすく解説された。これらの報道を見て､ タイ
で操業している日本企業 ( 世界的なモーターのメーカーや光ファイバーをはじめとする電線メーカー ) から
直接 ICHARM に ｢我が社の工業団地では､ いつ水が引くのか教えてほしい｣ という問い合わせがあり､ 各

 

写真 –1.3.11　水没する工業団地
（ICHARM の職員が上空から撮影）

図 –1.3.5　ホームページに掲載しているリーフレット
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企業の工場の位置毎に、ピークの時期や 11 月末時点での水位情報を提供した｡ その結果、操業再開に向け
た排水作業の準備を始めることができるなど、ICHARM の情報提供は早期の操業再開に貢献することがで
きた｡
　台風 11 号により発生した奈良県天川村坪内の地すべりに関して、土砂災害の危険性等について状況を把
握し、今後の対応策等を検討するため、奈良県の要請に応じて地すべりチームが行った現地調査及び会見の
模様が 7 月 24 日の NHK 奈良テレビにて放送された。
　8 月 8 日に放映されたフジテレビ「みんなのニュース WEEKEND」では、「2020 年の夏に開催される「東
京オリンピック」において、35℃以上を超える猛暑日に行われることが予想されるマラソンでの選手が感じ
る体感温度を検証しながら、「道路を冷やせ、冷やす鍵は舗装加工」という内容で、舗装チームが開発した
路面温度を低下させる「遮熱性舗装」「保水性舗装」について放送された。
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2.  公開実験
2.1　銚子大橋（旧橋）を使用した載荷実験
　構造物メンテナンス研究センター（CAESAR）では、劣化損傷の進行した橋梁に係る問題解決のための
研究の一環として、古い年代に建設された撤去橋梁を活用して、橋梁部材の載荷実験などの臨床研究を進め
ている。
　平成 23 年 9 月 13 日、構造物実験施設において、腐食劣化の生じた鋼トラス橋の撤去部材として、旧銚子
大橋の部材を用いた載荷試験を公開で実施し、実験の様子は平成 23 年 9 月 21 日の橋梁新聞に掲載された。
試験目的は、腐食の著しい橋梁部材の残存耐荷力や壊れ方を把握することであり、試験は、鋼トラス橋の格
点部を対象に、実際の荷重条件を考慮して 2 つの斜材に圧縮力と引張力を載荷し、最終的には圧縮力により
部材を破壊させた。

2.2  ワイヤーロープ式防護柵衝突試験
　寒地交通チームでは、「郊外部における車線逸脱防止対策技術に関する研究」を行っており、緩衝型の中
央分離施設として研究開発中のワイヤーロープ式防護柵の広報 ･ 普及も兼ね、平成 24 年 1 月 12 日（対乗用車）
および 1 月 18 日（対大型車）に、性能確認試験（実車衝突実験）を公開で実施した。
　試験の結果、ワイヤーロープ式防護柵は「防護柵の設置基準 ･ 同解説」における「たわみ性防護柵 Am 種

（分離帯用）」の性能規定を満足する構造であることが確認され、今後、安全性の向上とコスト縮減が両立し
た分離構造として高規格幹線道路などに活用されることが期待される。
　なお、この実験にはマスコミ数社が取材に訪れ、毎日新聞茨城南版には実験の様子が掲載された。

2.3  水位差を利用したダム貯水池からの排砂技術の現地実験
　水工研究グループ水理チームでは、土砂が貯水池に貯まることによってダムの有効容量が減少する等の問
題を解決するため、貯水池に堆積した土砂を下流河川に供給する排砂技術の研究開発を行っている。これは、
同チームが提案した技術で、柔軟性を持った管を用い、水が高いところから低いところへ流れるエネルギー
を利用し土砂を吸い込む装置「潜行吸引式排砂管」を使用するものである。平成 24 年 7 月に岐阜県高山市
にある施設で、大学、民間会社、砂防技術者などにこの技術を用いた現地実験を公開で行った。その結果、
流木などのゴミなどへの対策などについて検討する必要があるものの、実用化のために参考となる情報を得
ることができた。

2.4  建設機械遠隔操作実験
　先端技術チームでは、約 50 名が参加のもと、平成 25 年 3 月 1 日に、雲仙普賢岳等の災害現場での無人化
施工に利用されている遠隔操作技術に関し、操作性等に係る検証実験を行った。この実験は、現場状況の認
知に関するメーカーを把握することおよび作業効率の向上に係る因子の抽出を図り無人化施工の更なる進展
に寄与することを目的として行われた。
　当日は、搭乗運転操作、直接目視による遠隔操作、モニタを介した遠隔操作といった各種操作形態に関し
て比較検討を行い、各種操作での熟練度として、作業時間、作業の正確さと作業時のオペレータの視点につ
いて、計測を行った。
　あわせて、遠隔操作時における空間認識について、オペレータの感覚として、どのような視点で作業を行
い、奥行きをどのように認識しているかを把握した。

2.5  雪氷期の津波沿岸防災対策
　寒冷沿岸域チームでは、厳冬期の北海道において津波が来襲した場合、どのような現象が発生し夏期と比
較してどのような違いがあるかの研究を行っており、平成 24 年 12 月に雪氷期の津波リスクの公開実験を、
寒地土木研究所で行った。
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　これは、水槽に模擬氷を入れて津波を発生させ、陸上部に設置された建物群への作用状況を調査するため
に行い、この結果は、港湾施設内の構造設計や配置計画に活用される。

2.6　十勝川千代田実験水路における実物大の河川実験
　十勝川千代田新水路では、河川に関する様々な技術的課題を解決するための研究・検討を行うために、北
海道開発局と寒地土木研究所が共同で実験を実施している。

3.  研究所講演会等、各種講演会の実施
3.1　土木研究所講演会について
　土木研究所講演会は、調査研究の成果発表および最近の土木技術に関する話題 ･ 動向等について、幅広く
紹介することを目的として表のとおり、毎年開催している。特に平成 24 年度は土木研究所が大正 11 年（1912
年）9 月 30 日に内務省土木試験所として創立以来、本年で 90 周年を迎えたこともあり、平成 24 年 10 月 1 日、
砂防会館（東京都千代田区）において、「創立 90 周年記念　土木研究所講演会」を開催した。
　参加された方々からは、「今回のような講演会による最新情報を発信することは、大変有意義と思われま
すので継続して頂きたい」、「社会に役立つ研究を継続して下さい」等の意見がほとんどであり、土木研究所
の果たすべき役割への関心と期待の大きさがうかがえる結果となった。

表－ 1.3.17　土木研究所講演会の開催実績について

年度 開催月日 報告事項 来場者数 備考

平成
23年度

平成23年
11月 10日

土研からの報告：7件
招待講演：2件

357名

平成
24年度

平成24年
10月 1日

土研からの報告：3件
招待講演：1件
外部からの報告：6件

493名 創立90周年記念

平成
25年度

平成25年
11月 5日

土研からの報告：9件
招待講演：1件

359名

平成
26年度

平成26年
10月 16日

土研からの報告：9件
招待講演：2件

516名

平成
27年度

平成27年
10月 15日

土研からの報告：11件
招待講演：3件

504名

3.2　寒地土木研究所講演会について
　寒地土木研究所講演会は、積雪寒冷地に関連する土木技術の研究成果等についてより多くの方々に紹介す
ることを目的に表–1.3.18のとおり、毎年開催している。講演後の聴講者のアンケートでは「もっと詳し
く聞きたい」「大変有意義であった」というような回答が 8 割以上を占め、今後の講演を期待する意見も多かっ
た。

表－ 1.3.18　寒地土木研究所講演会の開催実績について

年度 開催月日 報告事項 来場者数 備考

平成
23年度

平成23年
11月 11日

土研からの報告：7件
招待講演：1件

337名 第25回

平成
24年度

平成24年
11月 9日

土研からの報告：3件
招待講演：1件

332名 第26回
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年度 開催月日 報告事項 来場者数 備考

平成
25年度

平成25年
11月 8日

土研からの報告：3件
招待講演：1件

290名 第27回

平成
26年度

平成26年
11月 7日

土研からの報告：3件
招待講演：1件

299名 第28回

平成
27年度

平成27年11
月 12日

土研からの報告：3件
招待講演：1件

253名 第29回

3.3　アジア水循環シンポジウム2016　－ ICHARM10周年記念事業－
　水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）平成 28 年 3 月 1 日から 2 日にかけて、東京大学
武田ホール（東京都文京区、東京大学キャンパス）において「アジア水循環シンポジウム 2016」を国立大
学法人東京大学および独立行政法人水資源機構と共催した。国外機関からの約 40 名を含め約 170 名の方が
参加された。本シンポジウムの一部は、ICHARM10 周年記念事業として開催し、ICHARM が実施する研修
活動の出身者を招いて今後の実務者能力育成について議論するとともに、ICHARM が事務局を務める国際
洪水イニシアチブ (IFI) のもとで準備を進める新たな枠組みの構築について討論を行った。

3.4　CAESAR講演会について
　構造物メンテナンス研究センター (CAESAR) は、道路橋の維持管理に関する情報提供を行うこと、ま
た技術者の交流の場を提供することを目的として、2008 年の CAESAR 設立以降、毎年開催している（表
–1.3.19）。講演会には、橋梁の設計 ･ 施工 ･ 維持管理に携わる道路管理者や民間の方など、さまざまな分
野から多数の方々が参加された。

表 –1.3.19　CAESAR 講演会の開催実績について

年度 開催月日 報告事項 来場者数 備考

平成23年度
平成23年
8月24日

講演 ･報告：5件
基調講演：1件

485名 第4回

平成24年度
平成24年
8月30日

講演 ･報告：5件
基調講演：1件

429名 第5回

平成25年度
平成25年
9月11日

講演 ･報告：6件
基調講演：1件

488名 第6回

平成26年度
平成26年
8月28日

講演 ･報告：5件
基調講演：1件

420名 第7回

平成27年度
平成27年
8月28日

講演 ･報告：4件
基調講演：1件
特別講演：1件

450名 第8回

3.5　先端材料資源研究センター（iMaRRC）設立記念講演会
　平成 27 年 4 月 1 日に土木研究所の材料資源研究グループを母体とする先端材料資源研究センターが発足
したことに伴い、平成 27 年 6 月 11 日、発明会館（東京都港区虎ノ門）において、「先端材料資源研究センター
設立記念講演会」を開催し、170 名の方々が参加された。土木構造物の新材料の研究開発に対して大きな期
待が寄せられた。
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3.6　東日本大震災報告会 ･講演会について
　土木研究所では、東日本大震災の発生当初から、職員を被災地に派遣し、人命救助、復旧活動等に不可欠
な道路等の供用性評価や応急復旧のための技術支援に取り組んできた。本技術支援で得られた知見や、震災
後に取り組んだ研究の成果については、表–1.3.20のとおり、5 回にわたって報告会 ･ 講演会を実施した。
毎回多数の参加者があり、震災対応の土木研究所が果たすべき役割への関心の大きさがうかがえた。

表－ 1.3.20　東日本大震災関係の報告会 ･ 講演会

年度 開催月日 タイトル 主催
来場
者数

平成
23年度

平成23年
4月26日

東日本大震災調査報告会
国土交通省国土技術政策総合研究所
（独）土木研究所
（独）建築研究所

597名

平成
23年度

平成24年
3月13日

｢国総研 ･土研 東日本大震災 報
告会 ～震災から1年を経て、見
えてきたこと～（東京会場）

（独）土木研究所
国土交通省国土技術政策総合研究所

520名

平成
23年度

平成24年
3月21日

｢国総研 ･土研 東日本大震災 報
告会 ～震災から1年を経て、見
えてきたこと～（大阪会場）

（独）土木研究所
国土交通省国土技術政策総合研究所

359名

平成
24年度

平成25年
3月19日

東日本大震災報告会～震災から
2年を経て～

国土交通省国土技術政策総合研究所
（独）土木研究所
（独）建築研究所

516名

平成
25年度

平成26年
3月19日

防災 ･減災に向けた研究成果報
告会～東日本大震災から3年～

国土交通省国土技術政策総合研究所
（独）土木研究所
（独）建築研究所
（独）港湾空港技術研究所

459名

3.7　「海洋暴露試験30年の研究成果」合同報告会
　先端材料資源研究センター（略称：iMaRRC）は、平成 28 年 2 月 16 日、浜離宮朝日ホール（東京都中央区）
において、国立研究開発法人港湾空港技術研究所と共催で「海洋暴露試験 30 年の研究成果」合同報告会を
開催した。建設会社、材料メーカー、建設コンサルタントなどから合計 375 名の参加があった。土木研究所
及び港湾空港技術研究所からは、駿河湾暴露試験施設及び波崎暴露試験施設における 30 年間にわたる研究
成果の報告があった。

4.  一般市民を対象とした研究施設の公開等
　国土交通 Day、土木の日などの行事の一環として、一般市民を対象とした研究施設の一般公開を実施する
ほか、年間を通じて一般の方々への施設見学にも力を入れ、研究開発に対する理解促進に取り組んでいる。
一般公開の様子を写真–1.3.12、施設見学実績を表–1.3.21に示す。
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写真 –1.3.12　一般公開の様子（左：つくば、右：札幌）

表－ 1.3.21　施設見学の実績

行事名
（括弧内は開催地）

参加者 ･時期
平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

科学技術週間一般公
開
（つくば市）

参加人数（人） 東日本大震
災により
中止

216 282 234 298

開催日 4月20日 4月19日 4月18日 4月18日

千島桜一般公開
（札幌市）

参加人数（人） 12,102 12,761 11,493 13,372 17,388

開催日
5月2日
～11日

5月2日
～11日

5月2日
～11日

5月2日
～11日

4月20日
～29日

国土交通Day 一般公
開
（札幌市）

参加人数（人） 1,081 1,387 1,234 1,131 1,178

開催日
7月1日
～2日

7月20日
～21日

7月19日
～20日

7月4日
～5日

7月10日
～11日

つくばちびっ子博士
（つくば市）

参加人数（人） 296 393 708 399 565

開催日 7月29日 7月27日
7月26日
8月2日
8月9日※

7月25日 7月25日

｢土木の日｣ 一般公開
（つくば市）

参加人数（人） 537 1,111 970 1,057 947

開催日 11月 19日 11月 10日 11月 16日 11月 15日 11月 14日

つくば中央研究所、
ICHARM、CAESAR
（つくば市）

参加人数（人） 1,367 1,486 1,678 1,760 1,888

開催日 通年 通年 通年 通年 通年

自然共生研究セン
ター
（各務原市）

参加人数（人） 864 666 339 497 551

開催日 通年 通年 通年 通年 通年

寒地土木研究所
（札幌市）

参加人数（人） 303 361 437 615 354

開催日 通年 通年 通年 通年 通年

（※）筑波学園研究都市50周年記念事業のため、3日間開催。
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5.  重点普及技術の選定と普及戦略の策定
　効果的な普及活動を効率的に進めるため、土木研究所の開発技術の中から毎年度、適用効果が高く普及が
見込める技術を重点普及技術および準重点普及技術として選定するとともに、それらの活用促進方策を検討
し、普及戦略としてとりまとめている。重点普及技術を表－1.3.22に、準重点普及技術を表－1.3.23に
まとめる。これらの技術について、各年度の普及戦略を表－1.3.24に示す。

表－ 1.3.22　重点普及技術

技術名
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

ALiCC工法（低改良率セメントコラム工法） 〇 〇 〇 〇 〇

コラムリンク工法（経済的に沈下と側方流動を抑制できる杭 ･
壁併用型地盤改良工法）

〇 〇 〇

インバイロワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術） 〇 〇 〇 〇 〇

打込み式水位観測装置 〇 〇 〇 〇 〇

WEPシステム（気液溶解装置） 〇 〇 〇 〇 〇

アドバンストテレメトリーシステム（ATS） 〇 〇 〇

トンネル補修工法（NAV工法） 〇 〇 〇 〇

トンネル補強工法（部分薄肉化PCL工法） 〇 〇 〇

NEW高耐力マイクロパイル工法 〇

鋼床版き裂の超音波探傷法 〇 〇 〇 〇 〇

滑車機構を用いた斜面の多点変位計測技術 〇

既設アンカー緊張力モニタリングシステム（Aki-Mos） 〇 〇 〇 〇 〇

下水汚泥の過給式流動燃焼システム 〇 〇 〇 〇 〇

消化ガスエンジン 〇 〇

複合構造横断函渠工 〇 〇 〇

杭付落石防護擁壁工 〇 〇 〇

スマートショット工法 〇 〇 〇 〇 〇

表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術 〇 〇 〇

衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術 〇 〇 〇 〇 〇

砕石とセメントを用いた高強度 ･低コスト地盤改良技術 〇 〇 〇

北海道における複合地盤杭基礎の設計施工法に関するガイドラ
イン

〇

杭と地盤改良を併用した複合地盤杭基礎による橋梁基礎の合理
化技術

〇 〇

高盛土に対応した新型防雪柵 〇 〇 〇 〇 〇

機能性SMA 〇 〇 〇 〇 〇
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技術名
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

寒地農業用水路の補修における FRPM板ライニング工法 〇 〇 〇 〇 〇

路側式案内標識 〇 〇 〇 〇 〇

ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置 〇 〇 〇 〇 〇

透明折板素材を用いた越波防止柵 〇 〇 〇

緩衝型のワイヤーロープ式防護柵 〇 〇 〇

非接触型流速計 〇 〇

コンポジットパイル工法 〇 〇

河川津波における遡上距離 ･遡上高の推定手法 〇 〇

排水ポンプ設置支援装置 (自走型 ) 〇 〇

総合洪水解析システム（IFAS） 〇

洪水・津波の氾濫範囲推定手法～汎用二次元氾濫計算ソフトの
活用～

〇

冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム 〇

冬期路面管理支援システム 〇

超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術（表面走査法） ○

表－ 1.3.23　準重点普及技術

技術名
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

コンクリートの構造物表層の品質評価技術 〇 〇

短繊維混合補強土工法 〇 〇 〇 〇 〇

チタン箔による塗膜補強技術 〇

人工知能技術を活用した洪水予測手法 〇 〇

ダムの変位計測技術 〇 〇 〇 〇 〇

橋梁地震被災度判定システム 〇 〇 〇 〇

トンネル補修工法（NAV、光ネット） 〇

斜面崩壊検知センサー 〇

自動降灰 ･降雨量計 〇

振動検知式土石流センサー 〇 〇

地すべりのすべり線形状推定技術 〇 〇 〇

加熱式地下水検層法 〇 〇 〇 〇

透明折板素材を用いた越波防止柵 〇 〇
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技術名
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

河川結氷時の流量推定手法 〇 〇 〇 〇 ○

冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム 〇 〇 〇 〇
重点普
及技術
へ

冬期路面管理支援システム 〇 〇 〇 〇
重点普
及技術
へ

落雪防止用格子フェンス 〇 〇 〇 ○ ○

強酸性法面の中和緑化工法 〇 〇 〇 ○ ○

バイオガスプラント運転シミュレーションプログラム 〇 〇 〇 〇 ○

排水ポンプ設置支援装置（自走型） 〇 〇 〇

港湾構造物水中部劣化診断装置 〇 〇

凍結防止剤散布車散布情報収集 ･管理システム 〇 〇 〇 〇 〇

ダムの排砂技術 〇 〇 〇 〇

非接触型流速計 〇 〇

コラムリンク工法（経済的に沈下と側方流動を抑制できる杭 ･
壁併用型地盤改良工法）

〇

自然 ･交通条件を活用した道路トンネルの新換気制御技術 〇 〇 〇 〇

滑車機構を用いた斜面の多点変位計測技術 〇 〇 〇

消化ガスエンジン 〇 〇 〇

改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術 〇 〇 〇 〇

コンクリート用再生骨材に含まれる塩化物量を簡易に評価する
方法

〇 〇 〇 〇

土研式釜段（堤防の漏水抑止技術） 〇 〇 〇

磁気式ひずみ計 〇 〇 〇

河川津波における遡上距離 ･遡上高の推定手法 〇

道路吹雪対策マニュアル 〇 〇 〇

泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル 〇 〇 〇

超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術 (表面走査法 ) 〇 〇
重点普
及技術
へ

アドバンストテレメトリーシステム（ATS） 〇

新型凍結抑制舗装 〇 〇

コンクリート橋桁端部に用いる排水装置 〇 〇
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技術名
平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

洪水 ･津波の氾濫範囲推定手法～汎用二次元氾濫計算ソフト
ウェアの活用～

〇
重点普
及技術
へ

海岸護岸における防波フェンスの波力計算法 〇 〇

｢北海道の道路デザインブック (案 )｣ ｢北海道における道路景観
のチェックリスト (案 )｣

〇

ハイブリッド表面波探査技術 〇

タフガードクリヤー工法（コンクリート用の透明な表面被覆工
法）

〇

CPGアンカー工法 〇

積雪寒冷地における冬期土工の手引き 〇

山地河道における濁度計観測 〇

高標高帯における積雪量を考慮した融雪・流出モデル 〇

路側設置型防雪柵 〇

道路景観向上手法に関する技術資料 〇

メンブランパッチを用いたRGB色相による潤滑油診断技術
〇
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表－ 1.3.24　普及戦略の例

年度 技術名 普及戦略 ･活動内容等

平成
23年度

インバイロワン工法

・NETIS 登録の変更を検討する
・NETIS 事後評価への対応を進める
・韓国企業からの引き合いに対し、共権者と密に連携し適切に対応する
・�国際出願の件について各国の情報収集を進め、出願国を年内に検討 ･
整理する
・現場見学会を検討する
・首都高への営業を検討する
・新会社設立にあわせて必要な契約変更を行う

平成
24年度

ALiCC工法（低改良率セ
メントコラム工法）

･コンソーシアム主催で講習会を行う
･プログラムを登録し無償で公開する
･25年度にマニュアルの改訂版と施工事例集の2冊を出版する
･NETIS 登録変更の作業を進める

平成
25年度

鋼床版き裂の超音波探傷法

・NETIS 登録を進める
・Uリブ内浸水検知技術と一体で普及を進める
・パンフレットの見直しを検討する
・共有権利者との実施契約を進める
・�重車輌や交通量の多い地域（関東、中部、近畿）の道路管理者を対象
とした講習会等を検討する

平成
26年度

コンクリート橋桁端部に用
いる排水装置

・新たに2件の特許出願を進める
・モデル路線を選定し、実橋での検証を進める
・ショーケース、意見交換会、フェア出展等で普及を図る
・ジオラマ、ビデオ等を作成する

平成
27年度

CPGアンカー工法
・ショーケース等でPRする
・知的財産権活用促進事業でシンポジウムを開催する
・地整等との意見交換会により実証現場を探す

平成
27年度

インバイロワン工法

・ショーケース等でPRする
・講習会を実施する
・｢インバイロワン工法｣ パンフレットを改訂する
・PCB無害化処理施設の稼働に向けたPRを行う

平成
27年度

タフガードクリヤー工法
（コンクリート用透明表面

被覆材）

・�開発中の商品を構内で実証し、H27秋を目標に商品として販売開始す
る
・商品化に合わせて、実施許諾契約に向けた調整を図る
・ショーケース等でPRする
・地整等との意見交換会により活用を働きかける

平成
27年度

消化ガスエンジン
・ショーケース等でPRする
・ノウハウの実施契約者等と連携して自治体等に売り込む
・知的財産権活用促進事業で現場見学会を実施する

　この普及戦略に基づいて、以下に記述するように土研新技術ショーケースをはじめ全国各地で開催される
技術展示会への出展や講習会、見学会の開催等、種々の普及活動を積極的に実施した。こうした取り組みの
成果として、土木研究所の開発技術は様々な公共工事の現場等で採用されるようになってきている。
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6. 土研新技術ショーケース
　土研新技術ショーケースは、土木研究所の研究成果の普及促進を目的として、共同研究等を通じて開発し
た技術等を社会資本の整備や管理に携わる幅広い技術者に講演で紹介するとともに、当該技術等の適用に向
けての相談等に応じるものである（表–1.3.25）。前述の重点普及技術や準重点普及技術を中心として、技
術の実際の使用を検討するコンサルタントや技術の採用を決定する発注機関等の意向も踏まえて紹介する技
術を決定し、普及促進に効果的な開催時期や開催場所、開催方法を検討して実施している。

表 –1.3.25　土研新技術ショーケース開催実績

年度 開催地 開催月日
出展 ･紹介技術
（単位：件）

平成23年度

東京 9月30日 11

大阪 10月 19日 12

新潟 11月 17日 12

札幌 1月19日 12

平成24年度

東京 9月11日 10

広島 10月 3日 11

高松 11月 2日 6

熊本 11月 14日 11

札幌 1月17日 12

平成25年度

東京 10月4日 8

札幌 10月 17日 9

仙台 11月 22日 9

名古屋 12月 11日 9

那覇 1月23日 13

平成26年度

東京 9月19日 9

新潟 10月 9日 8

大阪 11月 13日 9

札幌 1月15日 10

平成27年度

東京 9月2日 8

福岡 10月 2日 8

広島 11月 6日 12

札幌 12月 10日 10

静岡 12月 18日 11

仙台 1月20日 10
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7.  その他の普及活動
7.1 土研新技術セミナー
　土研新技術セミナーは、土木研究所で研究開発した新技術の中で、コスト縮減や工期短縮などの効果が高
く活用ニーズが高いと思われるものを、特定の技術分野の中から数件程度選び、その技術分野の最新の動向
等とあわせて、現場に適用するために必要な技術情報等を提供している。開催実績を表–1.3.26に示す。

表 –1.3.26　土研新技術セミナー開催実績

年度 開催月日 出展 ･紹介技術 来場者数

平成23年度 2月1日 土砂災害に関する技術 約60名

平成24年度 3月7日 河川構造物管理研究セミナー 約80名

平成25年度 3月4日 これからの舗装技術 約80名

平成26年度 2月20日 戦略的な河川環境管理に向けて 約80名

平成27年度 2月26日
土砂災害 (ランドスライドの暴走 )に巻き
込まれないために

約90名

7.2 現地見学会
　開発した技術を確実に現場等に普及させるためには、技
術を利用することとなる技術者に実際に適用されている現
場を見てもらい、理解を深めてもらうことが極めて効果的
であることから、適切な技術や現場等を検討し、適宜現場
見学会を開催している。
　例えば、平成 25 年度は、10 月 16 日に札幌市で、平成
26 年 2 月 6 日～ 7 日に熊本市で「下水汚泥などのバイオマ
ス資源有効活用技術講習会」を開催し、その中で現場見学

（写真–1.3.13）を実施した。講習会では、それぞれ北海
道と熊本県より、各地方自治体における下水バイオマス活
用の取り組み状況を紹介いただき、次に、土木研究所の研
究内容や開発技術である「みずみち棒を用いた下水汚泥の
重力濃縮技術」、「バイオ天然ガス化装置」、「過給式流動燃焼システム」、「消化ガスエンジン」などについて
紹介した。特に、みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術は、北海道内 7 市町村及び熊本市など全国の
下水処理施設で採用されており、講習会では、実際に活用している地方自治体担当者から稼働状況について
紹介いただくなど、札幌、熊本両会場合わせて約 80 名の官民の技術者に土木研究所の開発技術を紹介できた。
また、熊本市で開催した現場見学では、市内の下水処理施設において、開発技術が実際に稼働している様子
を見学することで、新技術の理解促進に努めた。
　平成 27 年度は、10 月 28 日に「消化ガスエンジン現地見学会」を新潟県新潟市の信濃川下流流域下水道
新潟浄化センターで、11 月 27 日には、福岡県篠栗町で「グラウンドアンカー維持管理現場見学会」を開催
した。
　消化ガスエンジンは、下水処理場等で生じる消化ガスを燃料として発電を行うガスエンジンで必要な性能
を確保しつつ小型化したことでコスト縮減を図り、これまでは導入を見送っていた中小規模の下水処理場で
も導入できるものである。下水処理場以外にも、食品廃棄物や畜産分野への適用も可能であり、低炭素社会
の構築に貢献できる技術である。地方公共団体の技術職員をはじめ、下水道事業に関する設計業務を担う建
設コンサルタント会社等の技術者など 10 名の参加者に技術の概要等を説明するとともに、発電量や導入に

写真 –1.3.13　現場見学の状況
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あたっての留意点について施設内の運転状況を見学しながら説明した。電力自由化により、今後の活用促進
も期待されるところである。
　また、「グラウンドアンカー維持管理現場見学会」では、グラウンドアンカーの頭部詳細点検やリフトオ
フ試験、後付け荷重計によるモニタリングを実施し、アンカー点検時の着目点や試験器具の使い方の説明の
ほか、のり面変状に起因するグラウンドアンカーの損傷の観察を行い、参加者へグランウンドアンカーの維
持管理の必要性などを実感してもらった。発注者・施工者・設計者・材料メーカーから 70 名が参加し、活
発な意見交換を行った。

7.3 地方整備局等との意見交換会
　土研新技術ショーケースの開催時をはじめ積極的に機会を設けて、各地方整備局等や地方自治体の関係部
署に対し、重点普及技術等の内容を説明し必要な情報提供を行うとともに、当該機関が所管する現場等での
採用に向けて、その可能性や問題、課題等について意見交換を行っている。

7.4 技術講習会等の開催
　研究開発した新技術について公共工事等の現場で活用を図るため、関係機関に積極的に働きかけを行い、
随時、技術講習会を開催している（表–1.3.27）。
　平成 25 年度において、12 月 17 日に関東地方整備局の常陸河川国道事務所で開催した講演会では、その
際の技術紹介を契機として、「カーボンブラック添加アスファルト」の技術が関東地方では初めて国道 50 号
の舗装工事に採用された。さらに、中部地方整備局の河川系技術職員を対象として開催した「河川堤防の健
全性評価に関する講習会」では、河川管理業務に役立つ実践的な内容のものであったことから参加者のほぼ
全員が今後も講習会の開催を希望するなど評価が高かった。26 年度において、6 月 6 日に土木研究所で開催
した鋼床版き裂の非破壊調査の技術講習会では、関東地方整備局の技術職員をはじめ、橋梁点検等の調査を
担う技術者約 40 名の参加を得て、超音波による U リブ内の滞水調査技術の概要説明や適用事例の紹介を行っ
た。また、講演後には当所実験棟において、実機を使用した滞水調査を体験する時間を設け、多数の参加者
に本技術の有効性を体験していただくことができた。
　平成 27 年度は、8 件の技術講習会等を開催した。特に、11 月 12，13 日に土木研究所で開催した第 5 回イ
ンバイロワン工法技術講習会では、19 名の参加を得てインバイロワン工法の技術概要や施工手順、適用など
の説明を行った。また、実技講習の時間を設け、当所実験施設において実際に塗膜の除去を体験していただ
くことができた。北海道以外の積雪寒冷地などでの活用を推進するため積雪寒冷地域を管理区域とする地方
整備局や事務所等に対する技術説明会も開催した。

表 –1.3.27　技術講習会等の開催状況

年度 開催場所 開催日 内　容

1
平成
25
年

東日本高速道路(株)
東北支社秋田管理事

務所

平成25年
4月11日

・冬期路面管理支援システム
・凍結防止剤散布車散布情報収集 ･管理システム
・ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
・落雪防止用格子フェンス
・機能性SMA
・泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル
・表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術
・超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
・緩衝型のワイヤーロープ式防護柵

2
平成
25
年

近畿地方整備局
平成25年
11月 1日

・ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
・河川津波の遡上距離 ･遡上高の推定手法とその活用方法
・千代田実験水路における実物大破堤実験について
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年度 開催場所 開催日 内　容

3
平成
25
年

北陸地方整備局
平成25年
12月 4日

・緩衝型のワイヤーロープ式防護柵
・ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
・表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術
・改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
・�超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術（表面走
査法）
・北海道における不良土対策マニュアル
・衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術

4
平成
25
年

関東地方整備局
常陸河川国道事務所

平成25年
12月 17日

・短繊維混合補強土工法
・�水性エポキシ樹脂ジンクリッチペイントを用いた防食塗
装方法
・インバイロワン工法（鋼橋等の塗膜除去技術）
・ALiCC工法（低改良率軟弱地盤対策工法）
・カーボンブラック添加アスファルト

5
平成
25
年

東日本高速道路(株)
東北支社

平成25年
12月 19日

・道路吹雪対策マニュアル
・冬期路面管理支援システム
・落雪防止用格子フェンス
・凍結抑制舗装 (粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装 )
・砕石とセメントを用いた高強度 ･低コスト地盤改良技術
・トンネルの補修技術 (NAV工法 )
・ALiCC工法（低改良率軟弱地盤対策工法）
・コンクリートの中性深さモニタリングセンサ
・橋梁地震被災度判定システム

6
平成
25
年

中部地方整備局
平成26年
1月24日

・河川堤防の浸透と液状化の被害と対策の実態
・河川堤防の統合物理探査
・統合物理探査の概論
・統合物理探査の各論
・ケーススタディ

7
平成
26
年

土木研究所
平成26年
6月6日

・調査対象とする損傷の概要
・滞水調査技術の計測原理の概要
・滞水調査技術の適用事例
・滞水調査技術の体験（実験棟）

8
平成
26
年

熊本県嘉島町民会館
平成26年
8月27日

熊本県道路メンテナンス協議会主催
・本格的なメンテナンス時代を迎えて
・点検要領の内容とポイント（国土技術政策総合研究所）

9
平成
26
年

関東地方整備局
平成26年
9月25日

･超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
･機能性SMA
･ すき取り物による盛土法面の緑化工
･衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術
･冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
･冬期路面管理支援システム
･凍結防止剤散布車散布情報収集 ･管理システム

10
平成
26
年

北陸地方整備局
富山河川国道事務所

平成26年
10月 7日

･冬期路面管理支援システム
･改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
･超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
･排水ポンプ設置支援装置 (自走型 )
･ すき取り物による盛土法面の緑化工
･衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術
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年度 開催場所 開催日 内　容

11
平成
26
年

関東地方整備局宇都
宮国道事務所

平成26年
10月 22日

栃木県道路メンテナンス会議共催
・道路インフラの「本格的なメンテナンス時代」に向けて
・道路土工構造物のメンテナンス等の留意点
・道路土工構造物の変状事例等について
・土木研究所の新技術紹介

12
平成
26
年

石川県地場産業振興
センター

平成26年
10月 28日

・�小規模下水処理場におけるバイオマス受け入れの可能性
（金沢大学教授　池本良子氏）
・�石川県流域下水道事業における消化ガスの有効利用につ
いて（石川県環境部水環境創造課）
・みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術
・�汚泥の高濃度化による嫌気性消化の性能向上に関する研
究
・�オキシデーションディッチ法から発生する汚泥の高濃度
混合嫌気性消化（金沢大学等）
・�中能登町でのバイオマスﾒﾀﾝ発酵施設の事業化検討（石
川県環境部水環境創造課）

13
平成
26
年

長崎県交通産業会館
平成26年
11月 26日

・ALiCC工法の概要説明
・ALiCC工法の設計法
・ALiCC工法の施工実績紹介
・現地見学会（長崎県諫早市）

14
平成
26
年

平塚市中央公民館
平成26年
12月 4日

神奈川県道路メンテナンス会議主催
・本格的なメンテナンス時代を迎えて
・�点検要領の内容とポイント（道路橋）（国土技術政策総
合研究所）
・新技術等の紹介
・�神奈川県市町村版点検要領説明会（神奈川県都市整備技
術センター）

15
平成
26
年

東北地方整備局
平成26年
12月 12日

･河川津波における遡上距離 ･遡上高の推定手法
･洪水 ･津波の氾濫範囲推定手法
･改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
･スマートショット工法
･杭付落石防護擁壁工
･海岸護岸における波力割増しを考慮した防波フェンスの
  波力算定法
･落雪防止用格子フェンス
･高盛土 ･広幅員に対応した新型防雪柵

16
平成
26
年

東京大学山上会館
平成27年
2月9日

( 公社 ) 物理探査学会主催
・河川堤防の弱点箇所抽出への統合物理探査の活用
・ケーススタディ等5件（物理探査学会等）

17
平成
26
年度

中国地方整備局三次
河川国道事務所

平成27年
3月4日

・道路吹雪対策マニュアル
・高盛土・広幅員に対応した新型防雪柵
・スマートショット工法
・�凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム
【雪崩に関する基礎知識と対策講習及び現地講習】

18
平成
27
年度

東北地方整備局
平成27年
4月21日

・無償ソフトによる河川シミュレーション技術について
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年度 開催場所 開催日 内　容

19
平成
27
年度

NEXCO東日本　東
北支社　　

平成27年
7月29日

・超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
・改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
・北海道の道路デザインブック（案）
・道路吹雪対策マニュアル
・冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
・凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム

20
平成
27
年度

近畿地方整備局
平成27年
9月15日

・海岸護岸における防波フェンスの波力算定法
・透明折板素材を用いた超波防止柵
・道路吹雪対策マニュアル
・積雪寒冷地における冬期土工の手引き
・冬期路面管理支援システム
・冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
・凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム

21
平成
27
年度

信濃川下流流域下水
道新潟浄化センター

平成27年
10月 28日

・消化ガスエンジンの技術開発における取り組み
・消化ガスエンジンの実用化における取り組み
・バイオガス発電機の紹介
・実処理場での導入効果
・消化ガスエンジン見学

22
平成
27
年度

土木研究所
平成27年
11月 12日
～13日

・防食塗膜の耐久性と補修
・インバイロワン工法施工技術講習
・インバイロワン工法学科講習
・インバイロワン工法学科試験

23
平成
27
年度

藤沢土木事務所
平成27年
11月 20日

神奈川県都市整備技術センター主催
・新技術・新工法説明会

24
平成
27
年度

関東地方整備局
平成27年
11月 26日

・ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
・機能性SMA
・冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
・冬期路面管理支援システム
・路側式道路案内標識の提案
・改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
・杭付落石防護擁壁工

25
平成
27
年度

福岡県中小企業振興
センター

平成28年
1月26日

グラウンドアンカー維持管理に関するシンポジウム（第2
回）
・アンカーに求められる維持管理の最近の話題
・高速道路の維持管理の状況
・アンカー維持管理に関する現状と課題
・リフトオフ試験を用いたアンカー維持管理
・新タイプアンカー（CPGアンカー）の紹介

26
平成
27
年度

宮城県庁
平成28年
2月19日

・無償ソフトによる河川シミュレーション技術について
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7.5　技術展示会等への出展
　他機関が主催し各地で開催される技術展示会等についても、土木研究所の開発技術を広く周知するため
の有効な手段の一つであることから、積極的に出展し普及に努めている。
　出展した展示会等については表–1.3.28のとおりである。

表 –1.3.28　技術展示会等の出展状況

年度 名称 開催日 開催地 出展技術

1
平成
23
年度

サイエンスパー
ク2011

平成23年
8月4日
～5日

札幌市 蛇行復元模型、3D斜面崩壊（アナグリフ画像）

2
平成
23
年度

プレストレスト
コンクリートの
発展に関するシ
ンポジウム

平成23年
10月 13
日～14日

函館市

土木研究所によるPC橋の臨床研究、凍結融解抵抗性を
有するコンクリートを製造するための使用骨材評価法、コ
ンクリート乾燥収縮予測のための骨材評価試験法、シラン
系含浸材によるコンクリートの耐久性向上技術、スマート
ショット工法、杭付落石防護擁壁工、FRPM板ライニン
グ工法

3
平成
23
年度

第6回環境科学
展

平成23年
10月 22
日～23日

札幌市 土壌の環境浄化能、河畔林模型

4
平成
23
年度

九州建設技術
フォーラム
2011

平成23年
10月 25
日

福岡市

インバイロワン工法、既設アンカー緊張力モニタリング
システム（Aki-Mos）、NEW高耐力マイクロパイル工法、
気液溶解装置、機能性SMA、
杭付落石防護擁壁工、衝撃加速度による盛土の品質管理方
法、盛土の厚層化施工技術

5
平成
23
年度

建設技術展
2011近畿

平成23年
11月 1日
～2日

大阪市

ALiCC工法、インバイロワン工法、打ち込み式水位観測
装置、気液溶解装置、アドバンストテレメトリーシステム
（ATS）、NEW高耐力マイクロパイル工法、鋼床版き裂の
超音波探傷法、滑車機構を用いた斜面の多点変位計測技術、
既設アンカー緊張力モニタリングシステム（AKi-Mos）、
下水汚泥の過給式流動燃焼システム、消化ガスエンジン、
スマートショット工法

6
平成
23
年度

寒地技術シンポ
ジウム

平成23年
11月 30
日～12月
2日

札幌市

冬期路面管理支援システム、冬期路面すべり抵抗モニタリ
ングシステム、道路の吹雪 ･雪崩対策に関する研究、機能
性SMA、落雪防止格子フェンス、除雪機械マネジメント
システムの開発、簡易雪密度測定器

7
平成
23
年度

TXショーケー
ス in つくば
2012

平成24年
1月13日

つくば市
東日本大震災における技術指導及び応急復旧等の対応、台
風12号に伴う天然ダム災害で活用された新しい緊急対応
技術

8
平成
23
年度

第5回つくば産
産学連携推進市
in アキバ

平成24年
2月7日

東京
東日本大震災における技術指導、台風12号に関する技術
指導

9
平成
24
年度

サイエンスパー
ク2012

平成24年
8月1日

札幌 地震で起きる液状化現象実験装置
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年度 名称 開催日 開催地 出展技術

10
平成
24
年度

ものづくりテク
ノフェア

平成24年
8月7日

札幌
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置、排
水ポンプ設置支援装置（自走型）、簡易雪密度測定器、大
型グリップ付きポータブルベーン試験器

11
平成
24
年度

北海道の土砂災
害に関する技術
者フォーラム

平成24年
8月23日

札幌
北海道の土砂災害：事例からの教訓、技術者のための土砂
災害対策のポイント

12
平成
24
年度

EE東北‘12
平成24年
10月 24
日～25日

仙台
泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル、表面含浸工法によるコ
ンクリートの耐久性向上技術、凍結防止剤散布車散布情報
収集・管理システム

13
平成
24
年度

寒地技術シンポ
ジウム

平成24年
10月 30
日～11月
1日

弘前

冬期路面管理支援システム、冬期路面すべり抵抗モニタリ
ングシステム、道路の吹雪 ･雪崩対策に関する研究、機能
性SMA、落雪防止格子フェンス、除雪機械マネジメント
システムの開発、ロータリ除雪車対応型アタッチメント式
路面清掃装置

14
平成
24
年度

建設技術展
2012近畿

平成24年
10月 31
日～11月
1日

大阪
鉄筋コンクリート用再生粗骨材の簡易な評価方法（試験紙
法）

15
平成
24
年度

九州建設技術
フォーラム
2012

平成24年
10月 31
日

福岡 ワイヤーロープ式防護柵、路側式案内標識

16
平成
24
年度

くらしと技術の
建設フェア in 四
国 2012

平成24年
11月 2日
～3日

高松

トンネルの補修技術（NAV工法）、水防新工法、WEPシ
ステム（気液溶解装置）、インバイロワン工法（環境対応
型の鋼構造物塗膜除去技術）、振動検知式土石流センサー、
杭と地盤改良を併用した複合地盤杭基礎による橋梁基礎の
合理化技術、河川津波における遡上距離 ･遡上高の推定手
法、機能性SMA、杭付落石防護擁壁工、表面含浸工法に
よるコンクリートの耐久性向上技術、鉄筋コンクリート用
再生粗骨材の簡易な評価方法（試験紙法）

17
平成
24
年度

ゆきみらい
2013in 秋田

平成25年
2月7日
～8日

秋田

表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術、落雪
防止格子フェンス、冬期路面管理支援システム、冬期路面
すべり抵抗モニタリングシステム、高盛土に対応した新型
防雪柵の開発、雪氷災害の減災技術に関する研究、道路吹
雪対策マニュアル、道路案内標識の着氷雪対策に関する研
究、雪崩に関する技術資料 (案 )、除雪機械マネジメント
システムの開発、凍結防止剤散布車散布情報収集・管理シ
ステム、道路防雪施設と沿道景観の両立について
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年度 名称 開催日 開催地 出展技術

18
平成
25
年度

EE東北‘13
平成25年
6月5日
～6日

仙台市

コラムリンク工法（経済的に沈下と側方流動を抑制できる
杭 ･壁併用型地盤改良工法）、ALiCC工法（低改良率セメ
ントコラム工法）、既設アンカー緊張力モニタリング（Aki-
Mos）、インバイロワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除
去技術）、WEPシステム（気液溶解装置）、トンネル補修
･補強技術（NAV工法、部分薄肉化PCL工法）、自然 ･
交通条件を活用した道路トンネルの新換気制御技術、緩衝
型のワイヤーロープ式防護柵、河川津波における遡上距離
･遡上高の推定手法、排水ポンプ設置支援装置（自走型）、
高盛土に対応した高機能型防雪柵、超音波によるコンク
リートの凍害劣化点検技術（表面走査法）

19
平成
25
年度

コンクリート
テクノプラザ
2013

平成25年
7月9日
～11日

名古屋市

土木研究所によるPC橋の臨床研究、コンクリート構造物
の変位計（ずれセンサ）、トンネル補修工法（NAV工法）、
トンネル補強工法（部分薄肉化PCL版を用いたトンネル
補強工法）

20
平成
25
年度

ものづくりテク
ノフェア

平成25年
7月24日

札幌市
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置、排
水ポンプ設置支援装置（自走型）、港湾構造物水中部劣化
診断装置、簡易雪密度測定器

21
平成
25
年度

サイエンスパー
ク 2013

平成25年
8月7日

札幌市
理科の大実験 !!5 年生向け「流れる水のはたらき」と6年
生向け「土地のつくりと変化」

22
平成
25
年度

技術士全国大会
平成25年
10月 4日

札幌市
泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル、河川津波における遡上
距離遡上高の推定手法、ワイヤーロープ防護柵、強酸性法
面の中和緑化方法

23
平成
25
年度

第22回プレス
トレストコンク
リートの発展に
関するシンポジ

ウム

平成25年
10月 24
日～25日

静岡市
コンクリート構造物表層の品質評価技術、低炭素型セメン
ト結合材の利用技術に関する研究、コンクリート構造物の
変位計（ずれセンサー）

24
平成
25
年度

九州建設技術
フォーラム
2013

平成25年
10月 28
日～29日

福岡市
既設アンカー緊張力モニタリングシステム（Aki-Mos）、
FRP防食パネル工法、河川津波における遡上距離 ･遡上
高の推定手法、研究所の成果が反映された基準類等

25
平成
25
年度

建設技術展
2013近畿

平成25年
10月 30
日～31日

大阪市

ALiCC工法（低改良率セメントコラム工法）、インバイロ
ワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術）、打込み
式水位観測装置、WEPシステム（気液溶解装置）、鋼床版
き裂の超音波探傷法 ･鋼床版Uリグ内浸水検知法 (仮称 )、
下水汚泥の過給式流動燃焼システム、短繊維混合補強土工
法、ダムの変位計測技術、コラムリンク工法（経済的に沈
下と側方流動を抑制できる杭 ･壁併用型地盤改良工法）、
振動検知式土石流センサー、加熱式地下水検層法、みずみ
ち棒を用いた汚泥の重力濃縮技術、河川堤防の統合物理探
査、溶液供給機構を有する化学的環境モニタリングセンサ、
下水処理水の藻類増殖抑制及びエストロゲン除去の手法、
千代田実験水路における実物大破堤実験について、河川津
波における遡上距離 ･遡上高の推定手法とその活用方法、
異常腐食した耐候性鋼材の補修手法の研究、ロータリ除雪
車対応型アタッチメント式路面清掃装置



265

1.（3）② ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

年度 名称 開催日 開催地 出展技術

26
平成
25
年度

関東技術事務所
建設技術展示館

平成25年
11月 1日
～平成27
年10月中

旬
（常設展示）

松戸市
鋼床版き裂の非破壊調査技術、トンネル補修工法（NAV
工法）

27
平成
25
年度

第11回　環境
研究シンポジウ

ム

平成25年
11月 13
日

東京都

下水再生水のノロウィルス感染リスク評価 - 農業利用を想
定したCase Study-、哺乳動物の行動予測および氾濫原
の生態的機能に関する研究－河川生態系変動予測モデルへ
の取り組み－、霞ヶ浦の沈水植物の再生手法について、水
環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の解明、
ダム湖を対象とした湖水中の金属類濃度低減技術の開発、
河床表層の変化が魚類の空間利用に及ぼす影響、バイオテ
レメトリ手法を用いた魚類行動解析及び魚道機能の評価、
豊平川における砂州地形とシロザケの産卵環境について

28
平成
25
年度

寒地技術シンポ
ジウム

平成25年
11月 20
日～22日

札幌市

北海道における不良土対策マニュアル、泥炭性軟弱地盤対
策工マニュアル、機能性SMA、落雪防止格子フェンス、
冬期路面管理支援システム、冬期路面すべり抵抗モニタリ
ングシステム、道路の吹雪 ･雪崩対策に関する研究、ロー
タリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置、雪堆積
場の雪冷熱利用技術に関する研究、分かりやすい案内誘導
と公共空間のデザインに関する研究、郊外部の電線電柱類
の景観対策における課題と効果的な対策手法、北海道の道
路デザインブック(案)及び北海道における道路景観チェッ
クリスト (案 )

29
平成
25
年度

ふゆトピア
2014in 釧路

平成26年
1月23日
～24日

釧路市

連続繊維メッシュと短繊維混入吹付けコンクリートの組み
合わせによる補修補強工法、落雪防止格子フェンス、冬期
路面管理支援システム、冬期路面すべり抵抗モニタリング
システム、気象変動の影響による雪氷環境の変化に関する
研究、インターネットによる吹雪視界予測情報の提供、高
盛土 ･広幅員に対応した新型防雪柵、地震による雪崩発生
リスク評価技術に関する研究、景観 ･コスト ･安全面で有
効な「路側式の道路案内標識」の提案、ロータリ除雪車対
応型アタッチメント式路面清掃装置、除雪機械マネジメン
トシステムの開発、冬期歩道の雪氷路面処理技術の開発

30
平成
25
年度

関東技術事務所
建設技術展示館

平成25年
11月 1日
～平成27
年10月中

旬
（常設展示）

松戸市
鋼床版き裂の非破壊調査技術、トンネル補修工法（NAV
工法）

31
平成
26
年度

平成26年度木
曽三川連合総合
水防演習・広域
連携防災訓練

平成26年
5月18日

桑名市
土研式釜段設置の演習（洪水時訓練）、土研式釜段の資材
展示（展示体験ｴﾘｱ）、その他新技術パネルの展示
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1.（3）② ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

年度 名称 開催日 開催地 出展技術

32
平成
26
年度

EE東北‘14
平成26年
6月4日
～5日

仙台市

コンクリート橋桁端部の腐食環境改善技術、路側式案内標
識の提案、道路景観デザインブック（案）、道路景観チェッ
クリスト（案）、ロータリ除雪車対応型アタッチメント式
路面清掃装置、排水ポンプ設置支援装置（自走型）、凍結
防止材散布車散布情報収集・管理システム

33
平成
26
年度

第1回「震災対
策技術展」大阪

平成26年
6月17日
～18日

大阪
河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法、排水ポン
プ設置支援装置（自走型）

34
平成
26
年度

コンクリート
テクノプラザ
2014

平成26年
7月9日
　～11日

高松市
低炭素型セメント結合材の利用技術に関する研究、コンク
リート構造物の変位計（ずれセンサ）、コンクリート道路
橋桁端部の腐食環境改善技術

35
平成
26
年度

ものづくりテク
ノフェア

平成26年
7月24日

札幌市

ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置、音
響カメラを用いた港湾構造物水中部劣化診断装置、排水ポ
ンプ設置支援装置（自走型）、衝撃加速度試験装置による
盛土の品質管理技術、北海道における不良土対策マニュア
ル、泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル

36
平成
26
年度

サイエンスパー
ク 2014

平成26年
8月6日

札幌市
理科の大実験 !!5 年生向け「流れる水のはたらき」と6年
生向け「土地のつくりと変化」と「地盤で起きる液状化現象」

37
平成
26
年度

第5回「震災対
策技術展」宮城

平成26年
8月7日
～8日

仙台市
河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法、生態学的
混藩混植法

38
平成
26
年度

環境科学展
平成26年
10月 22
日～23日

札幌市
理科の大実験 !!5 年生向け「流れる水のはたらき」と6年
生向け「土地のつくりと変化」

39
平成
26
年度

九州建設技術
フォーラム
2014in 福岡

平成26年
10月 22
日～23日

福岡市
緩衝型のワイヤーロープ式防護柵、冬期路面すべり抵抗モ
ニタリングシステム、冬期路面管理支援システム、道路景
観デザインブック（案）、道路景観チェックリスト（案）

40
平成
26
年度

第23回プレス
トレストコンク
リートの発展に
関するシンポジ

ウム

平成26年
10月 23
日～24日

盛岡市 コンクリート橋桁端部の腐食環境改善技術

41
平成
26
年度

建設技術展
2014 近畿

平成26年
10月 29
日～30日

大阪市

インバイロワン工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去技
術）、
鋼床版き裂の非破壊調査技術、コンクリート橋桁端部に用
いる排水装置、緩衝型のワイヤーロープ式防護柵、河川津
波における遡上距離・遡上高の推定手法、排水ポンプ設置
支援装置（自走型）

42
平成
26
年度

第13回アジア
地域の巨大都市
における安全性
向上のための新
技術に関する国
際シンポジウム

平成26年
11月 3日
～5日

ヤンゴン
市

土木研究所の紹介、水災害・リスクマネジメント国際セン
ターの活動紹介、RRI モデル（降雨流出氾濫モデル）を
用いたミャンマー国内の災害リスク評価行政職員研修プロ
ジェクト
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1.（3）② ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

年度 名称 開催日 開催地 出展技術

43
平成
26
年度

土木の日2014
一般公開

平成26年
11月 15
日

つくば

緩衝型のワイヤーロープ式防護柵、高盛土・広幅員に対応
した新型防雪柵、道路吹雪対策マニュアル、インターネッ
トによる吹雪視界予測情報の提供、ロータリ除雪車対応型
アタッチメント式路面清掃装置、落雪防止用格子フェンス、
衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術

44
平成
26
年度

建設技術フォー
ラム2014in 広

島

平成26年
11月 21
日～22日

広島市

コンクリート橋桁端部に用いる腐食環境改善技術、ダムの
変位計測技術（GPS・ﾜｲﾔﾚｽ変位計）、部分薄肉化PC版
を用いたトンネル補強工法、洪水・津波の氾濫範囲推定手
法、河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法、緩衝
型のワイヤーロープ式防護柵、寒地農業用水路の補修にお
ける FRPM板ライニング工法

45
平成
26
年度

寒地技術シンポ
ジウム

平成26年
12月 2日
～4日

札幌市

冬期路面管理支援システム、冬期路面すべり抵抗モニタリ
ングシステム、インターネットによる吹雪視界予測情報の
提供、近年及び将来の雪氷環境の変化傾向、道路吹雪対策
マニュアル、冬期歩道の雪氷路面処理技術の開発、埋雪車
両除去技術の研究

46
平成
26
年度

ゆきみらい
2015in 長岡
ゆきみらい見本

市

平成26年
1月29日
～30日

長岡市

インターネットによる吹雪視界予測情報の提供について、
道路吹雪対策マニュアル、吹き払い柵の防雪機能に関する
研究、道路案内標識の着氷対策に関する研究、雪崩に関す
る技術資料 (案 ) の作成、落雪防止用格子フェンス、凍結
防止剤散布車散布情報収集・管理システム、除雪機械マネ
ジメントシステムの開発、表面含浸工法によるコンクリー
トの耐久性向上技術（シラン系）、表面含浸工法によるコ
ンクリートの耐久性向上技術（ｱﾐﾝ系）、超音波によるコン
クリートの凍害劣化点検技術（表面走査法）

47
平成
26
年度

第19回「震災
対策技術展」横

浜

平成26年
2月5日
～6日

横浜市
河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法、洪水・津
波の氾濫範囲推定手法

48
平成
27
年度

第64回利根川
水系連合・総合
水防演習

平成27年
5月16日

伊勢崎市
土研式釜段の資材、パネル展示
その他新技術パネルの展示

49
平成
27
年度

H平成27年度
揖斐川連合総合
水防演習・広域
連携防災訓練

平成27年
5月24日

大垣市
土研式釜段の資材、パネル展示
その他新技術パネルの展示
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1.（3）② ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開

年度 名称 開催日 開催地 出展技術

50
平成
27
年度

EE東北’15
平成27年
6月3日
～4日

仙台市

新型凍結抑制舗装
コンクリート道路橋桁端部の腐食環境改善技術
超音波によるコンクリートの凍害劣化点検技術
表面含浸工法によるコンクリートの耐久性向上技術
凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
改質セメントによるコンクリートの高耐久化技術
スマートショット工法

51
平成
27
年度

第2回「震災対
策技術展」大阪

平成27年
6月4日
～5日

大阪市

河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法
洪水・津波の氾濫範囲推定手法～汎用二次元氾濫計算ソフ
トの活用
破堤拡幅の推定手法

52
平成
27
年度

平成27年度石
狩川水系夕張川
総合水防演習

平成27年
6月20日

夕張郡
長沼町

排水ポンプ設置支援装置（自走型）
破堤拡幅の推定手法
河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法

53
平成
27
年度

コンクリート
テクノプラザ
2015

平成27年
7月14日
～16日

千葉市
コンクリート構造物の中性化深度モニタリングセンサ
コンクリート構造物の変位計（ずれセンサー）
コンクリート道路橋桁端部の腐食環境改善技術

54
平成
27
年度

ものづくりテク
ノフェア

平成27年
7月23日

札幌市

ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
排水ポンプ設置支援装置（自走型）
衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術
北海道における不良土対策マニュアル
河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法
音響カメラを用いた港湾構造物水中部劣化診断装置

55
平成
27
年度

下水道展’15
東京

平成27年
7月28日
　～31日

江東区
研究紹介パネル
みずみち棒模型

56
平成
27
年度

九州建設技術
フォーラム
2015

平成27年
10月 5日
～6日

福岡市
海岸護岸における防波フェンスの波力算定法
透明折板素材を用いた超波防止柵
杭付落石防護擁壁工

57
平成
27
年度

北陸技術交流
テクノフェア
2015

平成27年
10月 8日
～9日

福井市
土木研究所の紹介
ダムの変位計測技術
GPSを利用したダムの変位計測

58
平成
27
年度

けんせつフェア
北陸 in

金沢 2015

平成27年
10月 16
日～17日

金沢市

緩衝型のワイヤーロープ式防護柵
破堤拡幅の推定手法
凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置

59
平成
27
年度

第24回プレス
トレストコンク
リートの発展に
関するシンポジ

ウム

平成27年
10月 22
日～23日

富山市
コンクリート橋桁端部の腐食環境改善技術
国立研究開発法人への移行、先端材料資源研究センターの
設立について

60
平成
27
年度

環境科学展
平成27年
10月 24
～ 25日

札幌市
理科の大実験！！5年生向け「流れる水のはたらき」と6
年生向け
「土地のつくりと変化」
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年度 名称 開催日 開催地 出展技術

61
平成
27
年度

第31回日本道
路会議

平成27年
10月 27
日～28日

千代田区
土木研究所の紹介
環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術
（インバイロワン工法）

62
平成
27
年度

関東技術事務所
建設技術展示館

平成27年
10月 27
日～平成
29年9月
30日

（常設展示）

松戸市

鋼床版き裂の非破壊調査技術
環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術
トンネル補修工法（NAV工法）
コンクリート表面被覆工法（タフガードクリヤー工法）

63
平成
27
年度

建設技術展
2015近畿

平成27年
10月 28
日～29日

大阪市

土木研究所の紹介
土研新技術ショーケース開催の案内
ｉMａRRC設立について
環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術
（インバイロワン工法）
コンクリート橋桁端部に用いる排水装置
緩衝型のワイヤーロープ式防護柵
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム

64
平成
27
年度

寒地技術シンポ
ジウム

平成27年
11月 4日  札幌市

・冬期路面管理支援システム
・冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
・道路の吹雪・雪崩対策に関する研究
・「落雪防止格子フェンス」の紹介
・衝撃加速度試験
・除雪機械マネジメントシステムの開発
・�冬期歩道の雪氷路面処理技術の開発寒冷地での無電柱化
における課題について
・�景観・コスト・安全面で有効な「路側式の道路案内標識」
の提案
・�地域性を踏まえた実践的なルールに関する技術資料（案）
について

65
平成
27
年度

第20回「震災
対策技術展」横

浜

平成28年
2月4日
～5日

横浜市
破堤拡幅の推定手法

66
平成
27
年度

ゆきみらい
2016in 盛岡

平成28年
2月9日
～10日

盛岡市

落雪防止格子フェンス
路側設置型防雪柵
高盛土・広幅員に対応した新型防雪柵
道路吹雪対策マニュアル
冬期路面すべり抵抗モニタリングシステム
冬期路面管理支援システム
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装置
凍結防止剤散布車散布情報収集・管理システム
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7.6　研究開発による社会的効果の事例集の公表
　土木研究所は、毎年 150 ～ 200 件程度の土木技術に関する研究開発を行っている。そして、その成果として、
道路 ･ 河川 ･ ダム ･ 砂防 ･ 下水道などの社会インフラの整備や管理に関する各種の技術基準などが作成され、
また、各インフラ施設の設計や工事などをする際に役に立つ新技術が開発され、それらが実際に現場などで
活用されることによって、いろいろな形で国民の生活や社会活動などに大きな効果を発揮している。
　そこで、平成 25 年度は技術基準の作成や新技術の開発などにより社会的な効果を発揮している、あるいは、
期待される代表的な事例（図–1.3.6）についてとりまとめ、9 月 18 日に記者発表するとともにホームペー
ジに掲載した。
　各事例は、土木技術を知らない一般市民でも理解できるよう専門用語は一切使わず平易な言葉で記述する
とともに、長期にわたり期待される効果や既に発揮した効果をコスト縮減金額や CO2 削減量等の具体的な
数値を使ってアピールしている。

図 –1.3.6　期待される代表的な事例の一例（インバイロワン工法）
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中長期目標の達成状況
　研究成果の周知・普及においては、幹部職員で構成される広報委員会等で承認された年度毎の広報
計画に基づき、研究成果をホームページで公表したほか、各地でショーケースや報告会等を積極的に
行った。
　以上により、中長期目標を達成できた。
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③　知的財産の活用促進

中期目標
　成果に関する知的財産権は、保有する目的を明確にして、必要な権利の確実な取得や登録 ･ 保有コ
ストの削減等により適切な維持管理を図るとともに、普及活動に取り組み活用促進を図ること。

中期計画
　業務を通じて創造された知的財産については、知的財産ポリシーに基づき、知的財産権を保有する
目的を明確にした上で、当該目的を踏まえつつ、土木研究所として必要な権利を確実に取得するとと
もに、不要な権利を処分することにより登録・保有コストの削減等を図り、保有する知的財産権を適
切に維持管理する。また、知的財産権の活用状況等を把握し活用促進方策を積極的に実施することに
より、知的財産権の実施件数や実施料等の収入の増加を図る。

■中長期目標達成の考え方
　土木研究所として必要な権利を確実に取得するため、知的財産委員会で十分審議を行い、必要な手続き等
を進めて行くこととした。
　また、権利の適切な維持管理を図るため、権利維持方針に基づいて権利維持あるいは権利放棄のための必
要な手続き等を進めるとともに、知的財産管理システムの再整備に向けて検討を行うこととした。
　さらに、権利の活用促進を図るため、新技術ショーケースや新技術セミナー、現場見学会等の普及活動を
含めた活用促進方策を立案して実施するとともに、活用促進のための新たな事業を創設し、研究チーム等と
協力して事業実施に取り組むこととした。

評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

知的財産収入

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

知的財産収入（万円） 2,671 4,429 4,260 3,418 2,619

実施契約率

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施契約率（％） 24.4 30.0 31.5 33.2 37.9
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■中長期目標期間の取り組み
1.  知的財産権の取得
　各研究チーム等の研究成果のうち知的財産として権利化する必要性や実施の見込みが高いもの等につい
て、所内の知的財産委員会において十分審議するとともに、その結果を踏まえ、積極的に権利の取得に努めた。
　表–1.3.29に示すように、中長期期間において各年度の延べ数として、42 件の特許権、4 件の意匠権及
び 2 件の商標権の出願を行うとともに、表–1.3.30に示すように、64 件の特許権、15 件の意匠権及び 2 件
の商標権を登録した。また、創作したプログラムについて、表–1.3.31に示すように17件の著作権登録を行っ
た。

表 –1.3.29　産業財産権の出願状況
（１）特許権

　 年度 出願番号 出願日 発明の名称

1 平成23年度
PCTJP2012/
053354

平成24年�
2月 14日

鋼構造物の高耐久性塗膜の剥離方法

2 平成23年度 特願2012-41043
平成24年�
2月 28日

複合地盤杭基礎技術による既設構造物基礎の耐震補
強構造

3 平成23年度 特願2012-67036
平成24年�
3月 23日

コンクリート平版のせん断補強の形成方法と、道路
床版及びフラットスラブ

4 平成24年度
特願2012-
109674

平成24年�
5月 11日

鋼板の残存板厚計測方法及び装置

5 平成24年度
特願2012-
150615

平成24年�
7月 4日

アレイ探傷装置および方法

6 平成24年度
特願2012-
195918

平成24年�
9月 6日

補強土壁

7 平成24年度
特願2012-
271335

平成24年�
12月 12日

舗装路面のたわみ測定機及び舗装路面のたわみ測定
方法

8 平成24年度
特願2012-
280268

平成24年�
12月 21日

コンクリート構造物の変位計

9 平成24年度
特願2013-
020438

平成25年�
2月 5日

ひずみ計

10 平成24年度
特願2013-
046710

平成25年�
3月 8日

液体検知方法及び液体検知装置

11 平成24年度
特願2013-
055891

平成25年�
3月 18日

藻食性動物の餌料供給を兼用した海藻の生育方法お
よび生育用基材

12 平成24年度
特願2013-
055938

平成25年�
3月 19日

デリネーター

13 平成24年度
特願2013-
068301

平成25年�
3月 28日

超音波横波探触子

14 平成25年度
特願2013-
108183

平成25年�
5月 22日

路面切削機、路面切削方法及び切削溝

15 平成25年度
特願2013-
165163

平成25年�
8月 8日

舗装路面の凍結抑制用撥水材組成物、凍結抑制舗装
体及び舗装路面の凍結抑制方法
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　 年度 出願番号 出願日 発明の名称

16 平成25年度
特願2013-
171133

平成25年�
8月 21日

アスファルト混合物、アスファルト舗装方法、及び、
アスファルト舗装体

17 平成25年度
特願2013-
187043

平成25年�
9月 10日

液体検知方法および液体検知装置

18 平成25年度
特願2013-
202279

平成25年�
9月 27日

藻類増殖抑制方法

19 平成25年度
特願2014-
016693

平成26年�
1月 31日

常温施工型軽量舗装材組成物

20 平成25年度
特願2014-
047851

平成26年�
3月 11日

フレキシブルアーム装置および点検診断装置

21 平成25年度
特願2014-
050970

平成26年�
3月 14日

藻類増殖抑制装置及び方法

22 平成25年度
特願2014-
053615

平成26年�
3月 17日

潤滑油の供給設備及び供給方法

23 平成26年度
特願2014-
095158

平成26年�
5月 2日

路側設置型防雪柵

24 平成26年度
特願2014-
100247

平成26年�
5月 14日

コンクリート接合部目地排水兼シール材及びコンク
リート接合部目地への排水兼シール材設置方法

25 平成26年度
特願2014-
128088

平成26年�
6月 23日

ケーブル式道路防護柵用視線誘導標

26 平成26年度
特願2014-
151252

平成26年�
7月 24日

たわみ計測方法およびたわみ計測装置

27 平成26年度
特願2014-
182174

平成26年�
9月 8日

カバー治具付き樋及びこれを用いた樋の取付方法

28 平成26年度
特願2014-
182916

平成26年�
9月 9日

穿孔装置および孔拡張装置

29 平成26年度
特願2014-
208298

平成26年�
10月 9日

塗料組成物、塗膜形成方法及び透明塗膜

30 平成26年度
特願2014-
209781

平成26年�
10月 14日

水路の更生方法

31 平成26年度
特願2014-
235222

平成26年�
11月 20日

ハイブリッド表面波探査方法及びハイブリッド表面
波探査システム

32 平成26年度
特願2014-
254898

平成26年�
12月 17日

金属の温度－電気抵抗特性を用いた地下水検層法及
び装置と、該装置に用いられる検層器

33 平成26年度
特願2015-
026079

平成27年�
2月 13日

ロープ連結材

34 平成26年度
PCT/

JP2015/56487
平成27年�
3月 5日

藻類増殖抑制方法及び装置

35 平成26年度
特願2015-
062147

平成27年�
3月 26日

集水管へのスライム付着防止方法
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　 年度 出願番号 出願日 発明の名称

36 平成27年度
特願2015-
098004

平成27年�
5月 13日

河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法

37 平成27年度
特願2015-
104668

平成27年�
5月 22日

パイピング現象評価方法及びパイピング現象評価装
置

38 平成27年度
特願2015-
182174

平成27年�
6月 23日

地盤構造探査方法及び地盤構造探査装置

39 平成27年度
特願2015-
195564

平成27年�
10月 1日

地盤上の盛土の補強方法、荷重予定地の補強方法、
及び、補強構造

40 平成27年度
特願2016-
012422

平成28年�
1月 26日

魚道及び魚道形成方法

41 平成27年度
特願2016-
058328

平成28年�
3月 23日

飽和未固結砂質地盤への注水方法

42 平成27年度
特願2016-
058329

平成28年�
3月 23日

ボーリング孔内で飽和未固結砂質地盤を乱さずに露
出させる方法

（２）意匠権

　 年度 出願番号 出願日 発明の名称

1 平成24年度
意願2012-
020071

平成24年
8月22日

支柱用キャップ

2 平成24年度
意願2012-
020072

平成24年
8月22日

支柱用キャップ

3 平成24年度
意願2012-
020073

平成24年
8月22日

支柱支え具

4 平成27年度
意願2015-
015389

平成27年
7月10日

間隔保持材

（３）商標権

　 年度 出願番号 出願日 発明の名称

1 平成27年度 商願2015-74356
平成27年
8月4日

iMaRRC+図形（iMaRRCを表示する図形）

2 平成27年度 商願2015-74357
平成27年
8月4日

図形（iMaRRCを表示する図形）
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表－ 1.3.30　産業財産権の登録状況
（１）特許権

　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

1
平成23�
年度

特許第4714912号
平成23年�
4月 8日

加圧流動焼却設備およびその立ち上げ方法

2
平成23�
年度

特許第4727564号
平成23年�
4月 22日

鋼床版の補強構造および補強方法

3
平成23�
年度

特許第4743644号
平成23年�
5月 20日

鉄筋コンクリート橋脚

4
平成23�
年度

特許第4742388号
平成23年�
5月 20日

固定観測点及び路線における路面状態推定システム

5
平成23�
年度

特許第4771309号
平成23年�
7月 1日

加圧流動焼却設備およびその立ち上げ方法

6
平成23�
年度

特許第4798531号
平成23年�
8月 12日

受信局、それを用いた信号送受信方式

7
平成23�
年度

特許第4803421号
平成23年�
8月 19日

浅い湖沼における沈水植物群落の再生 ･復元方法

8
平成23�
年度

特許第4803561号
平成23年�
8月 19日

簡易雪密度測定器

9
平成23�
年度

特許第4824427号
平成23年�
9月 16日

無線 ICタグのコンクリート埋設構造及びその埋設方
法、並びにコンクリート情報管理システム

10
平成23�
年度

特許第4831309号
平成23年�
9月 30日

廃棄物処理設備および廃棄物処理方法

11
平成23�
年度

特許第4847107号
平成23年�
10月 21日

杭の動的水平載荷試験方法及び動的水平載荷試験装置

12
平成23�
年度

特許第4887532号
平成23年�
12月 22日

岩盤斜面の安全度評価方法

13
平成23�
年度

特許第4900459号
平成24年�
1月 13日

大型グリップ付きポータブルベーン試験器

14
平成23�
年度

特許第4900615号
平成24年�
1月 13日

地盤の破壊 ･崩壊予測方法

15
平成23�
年度

特許第4905639号
平成24年�
1月 20日

角柱形供試体用型枠の組立装置と組立方法

16
平成23�
年度

特許第4915676号
平成24年�
2月 3日

自動降灰 ･降雨量計

17
平成23�
年度

特許第4930932号
平成24年�
2月 24日

汚泥処理設備および汚泥処理方法

18
平成23�
年度

特許第4951737号
平成24年�
3月 23日

自律駆動型水素吸蔵合金アクチュエータ

19
平成24�
年度

特許第4982780号
平成24年�
5月 11日

固化パイル造成による地盤改良方法
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　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

20
平成24�
年度

特許第4991986号
平成24年�
5月 18日

加圧焼却炉設備及びその立ち上げ方法

21
平成24�
年度

特許第5020575号
平成24年�
6月 22日

バイオガスの精製方法及びバイオガス精製設備

22
平成24�
年度

特許第5044852号
平成24年�
7月 27日

打ち込み式水位観測装置

23
平成24�
年度

特許第5062769号
平成24年�
8月 17日

低級炭化水素の直接改質方法

24
平成24�
年度

特許第5067653号
平成24年�
8月 24日

加圧焼却炉設備及びその運転方法

25
平成24�
年度

特許第5071805号
平成24年�
8月 31日

既設アンカーの再緊張方法および荷重測定方法、なら
びにヘッド部

26
平成24�
年度

特許第5077857号
平成24年�
9月 7日

複合地盤杭基礎技術による既設構造物基礎の耐震補強
構造

27
平成24�
年度

特許第5112664号
平成24年�
10月 19日

メタン回収方法および消化ガス精製装置

28
平成24�
年度

特許第5112665号
平成24年�
10月 19日

消化ガス利用システムにおける消化ガスの精製方法お
よびその精製装置

29
平成24�
年度

特許第5110501号
平成24年�
10月 19日

透光防波柵

30
平成24�
年度

特許第5124747号
平成24年�
11月 9日

流動化処理土の品質管理方法

31
平成24�
年度

特許第5140843号
平成24年�
11月 30日

堤防裏のり面被覆用土質材料及びそれを用いた被覆方
法

32
平成24�
年度

特許第5156845号
平成24年�
12月 14日

ケーブル式道路防護柵

33
平成24�
年度

特許第5176182号
平成25年�
1月 18日

下水処理水の藻類増殖抑制方法及びその装置

34
平成24�
年度

特許第5187732号
平成25年�
2月 1日

加圧流動焼却設備及び加圧流動燃焼設備の運転方法

35
平成24�
年度

特許第5187731号
平成25年�
2月 1日

加圧流動焼却設備及び加圧流動燃焼設備の立ち上げ運
転方法

36
平成24�
年度

特許第5207496号
平成25年�
3月 1日

補強土壁

37
平成24�
年度

特許第5206175号
平成25年�
3月 1日

変状計測装置

38
平成25�
年度

特許第5299778号
平成25年�
6月 28日

堤防の漏水抑止方法

39
平成25�
年度

特許第5299779号
平成25年�
6月 28日

堤防の漏水抑止装置及び方法
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　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

40
平成25�
年度

特許第5299780号
平成25年�
6月 28日

堤防の漏水抑止装置及び方法

41
平成25�
年度

特許第5305439号
平成25年�
7月 5日

水中堆積物流送用の吸引パイプ、水中堆積物の流送装
置、及びそれを用いた水中堆積物の流送方法

42
平成25�
年度

特許第5358860号
平成25年�
9月 13日

藻食性動物の餌料供給を兼用した海藻の生育方法およ
び生育用基材

43
平成25�
年度

特許第5364907号
平成25年�
9月 20日

変位計測システムおよび変位計測方法

44
平成25�
年度

特許第5371100号
平成25年�
9月 27日

センサ

45
平成25�
年度

特許第5392555号
平成25年�
10月 25日

アンカー構造、支圧拘束具、アンカー構造の施工方法

46
平成25�
年度

特許第5392739号
平成25年�
10月 25日

加圧流動燃焼設備及び加圧流動焼却設備の立ち上げ運
転方法

47
平成25�
年度

特許第5458270号
平成26年�
1月 24日

水中構造物点検システム及び画像処理装置

48
平成25�
年度

特許第5463584号
平成26年�
1月 31日

変位計測方法、変位計測装置及び変位計測プログラム

49
平成25�
年度

特許第5482792号
平成26年�
2月 28日

有機性廃棄物処理システム及び方法

50
平成26�
年度

特許第5534233号
平成26年�
5月 9日

鋼構造物の高耐久性塗膜の剥離方法

51
平成26�
年度

特許第5564659号
平成26年�
6月 27日

路面切削機及び路面切削方法

52
平成26�
年度

特許第5599069号
平成26年�
8月 22日

水中堆積物流送用の吸引パイプ、水中堆積物の流送装
置及びそれを用いた水中堆積物の流送方法

53
平成26�
年度

特許第5610251号
平成26年�
9月 12日

路側設置型防雪柵

54
平成26�
年度

特許第5633059号
平成26年�
10月 24日

超音波探傷の感度設定方法および超音波探傷装置

55
平成26�
年度

特許第5690010号
平成27年�
2月 6日

ケーブル式道路防護柵用視線誘導標

56
平成26�
年度

特許第5717229号
平成27年�
3月 27日

水性エポキシ樹脂ジンクリッチペイントを用いた防食
塗装方法

57
平成27�
年度

特許第5729566号
平成27年�
4月 17日

コンクリート平版のせん断補強の形成方法と、道路床
版及びフラットスラブ

58
平成27�
年度

特許第5733816号
平成27年�
4月 24日

高分子膜及びガスバリア材

59
平成27�
年度

特許第5740521号
平成27年�
5月 1日

水路の更生方法
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　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

60
平成27�
年度

特許第5747265号
平成27年�
5月 22日

ひずみ計

61
平成27�
年度

特許第5757014号
平成27年�
6月 12日

コンクリート構造物の変位計

62
平成27�
年度

特許第5837242号
平成27年�
11月 13日

ロープ連結材

63
平成27�
年度

特許第5904331号
平成28年�
3月 25日

アレイ探傷装置および方法

64
平成27�
年度

特許第5904339号
平成28年�
3月 25日

液体検知方法および液体検知装置

（２）意匠権

　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

1 平成23年度 登録第1425344号 平成23年 9月16日 間隔保持材

2 平成24年度 登録第1441115号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

3 平成24年度 登録第1441116号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

4 平成24年度 登録第1441117号 平成24年 4月13日 支柱用支え具

5 平成24年度 登録第1441118号 平成24年 4月13日 支柱支え具用底蓋

6 平成24年度 登録第1441498号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

7 平成24年度 登録第1441499号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

8 平成24年度 登録第1441500号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

9 平成24年度 登録第1441501号 平成24年 4月13日 道路防護柵用支柱

10 平成24年度 登録第1441502号 平成24年 4月13日 支柱用支え具

11 平成24年度 登録第1441503号 平成24年 4月13日 支柱支え具用底蓋

12 平成24年度 登録第1468038号 平成25年 3月29日 支柱用キャップ

13 平成24年度 登録第1468391号 平成25年 3月29日 支柱用キャップ

14 平成24年度 登録第1468039号 平成25年 3月29日 支柱支え具

15 平成27年度 登録第1544211号 平成28年 1月22日 間隔保持材
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（３）商標権

　 年度 登録番号 登録日 発明の名称

1
平成27
年度

登録第5826027号
平成28年
2月12日

iMaRRC+図形（iMaRRCを表示する図形）

2
平成27
年度

登録第5826028号
平成28年
2月12日

図形（iMaRRCを表示する図形）

表 –1.3.31　プログラムの登録状況

　 年度 登録番号 登録日 プログラム名称

1
平成23�
年度

P第10008号 -1
平成23年�
5月 19日

平面2次元河床変動計算プログラム

2
平成23�
年度

P第10036号 -1
平成23年�
9月 2日

区画線塗り替え判定ソフトウェア　Vｅｒ2.0

3
平成23�
年度

P第10047号 -1
平成23年�
10月 11日

凍結防止剤散布車散布情報収集 ･管理プログラム

4
平成23�
年度

P第10048号 -1
平成23年�
10月 11日

除雪機械作業実績確認プログラム

5
平成24�
年度

P第10137号 -1
平成24年�
8月 10日

自然風 ･交通換気力を活用した新換気制御プログラム

6
平成25�
年度

P第10352号 -1
平成26年�
3月 28日

人工知能技術を活用した洪水予測のためのレーダ雨量
入力制御プログラム

7
平成25�
年度

P第10354号 -1
平成26年�
3月 31日

降雨流出氾濫（RRI）モデル（ver1.3.3）

8
平成25�
年度

P第10355号 -1
平成26年�
3月 31日

総合洪水解析システム（IFAS）ver2.0

9
平成25�
年度

P第10356号 -1
平成26年�
3月 31日

総合洪水解析システムマネジメント版（IFAS-M）
ver2.0

10
平成26�
年度

P第10358号 -1
平成26年�
4月 8日

測定値補正ソフトVer2.1

11
平成26�
年度

P第10362号 -1
平成26年�
4月 10日

累積変位鳥瞰図作成ソフトVer2.2

12
平成26�
年度

P第10401号 -1
平成26年�
7月 8日

すべり線解析 ver2.1 プログラム

13
平成26�
年度

P第10471号 -1
平成27年�
1月 6日

河川の流れ・河床変動解析ソフトウェア：iRIC

14
平成27�
年度

P第10529号 -1
平成27年�
9月 16日

除雪機械稼働情報グラフ化プログラム

15
平成27�
年度

P第10530号 -1
平成27年�
9月 16日

除雪機械稼働情報グラフ化プログラム ver.2
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　 年度 登録番号 登録日 プログラム名称

16
平成27�
年度

P第10531号 -1
平成27年�
9月 18日

岩盤の弱層せん断強度シミュレーションプログラム

17
平成27�
年度

P第10562号 -1
平成28年�
1月 21日

1D-TRANSU

2.  知的財産権の維持管理
2.1　権利維持方針に基づく維持管理
　平成 22 年度にとりまとめた権利維持方針に基づき、審査請求や年金納付等の支出を伴う手続きのある権
利について、維持する必要性や活用される見通し等を手続きの期限までに改めて吟味し、関係者間の調整を
踏まえて必要な手続きを行った。
　以上の結果、表–1.3.32に示すように平成 27 年度末時点で 267 件の産業財産権を保有することとなった。

表 –1.3.32　産業財産権の出願 ･ 登録 ･ 消滅 ･ 保有件数の推移

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

出
願
件
数

特許権※ 3 14 9 16 7

実用新案権 0 0 0 0 0

意匠権 0 3 0 0 1

商標権 0 0 0 0 2

計 3 17 9 16 10

登
録
件
数

特許権 16 16 12 7 8

実用新案権 0 0 0 0 0

意匠権 1 13 0 0 1

商標権 0 0 0 0 2

計 17 29 12 7 11

消
　
滅
　
件
　
数

特許権 20 30 24 30 29

（うち放棄）　 12 18 8 18 13

実用新案権 0 1 0 0 0

（うち放棄）　 0 1 0 0 0

意匠権 2 0 0 2 1

（うち放棄）　 2 0 0 0 0

商標権 0 3 1 0 0

（うち放棄）　 0 0 0 0 0

計 22 34 25 32 30

（うち放棄）　 14 19 8 13 13
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

保
有
件
数
※
2

特許権 302 286 271 257 235

実用新案権 3 2 2 2 2

意匠権 19 22 22 20 20

商標権 12 9 8 8 10

計 336 319 303 287 267

※特許出願件数について、平成24年度の4件、平成26年度の3件は譲渡を受けたもの。
※2　保有件数は当該年度の出願件数と消滅件数の合算値である。

2.2　知的財産管理システムの整備
　平成 22 年度に整理した知的財産権の棚卸しの結果を活用して、各権利の必要な手続きの時期や金額、活
用状況等を常に的確に把握し、より適時 ･ 適切な管理を図って行くため、知的財産管理システムの再整備の
検討を行った。特許、実用新案、意匠、商標だけでなく、プログラム著作権やノウハウ等の権利も同様に管
理できるよう改良するとともに、普及戦略ヒアリング、知的財産権活用促進事業、実施契約等に関する情報
も各権利等の案件に関連づけて管理できるようにした。また、目的に応じて案件を検索できるよう改良する
とともに、維持管理手続きに必要な帳票が出力できるよう改良した。

3.  知的財産権の活用
3.1　活用促進方策の立案 ･実施
　保有する知的財産権の活用促進を図るため、新技術ショーケースや新技術セミナー、現場見学会等の普及
活動を含めた活用促進方策を継続して立案し、適宜フォローアップしながら実施に努めた。

3.2　知的財産権活用促進事業の実施
　本事業は平成 23 年度に創設したものであり、研究所が保有する知的財産権の実施により得られる収入を
活用し、関係する研究チーム等が主体となって、活用促進を図るべき技術等の実用化 ･ 改良等のための研究
開発や実証実験、技術情報の提供等のための種々の技術資料等の作成、技術移転等のための各種の技術講習
会等を実施するものである。

表 –1.3.33　知的財産権活用促進事業の実施状況

チーム等名 技術名 権利種別 実施内容

平成
23�
年度

新材料
溶液供給機構を有
する化学的環境モ
ニタリングセンサ

特許権
･センサや供試体の製作
･既設のコンクリート構造物での試験施工と適用性の
検証

平成
23�
年度

リサイクル
下水汚泥の重力濃
縮技術（みずみち
棒）

特許権
･導入自治体や関係機関からなる検討委員会の開催
･導入施設での性能確認等のための現地調査
･技術改良等のための装置の製作や試験の実施

平成
23�
年度

火山 ･土石流
自動降灰 ･降雨量
計

特許権
・雪寒地対応型への装置の改良
・現地での実証試験の実施
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チーム等名 技術名 権利種別 実施内容

平成
23�
年度

地すべり

既設アンカー緊張
力モニタリングシ
ステム
(Aki-Mos)

特許権
実用新案権

・展示用サンプル（模型）の製作
・地すべり学会展示会への出展

平成
23�
年度

雪崩 ･地すべ
り研究セン
ター

加熱式地下水検層
法

特許権 ・現場での設置を容易にするための装置の改良

平成
24�
年度

水理
潜行式吸引排砂管
（ダムの排砂技術）

特許権 ･砂防堰堤での実証試験の実施

平成
24�
年度

火山 ･土石流
自動降灰 ･降雨量
計

特許権
･静止衛星（きく8号）対応型への装置の改良
･噴火中の活火山での実証試験の実施

平成
24�
年度

火山 ･土石流
土研式水位観測ブ
イ（投下型）

実用新案権

･�装置の改良（GPSと気圧高度センサによる水位計
測、ソーラーパネルによる電源）
･現地での実証試験の実施
･インドネシアへの機材提供、技術援助

平成
24�
年度

雪崩 ･地すべ
り研究セン
ター

加熱式地下水検層
法

特許権 ･センサ部の防水性を確保するための装置の改良

平成
25�
年度

新材料
光センサコーティ
ング

特許権

･�遠方からモニタリングできるシステムを開発するた
めの装置の購入（液晶チューナブルフィルタ、望遠
レンズ＋高解像度デジタルカメラ、 PC＋ソフトウェ
ア、光源）

平成
25�
年度

リサイクル
下水汚泥の重力濃
縮技術（みずみち
棒）

特許権

･�導入自治体や関係機関からなる技術検討会の開催
（札幌市）
･�自治体等を対象とした技術講習会と現地見学会の開
催（札幌市、恵庭市、熊本市）

平成
25�
年度

施工技術 ALiCC工法
特許権
商標権

･�PR資料の作成（工法紹介ビデオ、パネル、パンフレッ
ト）

平成
25�
年度

水質
WEPシステム（気
液溶解装置）･藻
類増殖抑制手法

特許権

･�WEPシステムの効果検証と新規導入のための現地
調査（三瓶ダム、鹿野川ダム）
･�藻類増殖抑制手法の効果検証と改良のための実験の
実施と見学会の開催（霞ヶ浦）
･技術資料の作成

平成
25�
年度

トンネル

自然 ･交通条件を
活用した道路トン
ネルの新換気制御
技術

プログラム
著作権

･�供用中トンネルでの実証実験の実施（新佐呂間トン
ネル）
･技術資料の作成

平成
25�
年度

水理
ダムの排砂技術
（潜行吸引式排砂
管）

特許権 ･実証実験の実施（高滝ダム）
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チーム等名 技術名 権利種別 実施内容

平成
25�
年度

火山 ･土石流
自動降灰 ･降雨量
計

特許権
･静止衛星 (きく8号 ) に対応する装置の改良
･実証実験の実施（桜島）

平成
25�
年度

CAESAR
鋼床版Uリブ滞水
検知技術

特許権
･�鋼床版Ｕリブ滞水検知技術のﾃﾞﾓ用模型と検知装置
の製作

平成
26�
年度

新材料
カーボンブラック
添加アスファルト
舗装

特許権
・�国道50号下館バイパスでの初期劣化評価試験（路
面調査、コア試料採取、 骨材飛散抵抗性試験、消耗
品購入等）

平成
26�
年度

リサイクル、
水質

下水汚泥の重力濃
縮技術（みずみち
棒）
WEPシステム（気
液溶解装置）

特許権 ・下水道展’14大阪への出展

平成
26�
年度

リサイクル
下水汚泥の重力濃
縮技術（みずみち
棒）他

特許権 ・バイオマス技術講習会（石川県）

平成
26�
年度

施工技術 ALiCC工法
特許権
商標権

・現場見学会・講習会（長崎河川国道）

平成
26�
年度

火山・土石流
自動降灰・降雨量
計

特許権
・静止衛星（きく8号）に対応する装置の改良
・実証実験の実施（桜島）

平成
27�
年度

施工技術
グランドアンカー
維持管理マニュア
ル

著作権 ・シンポジウム、現地見学会の開催

平成
27�
年度

水質

WEPシステム（気
液溶解装置）
他、藻類増殖抑制
装置等

特許権
･アオコ抑制効果の検証
･微量金属溶出状況の調査
･現地装置のフォローアップ調査

平成
27�
年度

火山・土石流
自動降灰・降雨量
計

特許権 ・改良機の現地検証

平成
27�
年度

トンネル NAV工法 特許権 ・押抜き耐力試験のための大型供試体製作

平成
27�
年度

iMaRRC
インバイロワンシ
ステム

特許権
ノウハウ

･インバイロワンの基本性能補足調査
･試験施工
･試験評価方法、性能基準値の検討

平成
27�
年度

iMaRRC
水質

下水汚泥の重力濃
縮技術（みずみち
棒）
WEPシステム（気
液溶解装置）

特許権 ・下水道展’15東京への出展
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チーム等名 技術名 権利種別 実施内容

平成
27�
年度

iMaRRC 消化ガスエンジン ノウハウ ・現地見学会開催

3.3　パテントプール契約の活用
　共同研究で開発した技術等のように、複数の者で共有する知的財産権については、実施者の利便性を考慮
し実施権を効率的に付与できるよう、知的財産権の一元管理を行うパテントプール契約制度を活用している。

図 –1.3.7　パテントプールによる一元管理の概要

表 –1.3.34　各年度末時点でのパテントプール契約実績者数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

流動化処理工法 25 25 22 22 22

ハイグレードソイル工法（気泡混合土工法） 26 26 26 26 26

ハイグレードソイル工法（発泡ビーズ混合軽量土
工法）

25 22 22 22 22

ハイグレードソイル工法（袋詰脱水処理工法） 29 27 27 27 27

ハイグレードソイル工法（短繊維混合補強土工法） 24 23 23 21 23

3H工法 19 21 21 21 21

インバイロワン工法 182 263 182 182 182

有害物質の封じ込め処理方法 - 4 4 4 4

ALiCC工法 - 6 6 6 6

コラムリンク - - - 11 11

Aki-Mos 工法 - - - 4 6

໐パテントプール契約を活用しないと…

໐໐໐工法

特許権Ⅰ 土研 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

特許権Ⅲ

特許権Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ

特許権の
一元管理機関

実施者

実施者

土研

土研

Ｂ社 Ｄ社 Ｅ社

特許権Ⅱ Ａ社

Ａ社
Ｂ社
Ｃ社
Ｄ社
Ｅ社

Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社

໐໐໐工法

໐パテントプール契約の活用により

パテントプール契約

各者があらか
じめ許諾条件
を合意し、
一元管理機関
に管理委託

（特許権の一元管理契約）

実施権付与の効率化

特許権毎にすべての権利者と実施契約

一元管理機関と実施契約
実施契約
（2者間）

実施契約Ⅰ（5者間）

実施契約Ⅱ（5者間）

実施契約Ⅲ（5者間）



286

1.（3）③ 知的財産の活用促進

3.4　研究コンソーシアムの活用
　共同研究等の終了後、研究成果を現場等に適用できるレベルにまで熟度を高めるとともに、広く活用され
るよう普及促進を図ることを目的として、研究コンソーシアムを設立し、開発技術がある程度自立できるま
での期間、積極的にフォローアップを行っている。

表 –1.3.35　コンソーシアム研究会

名称 研究チーム 参加企業数 開始年月

ハイグレードソイル研究コンソーシアム 土質・振動
土研センターと
民間36社

平成14年 11月

ALiCC工法研究会 施工技術 民間8社 平成20年4月

特殊な地すべり環境下で使用する
観測装置の開発研究会

地すべり 民間4社 平成21年6月

RE･MO･TE研究会 地すべり 民間3社 平成22年3月

既設アンカー緊張力モニタリングﾞ研究会 地すべり 民間13社 平成22年 3月

コラムリンク工法研究会 施工技術 民間13社 平成24年 9月

NAV工法研究会 トンネル 民間4社 平成25年2月

土壌侵食防止工法研究会 火山・土石流 大学と民間1社 平成25年12月

部分薄肉化PCL工法研究会 トンネル 民間4社 平成27年6月

3.5　著作権の運用
　土木研究所が保有する著作権を運用した著作物として、平成 24 年度に「建設工事で遭遇する地盤汚染対
応マニュアル（改訂版）」、「河川堤防の統合物理探査－安全性評価への適用の手引き－」、平成 25 年度に「地
すべり線の形状推定法」、「建設発生土利用技術マニュアル（第 4 版）」、「地すべり防止のための水抜きボー
リングの実際」、平成 26 年度に「建設工事で発生する自然由来重金属等含有土対応ハンドブック」を出版し
た。「河川堤防の統合物理探査－安全性評価への適用の手引き－」について河川構造物管理の新技術をテー
マとして開催した土研新技術セミナーで紹介を行ったほか、関連分野の雑誌に広報記事を掲載するとともに
新技術ショーケース等の各種イベントで紹介を行った。平成 27 年度に出版はない。法人著作としての出版
物は合計 24 冊となった。

表 –1.3.36　法人出版物

年度 技術名 出版者 発行年月日

平成24年度
建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュ
アル (改訂版 )

( 株 ) 鹿島出版会 平成24年4月10日

平成24年度
河川堤防の統合物理探査 - 安全性評価へ
の適用の手引き -

( 株 ) 愛智出版 平成25年 3月30日

平成25年度 地すべり線の形状推定法 (株 ) 鹿島出版会 平成25年5月8日

平成25年度 建設発生土利用技術マニュアル 第 4版 ( 一財 ) 土木研究センター 平成25年12月 1日

平成25年度
地すべり防止のための水抜きボーリング
の実際

(株 ) 鹿島出版会 平成25年12月 20日
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年度 技術名 出版者 発行年月日

平成26年度
建設工事で発生する自然由来重金属等含
有土対応ハンドブック

(株 ) 大成出版社 平成27年3月31日

3.6　知的財産権の実施状況
　以上のような活用促進のための取り組みの結果、表–1.3.37に示すように 47 件の実施契約が締結された。
産業財産権とノウハウを合わせた実施契約率を表–1.3.38に示す。また、プログラム著作物については、
表–1.3.39に示す。なお、平成 26 年度に試行的に立ち上げた「実施者募集制度」について平成 27 年度に
本格的な運用を開始するなど、新規契約を増やす取り組みをしており、実施契約率の増加に繋がった。

表 –1.3.37　実施契約

　 年度 技術名 権利種別 契約日

1 平成23年度 簡易雪密度測定器 特許権 平成23年4月1日

2 平成23年度 大型グリップ付きポータブルベーン試験器 特許権 平成23年4月1日

3 平成23年度 ポータブルベーン試験器用アタッチメント 意匠権 平成23年4月1日

4 平成23年度 締固め硬化杭の造成工法 特許権 平成23年7月7日

5 平成23年度 土のせん断強度測定方法および装置 特許権 平成23年7月12日

6 平成23年度 土のせん断強度測定方法および装置 特許権 平成23年8月31日

7 平成23年度 みずみち棒（スラリーの重力濃縮） 特許権 平成23年9月2日

8 平成23年度 地下壁の構造と鋼矢板 特許権 平成23年11月 1日

9 平成23年度 水路の補修方法 特許権 平成23年11月 17日

10 平成23年度 地下壁の構造と鋼矢板 特許権 平成23年8月8日

11 平成24年度 ケーブル式道路防護柵
特許権 ･
意匠権

平成24年9月19日

12 平成24年度 流動化処理工法 特許権 平成24年9月30日

13 平成24年度 みずみち棒（スラリーの重力濃縮） 特許権 平成24年10月 1日

14 平成25年度 デリネーター 特許権 平成25年4月8日

15 平成25年度 路面切削機 特許権 平成25年7月3日

16 平成25年度 部分薄肉PCL工法 特許権 平成25年7月4日

17 平成25年度 透光防波柵 特許権 平成25年7月26日

18 平成25年度 3H工法 特許権 平成25年7月29日

19 平成25年度 コラムリンク工法 特許権 平成25年8月1日

20 平成25年度 ランドストリーマー探査技術 特許権 平成25年10月 7日

21 平成25年度 FRP防食パネル工法 意匠権 平成25年11月 13日

22 平成25年度
既設アンカー緊張力モニタリングシステム
（Aki-Mos）

特許権 平成26年3月10日

23 平成25年度 コンクリート構造物の変位計 特許権 平成26年3月27日
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　 年度 技術名 権利種別 契約日

24 平成25年度 磁気式ひずみ計 特許権 平成26年3月27日

25 平成26年度
重防食積層被膜、重防食積層被膜付き鋼材お
よび重防食積層被膜の形成方法

特許権 平成26年4月1日

26 平成26年度 コンクリート構造物表層の品質評価 特許権 平成26年5月19日

27 平成26年度 岩盤中の亀裂探査方法 特許権 平成26年6月26日

28 平成26年度 流動化処理工法 特許権 平成26年10月 1日

29 平成26年度 ケーブル式道路防護柵用視線誘導標 特許権 平成26年10月 8日

30 平成26年度 みずみち棒（スラリーの重力濃縮） 特許権 平成26年11月 28日

31 平成26年度 バイオ天然ガス化装置 特許権 平成26年11月 28日

32 平成26年度
複合地盤杭基礎技術による既設構造物基礎の
耐震補強構造

特許権 平成26年12月 15日

33 平成26年度
複合地盤杭基礎技術による既設構造物基礎の
耐震補強構造

特許権 平成26年12月 19日

34 平成26年度
複合地盤杭基礎技術による既設構造物基礎の
耐震補強構造

特許権 平成27年1月5日

35 平成26年度 みずみち棒（スラリーの重力濃縮） 特許権 平成27年2月16日

36 平成27年度 気液溶解装置 特許権 平成27年5月15日

37 平成27年度 超音波探傷の感度設定および超音波探傷装置 特許権 平成27年6月29日

38 平成27年度 液体検知方法および液体検知装置 特許権 平成27年7月16日

39 平成27年度 センサ 特許権 平成27年7月28日

40 平成27年度 土壌侵食防止工法 特許権 平成27年8月9日

41 平成27年度
粘性土地盤の表層せん断強さ測定装置及びそ
の測定方法

特許権 平成27年8月9日

42 平成27年度 土壌侵食防食工法 特許権 平成27年8月9日

43 平成27年度 インバイロワン工法 特許権 平成27年10月 1日

44 平成27年度 ALiCC工法 特許権 平成27年11月 19日

45 平成27年度 路側設置型防雪柵（5社） 特許権 平成28年2月25日

46 平成27年度 ロープ連結材 特許権 平成28年3月3日

47 平成27年度 間隔保持材 意匠権 平成28年3月3日
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表 –1.3.38　産業財産権とノウハウの実施契約率の推移

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

保有件数 340 323 305 289 269

契約件数 83 97 96 96 102

実施契約率 24.4% 30.0% 31.5% 33.2% 37.9%

表 –1.3.39　プログラム著作物の新規契約

プログラム名
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

区画線塗り替え判定ソフトウェア（ver.2） 5 4 5 3 6

1次元貯水池河床変動計算プログラム 3 1 4 3 4

鉛直2次元貯水池流動計算プログラム 1 1 0 0 1

1次元堆砂シミュレーションプログラム 1 0 0 0 0

平面2次元河床変動計算プログラム - - - - 1

　これらの実施契約のうち、権利種別毎の収入は表–1.3.40に示すとおり合計 173,964,881 円の実施料等収
入を得ることができた。

表 –1.3.40　権利種別毎の収入 ( 円 )

年度 特許権 実用新案権 ノウハウ プログラム 法人著作 計

平成23年 16,919,894 1,070,701 8,304,912 157,088 253,870 26,706,465

平成24年 30,141,296 376,952 13,229,895 101,174 440,190 44,289,507

平成25年 30,764,064 64,789 11,358,900 132,805 279,413 42,599,971

平成26年 29,246,098 76,845 4,280,688 300,147 279,443 34,183,221

平成27年 21,476,188 27,662 4,142,016 440,904 98,947 26,185,717

合計 128,547,540 1,616,949 41,316,411 1,132,118 1,351,863 173,964,881



290

1.（3）③ 知的財産の活用促進

4.  知的財産に関する手引きの作成
　平成 21 年 4 月に知的財産ポリシーを策定し、平成 22 年 12 月に職務発明規程を改定したことを受け、土
木研究所がさらに質の高い知的財産を“戦略的に創造”し“適切に保護”し“積極的に活用”するため、研
究者を中心とする職員向けの「研究開発等における知的財産の手引き」を作成した。
　手引きは電子メールの送付やイントラネットへの掲載、また、後述する「知的財産に関する講演会」の機
会を利用して職員に周知した

図 –1.3.8　知的財産に関する手引き（抜粋）
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5.  知的財産に関する講演会等の開催
5.1　講演会 ･講習会の開催
　職員の知的財産に対する意識の向上と優れた知的財産の創造の促進を図ることを目的として講演会 ･ 講習
会を開催した。

表 –1.3.41　知的財産に関する所内講演会等の開催回数

年度
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

知的財産に関する所内講演会等 2 - 2 2 2

6．成果物等を対象とした新たな規程の検討
　「職務発明規程」で規定される知的財産権等、研究所の業務で生じたあらゆる成果の管理の適正化を図る
ため、広義の成果物等を対象とした新たな規程等を検討することとした。
　平成 27 年度は、策定の必要性、また、実際に策定する場合の成果物等の対象や要件等の適用範囲を検討
するとともに、関連する既存の規程類との重複を確認する等、策定に向けた準備を行った。

中長期目標の達成状況
　知的財産については、土木研究所として必要な権利を確実に取得するため、知的財産委員会で十分
審議を行い、必要な手続き等を進めることにより中長期期間中に多くの知的財産権を取得することが
できた。また、権利の適切な維持管理を図るため、権利維持方針に基づいて関係者間の調整を行い、
権利維持あるいは権利放棄のための必要な手続き等を進めることにより維持管理の経費を削減すると
ともに、“創造・保護・活用”の知的創造サイクルを活発に回転させて行くため、職員向けの知的財
産に関する手引きの作成を実施した。
　さらに、権利の活用促進を図るため、新技術ショーケースや新技術セミナー、現場見学会等の普及
活動を含めた活用促進方策を立案して積極的に実施するとともに、知的財産権活用促進事業を積極的
に活用し、研究チーム等と協力して事業実施に取り組んだ。
　以上により、中長期目標を達成した。
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（4）土木技術を活かした国際貢献
①　土木技術による国際貢献

中期目標
　我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活用し、産学官各々の特性を活かし
た有機的な連携を図りつつ、世界各地の状況に即して、成果の国際的な普及や規格の国際標準化への
支援等を行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努めること

中期計画
　国土交通省、国際協力機構、外国機関等からの派遣要請に応じ、諸外国での水災害、土砂災害、地
震災害等からの復旧に資する的確な助言や各種調査・指導を行う。また、産学官各々の特性を活かし
た有機的な連携を図りつつ、技術移転が必要な発展途上国や積雪寒冷な地域等その国や地域の状況に
応じて、我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活用した、アジアをはじめと
した世界各国の社会資本の整備・管理への国際貢献を実施する。その際、社会資本の整備・管理を担
う諸外国の人材育成、国際貢献を担う所内の人材育成にも積極的に取り組む。これまでの知見を活か
し、土木技術の国際標準化への取り組みも実施する。さらに、大規模土砂災害に対する対策技術、構
造物の効率的な補修・補強技術、都市排水対策技術など日本における「安全・安心」等の土木技術を、
アジアをはじめ世界各国へ国際展開するための研究活動を強化する。

■中長期目標達成の考え方
　我が国特有の自然条件や地理的条件等の下で培った土木技術を活かした国際貢献実施のため、他機関から
の要請に応じて諸外国の実務者等に対して助言や指導を行うとともに、各種国際会議における討議や情報発
信にも積極的に取り組むこととした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

海外への派遣者

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

海外への派遣者（名） 60 93 90 90 85 418

研修受講者数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

研修受講者数 343（66） 410（67） 379（67） 433（77） 355(75) 1,920(352)

※括弧書きの数字は研修生を受け入れた国の数。
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■中長期目標期間の取り組み
1.  海外への技術者派遣
　国内外の機関から、調査、講演、会議出席依頼等について要請を受けて 418 名（延べ人数）の職員を海外
へ派遣した（表–1.4.1及び表–1.4.2参照）。また表–1.4.3に示すとおり、JICA からの依頼においては要
請を受けて、78 名の職員を短期調査団員 ･ 短期専門家等として各国へ派遣した。その内容や派遣国等は多
岐にわたっており、土木研究所はその保有する技術を様々な分野で普及することにより、国際貢献に寄与し
ている。

表－ 1.4.1　海外への派遣依頼（件数）

目的
平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

政府機関 1 3 0 8 3 15

JICA 16 20 16 10 16 78

大学 3 3 9 13 14 42

学会 ･独法 18 46 27 20 13 124

海外機関 22 21 38 39 39 159

合計 60 93 90 90 85 418

表－ 1.4.2　海外への主な派遣依頼

年度 依頼元 所属 ･役職 派遣先 用務

1
平成
23年度

国土交通省
材料資源研究グループ
グループ長

ベトナム
低コスト型排水処理システムに関
する国際ワークショップ

2
平成
23年度

東京大学生産
技術研究所

理事長 タイ

アジア地域の巨大都市における安
全性向上のための新技術に関する
国際シンポジウムにおける基調講
演

3
平成
23年度

( 社 ) 日本アン
カー協会

地質 ･地盤研究グループ (施
工技術 )　研究員　

中国
国際地盤工学会アジア地域会議に
おける共同研究成果発表

4
平成
23年度

( 独 ) 宇宙航空
研究開発機構

水災害研究グループ
上席研究員、専門研究員

インド

センチネルアジア洪水ワーキング
グループにおけるインドでの統合
洪水解析システム (IFAS) 導入訓練
に係る技術指導

5
平成
23年度

NPO日本水
フォーラム

水災害研究グループ
国際水防災研究監

韓国
水と災害に関する閣僚級専門会議
への出席

6
平成
23年度

交通研究所
ヨーロッパ会

合
研究調整監 ベルギー

ヨーロッパ交通研究の国際協力活
動発足イベントおよび道路研究会
合への出席

7
平成
23年度

在エディンバ
ラ日本国総領
事館

研究調整監付（地域景観）
ユニットリーダー、総括主任
研究員　　

英国
日本スコットランド学術交流会に
おいて基調講演
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年度 依頼元 所属 ･役職 派遣先 用務

8
平成
23年度

全南大学
寒地水圏研究グループ（水環
境保全）研究員　

韓国
韓国の多目的ダム流域における降
雨時の細粒土砂流出に関する技術
指導

9
平成
23年度

韓国建設技術
研究院

寒地道路研究グループ（寒地
交通）
上席研究員、主任研究員

韓国
韓国建設技術研究院（先端交通研
究室）主催の冬期道路管理セミナー
において講演

10
平成
24年度

国土交通省
寒地保全技術研究グループ
グループ長

モンゴル
日モンゴル都市開発セミナーにお
いて基調講演

11
平成
24年度

環境省 材料資源研究グループ長 イギリス
化学物質の内分泌かく乱作用に関
する日英共同研究ワークショップ

12
平成
24年度

東京大学生産
技術研究所

理事長 モンゴル

第 11回アジア地域の巨大都市に
おける安全性向上のための新技術
に関する国際シンポジウムでの基
調講演

13
平成
24年度

( 社 ) 日本道路
協会

道路技術研究グループ (舗装 )
上席研究員

中国
国際アスファイルト舗装協会シン
ポジウムにおける論文発表

14
平成
24年度

( 独 ) 宇宙航空
研究開発機構

水災害研究グループ
上席研究員

韓国
センチネルアジアSTEP2第 5回
共同プロジェクトチーム会合

15
平成
24年度

NPO日本水
フォーラム

水災害研究グループ
国際水防災研究監

シンガポー
ル

水と衛生に関する討議会合、アジ
ア太平洋水フォーラム評議会

16
平成
24年度

アメリカ地質
調査所 ･ピッ
ツバーグ大学

寒地水圏グループ（寒地河川）
研究員

アメリカ
ピッツバーグ大学における河川解
析用フリーソフトウェア (IRIC) の
短期講習で講演

17
平成
24年度

国際科学会議
(ICSU)

水災害 ･リスクマネジメント
国際センター　センター長 

ブラジル
持続可能な発展のための科学 ･ 技
術 ･革新フォーラムにおける講演

18
平成
24年度

( 財 ) 防災科学
研究中心

(SINOTECH)

土砂管理研究グループ (火山・
土石流 )　主任研究員

台湾
土砂災害を引き起こす降雨に対
する警戒技術についてのワーク
ショップにおける成果発表

19
平成
24年度

国際連合教育
科学文化機関
(UNESCO)

水災害研究グループ
研究員

インドネシ
ア

洪水流出解析支援システム (IFAS)
を用いた流出解析トレーニング技
術指導

20
平成
24年度

台湾行政院
水工研究グループ
グループ長

台湾
貯水池の土砂管理技術に関する現
地指導

21
平成
25年度

北海道大学
研究調整監付特命事項担当
上席研究員

ロシア
ロシア極東地域における寒冷地建
設技術交流プラットホームの形成
に関する調査

22
平成
25年度

（一社）日本大
ダム会議

水工研究グループ（水工構造
物）
上席研究員

フランス
日仏ダム耐震基準比較等に関する
ワークショップ
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年度 依頼元 所属 ･役職 派遣先 用務

23
平成
25年度

特定非営利活
動法人日本水
フォーラム

水災害研究グループ
国際水防災研究監

タイ アジア太平洋水サミット

24
平成
25年度

韓国科学技術
研究院（KIST）

材料資源研究グループ
グループ長

韓国
韓国科学技術研究院シンポジウム
「総体的藻類除去技術の開発」での
研究成果の紹介

25
平成
25年度

アジア開発銀
行（ADB）

水災害研究グループ
主任研究員

フィリピン
総合洪水解析システム（IFAS）の
活用方法についての講義および技
術指導

26
平成
25年度

東京大学生産
技術研究所

理事長 ベトナム

第 12回アジア地域の巨大都市に
おける安全性向上のための新技術
に関する国際シンポジウムでの基
調講演

27
平成
25年度

ハンガリー外
務省

水災害 ･リスクマネジメント
国際センター
センター長

ハンガリー
ブダペスト・ウォーター ･ サミッ
トでの基調講演

28
平成
25年度

（公社）土木学
会

橋梁構造研究グループ
上席研究員

モンゴル
日本 - モンゴル道路舗装 ･ 耐震技
術セミナーでの講演

29
平成
25年度

（独）宇宙航空
研究開発機構

水災害研究グループ
上席研究員

タイ
センチネルアジアSTEP3第 1回
共同プロジェクトチーム会合にお
けるWGの座長および研究発表

30
平成
25年度

京都大学
水環境研究グループ（水質）
上席研究員

中国
日中環境技術共同研究 ･ 教育の促
進に関するシンポジウムでの基調
講演

31
平成
25年度

（公社）土木学
会

材料資源研究グループ（基礎
材料）上席研究員

韓国 日韓技術者交流セミナーでの講演

32
平成
26年度

外務省 寒地土木研究所長
フィンラン
ド

ノルウェー
北極圏開発調査

33
平成
26年度

国土交通省
地質・地盤研究グループ（施
工技術）
上席研究員

インド
第1回日印道路交流会議での研究
発表

34
平成
26年度

環境省
水環境研究グループ（水質）
上席研究員

英国
内分泌かく乱化学物質問題に関す
る日英共同研究ワークショップ

35
平成
26年度

東京大学生産
技術研究所

理事長 ミャンマー

第 13回アジア地域の巨大都市に
おける安全性向上のための新技術
に関する国際シンポジウムでの基
調講演

36
平成
26年度 北海道大学

寒地基礎技術研究グループ（防
災地質）上席研究員
寒地水圏研究グループ（寒冷
沿岸域）上席研究員　　　

ロシア
北海道寒冷地建築技術セミナーで
の講演

37
平成
26年度

大阪大学
寒地水圏研究グループ（寒冷
沿岸域）主任研究員　

ノルウェー
氷海船舶海洋に関するセミナーで
の講演
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年度 依頼元 所属 ･役職 派遣先 用務

38
平成
26年度

特定非営利活
動法人日本水
フォーラム

水災害研究グループ
国際水防災研究監

オランダ
第3回水と災害に関するハイレベ
ルパネル会合

39
平成
26年度

（独）宇宙航空
研究開発機構

水災害研究グループ
上席研究員

ミャンマー
センチネルアジアSTEP3第 2回
共同プロジェクトチーム会合にお
けるWGの座長および研究発表

40
平成
26年度

台湾成功大学
土砂管理研究グループ（火山・
土石流）　上席研究員

台湾
天然ダム災害に対する緊急対応に
関するフォーラムでの研究発表

41
平成
26年度

米国商務省国
立標準技術研
究所および
ノースイース
タン大学レジ
リエンス研究
センター

構造物メンテナンス研究セン
ター
耐震研究監

米国

構造物、インフラ施設およびコミュ
ニティの災害レジリエンスのため
の基準開発に関する国際シンポジ
ウム

42
平成
27年度

国土交通省
土砂管理研究グループ（火山・
土石流チーム）
主任研究員

イタリア
・スイス

海外研究機関との土石流等の監視・
観測技術に関する打合せ等

43
平成
27年度

国土交通省
寒地道路研究グループ（寒地
交通チーム）
主任研究員

ロシア 極東都市環境セミナーでの講演

44
平成
27年度

東京大学
水災害研究グループ
主任研究員　

イタリア
水循環科学のための地球観測
2015会議での研究発表

45
平成
27年度

( 公社 ) 土木学
会

地質・地盤研究グループ（施
工技術チーム）
研究員

モンゴル
地盤問題に関する国際フォーラム
での研究発表

46
平成
27年度

( 国研 ) 宇宙航
空研究開発機

構

水災害・リスクマネジメント
国際センター長

インドネシ
ア

第 22回アジア・太平洋地域宇宙
機関会議での基調講演

47
平成
27年度

ConMat’15
事務局

理事長 カナダ
第5回建設材料に関する国際会議
（ConMat’15）での基調講演お
よび魚本セッションの開催

48
平成
27年度

韓国科学技術
研究院 (KIST)

水環境研究グループ（水質チー
ム）
上席研究員

韓国
アオコ発生期の完全・クリーンな
水供給システムの構築シンポジウ
ムでの講演

49
平成
27年度

ベトナム交
通通信大学
(UTC)

道路技術研究グループ（舗装
チーム）
上席研究員

ベトナム
舗装マネジメントシステムに関す
る講義

50
平成
27年度

ICWR2015
組織委員会

水災害・リスクマネジメント
国際センター
顧問

マレーシア
第3回国際水資源会議（ICWR
2015）での基調講演

51
平成
27年度

台湾経済部水
利署

水災害研究グループ
上席研究員

台湾
横断的気候変動対応シンポジウム
での基調講演
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表－ 1.4.3　JICA からの派遣依頼

年度 派遣国 用務
延べ
人数

1 平成23年度 エジプト スエズ運河架橋建設計画フォローアップ協力調査 3

2 平成23年度
タンザニ
ア

キルワ道路拡幅計画フォローアップ協力調査 1

3 平成23年度 ザンビア リビングストン市道路整備計画実施促進調査 1

4 平成23年度 チリ 対地震 ･津波対応能力向上プロジェクト協力運営指導調査 1

5 平成23年度 タイ
チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト現地調査
チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクトにおけるセミナー

2

6 平成23年度 ベトナム 中部地域災害に強い社会づくりプロジェクトに係る講演 ･助言 1

7 平成23年度 ケニア
統合洪水解析システム (IFAS) を活用した洪水対応能力向上研修に係る情報
収集および関係機関協議

1

8 平成23年度
インドネ
シア

日本 ･インドネシア水問題政策検討会に係る現地調査 1

9 平成23年度 インド インドにおけるトンネル技術に関する情報収集調査 1

10 平成23年度
バングラ
ディッ
シュ

統合洪水解析システム (IFAS) を活用した洪水対応能力向上研修に係る情報
収集および関係機関協議

1

11 平成23年度
インドネ
シア

バンジール・バンダン災害対策プロジェクトに係る講義 ･指導 1

12 平成23年度
インドネ
シア

地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭 ･森林
における火災と炭素管理」における泥炭地調査

1

13 平成23年度 マラウイ
「気候変動に関する順応的流域管理」研修のフォローアップ調査団の一員と
して、現地調査およびセミナー

1

14 平成24年度
インドネ
シア

地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭 ･森林
における火災と炭素管理」による熱帯泥炭地調査と国際シンポジウム

2

15 平成24年度
インドネ
シア

日本 ･インドネシア水問題政策検討会にかかる現地調査 1

16 平成24年度
インドネ
シア

インドネシア国マルク州アンボンの天然ダム対策検討調査に係る調査 1

17 平成24年度 タイ タイ国チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト国際会議 2

18 平成24年度 タイ タイ国チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト洪水管理セミナー 2

19 平成24年度 タイ
アンセン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（フェーズ2）運営指
導調査

2

20 平成24年度
フィリピ
ン

フィリピン国大規模地震被害緩和のための橋梁改善調査プロジェクト運営
指導調査

1

21 平成24年度 イラン イラン ･ダム管理にかかるセミナー 1

22 平成24年度 ケニア
ケニア国洪水に脆弱な地域における効率的な洪水管理のための能力開発運
営指導調査

1
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年度 派遣国 用務
延べ
人数

23 平成24年度
エチオピ
ア

アフリカ（エチオピア、ガーナ、タンザニア）資金協力事業による道路整
備計画のあり方（基礎研究）にかかる調査

2

24 平成24年度
タンザニ
ア

アフリカ（エチオピア、ガーナ、タンザニア）資金協力事業による道路整
備計画のあり方（基礎研究）にかかる調査

1

25 平成24年度 ブラジル
ブラジル連邦共和国統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト詳
細計画策定調査

3

26 平成24年度
コロンビ
ア

コロンビア国洪水関連災害防災専門家育成帰国研修員支援 1

27 平成25年度
インドネ
シア

地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭 ･森林
における火災と炭素管理」による熱帯泥炭地調査と国際シンポジウム

1

28 平成25年度
インドネ
シア

地球環境規模課題対応国際科学技術協力事業「インドネシアの泥炭 ･森林
における火災と炭素管理」による河川流量調査

1

29 平成25年度
インドネ
シア

ASEAN災害管理衛星情報活用能力向上支援プロジェクトの講師 5

30 平成25年度
ミャン
マー

ミャンマー国災害多発地域における道路技術改善プロジェクト現地セミ
ナーの講師

2

31 平成25年度 中国
中華人民共和国道路橋梁の耐久性 ･補修技術向上プロジェクト運営指導調
査

1

32 平成25年度
エチオピ
ア

エチオピア国地すべり対策工能力強化プロジェクト中間レビュー調査 1

33 平成25年度 ヨルダン ヨルダン ･ダム堆砂対策在外技術研修講師（地すべり対策） 1

34 平成25年度
フィリピ
ン

フィリピン国大規模地震被害緩和のための橋梁改善調査プロジェクト橋梁
被災状況調査

1

35 平成25年度
インドネ
シア ･タ
イ

アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（フェーズ3）運営指
導調査

1

36 平成25年度 ブラジル
ブラジル統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト短期派遣専門
家

2

37 平成26年度
ミャン
マー

災害多発地域における道路技術改善プロジェクト現地セミナーでの講演及
び現地視察

1

38 平成26年度 チリ 短期派遣専門家（橋梁耐震設計基準改定1） 1

39 平成26年度
インドネ
シア

ASEAN災害管理衛星情報活用能力向上支援プロジェクト 6

40 平成26年度 チリ 中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト詳細計画策定調査 1

41 平成26年度
フィリピ
ン

マニラ幹線道路に係る舗装技術の助言調査 1

42 平成27年度 ベトナム
災害に強い社会づくりプロジェクトフェーズ2短期派遣専門家
（人工衛星による洪水予測）

1

43 平成27年度 ネパール 復興支援調査（地震・耐震） 1
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年度 派遣国 用務
延べ
人数

44 平成27年度
ミャン
マー

災害多発地域における道路技術改善プロジェクト／セミナー講師および視
察

1

45 平成27年度 ネパール 地震復旧・復興支援調査（砂防・地すべり計画） 1

46 平成27年度 ネパール 地震復旧・復興プロジェクト運営指導調査（インフラ・土木計画） 1

47 平成27年度
インドネ
シア

ASEAN災害管理衛星情報活用能力向上支援プロジェクト／ IFAS研修 6

48 平成27年度 チリ
中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト短期派遣専門家
（橋梁耐震技術）

1

49 平成27年度 ベトナム 道路維持管理能力強化プロジェクト（フェーズ2）セミナー講師 1

50 平成27年度 フランス COP21サイドイベント／セミナー登壇 1

51 平成27年度
スリラン
カ

土砂災害対策強化プロジェクト短期派遣専門家（土地利用規制） 1

52 平成27年度
アルメニ
ア

地すべり災害対策プロジェクト短期派遣専門家（法整備） 1

合計 78

2.  海外への技術協力
　土木研究所は、JICA 等からの要請により、表–1.4.4のように海外からの研修生に対して「火山学 ･ 総合
土砂災害対策コース」、「橋梁総合コース」、「洪水関連災害防災専門家育成コース」等、土木技術に関する研
修を行い、1,920 名を受け入れた。

表－ 1.4.4　外国人研修生受け入れ実績
（１）研修生受け入れ人数

地域 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

アジア 193 269 190 207 144 1003

アフリカ 65 60 68 80 50 323

ヨーロッパ 36 32 43 50 55 216

中南米 35 26 43 57 76 237

中東 9 11 26 15 13 74

オセアニア 5 11 9 18 17 60

北米 0 1 0 6 0 7

合計 343 410 379 433 355 1920
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（２）研修生を受け入れた国数

地域 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

アジア 16 18 19 18 17 88

アフリカ 21 18 21 26 23 109

ヨーロッパ 11 11 10 10 10 52

中南米 10 11 9 11 14 55

中東 5 4 5 4 3 21

オセアニア 3 4 3 7 8 25

北米 0 1 0 1 0 2

合計 66 67 67 77 75 352

3.  国際的機関の常任 ･運営メンバーとしての活動
　土木研究所職員の技術的見識の高さが認められた結果、国際機関の委員や国際会議の座長等の重要な役割
を任され、その責務を十分に果たした。主な活動を表–1.4.5に示す

表－ 1.4.5　主な国際的機関、国際会議に関する委員

年度 機関名 委員会名 役職 ･氏名 活動状況

平成
23�
年度

世界道路協会
(PIARC)

TC3.3「 道
路 トンネル管
理」：委員

道路技術研究グル－
プ長

平成23年9月にメキシコで開催された第24
回世界道路会議および平成24年 3月にフラ
ンスで開催されたキックオフミーティングに出
席し、今後の活動方針等について議論を行った。

平成
23�
年度

世界道路協会
(PIARC)

TC1.5「 リ ス
クマネジメン
トに関する技
術委員会」：委
員長

耐震総括研究監
平成23年9月にメキシコで開催された第24
回世界道路会議にて、リスクマネジメントに関
する技術委員会の委員長に選任された。

平成
23�
年度

世界道路協会
(PIARC)

TC2.4「 冬 期
サービス委員
会」：委員

寒地道路研究グルー
プ
上席研究員

平成23年 5月にエディンバラで開催された
B5委員会および平成24年3月にパリで開催
されたキックオフミーティングに出席し、今後
の会議等について議論を行った。

平成
23�
年度

国際科学会議
(ICSU)

災害リスク統
合研究（IRDR）
科学委員会：
委員

水災害 ･ リスクマネ
ジメント国際セン
ター長

平成23年 4月にフランスで開催された第5
回科学委員会および10～ 11月に中国で開催
された第6回科学委員会に出席して議論を行
うとともに、IRDR国際会議においては東日本
大震災に関するセッションの座長を務めた。

平成
23�
年度

世界水パート
ナーシップ
(GWP)

GWP運営委員
会：副議長

水災害研究グループ
国際水防災研究監

平成23年 5月および8月にスウェーデンで
開催された世界水パートナーシップ運営員会に
は委員として出席。11月にブラジルで開催さ
れた同委員会において、全委員の承認を受けて
副議長に任命された。
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年度 機関名 委員会名 役職 ･氏名 活動状況

平成
23�
年度

台風委員会
(UNESCAP/
WMO :TC)

台風委員会水
文部会：議長

水災害研究グループ
上席研究員

平成23年11月のベトナムおよび平成24年
2月の中国で開催された台風委員会水文部会に
おいて、議長として進行 ･取りまとめ ･報告を
行った。

平成
23�
年度

建設分野にお
ける FRPに関
するアジア太
平洋国際会議
（APFIS）

実行委員会：
委員

寒地基礎技術研究グ
ループ上席研究員
材料資源グループ
上席研究員

コンクリート用 FRP補強材などに関する国際
会議に参加した。

平成
23�
年度

常設国際道路
気象委員会
（SIRWEC）

SIRWEC 常設
国際道路気象
委員会：委員

寒地道路研究グルー
プ総括主任研究員

平成23年 5月にフィンランド共和国ヘルシ
ンキ市で開催された常設国際道路気象委員会
（SIRWEC）に出席し、平成24年に開催され
る第16回国際道路気象会議のセッション構成
等を審議した。

平成
23�
年度

TRB全米運輸
研究会議

AHD065 冬
期管理委員会 :
委員

寒地道路研究グルー
プ
上席研究員

Large Volume Snow Control の研究ニーズ
レポート作成のサブリーダとして、平成24年
1月に米国ワシントンDCで開催された TRB
冬期管理委員会にレポートを提出した。

平成
23�
年度

橋梁 ･構造用
先端複合材用
に関する国際
会議(ACMBS)

国際科学委員
会：委員

材料資源研究グルー
プ
上席研究員

橋梁 ･構造用先端複合材料に関する国際会議の
投稿論文に関する審査を行った。

平成
24�
年度

世界道路協会
（PIARC）

TC1.5 リスク
マネジメント
に関する技術
委員会：委員
長

耐震総括研究監

委員長として、平成24年 11月にスペインで
委員会の運営 ･討議 ･意見交換等を実施。日本
におけるウェブベースのリスクマネジメントマ
ニュアルの開発状況を紹介するなど、先進的な
技術情報の発信に努めた。

平成
24�
年度

世界道路協会
（PIARC）

TC2.4 冬 期
サービス委員
会：委員

 寒地道路研究グルー
プ
上席研究員

平成24年 9月にアンドラ公国で開催された
本委員会に出席し、平成25年に開催予定の国
際冬期道路会議の運営及び準備について審議を
行った。

平成
24�
年度

世界道路協会
（PIARC）

TC3.3 道路ト
ンネル管理委
員会：委員

道路技術研究グルー
プ長

平成24年 10月にチリで開催された委員会に
出席し、今タームで目標とする成果等について
議論するとともに、同委員会がコーディネート
する長大トンネルに関する国際セミナーに参加
して、計画段階プロジェクトのトンネルに関す
る情報収集も行った。

平成
24�
年度

国際科学会議
(ICSU)

災害リスク統
合研究 (IRDR)
科 学委員会：
委員

水災害 ･ リスクマネ
ジメント国際セン
ター長

平成24年4月に委員に再任され(任期3年 )、
5月にイタリアで開催された第7回 IRDR 科
学委員会に出席、日本国内での活動報告と
IRDRの災害リスク評価基準に関する研究提案
を行った。

平成
24�
年度

世界水パート
ナーシップ
(GWP)

GWP運営委員
会：副議長

水災害研究グループ
国際水防災研究監

平成 24 年 5 月と 8 月にスウェーデン、6
月にアメリカ、11月にインドで開催された
GWP運営委員会や会合に参加し、予算審議、
次期議長の選定、「国連水と災害に関する特別
会合」の概要説明等の活動を行った。
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年度 機関名 委員会名 役職 ･氏名 活動状況

平成
24�
年度

台風委員会
(UNESCAP/
WMO:TC)

台風委員会水
文部会：議長

水災害研究グループ
上席研究員

平成24年5月と10月に韓国、11月と平成
25年 1月に中国で開催された台風委員会の各
種会合において、活動報告や次年度活動の議論
等を行うとともに、水文部会議長として会議の
進行と取りまとめにも尽力した。

平成
24�
年度

全米運輸研究
会議
(TRB)

冬期管理委員
会：委員

寒地道路研究グルー
プ
上席研究員

平成25年 1月にアメリカで開催された本委
員会に参加し、平成 25年からの 3ケ年計画
について審議を行った。

平成
24�
年度

国際水理学会
(IAHR)

国際アイスシ
ンポジウム：
委員

寒地水圏研究グルー
プ
主任研究員

平成24年 6月に開催された本シンポジウム
の実行委員としての運営他、口頭発表を行った。

平成
24�
年度

常設国際道路
気象委員会
(SIRWEC)

常設国際道路
気象委員会
(SIRWEC)：
理事

寒地道路研究グルー
プ
総括主任研究員

平成24年 5月にフィンランドで開催された
本委員会に出席し、平成 26年に開催予定の
SIRWEC 国際道路気象会議の運営及び準備に
ついて審議を行った。

平成
25�
年度

世界道路会議
（PIARC）

TC2.4 冬 期
サービス技術
委員会
: 委員

寒地道路研究グルー
プ
上席研究員

平成25年6月にチリ、10月にドイツ、平成
26年 2月にアンドラで開催された委員会に出
席し第14回国際冬期道路会議の運営および準
備について審議を行った。

平成
25�
年度

世界道路会議
（PIARC）

TC3.3 道路ト
ンネル管理委
員会
: 委員

道路技術研究グルー
プ長

平成25年4月にイギリス、10月にベトナム、
平成26年 2月にアンドラで開催された委員
会に出席し、活動報告や成果報告書について議
論を行うとともに、現地のトンネルに関する情
報収集も行った。

平成
25�
年度

常設国際道路
気象委員会
（SIRWEC）

常設国際道路
気 象 委 員 会
（SIRWEC）
: 理事

寒地道路研究グルー
プ
総括主任研究員

平成 26 年 1 月にアンドラで開催された
委員会に出席し、平成 28 年に開催予定の
SIRWEC国際道路気象会議の運営および準備
について審議を行った。

平成
25�
年度

国際科学会議
（ICSU）

災害リスク統
合研究（IRDR）
科学委員会 : 副
議長

水災害 ･ リスクマネ
ジメント国際セン
ター長

平成25年11月に中国で開催された第10回
IRDR科学委員会に副議長および国内分科会の
特任連携会員として出席し、日本国内での活動
報告を行った。

平成
25�
年度

世界水パート
ナーシップ
（GWP）

GWP運営委員
会
: 副議長

水災害研究グループ
国際水防災研究監

平成25年 8月にスウェーデンで開催された
諮問委員会に出席し、基調講演を行うとともに
今後の運営方針について審議を行った。また、
11月にセネガルで開催された執行委員会で
は、副議長として会議のとりまとめを行った。

平成
25�
年度

台風委員会
(ESCAP/
WMO)

水文部会
: 議長

水災害研究グループ
上席研究

平成25年5月および平成26年2月にタイ、
10月に韓国で開催された委員会や会合に出席
し、水文部会議長として議事の進行ととりまと
めを行った。また、12月にマカオで開催され
た合同ワークショップにおいても、議長として
会議を主導し参加国の報告をとりまとめた。
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年度 機関名 委員会名 役職 ･氏名 活動状況

平成
26�
年度

OECD/ITF 共
同交通研究セ
ンター (JTRC) 

委員 研究調整監

平成26年 10月にフランスで開催された委員
会に参加し、道路交通分野における日本の研究・
政策を発信するとともに、各国の動向を情報収
集した。

平成
26�
年度

災害軽減統合
研究（IRDR）

科学委員会
副議長

水災害・リスクマネ
ジメント国際セン
ター長

平成26年6月に中国、11月にフランスで開
催された委員会に出席し、副議長として会議の
進行やとりまとめを行ったほか、IRDR国内委
員会の活動報告を行った。

平成
26�
年度

世界小水力
発電開発
レポート

（WSHPDR）

編集委員会
委員

水災害・リスクマネ
ジメント国際セン
ター　顧問

平成26年 11月に中国で開催された会議に参
加し、レポート内容に関する提案を行った。

平成
26�
年度

運営委員会 副議長
水災害研究グループ
国際水防災研究監

平成 26年 6月にトリニダード・ドバゴで開
催されたGWP総会に出席し、今後の活動方向
性に関する議論を行った。

平成
26�
年度

水文部会 議長
水災害研究グループ
上席研究員

平成 26年 10月および平成 27年 2月にタ
イで開催された委員会に出席し、活動報告や次
年度活動計画等の議論を行った。また、水文部
会議長として会議の進行やとりまとめを行っ
た。

平成
26�
年度

国際アイスシ
ンポジウム

委員
寒地水圏研究グルー
プ　主任研究員

平成30年の開催国や委員の選出など本学会の
運営について審議を行った。

平成
26�
年度

TC2.4 冬期道
路サービス技
術委員会

委員
寒地道路研究グルー
プ　上席研究員

平成26年 6月にスペイン、平成27年 3月
にフィンランドで開催された委員会に出席し次
回開催される世界道路会議ソウル大会の運営及
び準備について審議行った。

平成
26�
年度

冬期道路管理
委員会

委員
寒地道路研究グルー
プ　上席研究員

平成27年 1月にアメリカで開催された本委
員会に参加し、平成 25年に開始した 3カ年
計画の報告、関連プロジェクトについて審議を
行った。

平成
27�
年度

世界道路協会
（PIARC）

アジア道路協
会 (REAAA)

TC4.2 舗装に
関する技術委
員会：委員
TC2 舗装に関
する分科会：
委員

道路技術研究グルー
プ
上席研究員

平成27年 11月に韓国で開催された世界道路
会議に出席し、PIARCと REAAA共催のワー
クショップにおいて研究成果の報告を行った。

平成
27
年度

ドイツ連邦水
資源地球変
化センター
(WRGC)

運営理事会
：メンバー

水災害・リスクマネ
ジメント国際セン
ター長

平成27年 6月にドイツで開催された運営理
事会に参加し、センターの活動内容を確認する
とともに、ICHARMの活動報告を行った。

平成
27�
年度

国際科学会議
(ICSU)

災害リスク統
合研究（IRDR）
科学委員会
：委員

水災害・リスクマネ
ジメント国際セン
ター
顧問

平成27年 6月に中国で開催された委員会に
出席し、IRDR国内委員会の活動報告や今後の
活動方針について議論を行った。
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年度 機関名 委員会名 役職 ･氏名 活動状況

平成
27�
年度

国際測地学地
球物理学連合
(IUGG)

GeoRisk 委員
会（地球物理
学的ハザード
と持続性に関
する連合委員
会）
：委員長

水災害・リスクマネジ
メント国際センター
顧問

平成27年 6月にチェコで開催された総会に
出席し、シンポジウムの司会や委員会の議長を
務めた。

平成
27�
年度

台風委員会
(ESCAP/
WMO:
TC)

水文部会
：議長
運営委員会
：メンバー

水災害研究グループ
上席研究員

平成27年10月にマレーシア、平成28年2
月にハワイで開催された委員会に参加し、議長
として水文部会の議事のとりまとめを行うとと
もに、ICHARMの活動報告を行った。

平成
27
年度

世界道路会議
(PIARC)

TC D.5 道 路
トンネル管理
技術委員会
：委員

道路技術研究グループ
上席研究員

平成28年 3月にフランスで開催されたキッ
クオフミーティングに出席し、今後の活動計画
について審議を行った。

平成
27�
年度

世界道路会議
(PIARC)

TC2.4 冬期道
路サービス技
術委員会
：委員

寒地道路研究グループ
上席研究員

PIARC キックオフミーティングに出席し、
TC.B2 冬期サービス委員会の次期ターム
（2016～ 2019）の活動について審議を行っ
た。

平成
27�
年度

全米交通運輸
研究会議
(TRB)

冬期道路管理
委員会
：委員

寒地道路研究グループ
上席研究員

TRB冬期道路委員会に出席し、冬期管理委員
会の活動や、平成 28年 1月に開催予定の冬
期道理管理と陸上交通気象に関する国際シンポ
ジウムについて審議を行った。

4.  国際会議等での成果公表
　土木研究所の研究成果を海外に普及させ、また、海外の技術者との情報交換等の交流促進を図るため、世
界大ダム会議（ICOLD）、世界トンネル会議（WTC）、世界道路会議（PIARC）、国際水理学会（IAHR）世
界大会、国際建設ロボットシンポジウム、雪の物理 ･ 科学 ･ 構造に関する国際シンポジウム、北アメリカ水
生生物学会会議、国際地盤工学シンポジウム、国際水協会（IWA）主催の各種国際会議等に多数の研究者を
派遣した。

5.  土木技術の国際基準化への取り組み
　国土交通省の「土木 ･ 建築における国際標準対応省内委員会」の下に設置された国際標準専門家ワーキン
ググループのメンバーとして、国内調整 ･ 対応案の検討、国内および国際的な審議への参画等の活動を行っ
ている。ISO に関しては、表–1.4.6に示す国内対策委員会等において、我が国の技術的蓄積を国際標準に
反映するための対応、国際標準の策定動向を考慮した国内の技術基準類の整備 ･ 改定等について検討した。

表 –1.4.6　国際標準の策定に関する活動

年度 委員会名等 コード 担当

平成23年度 ISO対応特別委員会 － 技術推進本部

平成23年度 塗料およびワニス
ISO/
TC35

新材料
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年度 委員会名等 コード 担当

平成23年度
コンクリート、鉄筋コンクリートおよびプレストレスト

コンクリート
ISO/
TC71

基礎材料

平成23年度 セメントおよび石灰
ISO/
TC74

基礎材料

平成23年度 開水路における流量測定
ISO/
TC113

ICHARM、水理

平成23年度 土工機械
ISO/
TC127

先端技術

平成23年度 金属および合金の腐食
ISO/
TC156

新材料

平成23年度 昇降式作業台
ISO/
TC214

先端技術

平成23年度 ジオシンセティクス
ISO/
TC221

材料資源研究グループ

平成24年度 ISO対応特別委員会 － 技術推進本部

平成24年度 ペイント及びワニス
ISO/
TC35

新材料

平成24年度
コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレストコ

ンクリート
ISO/
TC71

基礎材料

平成24年度 セメント及び石灰
ISO/
TC74

基礎材料

平成24年度 開水路における流量測定
ISO/
TC113

ICHARM、水理

平成24年度 土工機械
ISO/
TC127

先端技術

平成24年度 金属及び合金の腐食
ISO/
TC156

新材料

平成24年度 建設用機械と装置
ISO/
TC195

先端技術

平成24年度 昇降式作業台
ISO/
TC214

先端技術

平成24年度 ジオシンセティクス
ISO/
TC221

材料資源研究グループ

平成25年度 ISO対応特別委員会 － 技術推進本部、基礎材料

平成25年度 ペイント及びワニス
ISO/
TC35

新材料

平成25年度
コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレストコ

ンクリート
ISO/
TC71

基礎材料

平成25年度 セメント及び石灰
ISO/
TC74

基礎材料
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年度 委員会名等 コード 担当

平成25年度 開水路における流量測定
ISO/
TC113

ICHARM、水理

平成25年度 土工機械
ISO/
TC127

先端技術

平成25年度 水質
ISO/
TC174

水質

平成25年度 昇降式作業台
ISO/
TC214

先端技術

平成25年度 ジオシンセティクス
ISO/
TC221

材料資源研究グループ

平成25年度 汚泥の回収、再生利用、処理および廃棄
ISO/
TC275

リサイクル

平成25年度 水の再利用
ISO/
TC282

水質

平成26年度 ISO対応特別委員会 － 技術推進本部、基礎材料

平成26年度 ペイント及びワニス
ISO/
TC35

新材料

平成26年度
コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレストコ

ンクリート
ISO/
TC71

基礎材料

平成26年度 セメント及び石灰
ISO/
TC74

基礎材料

平成26年度 開水路における流量測定
ISO/
TC113

ICHARM、水理

平成26年度 土工機械
ISO/
TC127

先端技術

平成26年度 水質
ISO/
TC174

水質

平成26年度 溶出試験の規格
ISO/
TC190

防災地質

平成26年度 昇降式作業台
ISO/
TC214

先端技術

平成26年度 ジオシンセティクス
ISO/
TC221

材料資源研究グループ

平成26年度 下水汚泥の回収、リサイクル、処理及び処分
ISO/
TC275

リサイクル

平成26年度 水の再利用
ISO/
TC282

リサイクル、水質

平成27年度 ISO対応特別委員会 － 技術推進本部、iMaRRC

平成27年度 ペイント及びワニス
ISO/
TC35

iMaRRC
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年度 委員会名等 コード 担当

平成27年度
コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレストコ

ンクリート
ISO/
TC71

iMaRRC

平成27年度 セメント及び石灰
ISO/
TC74

iMaRRC

平成27年度 開水路における流量測定
ISO/
TC113

ICHARM、水理チーム

平成27年度 土工機械
ISO/
TC127

先端技術チーム

平成27年度 水質
ISO/
TC174

水質チーム

平成27年度 溶出試験の規格
ISO/
TC190

防災地質チーム

平成27年度 昇降式作業台
ISO/
TC214

先端技術チーム

平成27年度 ジオシンセティクス
ISO/
TC221

iMaRRC

平成27年度 下水汚泥の回収、リサイクル、処理及び処分
ISO/
TC275

iMaRRC

平成27年度 水の再利用
ISO/
TC282

水質チーム、iMaRRC

中長期目標の達成状況
　他機関からの要請による海外派遣や国際機関のメンバーとしての活動を多数行っている。独立行政
法人国際協力機構（JICA）等からの依頼に対して、中長期目標期間中にのべ 418 名の短期調査団員 ･
短期専門家の派遣を行った。
　また、海外の人材育成に貢献するため、JICA 等からの要請に基づき、中長期計画期間中に 1,920
名の研修性の受入れを行った。国際会議等での研究成果発表や、日本の技術を国際標準に反映するた
めの活動も引き続き継続的に推進している。
　以上により、中長期目標を上回る成果を達成した。
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②　水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）による国際貢献

中期目標
　水関連災害とその危機管理に関しては、水災害・リスクマネジメント国際センターを中心に国際的
な活動を積極的に行い、国際貢献に努めること

中期計画
　水関連災害とその危機管理に関しては、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の賛助する水災害
の危険及び危機管理のための国際センターの運営に関するユネスコとの契約に基づき、センターの運
営のために必要となる適当な措置をとる。その上で、ICHARM アクションプランにより、短時間急
激増水に対応できる洪水予測技術、人工衛星による広域災害の範囲・被害規模把握技術の開発等、世
界の水関連災害の防止・軽減のための研究・研修・情報ネットワーク活動を一体的に推進する。その
際、国内外の関連機関及び研究プロジェクト等との積極的な連携及び国際公募による外国人研究者の
雇用を行う。

■中長期目標達成の考え方
　平成 18 年 3 月にユネスコの賛助のもとで設立した水災害 ･ リスクマネジメント国際センター（ICHARM）
の機能を活用し、世界の水災害の防止 ･ 軽減に資することを目標とした研究 ･ 研修 ･ 情報ネットワーク活動
を、国内外の関連機関と連携を図りつつ、積極的に推進することとした。

■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

博士・修士コース修了者数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

博士・修士コース修了者数 12 19 14 13 15 73

うち、博士コース該当者数 0 0 1 1 2 4

うち、修士コース該当者数 12 19 13 12 13 69
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■中長期目標期間の取り組み
（以下、肩書は全て当時）

1.  ICHARMに関する体制関連 
1.1　ICHARM新センター長の就任
　平成 26 年 10 月 1 日をもって、ICHARM 設立以降約 8 年半にわたって
センター長を務めた竹内邦良山梨大学名誉教授が ICHARM 顧問となり、
小池俊雄東京大学教授が 2 代目センター長に就任した。

1.2  ICHARMに係る日本政府とユネスコ間の協定更新
　平成 25 年 7 月 23 日、木曽功ユネスコ日本国特命全権大使とイリーナ・
ボコバ　ユネスコ事務局長が、パリのユネスコ本部において、ICHARM 
の更新に関する協定に署名した。これにより、ICHARM は今後 6 年間引
き続きユネスコが賛助する世界機関（カテゴリー２センター ) として活
動することになった。

1.3  ICHARM運営理事会会合の開催
　上記日本政府とユネスコ間の協定に基づき、従来の助言委員会に代わり、協定第 6 条によって「ICHARM
運営理事会会合（ICHARM Governing Board Meeting）」を 2 年ごとに開催している。
　ICHARM 運営理事会は以下の 7 名の委員から構成される。

•	土木研究所　理事長（議長とする。）
•	ユネスコ　事務局長
•	ユネスコ国際水文学計画（IHP）政府間会合　議長
•	国連防災戦略 (ISDR)　特別代表
•	政策研究大学院大学 (GRIPS)　学長
•	国際協力機構 (JICA)　理事長
•	国土交通省 技監

　第 1 回は平成 26 年 2 月 25 日に、第 2 回は平成 28 年 3 月 3 日にいずれも東京で開催した。いずれの会合
においても、魚本理事長が議長となり進行を行い、まずその運営手続「Rules of Procedure」を採択（ある
いは確認）した後、活動報告「ICHARM Activity Report」を審査し、長期 ･ 中期プログラム「ICHARM 
Long-term and Mid-term Program」および 2 か年の具体的な活動計画「ICHARM Work Plan」の審査 ･ 採
択を行った。

写真 –1.4.1　�小池俊雄
ICHARM 新セン
ター長

写真 –1.4.2　第 2 回運営理事会会合参加委員との集合写真
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1.4　ICHARMプログラムの策定
　ICHARM の使命を果たすため、世界及び地域での災害の傾向及び経験と災害対応に関する地域のニーズ、
重要課題、開発段階等を踏まえつつ、自然、社会及び文化といった地域の多様性を考慮する「ローカリズム」
を念頭に、研究、能力育成及び情報ネットワーク構築の 3 本柱を有機的に連携させた活動を行うべく、以下
のように「ICHARM プログラム」を作成した。

(i) 革新的な研究
（１）水災害データの収集、保存、共有、統計化
（２）水災害リスクのアセスメント
（３）水災害リスクの変化のモニタリングと予測
（４）水災害リスク軽減の政策事例の提示、評価と適用支援
（５）防災・減災の実践力の向上支援

(ii) 効果的な能力育成
水関連災害の確実なマネジメントには現場対応能力が不可欠であり、先進的な知識の開発と応用
を重視した最新の研修を通じて、ICHARM は質の高い水関連災害・リスクマネジメントの模範的
な実務者を育成し、世界的な実務者ネットワーク形成を支援する。

(iii) 効率的な情報ネットワーク
ICHARM が有する広範な知的基盤と主な研究成果によって、世界レベルから現場レベルに至る水
関連災害、リスクマネジメントを導く強力で包括的な主張の形成を支援する。

2. 研究活動
2.1　文部科学省「21世紀気候変動予測革新プログラム」および「気候変動リスク情報創生プログラム」
　平成 19 年度から 23 年度の 5 年間にわたり、文部科学省「21 世紀気候変動予測革新プログラム」に参画し、「気
候変動に伴う全球および特定脆弱地域への洪水リスク影響と減災対策の評価」の研究を実施し、その 5 年間
の成果を平成 24 年 3 月にとりまとめた。
　本研究は、気象研究所の気候変動予測モデル (MRI-AGCM) の 20㎞という世界最高レベルの空間分解能を
最大限生かして、全球で高解像度の洪水解析を行えるシステムを開発し、現在気候（1980 ～ 2004 年）から
近未来（2015 ～ 2039 年）および 21 世紀末（2075 ～ 2099 年）にかけて地球温暖化の進行に伴う洪水リス
クの変化を全球で評価するとともに、洪水災害が相次ぐアジアモンスーン地域の具体的な河川流域（メコン
デルタ域、ネパール・西ラプティ川等）において温暖化への適応策検討に役立つ詳細な影響評価を行う技術
を開発することを目標として実施した。
　また、引き続き平成 24 年度から 28 年度の 5 年間、文部科学省「気候変動リスク情報創生プログラム」に
参画している。本プログラムにおいては、革新プログラム他で開発してきた水文モデル、GCM 降雨バイア
ス補正手法等を、水災害が懸念されるアジアの複数の河川流域に適用し、現在及び将来気候における水災害
に関してハザード評価を行い、加えて気候変化適応のための主要課題解決に向けた計画立案、意思決定等に
必要な情報を創出するリスク評価を行うこととしている。
　研究対象とする水災害としては、洪水と渇水の 2 つを取り上げ、対象５河川流域の主要産業である農業被
害を基本的な指標としてリスク評価を行う。対象河川地域としては、最近大きな水災害を経験し、気候変動
の社会的影響が大きいと予想される代表的な河川流域として、パキスタンのインダス川、タイのチャオプラ
ヤ川、メコン川下流域、インドネシアのソロ川、ならびにフィリピンのパンパンガ川の 5 河川流域としている。
図–1.4.1は、フィリピン・パンパンガ川流域において、現在気候・将来気候それぞれの 25 年間でのシミュ
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レーションにおいて氾濫域が最大になる年で、ICHARM が作成した農業被害関数を用いて農業被害額を試
算・比較した図である。これによると、将来は現在と比較して同量の降雨量に対して約 2 割被害額が増加す
ることを示している。

2.2　東日本大震災津波被害調査
　平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災で被害を受けた太平洋沿岸において、竹内センター長を団長とし、3
月 23 日に茨城県大洗町において、東日本大震災による津波被害調査を行った。また、宮城県内や三陸沿岸
においても継続的な調査を行った。

2.3　ISO/TC113(Hydrometry：開水路における流量測定 )への貢献
　ICHARM では、研究活動の一つとし
て流量観測に関する研究を実施してい
る。その一環として、ICHARM 研究員
による ISO/TC113(Hydrometry：開水路
における流量測定 ) への貢献を行ってい
る。平成 23 年度から 27 年度にかけては
計 3 回の総会に参加した。
　平成 27 年 5 月 25 日から 29 日にかけ
て、土木学会（東京都新宿区）において、第 30 回総会が開催された。ICHARM からは、SC1(Velocity area 
methods) の日本代表として、岩見上席研究員、萬矢研究員が参加した。同総会において、ISO/TR 24578 
(Hydrometry -Acoustic Doppler profiler - Method and application for measurement of flow in open chan-
nels) を正式に国際標準化するために、萬矢研究員を新たに主査とすることが決議された。また New Work 
Item Proposal（新業務項目提案） として登録されていた ISO/NP 24577 (Hydrometry – Use of non-contact 
methods for measuring water surface velocity and discharge) が萬矢研究員を主査として Technical Report 

（技術報告書）にすることが承認された。

 
( )  

8882.96 10684.02  

 
図 –1.4.1　約 50 年確率の降雨に対する洪水農業リスク変化の表現例

写真 –1.4.3　第 30 回 ISO/TC113 東京総会
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2.4　「マレーシアにおける地すべり災害および水害による被災低減に関する研究」の実施
　ICHARM では、地球規模課題対応国際科学技術協力 ( 防災研究分野「開発途上国のニーズを踏まえた防
災科学技術」領域 ) として、「マレーシアにおける地すべり災害および水害による被災低減に関する研究」
( 平成 23 年度 -27 年度）に参画した。洪水氾濫頻発地域の一つであるマレーシア北部 Kelantan 川流域及び
Dungun 川流域を対象として、過去の水文観測記録を収集すると共に、地形 ･ 地質 ･ 植生 ･ 都市域などを反
映した水文循環モデルとして IFAS を活用し､ 現地での適用を図った。

2.5　常総市洪水現地調査
　平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨により、茨城県常総市
において大規模洪水が発生し、9 月 17 日に被害状況を調査
した。
　ICHARM では 28 年度以降、関東・東北豪雨での教訓を
踏まえつつ、降水予測を改善した洪水流出・氾濫予測まで
の一連の手法の検討や、自治体レベルでの適切な避難判断
に資する災害対応タイムライン作成手法の検討、および訓
練システムの提案を行う予定である。

2.6　アジアの洪水常襲地帯における洪水危機管理計画
の作成支援活動
　ICHARM では、平成 26 年度からプロジェ
クト研究として、フィリピン共和国ブラカン
州カルンピット市をモデル地域として、洪水
氾濫シミュレーションに基づくコミュニティ
レベルでの洪水危機管理計画（洪水対応計画）
の作成支援活動を行った。
　 フ ィ リ ピ ン 共 和 国 大 気 地 球 物 理 天 文
局（PAGASA） 及 び 国 家 地 理 資 源 情 報 庁

（NAMRIA）の協力も得て、ICHARM で開
発された降雨流出氾濫モデル（RRI モデル）
を用いた洪水氾濫シミュレーションを行い、
市内に29あるコミュニティごとの洪水ハザー
ドマップや時系列での浸水状況を示した浸水
チャートの作成・提供を行った。マップや
チャートは、現地コミュニティとの複数回の
協議を経て、現地住民にとって理解しやすい
表現方法を採用し、現地語への翻訳も行った。
また、これらのマップやチャートを用いて、
コミュニティでの情報伝達・避難・救助等の
対応を時系列にまとめた洪水危機管理計画の
作成を支援する活動を行うとともに、市内の
全コミュニティの災害応担当者及び市・州の
担当者らを招いたワークショップを開催し計画作成手法の共有を図った。ワークショップには、本プロジェ
クトへの高い関心のもと、約 100 名を超える担当者が参加した。これらの活動に対して、カルンピット市の
Jessie P. De Jesus 市長から ICHARM リスクマネジメントチームの研究者に感謝状が贈呈された。

写真 –1.4.4　道路沿いに集積された粗大ごみ

写真 –1.4.6　カルンピット市長から感謝状贈呈

写真 –1.4.5　現地ワークショップでの 100 名を超える参加者
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3. 研修活動
3.1　博士課程「防災学プログラム」の実施
　平成 22 年 10 月から政策研究大学院大学（GRIPS）と連携して博
士課程「防災学プログラム」を開始した。本プログラムは、水関連
災害リスクマネジメントの政策立案とその実行においてリーダー
シップを発揮できる専門家の養成を目的としている。また本課程の
学生は、自分自身の研究活動を行うとともに、ICHARM リサーチ
アシスタントとして、修士学生の指導や ICHARM における研究補
助を行っている。
　平成 23 年度から 27 年度までの入学者と修了者を表–1.4.7に示
す。開講以降の通算では 4 名が本課程を修了し、博士（防災学）の
学位が授与されている。

表 –1.4.7　博士課程「防災学プログラム」入学者および卒業生一覧表

年度 入学者 卒業生

平成23年度
3名（オランダ・ネパール・エチオピア各1名）
（ただし2名は途中退学）

1名（オランダ）

平成24年度 2名（バングラデシュ・グアテマラ各１名） 2名

平成25年度 3名（バングラデシュ2名、グアテマラ1名） (就学中 )

平成26年度
2名（ネパール・ベネズエラ各1名）
（ただし1名は途中退学）

(就学中 )

平成27年度 2名（バングラデシュ・パキスタン各1名） (就学中 )

3.2　修士課程「防災政策プログラム　水災害リスクマネジメントコース」の実施
　ICHARM では、平成 19 年度から、（独）国際協力機構（JICA）および政策研究大学院大学 (GRIPS) と連携し、
主に洪水に脆弱な途上国の政府職員を対象として 1 年間の修士課程「防災政策プログラム　水災害リスクマ
ネジメントコース」（JICA 研修「洪水防災」）を実施している。1 年間の就学期間の内、前半（10 月～ 3 月）
では主に水災害に関する講義や GIS ソフトウェア・水文モデル演習を集中的に実施し、基礎的な知識や素養
を身につけさせる。後半（4 月～ 9 月）では主に学生それぞれの指導教官（ICHARM 研究員など）と相談
しつつ個人研究を行い、修士論文を作成する。1 ～ 2 か月に 1 回程度、修士論文の進捗を確認するために中
間発表会を実施する。また、年間を通じて、我が国の洪水対策について学ぶため現地視察を適宜実施している。
無事論文審査に合格すると「修士（防災政策）」の学位が授与される（写真–1.4.8）。なお、修士論文提出後、
帰国後の活動内容についてアクションプランを作成し JICA に提出する。平成 23 年度から平成 27 年度にか
けては、表–1.4.8に挙げる 69 名の学生を受入れた。

写真 –1.4.7　 平成 24 年度
博士課程学位授与
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表 –1.4.8　修士課程「防災政策プログラム　水災害リスクマネジメントコース」への入学者一覧

写真 –1.4.8　平成 27 年度修了生集合写真（GRIPS）

3.3　短期研修
3.3.1　JICA 研修
　ICHARM では、（独）国際協力機構（JICA）と連携し、洪水に脆弱な途上国の政府職員を対象として数
週間の短期研修を実施している。
　平成23年度は、平成21年度から3か年で実施している研修として、平成23年7月4日から8月2日にかけて、
JICA 研修「洪水ハザードマップを活用した地域防災計画研修」を実施した｡  本研修においては、災害時の
住民避難について、避難が間に合う情報を出すために、自分の国には何が足りないか、それをどう今後進め
て行くのかを地域防災計画との関係で研修生に考えさせるように工夫した。
　平成 24 年度から平成 27 年度の 4 か年においては、JICA 研修「総合洪水解析システム（IFAS）を活用し
た洪水対応能力向上」を実施した（平成 27 年度において更新）。本研修の目的としては、途上国の洪水脆弱
地域における気象関係者・河川管理者・住民避難に責任を持つ者の 3 主体を対象として、我が国における洪
水対応技術・事例及び防災・避難計画の概要を学び、アクションプランとして自国の洪水脆弱地域を対象と
した地域洪水防災計画案を策定して彼らの洪水対応能力向上を図り、ひいては洪水被害軽減に資することと
している。また、本研修の大きな特徴として、現地国の JICA 洪水関連プロジェクトとの相乗効果を発揮す
るために、参加者を当該プロジェクトに直接関係する機関の者に絞ったことが挙げられる。5 か年の研修生
の内訳を表–1.4.9に示す。5 か年では 15 カ国から計 87 名が参加した。
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表 –1.4.9　JICA 研修に参加した研修員数

　本研修の構成要素は講義、演習、現地視察、発表 ･ 議論の 4 要素であり、IFAS( 総合洪水解析システム )
の演習を中心として、常総市における防災マップ演習、信濃川下流域における現地視察などを行い、IFAS 
について習熟するとともに、日本における防災対策についても学んだ（写真–1.4.9）。

3.3.2　東大との共催での「国際サマープログラム」
　ICHARM は東京大学と共催で、国際サマープログ
ラム「ビッグデータ時代における持続可能な水管理」
を平成 27 年 7 月 27 日～ 8 月 7 日に実施した。このプ
ログラムは、ビッグデータ（大量かつ多様なデータ）
活用の重要性や持続的な水資源管理を学際的な視点で
行う必要性の認識をもとに企画された。活動はすべて
英語で行われ、様々な国籍を持つ学部生、大学院生、
若手専門家など合計 33 名が参加した。
　プログラムは、講義、実習、現地見学で構成され、
どの活動も、日本が提供するデータ統合分析システム
(DIAS) の各種データおよびデータ統合機能を駆使し
て、学際的な視点で水関連問題の解決を図る能力の向
上を支援するよう準備された。ICHARAM からも小池センター長、加本上席研究員（当時）、ラスミー主任
研究員、渋尾専門研究員がそれぞれ講義や研修を担当した。参加者は、個人あるいはグループで、気候変動
下の災害レジリエンス強化、将来の災害リスクに対する対応力の強化、社会政策や安全で豊かな環境作りへ
の災害リスクの反映に焦点を当てて現実にある問題に取り組んだ。
　なお、このプログラムの様子を収めた動画はこちらで視聴することができます。
(https://youtu.be/ricdfhPs3RU) 

写真 –1.4.9　 防災マップ作成演習
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3.4　帰国研修生へのフォローアップ活動
　ICHARM は、過去に実施してきた各種研修の帰国研
修生に対して、彼らの帰国後の活動状況や研修成果を生
かすための課題などについてヒアリングを行うとともに、
必要な追加研修を実施する等のフォローアップ活動を毎
年行っている。
　これにより、ICHARM での研修を一過性に終わらせる
ことなく、帰国後に彼らがどのように研修の成果を活か
しているかや、現在彼らが抱えている課題の共有、ネッ
トワークの強化など様々な効果が期待できる。
　平成 23 年度から実施したフォローアップ活動を表
–1.4.10に示す。

写真 –1.4.10　参加者や関係者による集合写真

写真 –1.4.11　 セミナーの様子（平成 24 年度）

写真 –1.4.12　 �AWCS にて開催した帰国研修生を交えたセッションセミ
ナーの様子（平成 28 年 3 月 2 日）
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表 –1.4.10　フォローアップ活動の概要

実施日 活動の形態 実施場所 参加者数 共催・協力主体

平成23
年度

平成24年2月
22-23日

セミナー・
ヒアリング

タイ・
バンコク

4名
ESCAP（国連アジア太
平洋経済社会委員会）・

JAXA

平成24
年度

平成25年
2月13・14

日
セミナー

バングラデシュ・
ダッカ

元研修生11名
を含めた22名

バングラデシュ水開発委員
会（BWDB）

平成25
年度

平成26年
3月10日、
12日

ヒアリング
マレーシア・クア
ラルンプール

2名
マレーシア気象庁、マレー
シアかんがい排水局

平成26
年度

平成27年
3月3日 -4日

セミナー
インドネシア・
ジャカルタ

元研修生4名を
含めた十数名

インドネシア公共事業・住
宅省水資源局、JICAイン

ドネシア事務所

平成27
年度

平成28年
3月2日

AWCSシン
ポジウムでの
セッション

東京 9名 アジア水循環シンポジウム

3.5　ユネスコワークショップ「パキスタンにおける統
合洪水リスクマネジメントのための能力強化」の実施
　平成 22 年にパキスタンで起こった大水害を契機に、日
本政府からユネスコへの資金拠出によって開始したプロ
ジェクト「パキスタンにおける洪水予警報及び管理能力の
戦略的強化」の一環として、標記ワークショップを 2 か年
度にわたり実施した。
　平成 24 年 5 月 15 日から 24 日において開催した第 1 回
ワークショップには、インダス川水系局議長やパキスタン
気象局主席気象研究官など 6 名の高級行政官が参加した。
ユネスコワークショップは、講義と現地視察の 2 本立てで
構成され、講義では、日本の洪水対策、ダム操作の方法、
気象情報や洪水情報の取得 ･ 伝達方法、地域防災計画など
を行った。また、現地視察として主に関東地方各地の洪水
対策施設を訪問し、我が国の洪水対策施設に関する知識を
深めた。（写真–1.4.13）
　平成 25 年 5 月 28 日から 6 月 6 日において開催した第 2
回目ワークショップにはパキスタン気象局首席気象官をは
じめとする 5 名が参加し、日本の洪水対策や洪水予警報シ
ステムに関する各種講義や、荒川におけるスーパー堤防や
鬼怒川水系におけるダム施設、砂防施設、渡良瀬遊水地の
視察を行った（写真–1.4.14）。
　いずれの回においても参加者の多くからは、このワーク
ショップの内容は大変良く考えられており、素晴らしいも
のだったとの評価を頂いた。特に、日本の河川管理とその
着実な実施状況、渡良瀬遊水地のような遊水地はインダス

 
写真 –1.4.14　渡良瀬遊水地視察

写真 –1.4.13　 参加者集合写真
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川でも有効と思われること、荒川放水路があったため
に東京が発展してきたことがわかった、などの感想が
あった。

3.6　現地国における IFAS現地講習会の実施
　ICHARM は 独 自 の 流 出 解 析 モ デ ル と し て「 総
合 洪 水 解 析 シ ス テ ム（Integrated Flood Analysis 
System(IFAS)）」の開発を進めている。また開発だけで
なく、おもにアジアの洪水に脆弱な途上国に普及させ
ることを目的に、現地国の政府職員や大学の研究者な
どに対し現地での講習会をたびたび実施している。
　平成 23 年度から 27 年度にかけては、図–1.4.15、
16に示すように、約 650 名に対して現地講習会を実施
し、アジア各国の技術者が洪水予警報に係る流出解析
の技術を習得した。なお、IFAS 現地講習会を本格的に
開始した平成 19 年度以降では、約 1,160 人が IFAS に
関する演習を受講している。
　
3.7　海外からの研究者の受け入れ
　ICHARM では、各種活動でネットワークを培った海
外研究機関から積極的に研修者を受け入れて数日間の
個別研修を実施している。
　平成 24 年度においては、10 月に約 2 週間、タイから
2 名の研究者（Sriariyawat 氏と Pakoksung 氏）が来訪し、
タイ洪水のシミュレーションで威力を発揮した降雨流
出氾濫 (RRI) モデルの研修を受けた。また、11 月に約
3 週間、フィリピン気象天文庁の職員 2 名（Hilton 氏と
Hilario 氏）が来訪し、平成 23 年 9 ～ 10 月に ICHARM
とアジア開発銀行がフィリピンで実施した研修のフォ
ローアップ活動として、RRI モデルを用いた氾濫解析
の研修を受けた。なお、Hilton 氏は平成 28 年 3 月に開
催した「アジア水循環シンポジウム 2016」(AWCS) に
おける ICHARM 主催セッション「3.4　洪水災害リス
ク軽減」においてもパネリストとして参加している

3.8　インターンシップ学生の受け入れ
　ICHARM では、国内外の大学などの研究機関からも
積極的にインターンシップ学生を受入れている。
　平成 23 年度から 27 年度においては、計 18 名の学生
を受け入れた。

写真 –1.4.16　�マレーシア UNITEN での IFAS
講習会

写真 –1.4.15　インドネシアにおける講習会

図 –1.4.2　IFAS 現地講習会参加者の推移
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写真 –1.4.17 名古屋大学からのインターンシップ
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4. 情報ネットワーク
4.1　各種協定の締結
4.1.1　Gadjah Mada 大学（インドネシア）と覚書締結
　平成 23 年 9 月 21 日、インドネシアの Gadjah Mada 大
学（UGM）から、Djoko Legono 教授を団長とする研究
者グループが ICHARM を訪れ、水災害・水資源・災害リ
スクマネジメントの各分野における学術的協力と交流に
関する覚書に署名した。これまで、ICHARM と UGM は
､ ADB プロジェクトの枠組みのもと、インドネシア・ソ
ロ川流域でコミュニティを単位とした避難訓練を実施し
てきており、両機関はこれからも、同流域のコミュニティ
防災能力の持続的向上に関して、BBWS Bengawan Solo
を支援するための協力を続けることを希望した。

4.1.2　イラン水・電力開発公社 (IWPC) との相互協力と
協定締結
　平成 24 年 6 月 11 日、統合水資源管理に関する相互協
力の推進と、洪水・渇水管理に関する優れた取り組み及
び教訓の共有を目的に、イラン水・電力開発公社（IWPC）
職 員 4 名 が ICHARM を 訪 問 し た（写真–1.4.18）。
IWPC は 1989 年に政府組織として設立され、政府管理の
水力発電に資する統合水資源管理履行のための戦略立案
並びに、大ダムや水力発電施設の設計・建設を行っている。
　平成 25 年 4 月 12 日、ICHARM と IWPC は、相互の研究活動を推進するべく、研究交流と技術協力に関
する覚書を締結した。IWPC は、イランエネルギー省が所管する政府機関で、もともと水資源開発のために
必要となる水文モデルや洪水予報に関心を高く持っている機関である。
　特に、河川流量解析やダム貯留池解析ツールにも活用できる、総合洪水解析モデル（IFAS）に対する興
味を強く持っており、相互の研究活動推進とネットワークを強化するため、今回の協定締結に至った。

4.1.3　ロシア連邦国立水文学研究所との協定締結
　平成 25 年 8 月 5 日から 9 日まで、寒地土木研究所（CERI）の
柳屋所長と竹内センター長が、ロシア・サンクトペテルブルグに
ある国立水文学研究所（State Hydrological Institute: SHI）を訪
問し、Georgievsky 所長との間で 3 者間研究協定の調印を行った。
これにより、ロシアおよび日本の寒冷地にみられるデータが乏し
い流域について、河川流出に関する研究を推進することとした。

写真 –1.4.18　調印式の様子

写真 –1.4.19　IWPC 代表者の理事長表敬訪問

写真 –1.4.20　�協定書に署名する 3 者の
代表
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4.1.4　防災科学技術研究所レジリエント防災・減災研究推進センターとの連携協定締結
　ICHARM と国立研究開発法人防災科学技術研究所レジリエン
ト防災・減災研究推進センターは、平成 27 年 12 月 16 日、連携
協定を締結した。この協定により、相互の包括的かつ持続的な
連携協力を強化し、共同研究、提携事業等を実施するための枠
組みを構築し、双方のノウハウ、技術、ネットワーク等を活用
して研究成果の社会実装を推進することで、国内外における防
災・減災の向上に貢献することが期待される。

4.2　国際洪水イニシアチブ (IFI) の活動
4.2.1 概要
　国際洪水イニシアチブ (International Flood Initiative：IFI) は、
国連大学や国連防災戦略などと緊密に連携しながら、ユネスコ
と世界気象機関によって平成 17 年 1 月に開始された国際枠組み
であり、社会・環境・経済的リスクを軽減するための洪水管理
に関する統合的アプローチを推進している。IFI の事務局は ICHARM が務めている。
　IFI では平成 28 年 3 月 1 日、2 日に開催した 「アジア水循環シンポジウム 2016」の成果等を踏まえ、水災
害データ、アセスメント、モニタリング及び政策・現地取り組みをアジア太平洋地域（IFI-AP）として手始
めに実践する準備を進めている。

4.2.2　「国連　水と災害に関する特別会合」サイドイベントの共催
　平成 25 年 3 月 5 日、国連水と災害に関する特別会合のサイドイベントとしてセッションを共催し、水と
災害に関する国際社会の共通目標を 2015 年以降の国連持続可能な開発アジェンダ（Post-2015 Agenda）に
どのように設定するかに関した集中議論を行い、竹内センター長からこの課題に関する科学技術面からのア
プローチに関して基調プレゼンテーションを行った。このイベントには、30 を数える国と機関からおよそ
100 人の専門家が参加し、水と災害の共通目標合意に向けた共同行動の方向性について熱心な討論が行われ
た。また ICHARM が参加する HLEP の特別会合も行われ、HLEP をさらに強化・発展させていくことが合
意された。

4.2.3　「第 6 回洪水管理に関する国際会議（ICFM6）」におけるプレセッションの主催
　平成 26 年 9 月 16 ～ 18 日、ブラジル水資源協会と Acquacon Consultoria の共催により、第６回洪水管理
に関する国際会議（ICFM6）が、「洪水と変化する環境」というテーマのもと、ブラジル・サンパウロで開
催され、31 ヶ国から約 250 人が参加した。会議では、多くの参加者が洪水管理についての経験や取り組み
を共有するとともに、個人、地域、地方団体、企業、国、数カ国にまたがる地域がそれぞれ直面する、洪水
リスクに関する重要課題についても活発な議論が行われた。
　会議に関連して、ICHARM は IFI に関するプレセッションを主催し、ドイツ国立水文学研究所、中国水
利水電科学研究院、米国陸軍工兵隊、メキシコ IFILAC、世界気象機構、UNISDR ブラジル支部などから講
演者を招待し、200 名を超える参加があった。プレセッションを通じて、洪水リスク削減を目指し、世界、国、
地域レベルでベンチマーキングを進める IFI の旗艦プロジェクトをさらに広く周知することが出来た。

4.2.4　「アジア・太平洋地域の水と災害に関する国際戦略構想に関するセッション」の開催
　平成 27 年 10 月 21 日、RCUWM( イラン都市水管理地域センター ) と共催で、「アジア・太平洋地域の水
と災害に関する国際戦略構想に関するセッション」をインドネシア・メダンで開催した。このセッションは、
第 23 回東南アジア・太平洋地域 UNESCO-IHP RSC 会議に関連して計画された『地球の水と環境を維持す

写真 –1.4.21　連携協定締結式の様子
（左：小池俊雄センター長、

右：藤原広行センター長）
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るための一体的な行動に関する国際シンポジウム』開
催中に開かれた。 
　セッションでは、モデレーターの小池センター長が
趣旨を説明した後、共同モデレーターである Shahbaz 
Khan 氏（ユネスコジャカルタセンター長）が開会挨
拶を行い、その後 ADB や ICHARM、RCUWM から
それぞれスピーチや話題提供を行った。
　発表者や参加者からの貴重な意見や情報に基づい
て、小池センター長はセッションを総括し、関係者間
でのデータ、情報、知識の共有を進め、統合的洪水管
理を実践することの重要性を強調した。加えて、資金
調達方法や科学と研究のネットワーク強化についても今後議論が必要であるという認識を共有した。
発表資料を含めた、詳細な会議報告は IFI ホームページをご覧ください。http://www.ifi-home.info/

4.3　各種国際会議の開催
4.3.1 第 5 回洪水管理国際会議（ICFM5）の主催
　平成 23 年 9 月 27 ～ 29 日、ICHARM ICFM5 事務局の主催で、第 5 回洪水管理国際会議（ICFM5）を開
催した。会議には、世界 41 カ国から 450 名以上の参加があり、投稿は事務局が設定したトピック分野を網
羅し合計 417 件、参加者数も 3 日間で、国内 200 余名、海外からも 250 名を超え、大変な盛会となった。
　ICFM5 第 1 日目は、国連大学において、竹内センター長の開会の辞に続き、Michel Jarraud WMO 事務
局長、Soon-tak Lee ユネスコ IHP 議長、武内和彦国連大学副学長、そして、Slobodan SimonovicICFM 特
別委員会議長から祝辞をいただいた。開会式後は、「洪水予報早期警報」、「豪雨による洪水、地すべり、土
石流」をテーマに、ふたつの全体会合が行われた。午後には、国土交通省等による「巨大水災害に関する国
際フォーラム」が開催され、皇太子殿下のご聴講をはじめ、パキスタンのChangez Khan Jamali 科学技術大臣、
フィリピンの Rogelio Singson 公共事業交通長官を含む外国政府高官の参加もいただいた。秋葉原 UDX で
行われた第 2、3 日目には、特別セッション、分科会、ポスターセッション、展示会などが行われた。

4.3.2　「アジア水循環シンポジウム 2016」(AWCS) の開催
　平成 28 年 3 月 1,2 日、東京大学との共同で国
土交通省の後援の下、東京大学武田ホールにおい
て、「アジア水循環シンポジウム 2016」を共催し
た。これは、これまでの地球観測の政府間部会

（GEO）によって構築されたアジア水循環イニシ
アチブ (AWCI) やアジア河川流域機関ネットワー
ク (NARBO) の活動を踏まえ、またデータ統合・解
析（DIAS）によるデータアーカイブ、モデル統合、
気候変動影響評価などの統合・解析機能を効果的
に用いた、世界の洪水や渇水の問題に対する具体
的な取り組みを議論するため開催したものである。
　本シンポジウムの一部は、ICHARM10 周年記念
事業として開催し、ICHARM が実施する研修活動
の出身者を招いて今後の実務者能力育成について
議論するとともに、ICHARM が事務局を務める国際洪水イニシアチブ (IFI) のもとで準備を進める新たな枠
組みの構築について討論を行なった。

写真 –1.4.22　（右から左）小池俊雄センター長、Eric 
Quincieu 氏 (ADB)、 
Shahbaz Khan ユネスコジャカルタ所長 , Ali 
Chavoshian 氏（RCUWM センター長）

写真 –1.4.23　総括セッションでの
小池センター長によるまとめ
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　シンポジウムには国外機関から約 40 名の参加を含め、計約 170 名の参加を頂き、防災に関する総合的な
取り組みの実践と防災の主流化、持続可能な開発の中での科学技術の貢献によるスパイラルアップの枠組み
を決定するとともに、ICHARM によるこれまでの研究成果を国内外へ普及させることが出来た。

4.4　各種国際会議への貢献
4.4.1　東南アジア洪水災害リスク軽減フォーラム・ワークショップの共催
　平成 24 年 2 月 20 日、ESCAP（国際連合アジア太平洋
経済社会委員会）と ICHARM、（独）宇宙航空研究開発
機構（JAXA） の共催のもと、「東南アジア洪水災害リス
ク軽減フォーラム」がバンコクの UN 会議場で開催され
た。このフォーラムは、平成 23 年に起きた洪水の経験と
教訓を共有しようとするもので、150 名の参加があった。
ESCAP 事務次長の Noeleen Heyzer 氏、タイ国副首相の
Kittirat Na-Ranong 氏、JAXA 理事の本間氏から挨拶が
なされ、Kittirat 副首相からは、タイ政府が洪水対策に本
格的に取り組んで来なかったことを率直に反省される言葉があった。
　翌日からは、「衛星情報を活用した洪水リスク軽減対策」と題したワークショップを開催し、過去の ICH-
ARM 研修受講者（4 名）をあわせて約 30 名の参加者があった。21 日には JAXA による人工衛星で入手可
能な雨量データ、地形データ、土地利用状況データなど、それぞれの取得方法、サイクル、特性等について
の講義、22 日は、IFAS および、RRI モデルとチャオプラヤ洪水の演習、講義がなされた。

4.4.2　第 6 回世界水フォーラムにおけるセッションの共催
　世界水フォーラム（WWF）は、国際 NGO の世界
水評議会 (WWC：本部フランス ) の提唱で始まり、3
年に一度世界の水関係者が一堂に会し、地球上の水問
題解決に向けた議論や展示を行う世界最大級の国際会
議である。議論は水道水、農業、環境、総合水資源管
理、し尿処理、廃水、エネルギー、災害など幅広い。
　平成 24 年 3 月 12 日～ 17 日、「第６回世界水フォー
ラム」がフランス・マルセイユにて開催され、世界
の 173 国・地域から約 2 万人が参加した。ICHARM
からは竹内センター長をはじめとして 4 名が参加し、
セッションへの参加や日本国政府のサポートを行っ
た。

4.4.3　「国連　水と災害に関する特別会合」への貢献
　平成 25 年 3 月 6 日、国連本部（アメリカ・ニューヨーク）において、水と災害問題を国連として史上初
めて集中議論するハイレベル会合「国連水と災害に関する特別会合」が、国連事務総長の主催、国連水と衛
生諮問委員会（UNSGAB）・水と災害有識者委員会（HLEP）の共催により開催された。ICHARM は廣木国
際水防災研究監が UNSGAB 特別顧問として約 2 年にわたりこの会合の準備・調整・運営の総括を行うとと
もに、HLEP の主力メンバー組織として参加、サイドイベントを主催するなど、この歴史的会合実現に中心
的な役割を担った。
　この会合には、日本からは国連の会議に皇室として初めて皇太子殿下がご臨席、「人と水災害の歴史を辿
る－災害に強い社会の構築のための手掛かりを求めて」と題して基調講演を行われた。また、オランダ皇太

写真 –1.4.24　フォーラムの様子

写真 –1.4.25　発表を行う竹内センター長
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子殿下オレンジ公（現オランダ国王陛下）も基調講演を行われた他、国連事務総長、国連総会議長、各国閣
僚級専門家などが状況報告、国連関係者、外交官、産官学、市民団体の専門家など 500 人以上が参加して水
と災害に関する議論を深めた。

4.4.4　「第 2 回アジア ･ 太平洋水サミット」におけるセッションの主催
　平成25年5月19、20日にタイ・チェンマイで第2回アジア･太平洋水サミットが開催された。サミットでは、
分野別セッション（FAS）とリーダーズ・フォーラムが行われ、FAS には、「水安全保障と水関連災害の問題：
リーダーシップとコミットメント」という共通テーマの下、7 つのセッションが設定された。各 FAS では、
各国代表とアジア ･ 太平洋水フォーラム運営組織の担当者が、それぞれの分野での課題を議論し、提言を作
成、20 日に行われたリーダーズ ･ フォーラムに提出し、それをもとにチェンマイ宣言が作成された。
　ICHARM は、FAS5 の主催者として水関連リスクとレジリアンスに関するセッションを主催し、世界の
水関連災害に対して現在取られている対策に関する問題を提起した。災害リスク低減の重要性はリーリー
ダーズ・フォーラムでも再確認され、チェンマイ宣言の第 2 項として採択された。

4.4.5　ユネスコ “Strategic and High-Level Meeting on Water Security and Cooperation“にお
けるセッションの主催
　平成 25 年はユネスコが設定する「国際水協力年」にあ
たり、これを機に 9 月 11 日から 13 日にかけて、ケニア・
ナイロビにおいてユネスコ IHP（国際水文計画）が主催
して標記会議と IHP 次期第 8 期計画に関する会議が行わ
れた。会議初日はアフリカにおける水協力と保障に関す
るハイレベル会議が行われ、ICHARM はその中の一つの
セッションを主催し、ポスト 2015 を睨んだ水に関する現
状について議論を行った。竹内センター長は基調講演（写
真–1.4.27）を行い、ポスト 2015 に向けての水コミュニティからの新たなコンセンサスの話題を提供し、
IHP 第 8 期計画の重要性を強調した。
　2 日目には、ICHARM と同じユネスコカテゴリー２センターの 15 名の代表者をランチミーティングに招
待し、竹内センター長が各センター間の積極的な協働を促した。

4.4.6　「第 6 回アジア防災閣僚会議」におけるサイドイベントの共催
　平成 26 年 6 月 23 日、ICHARM は国土交通省と共催で、「第 6 回アジア防災閣僚会議」（ﾀｲ・バンコク）
において、サイドイベント『リスク軽減のための水関連災害リスク情報：事前投資のための洪水予測・災害
情報とリスクアセスメント』を開催し、関連する政府関係者や専門家など、多くの方の参加を頂いた。パネ
リストからは、水災害リスク管理の様々な段階におけるデータの計測、整理、管理に関する実施内容の紹介
があり、事前投資を促すためのデータや情報についての必要性が提唱された｡

写真 –1.4.26　特別会合の様子

 

写真 –1.4.27　竹内センター長の基調講演
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4.4.7　「第 3 回国連世界防災会議」におけるワーキングセッション等への参加
　平成 27 年 3 月 14 日から 18 日にかけて、第 3 回国連防
災世界会議が宮城県仙台市で開催された。国連防災世界会
議とは、国際的な防災戦略を策定する国連主催の会議であ
り、今回の会議において、ICHARM は、積極的に各ワー
キングセッションやパブリックフォーラムに参加し、世界
への発信を行った。
　3 月 14 日のワーキングセッション“Risk Identification 
and Assessment”では、リスク評価への取り組みが効果
的に行われている世界の 5 事例の一つに日本が選ばれ、日本を代表して澤野上席研究員がパネリストとして
参加した。パネルディスカッションでは、日本での具体事例を踏まえつつ、リスクアセスメントによって事
前投資による構造物対策の効果を評価することの必要性や、リスク評価に必要となるデータの入手および管
理の重要性について発表するとともに、ICHARM が国際協力で果たしている役割について紹介した（写真
–1.4.28）。また、3 月 15 日のパブリックフォーラム「アジア防災会議 2015」では、平成 24 年 7 月 13 日に
インドネシア国アンボン島で発生した天然ダムとその決壊に起因する土石流災害について、ICHARM より
災害の概要や災害被害軽減のための日本の貢献について説明した。被災地の村長からは、極めて大規模な災
害であったが、わずか 3 名の犠牲者にとどまったこと、日本の協力に感謝していること等の報告があった。

4.4.8　第 7 回世界水フォーラムにおけるセッションの共催
　WWF7（第 7 回世界水フォーラム）は、27 年 4 月 12 日
から 6 日間、韓国の大邱 (Daegu)、慶尚北道（Gyeongbuk）
において開催され、政府関係者を含む 168 ヶ国約 41,000 
人が参加、日本からは国土交通省など政府、大学、民間企
業、NGO など大勢が参加した。
　WWF は任意会議であるが、多様な主体が参加する規模
の大きな会議として水関係の様々な会議の中でも世界的
に注目されており、この会議で政府 ･ 組織が新しいコミッ
トを発表、関係者の自発的約束・活動を促すことで、近年
の多くの地球規模の行動に貢献している。特に「閣僚宣言」

「閣僚への提言」では災害や気候変動対応について重ねて
強調された。
　ICHARM からは小池センター長はじめ計 9 名が参加
し、15 のセッション ･ イベントで運営や発表を行った。
特に ICHARM は、「全ての人のための水の安全保障」の領域において、「変化への適応：レジリエンスと災
害事前対応のためのリスクと不確定性の管理」のテーマを担当し、水の防災に関するテーマ（7 つのセッショ
ン）のとりまとめを準備段階から主導するなど重要な役割を果たした。
　また、WWF7 中に開催された「Water Showcase」 最終選考会において、25 年 7 月 25 日に発生した「イ
ンドネシア　アンボン島の天然ダム決壊に備えた住民の能力強化」（JICA 現地スタッフ、被災地住民、
NGO の共同提案）が『Outstanding Award( 優秀賞 ) 』に選出された。ICHARM の上席研究員が当時 JICA 
の専門家として実際のプロジェクトを主導していたことや、土木研究所の専門家のアドバイスがプロジェク
ト成功の鍵であったことから、トロフィーは ICHARM に寄贈された。

写真 –1.4.28　�ワーキングセッション（右から 2
人目が澤野上席研究員）

写真 –1.4.29　授与されたトロフィーと共に
（左：小池センター長、右：徳永上席研究員）
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4.5　台風委員会への貢献
　 台 風 委 員 会（Typhoon 
Committee） は、 昭 和 43 年 に 国
連アジア太平洋経済社会委員会
(ESCAP) と世界気象機関 (WMO) の
もとに組織された政府間共同体で
あり、現在、14 の国と地域により、
アジア太平洋地域における台風の
人的・物的被害を最小化するための
計画とその実施を行っている。委員
会は、気象部会、水文部会、防災部
会などから構成され、ICHARM 上席研究員は平成 27 年 10 月マレーシアで開催された統合部会及び、平成
28 年米国で開催された年次総会に、水文部会議長兼運営諮問委員会メンバーとして参加して、日本の政策
や土木研究所の技術紹介及び関係国の進めるプロジェクト等へのアドバイスを行った。

4.6　センチネルアジア（Sentinel Asia）との連携
　センチネルアジアは、アジアにおける災害軽減のために、
情報通信技術を活用し、宇宙機関が提供する衛星観測デー
タをアジアの防災関係機関が有効利用する取り組みであ
り、これまで衛星情報の共有と研究開発を含む多様な活動
に挑戦してきた。平成 25 年からは、本格的な実施段階　（ス
テップ 3）に入り、衛星データの幅広い共有と活用を目指
している。
　平成 26 年 11 月 19 ～ 21 日にミャンマー・ヤンゴンで、
センチネルアジア STEP3 第 2 回合同プロジェクトチーム
会合が開催され、岩見上席研究員が参加し、洪水ワーキン
ググループの座長を務めた。また、洪水 WG の活動状況と今後の方向性、ならびに関連する ICHARM の活
動報告を行った。（写真–1.4.31）

4.7　アジア土木学協会連合協議会 (ACECC) 技術委員会への貢献
　ACECC は 平成 11 年に発足し、現在アジア各国と米、豪の計 13 か国の土木関連学協会が参加している。
平成 27 年 10 月には、産官学民の協力の下、地域防災の意思決定が科学的知見に基づいてなされる仕組みを
作り、実践を推進することを目的とする新しい技術委員会「Trans-disciplinary Approach for Building Soci-
etal Resilience to Disasters」が発足した。委員会委員長には ICHARM の竹内顧問が就任した。

写真 –1.4.30　第 48 回年次総会 (2016.2、米国ハワイ）

写真 –1.4.31　洪水ワーキンググループ
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5. 現地実践活動
5.1　アジア開発銀行（ADB）関係
5.1.1　地域技術協力連携プロジェクト（TA-7276-REG
水災害管理における投資の支援）の遂行
　平成 25 年 3 月 12 日、ICHARM が平成 21 年 11 月から
アジア開発銀行（ADB）の技術協力プロジェクト (TA7276)
として取り組んできたプロジェクトの最終報告書を ADB
に提出し、プロジェクトは無事終了した。
　本プロジェクトは、土木研究所では初めて海外機関と
の連携協定の形で外部資金を得て実施してきたプロジェ
クトであり、インドネシアやバングラデシュ、メコン河
下流域などの洪水が頻発する国や地域を対象とし、洪水
災害への対応能力を向上させるべく、各種活動を実施し
た。例えば、インドネシアにおいては、ソロ川流域での
IFAS（総合洪水解析システム（ICHARM で開発））の実践トレーニングおよび避難訓練などを通じた災害
管理体制の向上、カンボジアでは衛星情報と GIS（地理情報システム）による洪水脆弱性評価を実施した。
　最終報告書の提出の際、魚本理事長から本プロジェクトを遂行することができたことについて感謝の意を
伝えるとともに、竹内センター長からは、本プロジェクトにより ICHARM は多くのことを学ぶことができ、
その経験を今後のプロジェクトおよび ICHARM の活動において有効に活かすことができることも伝えられ
た。ADB 側からは、Chander 地域 ･ 持続的開発局長から ICHARM の今回の成果に関して大変感謝すると
の言葉を頂き、Kim インフラ持続的開発課長からこのプロジェクトの遂行に際して ADB 加盟国と良好な関
係を築いたことも感謝され、さらに Leung 都市開発と水課長からは、この経験を活用して都市計画におけ
る洪水対策に関しても支援をお願いされるなど、ADB と ICHARM の協力体制を今後さらに進めていくこ
とが確認された。

5.1.2　ADB「都市管理に関する技術移転（TA8456）」プロジェクト
　ADB の支援により平成 26 年 7 月から、ミャンマー政
府の能力強化を通して都市の持続的な発展を目指す「都
市管理に関する技術移転（TA8456）」プロジェクトを開
始した。このプロジェクトは、水供給、廃棄物処理、下
水等の都市公共サービスの能力強化を図るパートⅠと、
洪水管理能力強化を図るパートⅡ により構成されてお
り、ICHARM は、パートⅡ の技術支援を日本企業と共
に担当することとなった。
　パートⅡはヤンゴン、マンダレー、モーラミャインの 3
都市を対象地域とし、26 年 7 月から 28 年 4 月にかけて実
施する。パートⅡでは、対象地域の洪水及び高潮リスク
を評価するとともに、洪水予警報を担う運輸省気象水文局に対しては、降雨氾濫流出（RRI）モデル及び高
潮モデルの研修や組織の機能向上の支援を行い、水災害に関わる中央及び地方政府機関に対しては、洪水リ
スク評価の能力向上を目指した研修を行った。

写真 –1.4.32　最終報告書提出の様子

 

写真 –1.4.33　ミーティングの様子
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5.1.3　ADB 技術実証プロジェクト（TA8074-REG）における Auto IFAS 導入
　 ア ジ ア 開 発 銀 行（ADB） と（ 独 ） 宇 宙 航 空 研 究
開 発 機 構（JAXA) が 進 め る 技 術 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト

（TA8074-REG:Applying Remote Sensing Technology in 
River Basin Management）への協力として、ICHARM 
が 開 発 し た 洪 水 予 測 シ ス テ ム Auto IFAS(Integrated 
Flood Analysis System) をフィリピン大気地球物理天文
局（PAGASA）本部に試験導入した。
　ICHARM からは宮本研究員が平成 26 年 6 月 4-6 日まで
システム導入に携わり、PAGASA のエンジニアに対して
洪水予測システムの概要やオペレーションに関する講義も行った。本システムは、洪水被害が頻繁に発生す
るカガヤン川流域を対象としたリアルタイム洪水予測システムであり、その最大の特徴は、JAXA が提供す
る人工衛星雨量 GSMaP を地上雨量で補正した雨量データを用いて洪水予測を行うことである。予測された
結果はリアルタイムで PAGASA のウェブサイトに公開され、現地での適切かつ迅速な避難命令の発令等に
貢献することを狙いとしている。平成 26 年の洪水期には試験運用およびキャリブレーションを行い、現在
は政策決定者向けに PAGASA のウェブサイトで公開されている。

5.2　パキスタン－ユネスコプロジェクト
5.2.1　フェーズ 1 の実施（H24 ～ H26）
　平成 22 年 7 月から 8 月にかけて、パキスタンでは大規
模な水害が発生し、約 2,000 名の方が犠牲となった。こ
の洪水被害を受け、日本政府はユネスコ を通じて、パキ
スタンへ技術協力を行うことを決定し、「パキスタンにお
ける洪水予警報および管理能力の戦略的強化（Strategic 
Strengthening of Flood Warning and Management 
Capacity of Pakistan）プロジェクト」について、日本政府
からユネスコへの資金拠出が閣議決定された。このプロジェ
クトには、日本から ICHARM のほか、（独）宇宙航空研究
開発機構などが参画し、パキスタン国の気象部局や宇宙航
空技術開発組織などの関係機関と共同でインダス川流域の
洪水予警報や、洪水管理に係る能力強化プロジェクトなど
が進められた。その一環として、ICHARM の修士課程へパキスタンから 3 名の学生を受け入れた。
　25 年度においては、6 月に、パキスタン水パートナーシップ（PWP）が、国際総合山岳開発センター

（ICIMOD）、（独）国際協力機構（JICA）、ユネスコと協力して、イスラマバードで開催したワークショップ（24
～ 26 日）と、洪水管理用水理構造物に関する規制をテーマにした国際会議（28 ～ 29 日）に、鍋坂主任研究員、
佐山主任研究員、杉浦専門研究員が参加した。ワークショップでは、以前 ICHARM　で研修を受けたパキ
スタン研修生二人が、IFAS と RRI モデルを学んだ過程について述べるとともに、現地の条件に合わせた
Indus-IFAS を活用することで、洪水管理関連組織の能力が強化されることを説明し、ICHARM が実施して
いる研修の結果が現場に生かされている様子を知る良い機会となった。8 月には、ICHARM の元研修生で
もあるパキスタン気象局の洪水予測部門（FFD）職員が、IFAS を利用して得た 24 時間毎の日流量予測を、
Indus-IFAS の試験モデルから FFD のウェブサイトに試験的にアップロードし、将来に向けた Indus-IFAS 
の活用を開始した（写真–1.4.35）。
　平成 26 年 6 月 25 ～ 26 日にミャンマー・ネピドーにおいて開催されたワークショップ「Workshop on 
Use of Remote Sensing Data for flood warning and management」において、プロジェクト関係者やミャン

写真 –1.4.34　Auto IFAS の講義の様子

 

写真 –1.4.35　FFD における ICHARM 元研修生
　　　　　　　他参加者トレーニング風景
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マー国内技術者等に対して、プロジェクトの最終成果を報告した。なお、このプロジェクトでは、延べ 10
回の国際ワークショップにおける講演や現地システム運用訓練を行った。

5.2.2　フェーズ 2 の実施（H27 ～）
　平成 24 年度から平成 26 年度に実施されたユネス
コパキスタンプロジェクトの後継プロジェクトとし
て、平成 27 年度から、フェーズ 2 プロジェクトを
開始した。
　フェーズ 2 では、Indus-IFAS のさらなる機能拡
張を行い、インダス川上流域の融雪を計算できる機
能や、地上雨量計により補正した人工衛星観測雨量
を活用するためのインターフェースを構築する。ま
た、パキスタン国内の政府機関や大学と連携し、モ
デル構築範囲を、インダス川東部支川に拡張する。
フェーズ 1 と同様、パキスタン技術者を対象としたショートトレーニング、修士課程への受け入れも予定し
ている。これに加えて、河川流量及び河床形状の観測精度を向上させるため、aDcp（超音波ドップラー流速計）
を用いた観測トレーニングも行う予定である。
　平成 27 年度は、融雪計算機能の開発等、IFAS の流量予測精度向上のための技術的検討を行った。さらに、
平成 27 年 7 月から 8 月にパキスタンで発生した洪水を例に、Indus-IFAS の適用性を確認し、今後の改善事
項等の解析を行った。

5.3　タイ洪水緊急対応への貢献
　平成 23 年 7 月から 11 月頃にかけて、タイ ･ チャ
オプラヤ川流域では大規模な洪水が発生し、人々
の生活 ･ 経済活動 ･ 農業等に大きな被害をもたら
した。ICHARM では 10 月中旬から、同流域の
洪水状況を把握することを主たる目的として緊急
対応の降雨流出氾濫シミュレーションを実施し
た。具体的には、チャオプラヤ川全流域を対象に、
ICHARM で開発中のモデルを用いて流量と洪水氾
濫を一体的に予測することを試みた。緊急対応と
してのシミュレーションでは、現地情報を入手す
ることが難しいため衛星による地形情報や降雨推定量を活用することになる。さらに予測降雨量を同モデル
に入力し、浸水域の広がり方や継続期間を推定した（図–1.4.3）。シミュレーション結果の一部は国土交通
省と共同で記者発表するとともに、政府 ･ 報道機関に対して情報提供を行った。その結果、多くのマスコミ
から注目されることとなった。
　また、今回の大洪水を受け、（独）国際協力機構（JICA）は「チャオプラヤ川流域対策プロジェクト」を
通じてタイ国政府を支援することを決め、ICHARM は同プロジェクトの国内検討委員という立場から技術
的な支援を行うことになった。
　平成 24 年度は、JICA はチャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクトを開始し、ICHARM は国内支援委員
という立場から同流域の治水対策について技術協力を行った。このプロジェクトへの参画は、平成 23 年度
に実施した降雨流出氾濫 (RRI) モデルによる緊急対応の洪水シミュレーションが契機となっており、その後、
詳細な地形データを応用した再現計算を行ったうえで、放水路等の治水対策効果を分析した。また、洪水管
理システム構築の支援においては、JICA と FRICS（（一財）河川情報センター）が共同して洪水予測シス

写真 –1.4.36　パキスタンプロジェクトに参画する専門家

図 –1.4.3　チャオプラヤ川の洪水氾濫予測
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テムを開発することになり、その基幹モデルとして RRI モデルが採用された。ICHARM は RRI モデルの提
供に加え、その適用に際して様々な技術支援を行った。

6. 広報・その他活動
6.1　ICHARM国際シンポジウムの主催
　平成 26 年 9 月 30 日、政策研究大学院大学（GRIPS）
において、「国際シンポジウム　－増え続ける水災害を生
きる世界の人々とともに－」を GRIPS と共催で開催した。
本シンポジウムは、設立以降の ICHARM の活動と、現
在の取り組みをご報告するとともに、2015 年の持続的発
展目標、ポスト兵庫行動枠組みを迎える中での、これか
らの ICHARM のあるべき姿、それを実現する方法につ
いて、国内外の研究者・専門家からアドバイスを頂くこ
とを目的として開催した。
　シンポジウムは、まず魚本理事長、GRIPS 白石隆学長
の開会挨拶で幕を開け、来賓から祝辞を頂いた後、基調講演として、竹内センター長からは「ICHARM 活
動報告―目標・戦略・成果―」と題し、8 年半の ICHARM の研究・研修・情報ネットワーク・現地実践の
諸活動について概要報告を行い、小池俊雄教授（東京大学）からは「水災害リスク軽減に向けた科学・技
術の挑戦」と題し、質量ともに増え続ける情報を活用した新たな知識の創造の重要性や、GEOSS（Global 
Earth Observation System of Systems）の取り組みについて紹介された。
　続いて、世界各地における大災害からの経験と取り組みとして、ケイト・ホワイト（米国陸軍工兵隊上級
リーダー）氏からは 2012 年ハリケーン・サンディ、エストゥディロ・ジョナ氏（GRIPS 教授）からは 2013 
年台風ハイヤン、シャバス・カーン氏（ユネスコジャカルタ副代表）からは 2010 年インダス川大洪水 それ
ぞれについて、概要と現状、及び課題などについて報告を受けた。
　続くパネルディスカッションでは、「世界の水災害の軽減に向けて－その課題と ICHARM への期待－」
のテーマで小池センター長をモデレーターとし、上記 3 名に加えて山田正 教授（中央大学）、寶馨 教授（京
都大学 )、沖大幹 教授（東京大学）、および天野雄介 室長（国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課国
際室 ) をパネラーに加えて、水災害被害軽減に関する最新の研究事例や国際戦略を紹介頂き、フロアを交えて、
海外における現地実践の難しさや「Working together」を旗印にした、異分野間の接着剤となるような団体
や個人を育てることの重要性などが議論された（写真–1.4.37）。
　最後に、藤澤理事から閉会挨拶を行い、約 200 名のご参加を頂いたシンポジウムは無事終了した。

6.2　Webサイト更新およびニュースレターの発行
　ICHARM の活動を世界に幅広く知らせるために、ICHARM Web サイトの
更新を随時行った。
　また、ICHARM の研究内容、研修実施報告、現地実践報告、論文ﾘｽﾄなど
の情報を定期的に発信する機会として、ICHARM Newsletter を平成 18 年 3
月の創刊から年 4 回発行しており、平成 23 年度から 27 年度にかけては計 20
号発行した。ニュースレターの購読者数は約 3,900 件となっている。

6.3　「ICHARM Open Day」の主催
　4 月のつくば科学技術週間に開催されている土木研究所の一般公開に併せ、
平成 24 年度からつくば市内の中・高校生を対象とし、参加者の英語能力の向
上および外国人とのコミュニケーションの機会を提供することを目的として、

 

写真 –1.4.37　パネルディスカッションの様子

図 –1.4.4　ニュースレター
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「ICHARM Open Day」を開催している。
　各年度の「Open Day」では、ICHARM 外国人研究員による英語講演の後、修士学生による各国の水関連
災害の状況を紹介するポスターセッションを行った。質疑のために設けた時間を利用し、参加者はそれぞれ
英語を駆使し、予定時間を越えるほど、熱心に研究員達に質問していた。
　アンケート結果では「国ごとに特徴のある英語に一度に触れられる貴重な体験だった」というような充実
していたという意見が多く、参加者そして研究員の双方にとって有意義なイベントになっている。

6.4  ICHARM R&D Seminar の主催
　ICHARM では開設以降、ICHARM 研究員、博士・修士課程学生ならびに土研・国総研の関係する研究者
に対して、水関連災害に関する世界の最新の動向と知識を提供するために、国内外から専門家を招待して不
定期に「ICHARM R&D Seminar」を開催している。平成 23 年度から 27 年度にかけては、計 23 回開催した。

7.  人材の確保
　海外の優秀な研究者の確保を目的として、国際公募の実施や公募条件を英文標記にする等外国人研究者の
積極的な獲得に努めた。このような公募を 14 回実施した結果、8 名の外国人研究者を採用することができた。
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中長期目標の達成状況
　ICHARM の活動の 3 本柱である「研究」･「研修」･「情報ネットワーキング」および現地への実践を、
国内外の関連機関と連携を図りつつ、積極的に推進し、水分野における国際的な研究拠点として国際
的に広く周知されることとなった。
　研究面においては、運営費交付金を活用したプロジェクト研究、受託研究、基盤研究を実施すると
ともに、文部科学省の 21 世紀気候変動予測革新プログラム、気候変動リスク情報創生プログラムで
成果を上げている。
　研修面においては、修士課程「防災政策プログラム」・博士課程「防災学プログラム」で合計 69 名
の修了生、3 名（前中期目標期間を含めると計 4 名）の博士（防災学）を輩出した。７回の短期研修
およびワークショップを実施した。加えて帰国研修生を対象としたフォローアップセミナを毎年度開
催し、研修性帰国後の技術支援を行うとともに人材ネットワークの強化を行った。また、IFAS を途
上国に普及させるための現地講習会を精力的に実施した。
　情報ネットワーク活動面では、台風委員会やセンチネルアジアなどを通じた国際活動への貢献、国
連防災世界会議への貢献、ICHARM NEWS Letter の発刊などを行った。
　現地への実践では、ユネスコパキスタンプロジェクトの実施や ADB プロジェクトの遂行など、様々
な活動を実施するとともに、数多くの国際会議で水災害に関するセッションの運営や研究成果の発表
を行う等、水災害の分野において大きな国際貢献を果たすことができた。
　以上より、中長期目標を大きく上回る成果を達成した。
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（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

■中長期目標達成の考え方
　国土交通省等における技術者の技術力を維持し、適切に技術の伝承を行うため、国土交通省等との人事交
流により受け入れた地方整備局等の技術職員を戦略的に育成するとともに、講習会等を通じた外部への技術
移転や関連する技術情報の提供等の活動により、社会資本整備に関する技術力の向上および技術の継承に貢
献することとした。また、地域の技術力向上に寄与するため、地方公共団体、公益法人等からの要請等に基
づき技術相談を実施し、依頼研修制度により若手研究者を受け入れ育成するとともに、技術者交流フォーラ
ムを開催することとした。加えて、土木研究所でこれまで蓄積してきた土木技術に関する知見をナレッジデー
タベースとして構築し、研究者・技術者に伝え、所内の若手研究者の育成に活用することとした。
　また、国土交通省が設置する新技術活用評価会議等への委員派遣、個別の技術相談への対応等を通じて、
公共工事等における有用な新技術の活用促進を技術的側面から支援するとともに、土木研究所の実施体制等
が有効的な試験研究については、関係公共機関から受託することとした。

中期目標
　国土交通省等における技術力の向上及び適切な技術の継承に貢献すること。また、国土交通省の公共
工事等における新技術の活用促進の取り組みに積極的に貢献すること。
　事業実施における技術的課題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等からの委
託を受けて研究開発を確実に実施すること

中期計画
　国土交通省等における技術力を向上し、また適切に技術の継承を行うため、研究所においては国土交
通省等との人事交流等により受け入れた技術者を戦略的に育成する。
　また、１．（３）の技術の指導及び研究成果の普及を通じて積極的に外部への技術移転を行うとともに、
地方整備局等の各技術分野の専門技術者とのネットワークを活用して、関連する技術情報等を適切な形
で提供すること、国等の職員を対象にした講習会の開催等により、社会資本整備に関する技術力の向上
及び技術の継承に貢献するよう努める。
　さらに研究所地域支援機能の強化を行い、地方公共団体等からの要請に基づき、技術者の育成を図り、
地域の技術力の向上に寄与する。
　これまで蓄積してきた土木研究所の知見を研究者・技術者へ伝え、更には所内の若手研究者育成のた
め、土木技術に関するナレッジデータベースを構築し、活用する。
　また、国土交通省が進める公共工事等における新技術活用システムに対し、制度の適切な運用や改善
に向けての支援を行うとともに、国土交通省の地方整備局等が設置する新技術活用評価会議に職員を参
画させ、さらに、研究所内に組織した新技術活用評価委員会において地方整備局等から依頼される技術
の成立性等の確認を行うこと等により積極的に貢献する。
　１．（３）に示す研究成果の普及を通じて研究所の研究開発ポテンシャルに対する外部からの評価を
高めることにより、国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術的問題の
解決のために必要となる試験研究を受託し、確実に実施する。
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■評価指標
　当該箇所に関する評価指標は以下の通りである（詳細は後述）。

講習会開催数

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

合計

講習会開催数 10 10 10 10 10 50

新技術活用率

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

新技術活用率（％） 34.1 39 41.4 45.8 44.5

■中長期目標期間の取り組み
1.  国土交通省等の技術系職員の受け入れ
　土木研究所では、人事交流により受け入れた地方整備局、北海道開発局、独立行政法人等の技術者の育成
を戦略的に行っている。受け入れにあたっては、所属機関へ戻った際に専門家として活躍できるよう考慮し
て、担当する研究テーマを選定している。研究の実施にあたっては、実験、数値解析、現地調査等を通じ、デー
タの取得 ･ 分析、現象の解明を経て新たな技術の開発を行うなど、研究の基礎的段階から先端的研究開発の
段階まで幅広く経験し、知見を蓄積できるようにすることにより、受け入れた職員の技術力向上を図ってい
る。
　また、土研開発技術の勉強会を開催するなど技術者の育成に努めている。

2.  専門技術者とのネットワーク
2.1　専門技術者研究会の活動
　専門技術者研究会は、各地方整備局等が専門技術者として継続的に技術力の向上および技術の継承を行っ
ていくべき職員を選定し、土木研究所と協力して育成して行く制度であり、メールによる技術情報の提供や
会議の開催、現場研修等の活動を積極的に進めている。
　専門技術者研究会の活動状況並びに専門技術者の登録状況は、表–1.5.1 のとおりである。

表－ 1.5.1　各分野の活動件数（括弧書きは当該年度の登録者数）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

道路土工 4 (197) 12 (191) 21 (189) 21(179) 15(170)

舗装 2 (210) 8 (207) 7 (205) 8(191) 10(180)

トンネル 6 (204) 6 (196) 5 (193) 6(186) 5(176)

橋梁 2 (221) 17 (207) 18 (208) 13(201) 13(188)

水文 9 (148) 29 (143) 31 (139) 21(148) 33(152)

河川構造物 4 (201) 10 (207) 14 (200) 14(208) 22(203)

河川環境 9 (202) 16 (218) 33 (207) 44(205) 3(196)
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

ダム 14 (171) 6 (172) 3 (180) 2(185) 3(170)

砂防 11 (127) 6 (129) 7 (139) 28(156) 25(160)

機械 9 (136) 2 (139) 4 (142) 7(145) 11(124)

その他 - (117) - (229) - (229) -(230) -(235)

事務局 5 (24) 1 (24) 1 (23) 3(23) 8(23)

計 75 (1958) 113 (2062) 144 (2054) 167(2057) 148(1977)

2.2　関東地方整備局「技術エキスパート研究会」との意見交換会
　専門技術者研究会の活動をさらに活性化させるとともに、土木研究所の開発技術の活用促進を図るため、
新たな試みとして関東地方整備局「技術エキスパート研究会」との意見交換会を開催した。
　表–1.5.2に示すように、専門技術者研究会の技術分野に該当する重点 ･ 準重点普及技術（１．（３）②ウ参照）
を選定し、各技術の現場等での活用に向けた意見交換を中心に行うこととした。各技術を開発した研究チー
ム等の開発者がその内容や適用効果、適用方法等を説明するとともに、各技術分野の最新動向等を上席研究
員等が情報提供して、意見交換を行った。

表－ 1.5.2　意見交換会

年度
意見交換会の区分、

テーマ
説明する技術 担当研究等

平成
23
年度

道路

道路土工 ALiCC工法 施工技術

道路土工 打ち込み式水位観測装置、短繊維混合補強土工法 土質・振動

道路土工 打ち込み式水位観測装置、短繊維混合補強土工法 土質・振動

トンネル トンネル補修工法 トンネル

橋梁 インバイロワン工法、チタン箔による塗膜補強技術 新材料

橋梁 NEW高耐力マイクロパイル工法 共同研究者（㈱フジタ）

橋梁
鋼床版き裂の超音波探傷法、橋梁地震被災度判定シ
ステム

橋梁構造研究グループ

河川

水文 人工知能技術を活用した洪水予測技術 水災害研究グループ

河川構造物 ALiCC工法（重複） 施工技術

河川構造物
打ち込み式水位観測装置、短繊維混合補強土工法（重
複）

土質・振動

河川環境 気液溶解装置 水質

河川環境 アドバンストテレメトリシステム 河川生態

ダム ダムの変位計測技術 水工構造物
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年度
意見交換会の区分、

テーマ
説明する技術 担当研究等

平成
23
年度

砂防

砂防 滑車機構を用いた斜面の多点変位計測技術 土質・振動

砂防 既設アンカー緊張力モニタリングシステム 地すべり

砂防
斜面崩壊検知センサー、自動降灰 ･降雨量計、振動
検知式土石流センサー

火山・土石流

砂防 地すべりのすべり面形状推定技術 地すべり

砂防 加熱式地下水検層法
雪崩・地すべり研究セン
ター

平成
24
年度

道路

舗装 技術動向等 舗装

トンネル
自然 ･交通条件を活用した新換気制御技術、補修 ･
補強技術、技術動向等

トンネル

橋梁 技術動向等 CAESAR

共通

コンクリー
ト

コンクリート構造物表層の品質評価装置、技術動向
等

基礎材料

道路土工 コラムリンク工法、技術動向等 施工技術

河川

水文
人工知能を活用した洪水予測手法非接触流速計、技
術動向等

ICHARM

河川構造物 技術動向等 土質 ･振動

ダム ダムの排砂技術、技術動向等 水理

平成
25
年度

共通 機械
揚排水機場ポンプ設備の状態監視技術、機械設備の
ライフサイクルマネジメント、地整要望等

先端技術

道路

道路土工
ALiCC工法、コラムリンク工法、CPGアンカー工法、
地整要望等

施工技術

舗装 振動軽減舗装、凍結抑制舗装、地整要望等 舗装

トンネル NAV工法、部分薄肉化PCL工法、地整要望等 トンネル

橋梁 磁気式ひずみ計、地整要望等 CAESAR

河川

水文
非接触型流速計、統合洪水解析システム（IFAS）、
降雨流出氾濫（RRI）モデル、技術動向等

ICHARM

河川構造物 土研式釜段、技術動向等 土質 ･振動

河川環境 WEPシステム 水質

河川環境 技術動向等 河川生態

ダム ダムの変位計測技術、技術動向等 水工構造物
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年度
意見交換会の区分、

テーマ
説明する技術 担当研究等

平成
25
年度

河川
砂防

既設アンカー緊張力モニタリングシステム（Aki-
Mos）、RE･MO･TE2

地すべり

　 地整要望等 火山 ･土石流

平成
26
年度

共通
機械 排水ポンプ支援装置 (自走型 ) 寒地機械技術

機械 地整要望 (建設ロボット技術とニーズ ) 先端技術

河川

河川構造物
グラベルセメントコンパクションパイル (GCCP) 工
法、衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術、
北海道における不良土対策マニュアル

寒地地盤

河川環境 アドバンストテレメトリシステム 河川生態

河川環境 WEPシステム 水質

道路

ダム ダムの排砂技術 水理

舗装 地整要望 (鋼床版橋の舗装補修方法 ) 寒地道路保全

道路土工 斜面崩壊検知センサー、振動検知式土石流センサー 火山・土石流

道路土工 地整要望 (吹付法面の維持管理 ) 土質・振動

橋梁 インバイロワン工法
共同研究者（インバイロ
ワンシステム㈱）

橋梁
コンクリート橋桁端部における排水装置、デッキ内
のき裂の超音波探傷技術、Uリブ内の滞水検知技術

CAESAR

平成
27
年度

共通
分野

道路構造物
管理

ハイブリッド表面波探査技術 地質・地盤研究グループ

道路構造物
管理

タフガードクリヤー工法 iMaRRC

道路構造物
管理

NAV工法 トンネル

機械
ロータリ除雪車対応型アタッチメント式路面清掃装
置

寒地機械技術

機械 トンネルの換気制御（制御プログラム） トンネル

機械 地整要望 (ロボット技術の状況と最新の知見 ) 先端技術

河川
分野

河川構造物 短繊維混合補強土工法 土質・振動

河川構造物 ALiCC工法 施工技術

河川構造物 統合物理探査技術 地質・地盤研究グループ

砂防 斜面表層崩壊影響予測シミュレーション 地質
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年度
意見交換会の区分、

テーマ
説明する技術 担当研究等

平成
27
年度

河川
分野

砂防 自動降灰・降雨量計 火山・土石流

砂防 地すべりのすべり線形状推定技術 地すべり

砂防 地整要望 (砂防分野における技術動向等 ) 土砂管理研究グループ

道路分
野

舗装 振動軽減舗装
舗装

舗装 凍結抑制舗装

舗装 カーボンブラック添加アスファルト iMaRRC

橋梁 自然由来重金属等含有土対応ハンドブック 地質

橋梁 自然由来重金属等含有土対応ハンドブック CAESAR

橋梁 鋼床版き裂の非破壊検査技術：超音波探傷法 CAESAR

橋梁
鋼床版き裂の非破壊検査技術：Ｕリブ内浸水検知技
術

CAESAR

橋梁 地整要望 (CAESARにおける臨床研究事例 ) CAESAR

3.  地域技術力の向上
3.1　地方公共団体に対する技術支援の強化
　寒地土木研究所は、研究所の技術力をより地域に活用していただくことを目的に、平成 22 年 6 月に『土
木技術のホームドクター』宣言を行い、北海道内の地方公共団体に対する技術支援活動を積極的に進める方
針を明確化した。具体的には、①災害時および平時における技術相談 ･ 技術指導、②講習会 ･ 研修会等の開
催および講師の派遣、③委員会等への参画などを積極的に行うこととしている。
　また、この取り組みをより一層進めるため、北海道開発局、北海道および日本技術士会北海道本部と連携
･ 協力協定を締結し、協働で地域の技術支援や技術力向上に努めるとともに、札幌市、釧路市とも連携 ･ 協
力協定を締結している。

3.2　寒地技術推進室による技術相談対応
　寒地土木研究所では、技術相談窓口を寒地技術推進室及び各支所に設け、国 ･ 地方自治体、大学、民間企
業などからの技術相談に幅広く対応している。構造物の維持管理に関することをはじめとして、寒冷地特有
の技術を含む幅広い技術相談を実施している。平成 22 年度の「土木技術のホームドクター」宣言以降、地
方公共団体からの技術相談件数が増加している（図–1.5.1）。このことから地方公共団体にも寒地土木研究
所の技術相談制度が認識されてきたものと考えている。



338

1.（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

図 –1.5.1　寒地土木研究所への地方自治体からの技術相談

3.3　寒地技術講習会
　寒地土木研究所では、北海道開発局の職員の技術力向上のため、研究員が講師となり、現場で役立つ基礎
的かつ実践的な土木技術に関する知識や技術を講義する寒地技術講習会を、平成 20 年度から北海道開発局
の要請にもとづいて開催している。平成 22 年度からは北海道および市町村の職員も講習会を受講できるよ
うにして、地方公共団体に対する技術支援の強化を図った。

表－ 1.5.3　寒地技術講習会一覧表

年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
23
年度

札幌

道央

寒地構造
道路防災構造物の補修補強について

橋梁等の維持管理について

寒地道路保全 中温化舗装について

小樽

寒地道路保全
舗装補修について

中温化舗装について

道北支所 コンクリート、舗装に関する簡易調査 ･活用方法について

寒地交通 凍結防止剤 ･防滑材の散布について

室蘭

寒地構造 道路防災構造物の補修補強について

寒地地盤
軟弱地盤対策の基本と施工管理のポイントについて

構造物基礎の設計のポイントについて

函館 道南 寒地構造

橋梁等構造物の補修補強について

橋梁の耐震補強について

橋梁等の維持管理について

Ｈ
18
年
度

Ｈ
19
年
度

Ｈ
20
年
度

Ｈ
21
年
度

Ｈ
22
年
度

Ｈ
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年
度

Ｈ
24
年
度

Ｈ
25
年
度

Ｈ
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年
度

Ｈ
27
年
度
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年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
23
年度

旭川

道北

道央支所 道路の切土法面の中低木緑化について

寒地構造
橋梁等構造物の補修補強について

橋梁等の維持管理について

網走

寒地構造 道路防災構造物の補修補強について

道東支所 法面保護工の施工事例について

寒地交通 凍結防止剤 ･防滑材の散布について

留萌

寒地構造 橋梁等構造物の補修補強について

寒地地盤 構造物基礎の設計ポイントについて

雪氷 雪崩について

稚内

寒地道路保全 中温化舗装について

寒地地盤
軟弱地盤対策の基本と施工管理のポイントについて

軟弱地盤対策工の種類と選定のポイントについて

釧路

道東

寒地地盤
軟弱地盤対策の基本と施工管理のポイントについて

構造物基礎の設計のポイントについて

帯広

寒地地盤 盛土の密度管理に関する実習

地域景観 道路景観向上の実践

耐寒材料 コンクリートの劣化調査 ･凍害 ･塩害について

寒地道路保全 中温化舗装について

平成
24
年度

札幌
寒地技術
推進室

寒地地盤
軟弱地盤対策の基本と施工管理のポイント

軟弱地盤対策工の種類と選定ポイント

寒地道路保全 中温化舗装について

函館 道南

寒地道路保全 舗装補修について

寒地地盤 構造物基礎の設計ポイント

防災地質 自然由来重金属等を含有する岩石 ･土壌への対応について

小樽
寒地技術
推進室

寒地構造
落石対策について

橋梁等構造物の補修補強について

寒地交通 凍結防止剤 ･防滑材の散布について

旭川 道北

寒地道路保全 舗装補修について

寒地構造 橋梁等構造物の補修補強について

寒地交通 凍結防止剤 ･防滑材の散布について
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年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
24
年度

室蘭
寒地技術
推進室

寒地地盤 冬期土工について

寒地構造 橋梁等構造物の補修補強について

雪氷 雪崩について

釧路 道東
寒地道路保全 中温化舗装について

耐寒材料 コンクリートの劣化調査 ･凍害 ･塩害について

帯広 道東

耐寒材料 冬期施工におけるコンクリート工について

寒地地盤 排水構造物について～凍害被害事例とその対策～

防災地質 急崖斜面の維持管理について

網走 道北 寒地構造

橋梁の耐震補強について

橋梁等構造物の補修補強について

落石対策について

留萌 道北 雪氷
防雪林について（座学）

現地実習（R40号雄信内防雪林現場）

稚内 道北

雪氷 吹雪について

耐寒材料 コンクリート構造物の変状と補修時の留意点

寒地地盤 不良土対策について

平成
25
年度

札幌
寒地技術
推進室

寒地構造
橋梁等構造物の補修 ･補強について

落石対策について

雪氷 防雪柵の設計について

函館
寒地技術
推進室

寒地構造
橋梁等構造物の補修 ･補強について

橋梁の耐震補強について

寒地地盤 不良土対策について

小樽
寒地技術
推進室

雪氷 雪崩対策と維持管理について

防災地質 融雪時災害対策について

寒地地盤 軟弱地盤対策工の種類と選定方法について

旭川 道北

耐寒材料 冬期施工におけるコンクリート工について

防災地質
地質調査について

地すべり対策工について

室蘭
寒地技術
推進室

寒地道路保全 舗装補修について

雪氷 雪崩対策と維持管理について

防災地質 自然由来重金属等を含有する岩石 ･土壌への対応について
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年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
25
年度

釧路 道東
寒地地盤 道路のり面の凍上被害について

雪氷 雪崩対策と維持管理について

帯広 道東
寒地構造

コンクリート構造物の補修補強技術について

既設橋梁の耐震設計について

寒地地盤 軟弱地盤対策工の種類と選定のポイント

網走 道北
雪氷

道路の吹雪と吹雪対策

防雪林の樹種選定と育成管理

寒地地盤 構造物基礎について（設計のポイントと最近の話題）

留萌 道北
寒地地盤

軟弱地盤の調査 ･設計と対策工

冬期土工について

耐寒材料 コンクリート構造物の長寿命化について

稚内 道北
寒地道路保全

舗装補修について

中温化舗装について

寒地構造 橋梁の補修補強について

平成
26
年度

札幌
寒地技術
推進室

寒地地盤 セメント改良の室内試験および施工管理について

雪氷 雪害の事象とその対策について

耐寒材料 寒中コンクリートについて

函館
寒地技術
推進室

寒地道路保全 舗装補修について

寒地構造 既設橋梁の耐震設計について

防災地質 酸性硫酸塩土壌について

小樽
寒地技術
推進室

寒地道路保全 舗装補修について

雪氷 雪崩対策と維持管理について

寒地構造 橋梁等構造物の補修・補強について

旭川 道北

寒地構造 橋梁補修について

寒地地盤
冬期土工について

不良土対策について

室蘭
寒地技術
推進室

寒地交通 ラウンドアバウトについて

寒地構造
橋梁点検と橋梁補修について

橋梁の耐震設計の基礎、考え方

釧路 道東
寒地地盤

冬期土工について

泥炭地盤の問題点とその対策工について

寒地交通 ラウンドアバウトについて
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年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
26
年度

帯広 道東

寒地地盤 盛土の品質管理について

雪氷 道路の吹雪対策について

寒地構造 落石対策について

網走 道北

地域景観ユニット 道路の機能やコストと両立する景観向上策

雪氷 防雪対策について

寒地構造 橋梁等構造物の補修・補強について

留萌 道北 防災地質
地すべりの発生メカニズムと、道路構造との共存について

自然由来重金属を含有する岩石・土壌への対応について

稚内 道北

寒地道路保全 舗装補修について

雪氷 防雪対策について

寒地地盤 軟弱地盤対策の基本と各種対策工法の概要

平成
27
年度

札幌
寒地技術
推進室

寒地道路保全 舗装補修及びSMA舗装について

寒地構造 橋梁点検と橋梁補修について

地域景観
主に郊外部を対象とした、道路の機能やコストを両立する景
観向上対策

函館
寒地技術
推進室

寒地道路保全 舗装補修及びSMA舗装について

耐寒材料 寒中コンクリートについて

小樽
寒地技術
推進室

寒地構造 落石対策について

雪氷 暴風雪の対応と対策

寒地道路保全 舗装補修について

旭川 道北支所

寒地地盤 冬期土工について

寒地構造 橋梁点検・補修について

防災地質 地滑りについて

室蘭
寒地技術
推進室

寒地交通
冬期路面管理について

雪氷

耐寒材料 塩害対策について

釧路 道東支所
雪氷 暴風雪の対応と対策

寒地道路保全 舗装補修について

帯広 道東支所

寒地道路保全 北海道型SMAの紹介及び舗装補修について

雪氷 雪崩対策と維持管理について

耐寒材料 構造物（橋梁）の補修・補強について
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年度
開催
地

担当支所 担当 テーマ

平成
27
年度

網走 道北支所
雪氷

防雪対策施設の維持管理について

雪崩対策と維持管理について

寒地地盤 法面植生について

留萌 道北支所

寒地構造 橋梁補修について

雪氷 暴風雪の対応と対策

寒地地盤 冬期土工について

稚内 道北支所

防災地質 地すべり発生のメカニズムと、道路構造との共存について

寒地地盤
緩速載荷盛土の設計と管理手法の要点について

冬期土工について

3.4　地方公共団体を対象にした講習会等の開催による技術力向上の支援
　地方公共団体の職員や発注工事の請負業者等を対象にした講習会等を開催して地域の技術力向上について
も積極的に支援した。講習会の開催や講師派遣等の実績を表–1.5.4に示す

表 –1.5.4　講師派遣例

年度 担当等 講習会等名 対象者

平成
23
年度

火山・土石流 深層崩壊セミナー 奈良県職員

自然共生研究センター
東海環状自動車道「清流の里ぎふ」づくり勉
強会

岐阜県職員

雪崩・地すべり研究セン
ター

新潟県妙高市議会議員研修会 新潟県妙高市議会議員

水利基盤 上川中央部土地改良区連絡協議会役員研修会
上川中央部土地改良区連絡
協議会役員

寒地構造 橋梁点検勉強会
室蘭開発建設部管内自治体
職員、室蘭開発建設部職員

寒地河川、地域景観ユ
ニット

北海道建設技術職員専門研修
北海道庁の建設系技術職員
および北海道内の市町村職
員（建設系）

道東支所 除雪の安全施工に関する講習会
釧路市、標茶町の職員およ
び請負業者

平成
24
年度

河川生態 多自然川づくり勉強会 埼玉県県土整備部

水理
平成24年度地域整備部職場研修「貯水池に
おける堆砂等の問題について」

新潟県柏崎振興局

雪崩地すべり研究セン
ター

雪崩災害に対する警戒態勢の強化に係る講習
会

新潟県農林水産部

橋梁構造研究グループ 橋梁長寿命化修繕計画に関する説明会 茨城県
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年度 担当等 講習会等名 対象者

平成
24
年度

地域景観ユニット
厚真町「道の駅」勉強会「北海道におけるド
ライブ観光と道の駅について～厚真町におけ
る可能性を考える」

厚真町議会事務局厚真町議
会室蘭開発建設部職員

地域景観ユニット 幕別町の地域振興勉強会 幕別町商工会幕別町

地域景観ユニット 小平町道の駅等周辺整備に関する勉強会 小平町の職員観光協会

寒地構造 橋梁補修・補強に関する技術講習会 札幌市職員

寒地技術推進室 寿都町理科特別講師 寿都町教育委員会

寒地機械技術
ホワイトデータセンター構想～雪冷熱を活用
した省エネ型データセンターの実現に向けて
～

データセンター事業者

道東支所（講師派遣） 標茶町除雪対策会議 標茶町の職員及び請負業者

耐寒材料、寒地道路保全
技術

北海道建設技術職員専門研修 北海道職員　市町村職員

平成
25
年度

新材料 低VOC塗装・工事セミナー 東京都環境局

地質・地盤研究グループ、
舗装

道路の維持補修に関する管理者向け説明会 熊本県

土質・振動 宮崎の液状化対策に関する技術講習会 宮崎県県土整備部

施工技術 建設発生木材、建設汚泥のリサイクル技術 千葉県県土整備部

火山・土石流 深層崩壊セミナー 奈良県県土マネジメント部

雪崩・地すべり研究セン
ター

雪崩災害に対する警戒体制の強化に係る講習
会

新潟県農林水産部

トンネル
トンネル研修「トンネルができるまで」「トン
ネルの維持管理」

浜松市

トンネル 平成25年度道路ストック総点検説明会 京都府建設交通部

水災害研究グループ 環境講演会「地球温暖化と頻発する水災害」 東京都練馬区

橋梁構造研究グループ
平成25年度土木部職員研修（アセットマネ
ジメント研修）

茨城県

寒地構造
平成２５年度　橋梁補修・補強に関する技術
講習会

札幌市建設局

雪氷 白石区災害防止協力会講習会 白石区災害防止協力会

雪氷、地域景観ユニット 網走地方道路防災講演会
網走地方道路防災連絡協議
会

地域景観ユニット 芽室町「景観」視察研修 芽室町『夢プラン実現隊』

地域景観ユニット 本別町道の駅研修会
本別町の関係職員、道の駅
運営者の NPO 法人、帯広
開発建設部

特別研究監 生態学的混播法・混植法に関する講習会 宮城県砂防協会、小平町

寒地技術推進室 寿都町理科特別講師 寿都町教育委員会



345

1.（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

年度 担当等 講習会等名 対象者

平成
25
年度

道東支所
除雪対策会議等における「除雪の安全施工」
講演

標茶町，中札内村，釧路市，
上士幌町，芽室町の職員及
び請負業者等

平成
26
年度

雪崩・地すべり研究セン
ター

第２２回　砂防研究会ｉｎ板倉「近年の土砂
災害の特徴と豪雪対応支援について」

新潟県

自然共生研究センター 親子ふれあい教室「変わりゆく木曽川の自然」 一宮市

橋梁構造研究グループ
平成26年度土木部職員研修（アセットマネ
ジメント研修）「橋梁長寿命化対策について」
他

茨城県

橋梁構造研究グループ
クリエイティブセミナー「社会資本の老朽化
問題とその対処法」

新潟県

雪崩・地すべり研究セン
ター

雪崩災害に対する警戒体制の強化に係る講習
会

新潟県

特別研究監寒地技術推進
室

環境保全の講習「島と海と森のはなし」（森の
整備の実習）

羽幌町

研究調整監付・上席研究
員

青森県ロジスティクス推進フォーラム 青森県　県土整備部

特別研究監
公共土木施設災害時における北海道及び市町
村相互の応援に関する連絡会議

北海道建設部

寒地河川 白石区災害防止協力会講習会 白石区災害防止協力会

水利基盤 冬期情報交換会 上川水稲直播ネットワーク

地域景観ユニット 「道の駅」研修会

北海道「道の駅」連絡会，　
安平町，　釧路市の関係職
員、道の駅運営者の NPO
法人

地域景観ユニット 芽室町「景観」視察研修 芽室町建設都市整備課

特別研究監
平成２６年度「札幌市道路・河川地域防災協
議会」

札幌市道路・河川地域防災
協議会

特別研究監水環境保全寒
地技術推進室

環境保全・防災の講習「緑はどうなった？」（生
態的混播法・混植法の実習）

洞爺湖町、壮瞥町

道東支所
除雪対策会議等における「除雪の安全施工」
講演

釧路市，鹿追町の職員及び
請負業者等

平成
27
年度

先端技術 つくば科学出前レクチャー つくば市教育委員会

材料資源研究グループ
大人の仕事拝見アッと驚くコンクリートおも
しろ話

足立区生涯学習センター

材料資源研究グループ コンクリート研修 浜松市

橋梁構造研究グループ 橋梁研修 浜松市

橋梁構造研究グループ
土木部職員研修（アセットマネジメント研修）
の現地研修

茨城県
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年度 担当等 講習会等名 対象者

平成
27
年度

材料資源研究グループ 平成27年度下水道職員研修会
浜松市水道事業・下水道事
業管理者　

土砂管理研究グループ 土砂災害に関する研修会 仙台市

雪崩・地すべり研究セン
ター

雪崩災害に対する警戒体制の強化に係る講習
会

新潟県

道路技術研究グループ トンネル技術研修会 島根県

道路技術研究グループ トンネル研修 浜松市

地域景観ユニット 「道の駅」阿寒丹頂の里エリアの整備 釧路市

寒地技術推進室 環境保全・防災の講習「緑はどうなった？」 洞爺湖町

寒地技術推進室 住民参加による森づくり事業 小平町

寒地保全技術研究グルー
プ

JICA草の根技術協力事業（地域活性化特別枠） 旭川市

寒地技術推進室 生態学的混播・混植法の森 手入れ作業指導 旭川市

寒地技術推進室 寿都町理科特別講師 寿都町教育委員会

寒地技術推進室 環境保全の講習「島と海と森の話」 羽幌町

地域景観ユニット 増毛町地域景観セミナー 増毛町

寒地基礎技術研究グルー
プ

第4回インフラ保全技術向上研修会 釧路市

道東支所 除雪施工講演 陸別町

道東支所 釧路市除雪連絡協議会安全大会 釧路市

地域景観ユニット 景観勉強会 函館市

地域景観ユニット 本別町道の駅研修会 本別町

道東支所 芽室町除雪技術講習会 芽室町

寒地基礎技術研究グルー
プ

寒地道路研究グループ
北海道建設技術職員専門研修 北海道建設部

3.5　就業体験制度等を活用した人材の育成並びに技術の継承
　高校生に望ましい勤労観や職業観を養い、主体的に進路選択ができる能力や態度の育成、ならびに実践的
な能力の向上を通じた技術の継承等を目的に、高等学校からの依頼によるインターンシップを実施している。
　受け入れた生徒達は、大学の建設系学部への進学と大学卒業後の建設系職種を希望しており、インターン
シップ後のレポートやアンケートの結果によると、「（土木施設が）緻密な計算のもとにできあがっているの
がわかった」「土木と自然との関わり、人命を守る土木技術などについて関心を持った。土木技術者の責任
感や仕事への情熱を強く感じることができた」などの意見を持つようになるなど、土木施設の調査、設計、
施工などへの理解が深まったと思われる。
　また、自治体等の組織の技術者が所定の科目を履修することにより、共通の高度な知識を持った総合技術
者（社会基盤メンテナンスエキスパート）を養成することを目的とした「社会基盤メンテナンスエキスパー
ト（ME）養成ユニット」が運用され始めたことを受け、構造物メンテナンス研究センターと国立大学法人
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長崎大学工学部インフラ長寿命化センター、および国立大学法人岐阜大学社会資本アセットマネジメント技
術研究センターの３者で「社会基盤のメンテナンスに係る地域人材育成に関する協定」を締結し、活動を続
けた他、他大学からの要請を受け ME 養成講座の講師を務める等、地域の人材育成等に貢献している。

4.  地域における産学官の交流連携
4.1　技術者交流フォーラムの開催
　寒地土木研究所では、平成 20 年度から地域において求められる技術開発に関する情報交換、産学官の技
術者の交流および連携等を図る目的で、4 支所が地元の技術士会の支部と連携し「技術者交流フォーラム」
を開催している（表–1.5.5）。
　平成 22 年度までは人口 10 万人以上の北海道内の中核都市で開催してきたが、平成 23 年度は、フォーラ
ムの全道展開を図るべく、人口約 4 万人の稚内市を含めて開催した。講演内容は、産学官の連携、地域性を
重視しながら、その時々のトピックを加えたテーマを設定し、外部識者の特別講演、支所の研究員を含めた
研究所の研究員の研究成果の講演および地域で活躍する技術者の開発技術の発表などを交えた多様なものと
した。また、研究所の開発技術等のパネル展示を行い、研究成果の普及に努めた。
　フォーラム終了後のアンケートでは、参加の目的として「テーマに興味があった」「仕事に役立つと思った」

「情報交換のため」が多数を占めるなど、連携・情報交換等のフォーラムが地域で果たす役割に期待してい
ることが伺え、大半の参加者から「有意義」「参考になった」という高い評価を得た。なお、開催初年度（平
成 20 年度）には、わずか 2％に過ぎなかった全参加者に占める地方自治体の参加者の割合が年々増加する
傾向にあり、平成 22 年度以降は 10 ～ 20% を占める結果となった。 

表－ 1.5.5　技術者交流フォーラムの開催テーマ

年度 開催日 開催地 担当 開催テーマ 参加者数

平成
23
年度

平成23年10月 25日 函館市 道南支所
道南観光とそれを支える社会基
盤について

145名

平成23年 10月 25日 稚内市 道北支所
道北圏の道路交通の安心・安全
に向けて

85名

平成24年 1月17日 苫小牧市 道央支所
胆振・日高の地域特性を踏まえ
た社会基盤の現状と展望

190名

平成24年 1月31日 釧路市 道東支所
市町村舗装道路における維持管
理の現状と課題

206名

平成
24
年度

平成24年8月23日 札幌市 寒地技術推進室
北海道の土砂災害に関する技術
者フォーラム

240名

平成24年 10月 17日 帯広市 道東支所 十勝地域の洪水災害とその対応 196名

平成25年 1月29日 北見市 道北支所 地域の道路維持管理について 216名

平成
25
年度

平成25年9月19日 釧路市 道東支所
道東地域における地震津波災害
とその対応

222名

平成25年 12月 6日 留萌市 道北支所
留萌地域における水産資源の創
出

115名

平成26年 1月30日 白老町 寒地技術推進室 災害時における機械化施工 65名
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年度 開催日 開催地 担当 開催テーマ 参加者数

平成
26
年度

平成26年8月28日 岩見沢市 寒地技術推進室
北国の雪を活用したクリーンエ
ネルギーの開発

129名

平成26年 10月 2日 帯広市 道東支所
⼗勝地域におけるバイオマス資
源活⽤の取り組み

166名

平成26年 11月 26日 旭川市 道北支所
リサイクル材の土木事業への利
活用について

164名

平成
27
年度

平成27年8月25日 小樽市 技術推進室
新しい後志の地域づくりと公共
空間整備

123名

平成27年 10月 29日 北見市 道北支所
激甚化する雪氷災害の現状と課
題

246名

平成27年 12月 2日 釧路市 道東支所 道東道延伸と地域づくり 170名

4.2　メンテナンス技術交流会の開催
　構造物メンテナンス研究センター（CAESAR）では、国、地方自治体、高速道路会社といった施設管理者と、
産業界、学界の技術者 ･ 研究者が一堂に会する場として「CAESAR メンテナンス技術交流会（図–1.5.2）」
を平成 23 年 8 月 24 日に設立し、会員数は約 240 者となっている。最新のメンテナンス技術に関する動向な
どをメール配信による情報提供を 25 回行った。また PC 橋の実橋載荷実験及び軸方向ひび割れを生じさせ
た模擬 PC 桁の載荷試験に伴う非破壊検査技術等について，産学官計 28 者が非破壊検査技術等を試行する
等産学官交流の場を設けながら、メンテナンス技術の向上に努めている。

図 –1.5.2　CAESAR メンテナンス技術交流会の概念図

国
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メンテナンス技術交流会
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5. 　ナレッジデータベースの活用
　土木研究所がこれまで蓄積してきた知見を研究者・技術者へ伝え、更には所内の若手研究者育成のため、
土木技術に関するナレッジデータベースを構築している。構築しているナレッジデータベースは分野ごとに
様々であり、橋梁等の技術相談と土砂災害に関するナレッジデータベースが稼働している。

6.  新技術活用のための活動
6.1　活用評価会議等への参画
　国土交通省が運用している「公共工事等における新技術活用システム」を技術的側面から支援するため、
国土交通本省が設置する「新技術活用システム検討会議」や地方整備局等が設置する「新技術活用評価会議」
に職員を委員として派遣し、システムの運営方針や個別技術の評価の審議に参加している。
　9 つの地方整備局等において合計 142 回の評価会議が開催され、1,149 技術の事後評価をはじめ、事前評価
や試行計画、有用な新技術の指定等の審議が行われた（表–1.5.6）。また、国土交通省のシステム検討会議
や全地方整備局等の担当者からなる担当者会議等においては、技術推進本部および寒地技術推進室の職員が
参加し、システムのさらなる改善に向けて、事後評価における定性的評価の導入や追跡調査の試行について
決定するとともに、現場試験制度や災害時技術の情報提供等、新たな仕組みの導入について検討した。

表 –1.5.6　地方整備局毎評価会議の実績（括弧書きは事後評価件数）

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

審議内容等

北海道
4
(25)

4
(25)

3
(17)

3
(82)

4
(24)

H23: 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H24: 試行実証評価
H25､ H26: 有用な新技術の指定
H27: 事前審査、推奨技術等の推薦

東北
3
(11)

4
(22)

4
(29)

3
(28)

4
(47)

H23: 試行計画の審議､ 推奨技術等の推薦
H24､ 25: 試行申請型の進捗確認､ 有用な新技術の指定
H26,H27: テーマ設定型技術公募､ 有用な新技術の指定

関東
4
(68)

4
(32)

4
(36)

4
(33)

4
(31)

H23､ 24: 試行計画の審議､ 有用な新技術の指定､ 推奨技術等
の推薦
H25: フィールド提供型による新技術の公募､ 有用な新技術の指
定
H26: テーマ設定型技術公募､ 有用な新技術の指定
H27: フィールド提供型技術公募、テーマ設定型技術公募、追跡
調査

北陸
4
(15)

4
(23)

4
(18)

4
(31)

4
(15)

H23､ 24: 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H25: フィールド提供型による新技術の公募テーマ設定､ 有用な
新技術の指定
H26: フィールド提供型による応募技術の選考及び試行計画､
テーマ設定型技術公募､ 有用な新技術の指定
H27: 事前審査、テーマ設定型技術公募、推奨技術等の推薦

中部
4
(56)

4
(65)

4
(45)

3
(104)

4
(79)

H23､ 24: 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H25: 事前審査､ 有用な新技術の指定
H26: テーマ設定型技術公募､ 有用な新技術の指定
H27: 事前審査、テーマ設定型技術公募、推奨技術等の推薦



350

1.（5）技術力の向上、技術の継承及び新技術の活用促進への貢献

平成
23
年度

平成
24
年度

平成
25
年度

平成
26
年度

平成
27
年度

審議内容等

近畿
4
(26)

4
(32)

4
(27)

4
(40)

4
(51)

H23､ 24: 事前審査､ 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H25､ 26: 有用な新技術の指定
H27: 推奨技術等の推薦

中国
4
(30)

4
(23)

3
(15)

4
(61)

4
(30)

H23､ 24: 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H25: 有用な新技術の指定
H26,H27: テーマ設定型技術公募､ 有用な新技術の指定

四国
4
(7)

3
(16)

3
(7)

3
(28)

3
(23)

H23､ 24: 推奨技術等の推薦
H25: 試行実証評価
H26: 有用な新技術の指定
H27: テーマ設定型技術公募、推奨技術等の推薦

九州
3
(11)

4
(20)

3
(12)

4
(29)

4
(13)

H23､ 24: 有用な新技術の指定､ 推奨技術等の推薦
H25: 有用な新技術の指定
H26: 技術研究開発課題､ 有用な新技術の指定
H27: 技術研究開発、テーマ設定型技術公募、推奨技術等の推薦

システ
ム
検討

2
(-)

3
(-)

3
(-)

4
(-)

2
(-)

H23: 事後評価等､ システム全体の課題抽出 ･検討､ 推奨技術等
の検討
H24: 事後評価等､ システム全体の課題抽出 ･検討
H25: 新技術活用の新たな仕組み等の検討､ 推奨技術等の選定
H26: テーマ設定型技術公募の検討､ 推奨技術等の選定
H27: テーマ設定型技術公募、推奨技術等の選定

計
36 
(249)

38 
(258)

35 
(206)

36 
(436)

37
(313)

6.2　土研評価委員会における技術の成立性等の確認 ･評価
　地方整備局等が設置する新技術活用評価会議から依頼のあった技術の成立性等の確認について、専門家と
しての参考意見を提出するため、研究所内に組織した新技術活用評価委員会において、技術の確認・評価を
行っている（表–1.5.7）。新技術については、安全性、耐久性等の技術の成立性や経済性の確認を行い、結
果を地方整備局等に報告した。

表 –1.5.7　土研評価委員会で確認 ･ 評価を行った新技術

年度 地整等 工種 技術名

平成24年度 北海道開発局 法面保護 レミフォレスト工法

平成24年度 東北地方整備局 改良土 回転式破砕混合工法による建設発生土リサイクル技術

平成24年度 近畿地方整備局 橋梁補強 アウトプレート工法

平成24年度 四国地方整備局 建設機械 バードビジョンシステム

平成24年度 九州地方整備局 物理探査
高周波CSMT探査機を用いた深度20mまでの地下壕 (地
下空洞 )探査

平成25年度 四国地方整備局
ボックスカル
バート

ND-WALL工法

平成25年度 近畿地方整備局 防食対策 ALAPANEL方式電気防食工法
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年度 地整等 工種 技術名

平成25年度 近畿地方整備局 防食対策 ニッケル被覆炭素繊維シートを用いた電気防食工法

平成25年度 中国地方整備局
コンクリート
擁壁

マルチボード（土留め壁）工法

平成25年度 関東地方整備局 上下水道 プラス工法

平成25年度 関東地方整備局 多自然型護岸 多用途耐蝕鋼材枠システム

6.3　 地方整備局等における活用促進への支援
　土木研究所では各地方整備局等が新技術活用の一連の手続きを進めていく中で、技術的判断が難しい事柄
については、各評価会議から依頼のある技術の土研評価委員会における確認・評価とは別に、随時個別に依
頼を受け必要な技術的見解を示す等、公共工事における活用が適切に進められるよう支援している。
　こうした取り組みによる貢献の結果、NETIS による国土交通省の工事における新技術が活用された工事
の割合は増加傾向となっている (図–1.5.3)。また、事後評価件数も増加しており (図–1.5.4)、公共工事等に
おける新技術活用システムが狙いとする技術開発のスパイラルアップとともに、公共工事等の品質確保にも
寄与することが期待されている。

　
図 –1.5.3　 NETIS 技術の活用状況の推移（平成 27 年度版）

（国土交通省公表値を元に作成）

図－ 1.5.4　事後評価件数の推移 ( 累積 )( 平成 27 年度版 )
（国土交通省公表値を元に作成）
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表－ 1.5.8　新技術活用率※

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

新技術活用率（％） 34.1 39 41.4 45.8 44.5

※総工事件数に対する新技術活用工事件数の割合

7.  技術的問題解決のための受託研究
　土木研究所では、水理水工や下水道、港湾水産等、様々な分野で多くの機関の個別事業実施における技術
的問題の解決に貢献するため、受託研究を行っている。各年度の受託件数、研究費の内訳を表–1.5.9、表
–1.5.10に示す。例えば、平成 23 年度は、近畿地方整備局の依頼により、天ヶ瀬ダム再開発事業に伴う設
置予定の放流設備について、流況および水理特性の妥当性を評価し、設計・施工における水理的課題の抽出
と対応策の検討を行った。

表 –1.5.9　受託実施数（件）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

国交省 10 9 10 8 9 46

その他の機関 6 8 3 6 5 28

合計 16 17 13 14 14 74

表 –1.5.10　分野毎の受託研究費（千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 合計

水理水工 51,050 56,993 57,905 117,985 113,096 397,029

災害防止 88,353 12,585 14,672 9,270 8,798 133,678

下水道 38,997 25,678 25,971 32,312 25,917 148,875

道路 6,556 8,535 6,761 9,025 5,301 36,178

港湾水産 76,646 51,782 50,675 47,085 35,853 262,041

合計 261,602 155,572 155,984 215,677 188,966 977,801
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中長期目標の達成状況
　国土交通省等の技術系職員を人事交流として受け入れ、技術者の育成に努めたほか、専門技術者研
究会において現場研修等の活動を開催するなど、技術力の向上、技術の伝承に貢献した。一方、構造
物メンテナンス研究センター（CAESAR）では、「CAESAR メンテナンス技術交流会」の産学官の
メンバーによる意見交流会を開催することにより、最新のメンテナンス技術動向などに関するメール
配信を行っている。
　また、地域の技術力向上に寄与するために、国や地方公共団体等からの多くの技術相談に対応した。
中でも北海道では、北海道内の市町村へ積極的な PR 活動を行ったことにより、多数の相談を受けた。
さらに寒地技術講習会を実施したほか、技術者交流フォーラムの開催等、各種講習会を多数行う等、
地域における技術者の育成や産学官の交流連携に貢献した。ナレッジデータベースについては、橋梁
の技術相談と土砂災害に関するナレッジが蓄積された。
　新技術の活用については、新技術活用会議に委員として参加したほか、新技術の事後評価等を実施
するなど、システム運営の方針や個別技術の評価の審議に積極的に参画した。
　以上により、中期目標を上回る成果を達成した。


